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廃棄物埋設における自然事象を考慮した地盤の性能評価に関する研究 【成果の概要】 

[1] 

【成果の概要】 
 
1．自然事象等を考慮した評価対象地盤の性能評価に係る科学的・技術的知見の取得 
【仕様書記載内容】 
 中深度処分においては，侵食による深度の減少を考慮しても，廃棄物埋設地について少なく

とも 10 万年間にわたって一定の深度を確保することが求められている． 
 そこで，本事業では自然事象等による評価対象地盤の評価手法を整理し，中深度処分に適用

可能性が高い性能評価法の抽出を行い，現状における適用性の課題の整理を行うものであり，

以下の項目について実施する． 
 なお，性能評価には，評価対象地盤における地下水流動及び核種移行について影響を及ぼす

力学特性及び水理学特性の評価に加え，その確からしさ及び特性値設定の妥当性に関する知見

の整理も含まれる． 
（1）隆起・沈降及び侵食評価手法に関する科学的・技術的知見の取得 

 原子力規制庁では，過年度において，中深度処分の評価対象とする期間及び評価対象とす

る地域を考慮した隆起・沈降及び侵食を評価する手法に関して，それぞれ独立の事象である

ことを踏まえて，課題の抽出，適用条件等の整理を行ってきた．今年度は，これまでに検討

してきた隆起・沈降及び侵食の性能評価手法の組合せによる評価精度の向上について検討し，

深度を確保する上での性能評価手法の技術的妥当性について整理する． 
（2）断層等の評価手法に関する科学的・技術的知見の取得 

 中深度処分の評価対象とする期間における断層，地すべり及び層理面（以下「断層等」と

いう．）の滑動による地盤の損傷，水理学特性の低下等に関する評価手法の科学的・技術的知

見を取得する．なお，断層等の滑動による地盤の力学的・水理学的性能評価については，岩

盤力学による偏差テンソル等による評価法により行うものとする．また，地質構造の評価で

は，物理探査，ボーリング等による地質断面の両手法により断層等の認定が行われることか

らこれらの評価手法と岩盤損傷との関連性について科学的・技術的知見を取得する． 
 
1.1 隆起・沈降及び侵食評価手法に関する科学的・技術的知見の取得 
1.1.1 隆起・沈降等の地質変動事象の総合的な検討 
【実施内容】 
 隆起活動の空間スケールを検討してきた上北平野～下北半島東部を対象に，地形・地質構造

発達史を整理し，隆起・沈降活動等の年代的な変遷とその空間的スケールについて総合的な検

討を行う．上北平野～下北半島東部にかけては，南北性と東西性の時代の異なる構造運動が認

められ，現在を含めた地域応力場の変遷についても検討を行う． 
 平成 31 年度は，以下について検討を進める．  
 上北平野～下北半島東部の地形・地質構造発達史の検討 
 微小地震解析に基づく上北平野～下北半島東部の応力場の検討 
 海成段丘を用いた上北平野～下北半島東部中央部までの隆起活動評価 
 河成堆積物を用いた上北平野～下北半島東部の隆起活動の予察的検討 

 
【成果】 
1.1.1.1 上北平野～下北半島東部の地形・地質構造発達史の検討 
古第三紀から現在にかけての地質構造発達史と応力場の変遷 
 日本弧は，古第三紀までユーラシア大陸の一部であったが，新第三紀にユーラシア大陸から

分離され，大陸と日本弧の間に日本海が形成された．東北日本弧の広域応力場の時代的変遷は

大まかに以下の 4 つの期間に分けられる（Yoshida et al., 2014；図 1.1.1.1-1）． 
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図 1.1.1.1-1 35 Ma 以降の東北日本弧の地域応力場（Yoshida et al., 2014）． 

 
Ⅰ．陸弧期（35-27 Ma） 東北日本弧はユーラシア大陸の東縁に位置していた．この時期に東

北日本弧の応力場は中立的な応力場から正断層型の応力場に変化し，穏やかなリフト活動が起

こり始めた． 
Ⅱ．伸張期（27-13.5 Ma） 前期（Stage 4）は，NNE-NE 方向の最大水平圧縮（σHmax）応力

場のもと，穏やかなリフト活動が続いていた．中期（Stage 5～6）には，日本海形成に伴うリ

フト活動が活発になり，16.4–15.1 Ma から 14 Ma の間に東北日本弧は約 45°の反時計回り運動

をし，ユーラシア大陸から分離した．日本海の拡大は 15 Ma 頃に終了し，後期（Stage 7）の

応力場は NE-SW 方向の引張方向を持つ正断層型に変化した．東北日本弧は全体として沈降し

海面下に没した． 
Ⅲ．遷移期（13.5-3.5 Ma） 前期（Stage 8～9）の東北日本弧は，ほぼ海面下に存在していた．

Stag 8 では中立的な応力場であったが，Stage 9 では σHmaxが NE 方向の弱い逆断層型の応力

場に変化した．後期（Stage 10～11）の σHmax は ENE 方向の逆断層型の応力場に変化し，隆起・

陸化が進んだ． 
Ⅳ．地殻短縮期（3.5-0 Ma） 太平洋プレートの西進運動が活発化し，σHmaxが概ね東西方向の

E-W 圧縮型の応力場に変化した．この応力場の変化に伴い，Ⅱ.伸張期に形成された正断層が逆

断層として再活動するようになった．逆断層の活動場は，0.1～1 万年スケールで日本海側から

火山フロント側へ移動している可能性が指摘されている． 
 
第四紀の地形・地質構造発達史 

下北半島東部では，第四系火山噴出物が新第三系を覆っている．吹越山地は主に背斜構造を

示す新第三系の泊層(火山岩類)からなり，尻屋崎には中生界の付加体である尻屋層が分布する．

田名部低地は厚い第四系により埋積されている．上北平野には数段の海成段丘面が発達し，その
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基盤として野辺地層が段丘崖に露出する． 
下北半島東部－上北平野は 2.5 Ma 頃までは海底下に存在していたが，太平洋プレートから

の圧縮を受け，1.7-0.7 Ma 頃に海面よりも上側に隆起し，現在に至っている．この地域に分布

する浜田層（海成層）に含まれる化石群等から推定される古水深・環境，年代等の情報に注目

すると，約 1.2 Ma から現在の隆起場になった可能性がある（図 1.1.1.1-2）． 
 

 
図 1.1.1.1-2 下北地域の第四紀における隆起沈降傾向（産業技術総合研究所, 2013）． 

 
今後の課題 
・東北日本弧のテクトニクスに関しては，層序学，岩石学，構造地質学，古地磁気学などの関

連分野間での知見の整合性の検討が必要である． 
・データ精度の向上やデータ数増加により過去の研究の見直しも必要になっている 
・断層運動を含む隆起・沈降の評価においては，応力場の変遷のみならず，時間スケールを踏

まえての広域テクトニクスおよび地史の評価を行う必要がある．対象地域の大構造を様々な

スケールで把握する手法の整理（重力異常の急変帯の意味付け等）が重要となる． 
 
1.1.1.2 微小地震解析に基づく上北平野～下北半島東部の応力場の検討 
上北平野～下北半島東部周辺の地震活動の特徴 
 上北平野～下北半島東部を含む東北地方の太平洋沿岸は地震活動が概ね低調である．マグニ

チュード 3 以上の地震のメカニズム解から求められた応力分布は，大局的に東西方向の σ1 軸を

もつ逆断層型であるが，北海道太平洋沿岸においては，東－西方向の σ1 軸かつ南－北方向の σ3

軸をもつ横ずれ断層型となっている．  
 
小・微小地震の発震機構解に基づく応力場の推定 
 上北平野～下北半島東部で 2002/06/03～2017/12/31の期間に発生したマグニチュード 2.0以

上の地震（257 イベント）について，Hi-net のイベント波形データを用いた解析を行った．地

震波形データを win-地震波形検測支援プログラムを用いて，P 波初動極性を読み取り，発震機

構解解析用ソフトウェア pick2mec を用いて，発震機構解を決定し，以下の条件を全て満たす

58 イベントを信頼度の高い解として採用した（図 1.1.1.2-1）． 
 ・観測点 10 以上，スコア値 0.9 以上，解の数 10 以下，Kagan 角の最大値 35°以下 
図 1.1.1.2-1 の領域の応力場が一定であると仮定した場合，応力インバージョンから推定される

対象領域全体の応力場は σHmax が NE-SW 方向の逆断層型となった（図 1.1.1.2-2）．  
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   図 1.1.1.2-1 決定した発震機構解の分布．     1.1.1.2-2 推定された地域応力場． 
色は発生深度を表す． 

 
 東北日本では，2011 年東北地方太平洋沖地震 (Mw9.0) の前後で応力場が変化したことが報

告されており，同様の変化が認められるかを確認するため発震機構解の時間的変化について検

討した結果，東北地方太平洋沖地震前は N-S 圧縮の逆断層型であるのに対し，東北地方太平洋

沖地震発生後は NE-SW 圧縮の逆断層型であり，東北日本の他地域と同様に 2011 年東北地方太

平洋沖地震により応力場が変化していた（図 1.1.1.2-3）． 
 上述したように，東北地方の応力分布は大局的には σ1 軸が E-W 方向の逆断層型であるが，

検討対象である上北平野～下北半島東部を含む青森県については，2011 年東北地方太平洋沖地

震前の応力分布 (Yoshida et al., 2012, 2019) は，σ1 軸が NW 方向に回転した NW-SE 方向の逆

断層型である．今回の解析結果は，σ1 軸がより回転し NNE-SSW 方向を示す逆断層になってい

るが，全体的な傾向としてはそれほど違和感はないものとなっている． 
 一方，2011 年東北地方太平洋沖地震後の応力分布は，東北地方の中部～北部では σ1 軸が

ENE-WSW 方向の逆断層型となっており (Yoshida et al., 2012, 2019)，今回の解析結果はそれ

とほぼ整合的である． 
 
今後の課題 
・応力場の解析の前提として「解析を行う領域・期間内で応力場が一定である」必要があるが，

その前提が成立しているかの検討．具体的には，解析対象である上北平野～下北半島東部に

対して，西部の脊梁山地や南側の北上山地を同一の応力場が支配する領域と考えてよいかと

いう解析領域の設定の妥当性を検証する必要がある． 
・下北半島－津軽半島－北海道南西部に配置されている高密度の微小地震観測網（AS-net）の

データを使用した詳細解析の検討 
・上北平野～下北半島東部とその周辺部について，どの範囲までの応力場が一定であり，同一

の応力場として将来予測が可能であるかの検討 
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図 1.1.1.2-3 (a)東北地方太平洋沖地震前の応力場， (b) 東北地方太平洋沖地震後の応力場． 

N は解析されたイベント数を示す． 
 
1.1.1.3 海成段丘に基づく上北平野～下北半島東部の隆起活動評価 
海成段丘調査の概要 
 平成 31 年度は，過年度に調査を行った上北平野から下北半島南部地域に加えて，下北半島

中部から北部地域へ調査範囲を広げ，東通村の MIS5e に対比される下田代露頭，陸奥湾沿いの

MIS5e に対比される有畑露頭の二つの露頭において，堆積相にもとづく過去の海面指標の認定

と，光ルミネッセンス年代測定を行った．  
 過年度に調査した露頭のうち，MIS7 よりも古い天狗岱面，七百面，高位面からのいくつか

の試料に関しては，検量線の長さによって補正年代が変わるかを検証するためにルミネッセン

ス年代測定を再び行った． 
 
ルミネッセンス年代測定に関する検討 
1) ルミネッセンス年代の過大評価の要因① 
 東通村下田代露頭は，海成段丘の形成年代として最も適当な年代が得られる試料である後

浜・前浜堆積物の補正年代が 158±13ka，144±11ka と，MIS5e の年代とほぼ調和的な年代が得

られたものの，年代値が少し古く見積もられている．この程度の年代の過大評価は過年度に調

査した MIS5e の露頭の年代でも見られ，また MIS7 と MIS9 の年代も同様に古く見積もられて

いる．補正年代の既知年代に対する過大評価の程度は 10~20ka 程度であることから，残存線量

の見積もりに問題がある可能性がある． 
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 試料の補正に用いた残存線量は，上北平野の海浜試料（蓄積線量 17.3±1.0Gy）を 800 時間

人工太陽で露光した後の値（3.9±0.2Gy）を用いている．先行研究や過年度の報告書では，露

光による信号の減少が落ち着く 800 時間経過後の残存線量を，試料の堆積前の残存線量と仮定

して補正年代の算出に用いたが，適当な残存線量は人工太陽による露光前の 15~20Gy 程度も

しくはそれ以上である可能性がある．前浜・後浜堆積物は，堆積前に十分に露光し，信号が十

分に減少し尽くした後に堆積していると想定していたが，日中の太陽光の一番強い時間帯を模

している人工太陽による露光は天然環境よりも過剰に信号を減少させている可能性がある． 
2) ルミネッセンス年代の過大評価の要因② 
 MIS7 相当と評価されている乙供露頭，MIS11 相当と評価されている大撫沢露頭の補正年代

は，1)に比べ大きく過大評価されている．これは上述した残存線量の問題に加えて，蓄積線量

もしくは段丘区分に問題がある可能性がある．乙供露頭に関しては，未補正・補正年代が MIS11
に近いことから従来の段丘編年に問題がある可能性がある．また，過年度の調査で，本露頭で

は上部外浜堆積物を大きく削り込むように河成堆積物が覆っていることが判明しており，段丘

編年に用いた段丘面高度が適当ではなかった可能性もある．大撫沢露頭については，蓄積線量

が大きく，それに伴い誤差も大きいことから，年代の正確な議論は現状では難しい． 
3) ルミネッセンス年代測定値の適用性 
 課題で用いた補正方法に基づくルミネッセンス補正年代は，残存線量等の見積もりの正確さ

に課題があるものの，現在から MIS9 までの海成段丘の段丘区分ができる程度の精度を持った

年代を算出できると判断される． 
 
隆起速度に関する検討 
 ルミネッセンス年代から見積もった段丘区分，相対的海水準，各露頭における海成層の上限

高度の 3 点から本課題で調査した二つの露頭の隆起量を見積もる． 
下田代露頭 海成層の上限高度は，後浜堆積物の上限+34m である．隆起量は，MIS5e の相対

的海水準である+6.3m を減じて，27.7m と算出された．隆起速度は 0.23m/ky と計算される． 
有畑露頭 海成層の上限高度は，露頭の最上位にある礫浜堆積物の上限+11m である．海成段

丘の形成年代が MIS5e 以後であるとしかわからないため，MIS5e もしくは MIS5c であると仮

定して，隆起量を算出した．隆起量は，MIS5e と MIS5c の相対的海水準である+6.3m および

-20.9m を減じて，4.7m もしくは 31.9m と算出された．隆起速度は，0.04m/ky もしくは 0.33m/ky
となる．過年度調査を行った上北平野～下北半島の六ヶ所村までの範囲では，高海水準期の中

でも海面低下期に形成されたと考えられる木明露頭と尾駮露頭を除き，隆起速度は

0.10~0.20m/ky であり，MIS5e と仮定した場合の 0.04m/ky という隆起速度は極めて小さい値

である． 
 
隆起速度の信頼度の評価 
 隆起量は，「過去の海面指標の現在の標高」と「現在の海面高度」との差から求めるが，現在

の海面は高海水準期の中でも最も海水準が高い位置であることを考えると，過去の海面指標に

関しても最も海水準が高かった時期を示す旧汀線アングル近傍で形成されたものであることが

望ましい．そこで，隆起量評価手法の信頼度評価として 5 段階の指標を作成し，これまでの調

査露頭で得られた結果を記した（表 1.1.1.3-1）． 
信頼度Ⅰ 最も信頼度が高い信頼度Ⅰは，高海水準期の旧汀線アングル近傍で採取されたボー

リングコアの観察や同地域での露頭観察を行う際に，堆積相解析で認定された前浜・後浜堆積

物の高度から隆起量を算出する場合である．海岸線に直交する方向に複数本のコア試料を採取

することで，旧汀線アングルの位置を詳細に調べることができる（例えば，Matsu’ura et al., 
2014）．本課題や過年度の課題においてはこのような手法の重要性は認識しつつも，何本もの 
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図 1.1.1.3-1 青森県上北平野における H30 までと本課題の調査範囲． 

標高，段丘区分は，それぞれ国土地理院の 10m メッシュの数値標高モデルと小池・町田(2001)に基づく．露

頭名の下に書かれた区分は露頭ごとの段丘区分に相当し，年代値は補正済みの pIRIR200/290 年代を示す．H30
年度までの調査範囲の補正年代は，産業技術総合研究所 (2019)の各試料の蓄積線量・検量線のデータと今年

度再計算した海成層試料の全 276disc の ρ’の平均値(0.68±0.09)×10-6
基づく． 
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ボーリングコアを掘削しなくてはならない点もあり行ってはいない．信頼度Ⅰと信頼度Ⅱ・Ⅲ・

Ⅳの違いは，旧汀線からの距離，地形面の勾配，堆積相解析の有無による違いも含まれるため，

本課題ならびに過年度の課題においてもポイントとなっている． 
信頼度Ⅱ＆Ⅲ 地形判読を行うことでおおむね旧汀線アングル近傍の位置を特定し，場合によ

っては露頭観察も加え陸成層の層厚を推定することで，詳しく堆積相解析を行わなくてもある

程度の精度で隆起量を見積もることができる可能性がある．しかし，過年度の乙供露頭のよう

に，堆積相解析なしでは同じ砂層であったとしても陸成層を海成層と誤認することがある．信

頼度Ⅱ，Ⅲの方法は旧汀線アングルから離れた露頭で堆積相解析に基づく隆起量推定を行った

信頼度Ⅳの方法よりも真の隆起量に対して近いことが多いと予測されるが，段丘区分を誤認し

た可能性がある場合には信頼度が劣る可能性がある． 
信頼度Ⅳ＆Ⅴ 過年度の木明露頭と尾駮露頭を除く全ての露頭と，本課題の下田代露頭の隆起

量は信頼度Ⅳの方法で推定された．一方で，旧汀線アングルから離れ，尚且つ地形が傾斜して

いるような露頭での隆起量の見積もりは信頼度Ⅴとし，たとえ堆積相解析を行ったとしても明

らかに過小評価され，得られる隆起量は下限値として用いられることから信頼度Ⅳの方法と区

別される．過年度の木明露頭と尾駮露頭，本課題の有畑露頭が信頼度Ⅴに該当する．ただし，

信頼度ⅣとⅤの方法で隆起量を見積もってきたこれまでの調査ではボーリング掘削や地形判読

を行っていないため，調査露頭が実際にどの程度旧汀線アングルから離れているかはわからな

い．そのため，実際には旧汀線アングルに近い可能性もあり，その場合は信頼度Ⅳの方法が信

頼度ⅡやⅢの方法よりも真の隆起量に近い値を見積もることができ，信頼度Ⅰとなる可能性も

ある． 
表 1.1.1.3-1 隆起量評価手法の信頼度評価表 

 
 
今後の課題 
・本課題の有畑露頭や過年度の木明露頭と尾駮露頭の例から，各段丘面の海側端の露頭の調査

では，間氷期終盤の海面低下期の海面指標を検出してしまい，隆起速度の下限値しか得られ

ない可能性が高い．信頼度の高い隆起速度の見積もりのためには少しでも旧汀線アングルに

近い露頭での調査が好ましいが，同一段丘面の複数露頭で調査し，場所によりどの程度隆起

速度が異なってくるかを検討することで，旧汀線アングルから離れた露頭における隆起速度

の信頼度を定量的に判断できる可能性もある． 
・ルミネッセンス年代測定法の技術的な問題として，残存線量の見積もりが示唆された．現生

の海浜試料は太陽光により十分に露光されていると考えていたが，ある程度は露光されてい

ない成分もあるとして残存線量を見積もることが適当な補正年代を得ることに繋がる可能

性が示唆された．MIS5e と MIS5c の海成段丘を区分するような精度の高い補正年代の見積

もりのためには，残存線量に関するデータを蓄積していく必要がある． 
 
 
 

調査地点 手法 旧海面高度の見積もり

ボーリングコア観察

露頭観察

段丘面標高-陸成層の層厚(推定値) Ⅱ 過大評価

段丘面標高 Ⅲ 過大評価

ボーリングコア観察

露頭観察 NN1，NN2，HD，OT，KY，TH，SH，ON，ST
ボーリングコア観察

露頭観察 KM，OB，AT

b: 信頼度はおおむねⅠからⅤへと低くなると考えられるが，旧汀線アングルから離れた地点の標高が旧汀線の近傍と差がない場合などは，堆積相解析に基づきより正確に陸成層の層厚を見積もった方

が信頼度が高くなる可能性もある．

信頼度 隆起量推定の問題点 露頭名
a

a: これまで調査した露頭名．NN1は根井沼1露頭，NN2は根井沼2露頭，KMは木明露頭，OBは尾駮露頭，HDは保土沢露頭，OTは乙供露頭，KYは上吉田露頭，THは鷹架露頭，SHは七百露頭，

ONは大撫沢露頭，STは下田代露頭，AHは有畑露頭．

堆積相解析
(前浜・後浜堆積物の標高)

Ⅳ

堆積相解析
(前浜・後浜堆積物の標高)

Ⅰ

高海水準期の旧汀線アングルより離れた地点
(地形勾配がある場所)

堆積相解析
(前浜・後浜堆積物の標高)

Ⅴ

Ⅰ > Ⅱ > Ⅲ > Ⅳ > Ⅴ (or Ⅰ > Ⅳ > Ⅱ > Ⅲ > Ⅴ)

隆起量推定方法

高海水準期の旧汀線アングルより離れた地点
(地形が平坦な場所)

高海水準期の旧汀線アングル近傍

地形判読 (& 露頭観察)

信頼度の高い方法　>　信頼度の低い方法
b

なし

過小評価

過小評価



廃棄物埋設における自然事象を考慮した地盤の性能評価に関する研究 【成果の概要】 

[9] 

1.1.1.4 海成・河成段丘に基づく上北平野～下北半島東部の隆起活動等の総合的な検討 
上北平野～下北半島東部の隆起活動に関する先行研究と本課題での隆起量の見積方法の違い 
 本地域の隆起速度を求めた先行研究における隆起量の見積もり方法を以下に記す．MIS5e の

海成段丘の隆起量から見積もられた隆起速度を図 1.1.1.4-1 に示す． 
宮内(1985) 上北平野全域を対象に，実測した段丘面高度から，露頭調査から推定した旧汀線

位置の陸成層の層厚を減じて旧汀線高度を見積もり，さらに当時の海面高度も減ずることで隆

起量を得ている．露頭調査で堆積相解析を行っていないため，陸成層と海成層の境界を誤認し

ている可能性がある． 
田中ほか(1997) 宮内(1985)と同様の方法を採用し，上北平野南部の馬淵川下流域を対象とし

ている． 
小池・町田(2001) 宮内(1985)と同様の方法を採用し，三陸北部から上北平野，下北半島まで

の地域を対象としている． 
藤原(2005) 既存文献データに基づいて隆起速度をまとめている．隆起速度の見積もり方法は

各文献により異なる． 
Matsu’ura et al. (2014) 下北半島北部の稲崎において，地形判読により旧汀線位置を推定し，

4 本のボーリングコア試料の堆積相解析から旧汀線高度を正確に見積もり，MIS5e 当時の海面

高度を減じて隆起量を見積もっている． 
宮崎・石村(2018) 先行研究において，旧汀線付近に形成された海食崖の侵食・崩壊によって

堆積した崖錐堆積物の層厚が考慮されておらず，隆起量を過大評価している可能性を指摘し，

以下に述べる新たな手法を提案した． 
 ①段丘面の最大傾斜方向の断面を作図する． 
 ②段丘構成層上面と平行に被覆層が堆積していると仮定し，旧汀線付近に堆積した崖錐から

離れた地点での段丘表面高度分布を直線近似し，そこから被覆層層厚を差し引いた線を作

図し，段丘構成層の上面高度分布とみなす．  
 ③段丘構成層の上面高度分布直線と海食崖斜面の傾斜を延長した線との交点を旧汀線位置と

する． 
本課題 海成段丘構成層のうち海成層の最上位の高度を旧汀線高度として隆起量を見積もって

いる．実際の旧汀線高度は海成層の最上位よりも高い位置にあるため，得られた隆起量から計

算される隆起速度は下限値を示している．なお，MIS5e の海成段丘より高い位置に MIS79 の

海成段丘が侵食されずに残っていることから，MIS5e の旧汀線高度は MIS7 の海成段丘構成層

よりも低い位置にあったと推定できるため，MIS7 の海成段丘構成層のうち海成層の最上位の

高度を MIS5e の旧汀線高度の上限値とみなし，隆起速度の上限値を推定している． 
 

 
図 1.1.1.4-1 下北半島～三陸海岸北部の隆起速度の見積． 
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上北平野～下北半島東部周辺部を含めた隆起活動の総合的な検討 
 上北平野～下北半島ならびにその周辺地域の隆起速度として，最も確実度が高い手法を用い

ている Matsu’ura et al.(2014)により下北半島北部の稲崎で 0.14~0.23m/ky の値が示されている．

下北半島東部～上北平野の太平洋岸にかけては，本課題を含め 0.3m/ky 程度を上限値とする値

が示されている．また，陸奥湾側も太平洋側とほぼ同程度の値であるが，野辺地断層より西側

ではやや低い値となっている． 
 崖錐堆積物の層厚を考慮するなど比較的確実度の高い手法を用いている宮崎・石村 (2018)
により，上北平野の南部の太平洋側～三陸海岸北部 (八戸～中野) にかけて南に向かって隆起

速度が減じる傾向を示しながら 0.3～0.1m/ky の値が示されている．宮崎・石村 (2018) は，現

時点では要因を断定することは困難であるとしつつも八戸市付近とその南部において隆起速度

に差がある可能性を示唆し，上北平野から南へ向かって地殻変動速度が減じていく傾向が 2011
年東北地方太平洋沖地震の地震時・地震後の地殻変動の傾向と一致していることから，この地

域を下北半島～上北平野の隆起域から三陸海岸南部の沈降域へ遷移する地域と考えている． 
 今後の課題として，地形や海成段丘の分布に基づいて MIS5e や MIS7 当時の高海水準期にお

ける海の侵入状況を想定し，MIS5e や MIS7 の高海水準期堆積体から形成されている海成段丘

面を抽出し，宮崎・石村 (2018) の手法を適用し，旧汀線高度を算出することが挙げられる．

この手法では，海成段丘面の縦断面形と被覆層の層厚から旧汀線高度を推定するが，被覆層の

層厚自体は旧汀線近傍で確認する必要がないという特徴があり，比較的適用しやすいと考えら

れる．宮崎・石村 (2018) の手法を適用して多地点で旧汀線高度を推定し，既存のデータを比

較検討することにより，上北平野内での隆起活動の地域的な差異が検出できる可能性があると

考えられる． 
 
 
1.1.2 沿岸域における河川の下刻・側刻に伴う侵食過程の予察的検討 
【実施内容】 
 現在の沿岸陸域には完新世に堆積した泥炭や砕屑物により埋積された埋積谷が存在する．

MIS9e，MIS7e，MIS5e の各時期には急激な海進後に急激な海退（最大海進後約 2 万年以内）

が発生したことが知られている． 
・MIS9d＝-30m，MIS7d＝-80m，MIS5d＝-60m 

これらの海退にともなって，埋積谷中の谷埋め堆積物は急激に削剥され，河川の下刻や側刻が

進んだ可能性があり，また露出した埋積谷底は地下水の流出地点となったと考えられる． 
 平成 31 年度は，急激な海退に伴う沿岸域の埋没谷の谷埋め堆積物の削剥・侵食過程等につ

いて，下北半島東部を対象に検討を進める．具体的には以下について検討を進める． 
 完新世堆積物の削剥耐性と下刻に必要な期間の検討 
 現存する埋没谷・海底谷等の流路位置の変化に関する検討 
 完新世堆積物の削剥が地下水流動へ与える影響についての検討 

 
【成果】 
1.1.2.1 河川の下刻・側刻に伴う河川地形・縦断面形の変化と下刻深度に関する知見の整理 
 将来の海退に伴う沿岸域における河川の下刻深度の評価は，廃棄物埋設地が沿岸域に立地さ

れた場合において重要な調査・評価項目となる．河川の下刻・側刻に伴う河川地形・縦断面形

の変化と下刻深度に関する既存知見の整理結果を以下に示す． 
河成段丘の形成モデル 貝塚（1969；1977）は，氷期－間氷期サイクルに伴う気候・海面変化

とその間に発生する隆起との相互作用により，河成段丘等の地形が形成されるとした．東日本

を中心に多くの地域で最終間氷期以降の地形発達に当てはまることが確認されている． 
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沖積層基底礫層（BG層）の堆積モデル 井関（1975；1983）は，最終氷期海面最低下期（MIS2）
頃までに堆積した可能性が高く，礫は河川上流域における最終氷期の寒冷化に伴う森林限界の

低下と周氷河地形の拡大，凍結破砕による岩屑生産量の増大によってもたらされたとした．本

多・須貝 (2011)は，基底礫の生産・運搬に対し反証を行い，氷期の河床縦断面形と現河床の縦

断面形との比較（図1.1.2.1-1）から，氷期の河床縦断面形は現河床の縦断面形よりも曲率が小

さく，掃流力が現河口付近まで維持され，現河口まで礫が運搬されたとする考え方を示した． 

 
図1.1.2.1-1 氷期の河床縦断面形（Last Glacial River long−Profile；LGRP）と 
現河床の縦断面形（Present River long−Profile；PRP）（本多・須貝，2011） 

 
将来発生する最大下刻深度 幡谷 (2016) は，現在の沿岸域は最終氷期の海岸線からみれば，

河口から離れた中流域（～上流域）であることを指摘し，現在の沿岸域付近では最大海退期に

低下した海面すれすれまで下刻が起こることはなく，最大下刻量＝隆起量＋最⼤海⽔準低下量

という考え方は，下刻量を過大評価しているとした．先行研究を踏まえれば，最大下刻量＝隆

起量＋沖積層基底深度を第一近似とし，これにある程度の裕度を持たせた値を最大下刻量とす

るのが妥当と考えられる． 
海底段丘 小松ほか (2019) は，現在は海面下となっている沿岸海域の複数深度に海底段丘が

存在することに着目し，海域の海底段丘と陸域の海成段丘との相対的な位置関係や高度変化に

ついて論じ，海成段丘の高度と海底段丘群や大陸棚外縁の深度変化の傾向が調和的にみえる海

域が存在することを報告している．海底段丘群の深度分布の中に地殻変動を反映したものが含

まれている． 
 
1.1.2.2 完新世堆積物の削剥耐性と下刻に必要な期間の検討 
 完新世堆積物の記載が詳しく行われている下北半島東部に比較的近い八戸地域を対象に完新

世堆積物の削剥特性を検討した．佐藤 (2004)によれば，八戸地域の沖積層は，下位から小中野

層，長苗代層，類家層の 3 層に区分される．小中野層の最下位には，厚さ 4～5m 程度の基底礫

層が存在する．基底礫層を除いた沖積層は，一般的に N 値が低く，粘土～シルトで N 値 5 以下，
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シルト～砂質土で N 値 10 以下と，軟弱な地層から構成されている． 
 従って，基底礫を除く沖積層の削剥耐性は，一般的に低く，海退に伴う侵食基準面の低下に

より，容易に削剥されると考えられる． 
 
1.1.2.3 現存する埋没谷・海底谷等の流路位置に関する検討 
 下北半島東部のような現河川の位置が MIS2 頃の氷期の河川の位置とそれほど変化していな

いと考えらえる地域では，現在は軟弱な土砂等で埋積されている埋没谷等は海退に伴う河川下

刻や波浪侵食等によって完新世堆積物の削剥が生じ，再び元の谷としての形状を復する可能性

が高いと考えられる． 
 沿岸域に存在する埋没谷の基盤深度を以下の資料を用いて検討した． 

・陸域： 建設省計画局・青森県編(1970)「青森県八戸・三沢地区の地盤」 
．海域： 海上保安庁「沿岸の海の基本図（5 万分の 1）」海底地質構造図．同図に記載され

ている「沖積層の厚さ」や堆積層基底図・堆積層等層厚線図等から判読． 
 下北半島東部の太平洋沿岸海域の表層地質は，六ヶ所村泊の中山崎以北の北部地域と以南の

南部地域で大きく異なる．北部地域では沖積層を含めた第四紀層が極めて薄く（数 m 程度以下）

新第三紀以前の基盤岩層が表層近くに分布している．一方，南部地域では，沖積層を含めた第

四紀層が厚く分布し，沖積層は 50m 程度，洪積層は 100m 程度の層厚を有する場合もある． 
 海上保安庁「沿岸の海の基本図（5 万分の 1）」の海底地形図から判読できる海底谷の連続性

も，中山崎以北の北部地域と以南の南部地域で大きく異なる．北部地域では，海面下 5～15m
（海岸線から 500m 程度の距離）以深から，一部海域の 70～105m に存在する平坦面を除き，

大陸棚斜面まで海底谷の連続性を追跡可能であり，海面低下時の河川経路の予測可能性は比較

的高い．一方，南部地域では，一部地域を除けば，海面下 70～90m までは平坦面となってお

り，埋没谷は完全に埋積された状態である．海面下 70～90m 以深からは大陸棚斜面まで連続

した海底谷を追跡できるが，海面低下時の河川経路の予測可能性は比較的低い． 
 北部地域に分布する沖積層の層厚は極めて薄く，「沖積層の厚さ」や堆積層基底図等から判読

された沿岸海域の埋没谷はいずれも中山崎以南の南部地域のものである．明瞭な埋没谷は 4 地

点で確認され，うち 2 地点について海域と陸域との連続性を確認できた（図 1.1.2.3-1）． 
 
1.1.2.4 完新世堆積物の削剥が地下水流動へ与える影響についての検討 
 沿岸陸域の河川は，地下水流動の観点からは地下水の流出点として取り扱われる．埋没谷を

埋める完新世堆積物が，海面の低下による下刻により削剥されれば，削剥された埋没谷底が新

たな地下水の流出点となり，下刻の進行とともに地下水の流出点も移動することとなる．また，

海面の低下に伴って，廃棄物埋設地を通るような地下水流動が活発化することも考慮する必要

がある． 
 このため，地下水流動モデルや核種移行モデルの構築にあたり“保守的な評価”を行うのであ

れば，削剥耐性の弱い沖積層は速やかに削剥され，地下水の流動ポテンシャルがより大きくな

るような解析・評価を行うべきであろう．また，廃棄物埋設地と海面の標高との差が小さくな

った場合は，地下水の流動方向そのものが変わる場合があることも留意すべき重要な観点とな

る． 
 



廃棄物埋設における自然事象を考慮した地盤の性能評価に関する研究 【成果の概要】 

[13] 

 
図 1.1.2.3-1 高瀬川河口付近における埋没谷の連続性 

 
 
1.2 断層等の評価手法に関する科学的・技術的知見の取得 
1.2.1 断層の力学・水理特性の評価手法に関する検討 
【実施内容】 
 断層が岩盤の水理特性に与える影響としては，断層プロセスゾーンの破砕による高透水性と

断層ガウジが発達した場合に示す低透水性の二面から検討を行う必要がある．また，岩盤中に

発達する亀裂等が水理特性に与える影響については，クラックテンソルを媒介した評価手法が

提案されており，また dilation tendency（DT）のような応力場と亀裂の開口性を関連づける流

体の移動しやすさの指標も提案されており，岩盤の力学特性と水理特性のリンケージが模索さ

れている． 
 平成 31 年度は，断層活動に伴うクラック形成等が地下水流動に与える影響とその継続性に

ついて先行研究をレビューし，断層プロセスゾーンや断層コアが長期的な地下水流動に与える

影響について課題の整理を行う．ここでは研究事例の少ない堆積軟岩を主たる対象とし，堆積

軟岩の特性を踏まえながら断層のタイプ（正断層，横ずれ断層，逆断層）別に整理する． 
 また，断層の力学・水理特性の評価手法のうち以下について検討を進める． 
 ステレオロジーを用いた割れ目方位情報からのクラックテンソルの導出 
 クラックテンソルに割れ目の幅情報等を加えた透水テンソルの推定 
 場の応力に対する DT の変化と DT に基づく割れ目を介した流体移動特性の検討 

なお，これらの検討の際には，地域応力場（偏差テンソル）を用いて亀裂の流体の通しやすさ

を検討し，必要に応じて，地質学的，地震学的および水文地質学的なデータを用いて検討を行

う． 
 



廃棄物埋設における自然事象を考慮した地盤の性能評価に関する研究 【成果の概要】 

[14] 

【成果】 
1.2.1.1 断層コア・プロセスゾーンが地下水流動に与える影響 
 断層コア・プロセスゾーンが地下水流動へ与える影響について先行研究をレビューし，得ら

れた知見を整理した結果を以下に示す． 
断層構造が地下水流動に与える影響 
 ダメージゾーンの定義の整理： Scholz et al. (1993) は，断層運動に伴って形成された構造

を外側から 1)プロセスゾーン，2)カタクラスティックゾーン，3)剪断面（断層ガウジ）の 3 つ

の構造にわけ，3 つの構造の総称としてダメージゾーンという用語を用いている．一方，Caine 
et al. (1996) は，1)断層変位の大部分をまかなう透水性の小さい断層コア，2)亀裂が多く透水

性の大きいダメージゾーンの 2 つの構造として定義している．従って，Caine et al. (1996) の
ダメージゾーンは，Scholz et al. (1993) のプロセスゾーンとほぼ同義となる． 
 Caine et al. (1996) は，断層コア・ダメージゾーン（Scholz et al. (1993) のプロセスゾーン

にほぼ相当する）が地下水流動に与える影響について，断層コアとダメージゾーンの相対的割

合や母岩の物理特性により透水性が異なることを示している． 
 

 
図 1.2.1.1-3 断層構造による流体移動特性の違いに関する概念図（Caine et al., 1996）． 

 
堆積軟岩における断層構造とその地下水流動への影響 
 Bense et al. (2013) は，堆積物～堆積岩や各種の岩石の中に存在する断層の構造およびその

結果生じる透水性の構造について整理を行い，①断層やその透水性の構造は岩石の種類や固結

度によって強く制御されること，②堆積軟岩においては，透水性を高くする構造として

Particulate flow (断層変位量が少ない場合)，Fracturering，Breccia を，透水性を低くする構造

として Particulate flow (断層変位量が多い場合)，フィロ珪酸塩鉱物や粘土鉱物の薄層の生成，

圧砕作用による細粒化を挙げている． 
 堆積軟岩は様々な固結度を有している．沈み込み帯での付加作用後の付加体堆積物も様々な

固結度を持っていることに着目し，付加体堆積物中でのき裂を介した流体移動に関する研究例

を集約した．また，正断層／逆断層応力場あるいは横ずれ断層応力場で創られる割れ目の開口

特性について整理し，浸透率がせん断面に沿っての σ2 方向に最大となる等の知見（Sibson, 
1975; Takahashi et al., 2004 など）を整理した．これらの知見をもとに,堆積軟岩での断層のタ

イプ（正断層，横ずれ断層，逆断層）でのき裂を介した流体移動について以下のように整理し

た． 
横ずれ断層 中間主応力 σ2 が鉛直方向となる横ずれ断層形成時は，共役剪断面やエシェロン
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状のクラックが出来やすく，それに沿って透水係数が最大になるため，流体が上方に移動しや

すくなる． 
正断層および逆断層 中間主応力 σ2 が水平方向となる正断層および逆断層形成時は，透水係

数は断層面に沿った水平方向が最大となるが，断層面で細粒化が生じる場合は断層面の透水性

は低下する．上裁荷重 (σv) と他の主応力との関係を基準にして考えると，正断層と逆断層で

は，正断層の方が剪断時に開いた割れ目を作りやすく，透水性が高くなりやすい．この結果，

正断層の方が逆断層に比べて剪断時に dilation が増加しやすい．また，あるスペース全体を切

るような断層がある場合，水平方向の dilation は，横ずれ断層よりも正断層および逆断層の方

が高くなる． 
 
断層帯の幅・内部構造が地下水流動に与える影響 
 断層帯の幅，透水性の低い断層コアの幅であれ透水性の高いプロセスゾーンの幅であれ，い

ずれの幅も地下水流動を考える上で重要な因子である． 
 断層帯の中でも透水係数は大きく変化し，堆積岩を切る断層がダメージゾーンを伴う場合，

断層面に沿って透水性が 1〜3 桁程度低下することが報告されている（Balsamo and Storti, 
2010）．断層破砕帯などの破砕された岩片間の隙間へ流体が流入し，その後の鉱物沈殿により

透水性が変化する場合があることに注意する必要がある（Billi et al., 2003）． 
 
1.2.1.2 クラック情報に基づくクラックテンソル・透水テンソルの推定 
クラックの幾何学情報の取得・解析手法 
 クラックの 3 次元での幾何学的特徴は，クラックを円盤近似すると，クラック直径 r，開口

幅 t，走向 α，傾斜 β，クラックの面積 s，単位体積あたりのクラック体積密度 ρ で表すことが

できる．これらの幾何学的特徴を用いたクラックの定量化をクラックテンソルにより行う手法

(Oda, 1984) の流れは，図 1.2.1.2-1 のように整理される． 
 

 
図 1.2.1.2-1 クラックテンソルを用いた透水テンソル推定の流れ 
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図 1.2.1.2-2 宮崎県延岡衝上断層周辺の石英脈の露頭写真（左の黄色矢印）と薄片写真（右） 
 

 
図 1.2.1.2-3 透水テンソルの解析フローと解析結果 

 
石英脈として固定された過去の開口亀裂の透水係数推定－延岡衝上断層の石英脈－ 
 宮崎県の延岡衝上断層沿いに見られる石英脈に対して，クラックテンソルに基づく透水テン

ソルモデルにより，透水係数の解析を行った．延岡衝上断層は，紀伊半島から九州まで約 600 km
続く大規模な地質断層であり，四万十帯北帯と南帯を境する地質境界である．延岡衝上断層周

辺では，延岡衝上断層の活動（すべり）によって，蓄積していた逆断層形成応力場が解放され

一時的に正断層形成応力場となり，この正断層形成応力場のもとで開口クラックが形成され，

その後石英で充填され脈鉱物として残存したと考えられている． 
 露頭（図 1.2.1.2-2）から取得されたデータは石英脈の走向傾斜，幅，トレース長さ等である．

石英脈は北東-南西走向で傾斜が高角なものが多く，長さと幅は平均で約7.4 cmおよび約 52 μm
である．長さと幅の平均から求められるクラックのアスペクト比（幅/長さ）は約 0.0007 とな

る．亀裂の単位堆積当たりの本数 ρ は 1m×1m に 78 条の脈があることを使い換算して求めた．

解析フローと開析結果を図 1.2.1.2-3 に示す． 
 
今後の課題 
・上述した解析例では，一断面の情報のみを使って 2 次元の透水テンソルの算出を行なったが，
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走向傾斜データがあるため，3 次元の Nij を決めることができた．しかしながら，クラックを

円盤近似して 3 次元のクラック分布を考えると，一断面で見られるクラックのトレースから

そのクラック直径分布を求めるには，多くの仮定が必要となる．精度を上げるためには，さ

らに異なる断面でのクラックのトレース長さの情報が必要である． 
・連結性の指標 λ はクラック密度の関数となるとされているが（Oda et al., 1987）その実測例

は少ない．λ の違いで推定値に数オーダーの誤差がでてくるため，数値計算やクラックの幾何

学情報が既知の試料でのさらなる検討が必要である． 
・断層のような領域を横断するような不連続面はクラックテンソルの適用から外れており，ジ

ョイント要素などで置き換えて解析する必要があることに注意しなければならない(多田・小

田，2007)． 
 

1.2.1.3 断層活動に伴う応力・Dilation Tendency・地下水流動特性の変化 
延岡衝上断層周辺の逆断層活動に伴う応力場の変化と開口亀裂の形成 
 延岡衝上断層は，紀伊半島から九州まで約 600 km 続く大規模な断層であり，四万十帯北帯

と南帯を境する地質境界である．延岡衝上断層は現在活動していない．延岡衝上断層周辺では，

延岡衝上断層の活動（すべり）によって，蓄積していた逆断層形成応力場が解放され，一時的

に正断層形成応力場となり（図 1.2.1.3-1），この正断層形成応力場のもとで開口クラックが形

成され，その後石英で充填され脈鉱物として残存したと考えられている． 
 

 
図 1.2.1.3-1 延岡衝上断層の運動前後の時期の 2 つのステージの応力場 

 

 
 

図 1.2.1.3-2 延岡衝上断層の逆断層活動前（左）と逆断層活動後（右）の 2 つのステージの 
応力場を用いた石英脈を充填するクラックに対する Dilation Tendency． 

下半球等積投影．黒丸：延岡衝上断層周辺のクラックを充填する石英脈（83 条）の姿勢． 
白色矢印：延岡衝上断層の運動方向． 
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場の応力に対する Dilation Tendency (DT) の変化 
 延岡衝上断層の逆断層活動前後の時期の 2 つのステージの応力場を用いて，現在は石英で充

填されているクラックの姿勢に対する Dilation Tendency (以下，DT；dilation はクラックの開

き具合を示す)を計算し，それぞれの結果をステレオネット下半球等積投影に投影した（図

1.2.1.3-2）．DT は以下の式で示される（Ferrill et al., 1999 ）． 
DT = (𝜎𝜎1 − 𝜎𝜎n) (𝜎𝜎1 − 𝜎𝜎3)⁄  

図 1.2.1.3-2 では，延岡衝上断層の逆断層活動前後の 2 つのステージの応力場に対する DT を 0
から 1 までをカラーで表示している．これらの DT の解析結果と延岡衝上断層周辺の石英脈の

姿勢の極を同じステレオネットに重ねると，ほとんどの石英脈の姿勢が逆断層活動後（地震後）

の応力場による DT が 0.9 を超えるものが多い一方，逆断層活動前（地震前）の応力による DT
では 0.5 を下回るものが多い．この結果は，石英脈で充填された開口クラックの姿勢は逆断層

活動後の応力場で開口しやすく，逆に逆断層活動前の応力場では開口しにくかったことを示す． 
 
クラック・断層を介した流体の移動特性の検討 
 クラックが流体の移動経路となる場合，クラックの開き具合（dilation，ダイレーション）は，

クラックを流体が通りやすいかどうかを大きく左右する．クラックに沿う水の流れを平行板間

（開口幅 t）の層流と仮定すれば，その局所的な流速は t 2 に比例する．クラックの開口幅は，

クラックの開きやすさ（DT）に依存するため，結果としてクラックを介した流体の移動は DT
に依存すると言うことができる． 
 クラックが流体の移動経路となった場合であっても，クラックの空隙を流れる間隙水から石

英やカルサイト等の鉱物が晶出しクラックが閉塞され，流体の移動経路とならなくなることが

考えられる．Saishu et al. (2017) は，延岡衝上断層周辺の石英脈について，石英脈が生成した

と考えられる深さ 10 km，温度 250 ℃の条件での計算を行い，延岡衝上断層で観察される平均

サイズの石英脈（長さ約 7 cm，開口幅約 50 μm）が形成されるのにかかる時間は 6～60 年程

度であり，比較的大きな亀裂でもほとんどが 300 年以下で石英脈になるとしている． 
 Saishu et al.（2017）のクラックの閉塞に関する推定は，中深度処分等で想定される温度・

圧力条件よりも高温・高圧の条件であるため，中深度処分等で想定される低い温度・圧力条件

下で，どのようにクラックの閉塞が進むかについて今後検討を進める必要がある． 
 
 
1.2.2 岩盤中の弱面すべりに関する検討 
【実施内容】 
 実在する岩盤中には，断層面や層理面，あるいは地すべり面などの弱面が存在する．これら

の弱面が重力ポテンシャルにより滑動する弱面すべりの危険性は，基本的には斜面安定解析に

より評価される．斜面安定解析にはすべり面の強度定数（c と φ）が必要とされ，一般的には

これらの強度定数を一面せん断試験による取得する．しかし，既往の一面せん断試験装置では，

止水の難しさなどからすべり面に間隙水圧を作用させながらせん断試験をすることが難しく，

すべり面に作用する間隙水圧が適正に評価されていない可能性があった． 
 平成 31 年度は，せん断面にかかる間隙水圧の影響を検討するため，圧力容器の中で一面せ

ん断試験が可能な一面せん断－透水試験用冶具を作成し，既存の真 3 軸力学試験装置を用いて

せん断面に間隙水圧を作用させながら一面せん断試験を行い，弱面すべりの評価に必要なすべ

り面の強度定数を取得する．また，現地調査による露頭観察や試験片の観察から，地すべり面

の性状やミクロ的な変形・亀裂構造を把握する． 
 さらに，海底地すべり面にかかる上載荷重の影響を厳密に検討するため，垂直剛性を一定に

制御できる一面せん断試験を長崎大学工学研究科への再委託により実施する．この再委託によ



廃棄物埋設における自然事象を考慮した地盤の性能評価に関する研究 【成果の概要】 

[19] 

り実施する一面せん断試験では，ビデオ観察等により岩盤（供試体）内部の弱面のすべりによ

る岩盤内部構造のマクロ的な変形過程や力学的影響範囲を明らかにし，弱面すべり時の力学的

挙動についても検討を行う． 
 これらを総合して，海底地すべり面等の弱面すべりの再滑動性について検討を行う． 
 
【成果】 
1.2.2.1 弱面すべりの評価手法に関する実験的検討の概要 
 平成 31 年度は，地すべり面と周辺岩盤との力学的・水理学的特性を評価するための手法と

して，2 つの異なるタイプの一面せん断試験を行った． 
 ①間隙水圧がせん断すべり挙動に与える影響を検討することを目的に，間隙水圧を作用させ

ることのできる一面せん断試験用治具を作成し，試験を実施した． 
 ②上載荷重を厳密に制御した一面せん断試験を長崎大学への再委託で行った．固着域を有す

るすべり面や節理面・層理面等が連結した弱面すべり面におけるすべり破壊の進展を明ら

かにするため，模擬岩石供試体を作成し，一面せん断試験を実施した． 
 
1.2.2.2 せん断面（すべり面）に作用する間隙水圧の影響に関する実験的検討 
一面せん断－透水試験用試験装置の概要 
 試験装置は，産業技術総合研究所が所有する真三軸試験機に，新開発した一面せん断－透水

試験用治具を取り付け，一面せん断－透水試験を可能にしたものである．真三軸試験機は，2
軸のピストン及び圧力容器によって 3 主応力軸に独立して載荷・変形を制御することが可能で

あり，岩石を変形・破壊させながら透水係数・間隙水圧を測定・制御できる． 
 一面せん断試験では，通常の真三軸変形試験に用いる角柱鋼材のエンドピースの代わりに，

L 字型のエンドピースを用いた（図 1.2.2.2-1）．供試体の上部と下部に L 字型エンドピースを

食い違いに配置し，鉛直 Z 方向のピストンによりせん断荷重を載荷する（図 1.2.2.2-1）．水平

Y 方向のピストンによる荷重は，通常の一面せん断試験における垂直荷重に相当する．さらに，

鉛直 Z 方向・水平 Y 方向に加え，封圧によって水平 X 方向の荷重を制御する．本試験では，そ

れぞれの載荷方向の制御は以下のように行い，せん断面のすべり強度及び変位を計測した． 
 ・鉛直 Z 方向はピストンのストローク変位を一定速度で載荷． 
 ・水平 Y 方向は左右のピストンを一定荷重で載荷． 
 ・水平 X 方向は封圧により一定荷重で載荷． 
 供試体は透水試験ユニットと透水ラインで接続されており，供試体下面から注水し，供試体

上面へ排出する構造となっており，鉛直 Z 方向の透水係数を計測する．供試体内の水の圧力・

流量は上流側・下流側のシリンジポンプにより制御される．岩石試料表面の被覆及び岩石試料

とエンドピースの接合には，低粘性シリコン及びシリコンシーラントを使用した．低粘性シリ

コン及びシリコンシーラントは変形に追随し，少なくとも 2.5mm までのせん断変位にも対応

できることを実験により確認している．供試体は透水試験を行う場合は含水飽和状態であり，

供試体内で水分量が一定になるように制御する．本試験では，すべり面のみの間隙水圧を上昇

させることは想定しておらず，岩石全体の間隙水圧が一定になるように制御している．すべり

面に作用する間隙水圧分布の影響については，実験で再現することは難しいため，別途数値計

算等による検討が望ましい． 
 
本試験装置の利点 
 真三軸試験機は「三主応力方向の荷重を独立に制御することが可能」であり，地下の応力状

況を模擬する上で有意性がある．この利点は一面せん断試験においても重要である．このほか，

真三軸試験機を利用した一面せん断試験についての利点を以下に挙げる． 
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(a)             (b)            (c) 

図 1.2.2.2-1 (a)食い違いに配置した L 字型エンドピースおよび岩石の配置， 
(b) シリコンによって被覆された岩石及びエンドピース，(c)岩石の破断面と載荷の方向． 
(b)では，鉛直 Z 方向の透水ライン及び変位計が設置されている．変位計は鉛直 Z 方向・水平 Y 方向に 

それぞれ 2 つ(写真で見えている前面と背面)設置し，X 方向は中央に 1 つ設置されている． 
 
①比較的高い間隙水圧の制御 
 通常の一面せん断試験の間隙水圧は，供試体周りの止水に用いるシリコンゴムやゲルシート

等の止水性能に依存し，1MPa 程度が限界である．一方，本試験装置は圧力容器の中でせん断

を行うため，間隙水圧を圧力容器もしくは透水ラインの許容値（50MPa 程度）まで作用させる

ことが可能であり，廃棄物埋設深度程度の地下の間隙水圧まで検討することができる． 
②水平 Y 方向ピストンストロークによるモーメントの低減効果 
 室内せん断実験では，せん断力によるモーメントが発生し，せん断面に影響を与えるため，

それを解消するような反力が必要である．通常の一面せん断試験では，せん断箱の下側もしく

は上側から載荷することによってモーメントが打ち消される機構となっている． 
 圧力容器を利用した L 字型の一面せん断試験はこれまでに報告されているが，多くは円柱供

試体を用いた三軸試験機による実験である．三軸試験機では，圧力容器の封圧を垂直荷重とし

ており，垂直荷重はせん断荷重よりも小さいことが多く，せん断破壊後のサンプルはモーメン

トの影響を受け大きく変形している例が多い．一方，真三軸試験機では，岩石に比べると十分

剛性の高いピストンストロークによってモーメントを打ち消している上，鋼材のエンドピース

が鉛直荷重と垂直荷重を受ける場所が一体となっており，回転モーメントを打ち消している． 
③封圧による最小主応力の制御 
 通常の一面せん断試験は，せん断箱によって供試体を載荷するため，せん断荷重方向及び垂

直荷重方向に直交する側方の変形を拘束する．側方での岩石とせん断箱の摩擦が，せん断挙動

や強度に影響を与える可能性があることが指摘されている． 
 一方，本実験に用いる L 字型のエンドピースでは，最小主応力となる水平 X 方向の拘束がな

い．加えて，封圧によって荷重を変化させることができるため，一定の圧力を与えることがで

きるため，最小主応力の変化によるせん断挙動への影響を検討することが可能である．既往の

一面せん断試験では，最小主応力がせん断挙動や透水係数に与える影響についてこれまで検討

された例はほとんどなく，本実験装置ではその影響を検討することができる．  
 
一面せん断－透水試験 ―実験法と実験結果― 
 本試験では，島根県宍道湖周辺に分布する堆積軟岩である来待砂岩を用いた．本試験では，

インタクトな岩石状態から破壊させるのではなく，予めマクロなせん断面を有する岩石のすべ
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り挙動について検討した．試料は，35mm×35mm×70mm(h)の角柱試料を縦に半割し，中央部

の 35mm×70mm（長辺方向にせん断）をせん断面とした．実験パラメータはせん断面に対して

垂直な拘束圧，せん断面のラフネス，間隙水圧とした．せん断面は，平滑な面と荒い面の 2 種

類とした．平滑な面は研削盤を使用して可能な限りなめらかな面を作製し，荒い面はたがねの

打ち込みによって作製した．本実験では，基本的な試験機の性能の確認とともに，せん断面に

かかる間隙水圧の影響を検討することを目的に，表 1.2.2.2-1 のケースについて試験を行った．

このうちケース 2 について実験結果を述べる．  
 

表 1.2.2.2-1 実験条件一覧 

 
せん断面の 
ラフネス 

垂直荷重 MPa 
（水平 Y 方向） 

封圧 MPa 
（水平 X 方向） 

間 隙 水 圧

MPa 
載荷速度

mm/min 
透水係数測定

方法 

ケース 1 
なし 

（平滑） 
5.7 3.0 1 0.002 

連続式フロー

ポンプ法   

ケース 2 
なし 

（平滑） 
8.0 6.0 1,2,3,4 0.02 

フローポンプ

法 

ケース 3 
あり 

（凸凹） 
7.5 3.0 1 0.02 

フローポンプ

法 
 
実験結果：ケース 2 
 せん断応力，間隙水圧，透水係数及びせん断面に対する垂直変位（水平 Y 方向変位）とせん

断変位の関係を図 1.2.2.2-2 に示す．ケース 2 では，間隙水圧の影響を調べるため，せん断試

験中に間隙水圧を 1,2,3,4MPa と段階的に上昇させた． 
 図 1.2.2.2-2a より，せん断変位 0.20mm でピークせん断応力 4.26MPa に達し,その後若干軟

化したことがわかる． 
 透水係数は，フローポンプ法によってせん断荷重載荷前とピークせん断応力後の 2 点計測し

た．上流側を 0.05ml/min 及び 0.02ml/min の一定流量で，下流側を 1MPa の圧力一定で制御し

ており，透水係数は 1 点目が 4.37E-10m/s，2 点目が 1.55E-10m/s となった．透水係数はせん

断荷重載荷前より載荷後の方が低い値を示した． 
 図 1.2.2.2-2b に，垂直変位（水平 Y 方向）を示す．ピークせん断応力に達するまえの 0.09mm
に 0.0022mm を示したが，せん断変位に伴いいったん減少した後再び増加に転じた． 
 本実験では，せん断変位が 0.5mm 程度増加するごとに，間隙水圧を 1MPa 増加させた．間

隙水圧の増加は，せん断応力及び垂直変位どちらにも影響を与えた．表 1.2.2.2-2 に，せん断応

力と垂直変位の値について，間隙水圧変更直前，変更直後，及びそれらの差を示す．間隙水圧

の変更前後でせん断応力及び垂直変位とも変動しているが，ほぼ一定の値で変動している． 
 図 1.2.2.2-3 にピーク及び間隙水圧変更直後のせん断応力と，有効垂直応力の関係を示す．有

効垂直応力は，垂直応力 8MPa を間隙水圧で減じた値である．図 1.2.2.2-3 は，限られた間隙

水圧の値における結果であるが，間隙水圧の影響がせん断応力に与える影響を示している． 
 

表 1.2.2.2-2  間隙水圧変更前後のせん断応力と垂直変位． 

間隙水圧 
せん断応力 (MPa) 垂直変位(mm) 

前 後 差 前 後 差 
1MPa→2MPa 3.99 3.66 0.33 0.169×102 0.323×102 0.154×102 
2MPa→3MPa 3.48 3.18 0.30 0.575×102 0.742×102 0.167×102 
3MPa→4MPa 3.04 2.78 0.26 1.067×102 1.297×102 0.230×102 
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(a)                   (b) 

図 1.2.2.2-2 ケース 2 における (a)せん断応力，間隙水圧，透水係数（対数表示）－せん断 
変位の関係，(b)垂直変位（水平 Y 方向変位）及び間隙水圧－せん断変位の関係． 

 

 
図 1.2.2.2-3  せん断応力と有効垂直応力の関係． 

 
1.2.2.3 せん断面（すべり面）に作用する上載荷重の影響に関する実験的検討 
 通常の一面せん断試験では，制御の容易さから垂直荷重について応力一定もしくは変位一定

の条件で試験が行われる．しかし，表層近傍を除く岩盤内で，せん断力が作用している不連続

面に対する垂直方向の応力や変位が一定であるとは考えにくい．このような実際の岩盤の状態

と，室内実験における供試体の実験条件の乖離を解消するため，Jiang et al.(2004) は剛性一定

条件下において上載荷重を制御できる一面せん断試験装置を考案し，せん断試験時の上載荷重

の条件の違い（応力一定と剛性一定）がせん断強度及び垂直変位などのせん断挙動に与える影

響について実験的に検討し，剛性一定条件下では応力一定の条件に比べ垂直変位が大幅に減少

することを示した．このことは，剛性一定条件におけるせん断試験が，地下の圧力条件下にお

ける岩盤のせん断挙動をよりよく再現できていることを示している． 
 
一面せん断試験装置の概要と試験手順 
 実験に使用した試験装置と MIS 制御システム（試験条件の設定，制御パネル，データ記録）

および AE 計測システムを図 1.2.2.3-1(a)に示す．本試験装置は，油圧サーボアクチュエータに

よって，せん断荷重及び垂直荷重をアクティブに載荷する．せん断面にかかる垂直荷重は，2
つの鉛直載荷ジャッキを制御することによってほぼ均一に作用させることができる．また，せ

ん断力は，2 つの水平を保持するアームの反力によって釣り合いが保たれている．垂直応力の

載荷範囲は，0〜20MPa で，地表面から約 800m の深さまでの応力条件を再現することが可能

である．荷重はせん断方向及び垂直方向に設置された 3 つのロードセルによって，変位はせん

断箱の上部に取り付けられた LVDT によって計測される．せん断箱は上部と下部で構成され，

上部を固定，下部を移動することで不連続面がせん断力を受ける機構となっている．せん断試

験は，100〜500mm のせん断長さの試料に対応することができる． 
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 せん断試験の手順としては，まず供試体の上端に 0.5MPa/min の載荷速度で垂直荷重を加え，

所定の垂直応力レベルに達した後，それを一定に保ったままでせん断荷重を作用させる．なお，

一面せん断荷重は 0.15 mm/min のせん断変位速度で制御している． 
 

(a)  

(b)  
 

図 1.2.2.3-1 (a)一面せん断試験装置，(b)せん断箱と PICO センサーの位置関係． 
 
一面せん断試験中の破壊進展状況のモニタリング 
 平成 31 年度の研究計画段階では，ビデオ観察等による岩盤内部の弱面すべりの観察を予定

していたが，内部構造をより詳しく定量的に考察するために AE（Acoustic Emission）を用い

て弱面すべり面内部の変形破壊過程や力学的影響範囲の経時変化について検討することとした． 
 AE は，PICO センサーと PAC-AEwin システム（最大 8 チャネル）により計測した．PICO
センサーの大きさと限られた設置スペースを考慮し，せん断試験では最大 6 個の PICO センサ

ーをせん断箱の両サイドに取り付けて AE イベントの計測を行った（図 1.2.2.3-1(b)）．PICO セ

PAC-AEwin System 

Data Processing System 
Control System 

Pre-amplifier 

MIS Testing System 

 
Vertical Jack
(max : 200 kN)

Load Cell

LVDT

Bolt

LVDT
Horizontal Jack
(max : 200 kN)

Load Cell
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ンサーの共振周波数は 50 kHz，動作周波数範囲は 100kHz〜1MHz である．AE イベントのサン

プルレートは 5MSPS（Million Samples Per Second），プリアンプの増幅とシステムの閾値は

共に 40 dB に設定した．また，AE 信号の減衰を減らすために，供試体と PICO センサーとの

間にカプラント（接触媒質）を塗布した． 
 
部分的な固着域を持つ実験用供試体の作成 
 不連続面が断続的に存在する場合や不連続面の固着度の状態が異なる場合には，すべり破壊

は，元々存在する断続的不連続面等の連結によりマクロなせん断すべり面が生じることで進展

する．岩盤におけるき裂の進展と連結は，岩盤の強度と剛性を大きく低減させるため，断続的

不連続面の構造や強度が力学的挙動を支配することが指摘されている．  
 不連続面の相対的な位置関係（幾何学的パラメータ）に関する先行研究により，以下のよう

な幾何学的パラメータが，断続的不連続面の力学的挙動に影響を与えることが分かっている． 
• 連結性 (Joint persistency factor)： k=Lj/(Lj+Lr) 
• オーバーラップ (Joint overlapping factor)： e=Lc/Lj 
• 間隔 (Joint spacing factor)： d=D/Lj 

 

 
図1.2.2.3-2 模擬岩石供試体の幾何学的パラメータに関する概念図． 

Dは不連続面の間隔，βはロックブリッジの角度，Ljは不連続面の長さ，Lrは隣り合う不連続面の距離． 
 
 本実験では，断続的不連続面を有する模擬岩石を作成し，上載荷重を一定に制御した一面せ

ん断実験を行った．砂岩と比較した模擬岩石供試体の力学的特性値を表 1.2.2.3-1 に示す．模擬

岩石（図 1.2.2.3-3）には 2 ケースの断続的不連続面の分布を設定した．ケース 1 として，連結

性の異なる断続的不連続面（k = 0.25～0.75）が 1 列に分布するもの，ケース 2 として，断続

的不連続面の連結性（k = 0.25～0.75）は同様であるが，3 列に分布するものである．ケース 1
は，過去の海底地すべり等の地すべり面を模した単一不連続面，ケース 2 は節理面や層理面の

連結による弱面すべり面を模した複数不連続面である． 
 模擬岩石中の断続的不連続面の分布性状は，図 1.2.2.3-2 に示したようなき裂の連結性・オ

ーバーラップ・間隔をパラメータ化（表 1.2.2.3-2）して，せん断挙動への影響を考察した． 
 

 
図 1.2.2.3-3 (a)模擬岩石供試体の作成に使用した養生型枠，(b)作成した模擬岩石供試体． 
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表1.2.2.3-1 模擬岩石供試体及び砂岩の力学特性． 

 Density Compressive 
strength 

Elastic 
modulus 

Poisson’s 
ratio 

Brazilian 
tensile 

strength 

Cohesio
n 

Friction 
angle 

Unit g/cm3 MPa GPa  MPa MPa ° 
Rock-like 
material *1 2.066 47.4 28.7 0.23 2.5 5.3 63.3 

Sandstone *2 2.20-2.71 20-170 3-35 0.02-0.2 4-25 4-40 25-60 

 *1: Jiang et al.(2004)   *2: Zhuang et al.(2014) 
 

表1.2.2.3-2 本実験で作成した模擬岩石供試体の幾何学パラメータ一覧． 

Sample 
Lj/ 
mm Lr/ mm k d e  

S-K1 5.0 15.0 0.25 ---- ---- 

 

S-K2 10.0 10.0 0.50 ---- ---- 
S-K3 15.0 5.0 0.75 ---- ---- 
T-K1-D2-E3 5.0 15.0 0.25 1.0 1.0 

 
Nr=3 (Three rows ) 

T-K2-D2-E3 10.0 10.0 0.50 1.0 1.0 
T-K3-D2-E3 15.0 5.0 0.75 1.0 1.0 
T-K2-D1-E3 10.0 10.0 0.50 0.5 1.0 
T-K2-D3-E3 10.0 10.0 0.50 1.5 1.0 
T-K2-D2-E1 10.0 10.0 0.50 1.0 0 
T-K2-D2-E2 10.0 10.0 0.50 1.0 0.5 

 
実験結果①：せん断破壊パターン 
 断続的不連続面を有する供試体のせん断破壊挙動を検討するため，隣り合う不連続面（ロッ

クブリッジ）の破壊パターンを整理する．本研究において観察された 5 つのき裂の結合タイプ

を表 1.2.2.3-3 に示す． 
 
実験結果②：せん断変位の増加による応力の変化 
 図 1.2.2.3-4 に，代表的なせん断応力及び垂直変位-せん断変位関係を示す．本実験では，せ

ん断過程における不連続面の力学的挙動（せん断応力と垂直変位の変化）として 5 つのステー

ジが観察された．  
 ・ステージⅠ：圧縮による既存き裂の閉塞や模擬供試体の収縮により圧縮変位を生じ，τ-δh

曲線はほぼ線形挙動を示す． 
 ・ステージⅡ：垂直変位はほぼ線形であるが，τ-δh 曲線は明らかな非線形を示し，マイクロ

クラックの生成と進展による損傷が生じていることが想定される．ステージ

Ⅱの後半では，き裂の進展による断続的不連続面の連結に起因して τ-δh と

δv-δh の両方が急激な低下を示す． 
 ・ステージⅢ：マクロせん断面に垂直応力が再びかかり，せん断応力と垂直変位も再び増加

に転じる．ステージⅢの後半は，せん断応力が 2 回目のピーク値に達する．  
 ・ステージⅣ：せん断応力がゆっくりと減少し始め，破壊したロックブリッジで形成された

凹凸（アスペリティ）の摩擦効果や岩石ブロックによる乗り上げ効果のため，

非線形的な垂直変位の挙動を示す． 
 ・ステージⅤ：残留応力の過程であり，せん断応力及び垂直変位は徐々に一定の値に収束す

る． 
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表 1.2.2.3-4 本実験で観察されたロックブリッジのき裂の結合. 
き裂の結合

タイプ 
Type-Ⅰ Type-Ⅱ Type-Ⅲ Type-Ⅳ Type-Ⅴ 

場所 Coplanar Coplanar Non-overlapping Non-overlapping Overlapping 

拡大図 
     

き裂の結合

概念図 
  

 
 

 

S-K1 ○● ○●  
Note: ○σn=1 MPa  ●σn=3 MPa 

S-K2 ○ ○●  
S-K3  ○●    

T-K1-D2-E3 ○● ○● ○●   
T-K2-D2-E3 ○ ○● ○● ●  
T-K3-D2-E3  ○● ○●  ● 
T-K2-D1-E3  ○● ○●  ● 
T-K2-D3-E3  ○● ○● ○  
T-K2-D2-E1  ○● ○● ○●  
T-K2-D2-E2 ○ ○● ○● ○●  

 

 

 
図 1.2.2.3-4 代表的なせん断応力及び垂直変位-せん断変位関係． 

ステージⅠ：初期圧密の過程，ステージⅡ：垂直変位が線形に増加する過程，ステージⅢ：再び応力が作用す

るステージ，ステージⅣ：すべりを伴う垂直変位が増加するステージ，ステージⅤ：残留強度を示すステージ・． 
 
 
実験結果③：ピークせん断強度について 
 図 1.2.2.3-5 に，各供試体のピークせん断強度と，断続的不連続面の幾何学的なパラメータと

の関係を示す． 
 連結性パラメータ k： 図 1.2.2.3-5 (a)~(b)より，k が増加するにつれ，ピークせん断強度が
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明らかに低下する．また，σn=1.0MPa よりも σn=3.0MPa の方が減少率が大きい．これは，断

続的不連続面の連結性が増すにつれて，垂直応力が高いほどロックブリッジにかかる応力集中

が大きく，その結果，ピークせん断強度をより顕著に低下させたためと考えられる． 
 間隔パラメータ d： 図 1.2.2.3-5 (c)より，せん断強度への影響への影響は認められるが，連

結性パラメータ k よりもせん断強度への影響が小さい． 
 オーバーラップパラメータ e： 図 1.2.2.3-5 (d)に示すように，オーバーラップがピークせ

ん断強度に及ぼす影響は殆ど見られない． 
 以上より，供試体のせん断強度に与える幾何学パラメータの影響は，連結性>間隔>オーバー

ラップの順で影響度が小さくなることが明らかになった． 
 

 

 
図 1.2.2.3-5 幾何学パラメータごとのピークせん断強度． 

 
実験結果④：せん断変位の増加による垂直変位の変化 
 図 1.2.2.3-6 に，ピーク垂直変位 δvp と最終垂直変位 δvt を，断続的不連続面の幾何学パラメ

ータごとに示す． 
 連結性パラメータ k： 図 1.2.2.3-6 から，k の増加に伴い，δvp と δvt の両方が明らかに減少

することが分かる．これは，垂直変形挙動が断続的不連続面のせん断破壊パターンに関係して

いるためだと考えられる．連結性の低い場合(k=0.25)では，き裂の進展により凹凸のあるマク

ロせん断面を形成し，ステージⅣにおいてより顕著な垂直変位を生じる．一方，き裂の結合タ

イプⅡが支配的なロックブリッジの連結では，マクロせん断面がより平滑であるため，垂直変

位が抑えられている．この傾向は連結性の強い場合（k=0.75）において顕著である．  
 間隔パラメータ d： 図 1.2.2.3-6 (c)に示すように，ピーク垂直変位にほとんど影響を与えて

いない． 
 オーバーラップパラメータ e： 図 1.2.2.3-6 (d)が示すように，垂直変位に影響を与えてい
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る．T-K2-D2-E1(e=0)と T-K2-D2-E2(e=0.5)のピーク垂直変位は，T-K2-D2-E3 (e=1.0)より大き

く，最終垂直変位は e=0 の場合に最大となる．これは e=0 と 0.5 の場合，Type-Ⅳの連結がマ

クロせん断面の中で不規則なブロックを生成させ，ブロック同士の摩擦と回転が垂直変位の発

生に大きく寄与しているためと考えられる． 
 

 

 
図 1.2.2.3-6 幾何学パラメータごとのピーク垂直変位(ダイレーション)． 

 
実験結果⑤：一面せん断破壊進展状況のモニタリング 
 図 1.2.2.3-7 に，供試体のせん断過程における AE イベントのヒット率の経時変化の一部を示

す．ヒット率は，単位時間あたりのヒット数であり，しきい値の 40 dB より大きい振幅のみを

計測した．ステージⅠの弾性変形段階（図 1.2.2.3-4 を参照）では AE イベントは少ないが，ス

テージⅡの後半から AE イベント回数が急激に上昇し，AE イベント回数の低下とともにせん断

応力がピークから急激に低下した（ステージⅢ）．また，残留応力段階(ステージⅤ)においては

ヒット率が低い傾向にあるが，図 1.2.2.3-7c&d のように，一部のケースでは，岩石ブロックの

滑りや回転により，残留段階においても AE イベントが観察されている． 
 岩盤内部の弱面すべり面内部の変形破壊過程や力学的影響範囲の経時変化を検討した例とし

て，T-K2-D2-E2 (e=0.5，σn=1.0MPa）の計測結果を図 1.2.2.3-8 に示す．せん断荷重の経時変

化とその拡大図（図 1.2.2.3-8 左上），及びそれに対応した AE ヒット数の経時変化（図 1.2.2.3-8
左下），AE の発生個所から推定されるすべり破壊の進展（図 1.2.2.3-8 右）である． 
 図 1.2.2.3-8（左）に示すように，せん断荷重が減少する際に，AE ヒット数の上昇を測定し

ている．また，AE ヒット数の場所は，経時的に変化していることが分かる．最初のせん断荷

重の減少と伴に計測された AE イベントは，上から見たせん断箱の左側を示すセンサー1 及び 4
において顕著であったが，大きく荷重値が減少するステージⅡの最後からステージⅢの最初に

かけての AE イベントでは，すべてのセンサーが応答しており，全体的に破壊が進んでいるこ
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(a) S-K1 (k=0.25)  σn=1.0 MPa       (b) T-K2-D2-E2 (e=0.5)  σn=1.0 Mpa 

 

 
(c) T-K2-D2-E3 (k=0.5)  σn=3.0 MPa       (d) T-K3-D2-E3 (k=0.75)  σn=3.0 MPa 

図 1.2.2.3-7 せん断応力及び AE ヒット数の経時変化． 
 

 
図 1.2.2.3-8 左上：せん断荷重の経時変化とその拡大図．左下：左上の拡大図に対応した 

AE ヒット数の経時変化，右：AE 発生個所の経時変化と最終破壊状況． 
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とがわかる． 
 また，図 1.2.2.3-8（右）からは，AE の発生がすべり面の見かけ上側中央やや右寄り付近か

ら始まり，斜め下方に拡がっていく様子が窺える．AE は，その後全面に拡がり，発生数も増

加していく． 
 
1.2.2.4 今後の課題 
せん断面（すべり面）に作用する間隙水圧の影響に関する実験的検討 
 一面せん断試験前後のせん断面の破面性状の変化を，非接触式の 3D レーザースキャナー等

を用いて数値化し，せん断による面の凹凸の変化とその影響や，間隙水圧がせん断面に与える

影響について検討する必要がある． 
せん断面（すべり面）に作用する上載荷重の影響に関する実験的検討 
 せん断面の損傷状況と連結部のき裂の進展過程，さらに，マクロなせん断面を形成したとき

の表面ラフネスが，せん断強度や垂直変位に与える影響について AE 測定の結果をより詳細に

検討する必要がある．また，今回用いた固着域を有する弱面すべり面を有する模擬岩石による

せん断試験により，固着域の幾何学的形状が変化するとせん断強度だけではなく垂直変位にも

大きな影響を及ぼすことが分かった．垂直変位は透水係数にも影響を及ぼすと考えられるため，

今後は一面せん断変形透水試験を行うことで，弱面すべりの結果としての力学的・水理学的特

性を把握し，地すべり面を含む周辺岩盤を総合的に評価する手法を構築する必要がある． 
 
 
1.2.3 物理探査・ボーリング調査等に基づく断層及び岩盤損傷域の評価手法の検討 
【実施内容】 
 物理探査断面にボーリング調査から取得された岩石物性や検層ログ等の深度方向の情報を付

加することにより，物理探査断面の確度・精度は向上し，断層及び岩盤損傷域の評価の確度・

精度も向上することが期待される． 
 平成 31 年度は，地表からの調査段階において物理探査とボーリング調査を組み合わせた断

層の認定・評価手法について，過年度に収集した既往研究事例を基に検討を行い，知見を整理

する．また，地下坑道調査段階における物理探査を用いた岩盤損傷域の評価手法について既往

研究事例の調査を行い，知見を整理する． 
 
【成果】 
1.2.3.1 地表からの調査段階における物理探査・層序ボーリング調査等に基づく断層及び岩盤

損傷域の評価手法の検討 
層序ボーリング調査情報等の物理探査への利用 
 ボーリング調査では，柱状図・地層境界・岩相区分等の地質情報と，検層ログや室内測定に

よる物性値（コアの速度・密度等）などの物理情報を取得することができる． 
 地質情報としての柱状図・地層境界・岩相区分は，物理探査データとの統合解析時の入力デ

ータまたは統合解析後の解析結果と比較を行い，解析結果の品質確認に利用される重要な情報

である． 
 地層境界： 地質モデル構築時の基準となる情報であり，ボーリング調査から取得可能な地

質情報を，物理探査データとの統合解析フローに予め組み込むことによって，地質情報との差

異の少ない物理探査データの解析が可能となる． 
 検層ログ： 地層境界・岩相区分等の判定に用いられるほか，深度方向の測定データ数が多

いことからヒストグラム等の統計量の図化，各種解析の入力データ，統合解析後の解析結果と

の比較による解析結果の品質確認などに利用される情報となる． 
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 コア物性値： 各種解析結果の振れ幅を制御する拘束データや，シミュレーションにおける

特定位置・深度での拘束データとして利用される． 
 
統合および複数物理探査による断層及び岩盤損傷域の評価手法 
 物理探査学会統合物理探査調査研究委員会 (2017)「統合物理探査による地盤物性評価と土木

建設分野への適用」に関する報告書によれば，中深度処分の処分坑道と類似した地下構造物で

あるトンネルへ適用される物理探査法として，屈折法地震探査，二次元比抵抗探査のほか，ボ

ーリング調査との組み合わせで弾性波トモグラフィ，比抵抗トモグラフィが実施されることが

多いとされる．トンネルにおける統合および複数物理探査の事例のうち，約 3 割が P 波速度と

比抵抗の組合せであり，その要因として P 波速度や比抵抗は地山分類や破砕帯の分布の把握に

有効であることを挙げられている．P 波速度を求める方法としては，屈折法地震探査が多く，

比抵抗を求める手法としては二次元比抵抗探査，電磁探査の順で多かったとされている． 
 
三次元地下構造探査を用いた断層及び岩盤損傷域の評価 
 複数の物理探査とボーリング調査を組み合わせた地下構造探査手法として，最も高精度な手

法は三次元地下構造探査である．三次元地下構造探査では，三次元地震探査による“Seismic 
data“，重力・磁力・電磁探査等の物理探査による“Non-Seismic data“，ボーリング調査による

孔井情報を組み合わせて，地下の岩相・物性・力学特性等を推定し，三次元地下構造モデルを

構築する．三次元地下構造探査は従来は石油探査を主たる目的に開発されてきたが，現在では

CCS や地熱開発等にも適用されており，地下流体をトラップする構造としての断層や，地下流

体の移行経路としての岩盤損傷域の検出等に利用されている． 
 佐々木ほか（2008）は，日本原燃株式会社による余裕深度処分の調査・研究の一環として，深度

100m 以浅を対象とした三次元反射法地震探査を行っている．震源はバイブロサイス（スイープ周波数

40～210Hz）を用いている．三次元反射法探査の結果，詳細な地質構造の解析が可能となり，実落差

5m 程度の断層を判別することが可能であったと報告されている． 
 JOGMEC（2018）は，三次元地下構造探査における反射法記録から断層系を迅速に把握するた

め，反射法地震データの属性解析（アトリビュート解析）を利用している（図 1.2.3.1-1）． 
 断層系の抽出： 面構造解析の一種である“Fault Likelihood”（図 1.2.3.1-1c）が用いられてい

る．“Fault Likelihood”は面構造の確からしさの値ほか，傾斜角や走向方位角が分析される．図

1.2.3.1-1c で示されているのは方位角の情報で，図中の面構造解析記録の色は走向方位の違い

を示している．“Fault Likelihood”は岩相境界でも面構造が検出される点に注意を要する． 
 岩盤損傷域の抽出： 振幅アトリビュートの一種である“Energy”（ 図 1.2.3.1-1b）が用いら

れている．“Energy”は，サイスミックトレース上のウィンドウ内に含まれる各サンプルの振幅

値の 2 乗和を示し，弾性波のエネルギーを示し，強振幅が黄緑色，減衰域が青色，平均的な振

幅が透明色（白色）によって表現されている．“Energy”の変化は岩相変化を示す場合があるほ

か，断層近傍での振幅エネルギーの減衰を示している可能性がある．従って，図 1.2.3.1-1d に

おいて，図 1.2.3.1-1c で抽出された面構造に沿って振幅エネルギーの減衰が顕著な青系統色を

示す箇所は，断層帯に沿った岩盤損傷域である可能性が高いと考えられる． 
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図 1.2.3.1-1 断裂系把握を目的としたアトリビュート解析の例（JOGMEC, 2018） 

（a）PSTM深度変換記録，（b）振幅アトリビュート”Energy”， 
（c）面構造解析（走向方位），（d）(b)と(c)の統合断面 

 
準三次元地下構造探査の適用性 
 三次元地下構造探査では，三次元反射法・屈折法統合探査，重力・磁力・電磁探査，ボーリ

ング調査の情報を組み合わせて，高精度な地下構造モデルを作成する．三次元反射法・屈折法

統合探査では，理想的には規則的な格子状に受発振点を展開することが望ましく，陸域・海域

ともに探査可能であるが，陸域では地形・建物・施設・道路等の地表条件により，受発振点の

配置が限られ，均質なデータを得ることが難しいという問題があった． 
 JOGMEC (2018)「地熱貯留層探査のための弾性波探査ガイドブック」では，地形的に受発振

点の配置が限られる山岳部の地熱地域において，林道や登山道等の多様なアクセル路を利用し

て受発振点を準 3 次元的に配置する準 3 次元弾性波調査の有効性について検討している．受発

振点の配置が限られる準 3 次元弾性波調査（図 1.2.3.1-2）では，反射法弾性波探査の記録のな

い断面が多数存在し，反射法地震探査重合速度による深度情報の推定を行うことができない．この

ような断面においても，反射法に比べて離散的な受発振点記録から探査可能な屈折トモグラフ

ィー解析による速度構造情報を用いて，岩相や高温異常など各種の解釈が可能となる．屈折ト

モグラフィー解析による速度情報は反射法記録とは独立事象の物性データであり，準 3 次元地

下構造探査のモデル作成や解釈にとって有用な情報となる．屈折法探査は，反射法探査に比べて

離散的な受発振点間隔でよいが，解析目標深度の 4 倍程度の測線長が必要とされ，発震点での発震

が遠方の受振点まで到達するように震源パワーが高い震源を用いる必要がある． 
 JOGMEC (2018) の準3次元反射法・屈折法統合探査で得られた宮城県鬼首地域の高日向山か

ら雄釜・雌釜にかけての反射法・屈折法統合記録を図1.2.3.1-3に示す．図中，発電所から高日



廃棄物埋設における自然事象を考慮した地盤の性能評価に関する研究 【成果の概要】 

[33] 

向山にかけての領域の反射法記録は得られていない（薄い白塗り部）が，屈折トモグラフィー

解析から高日向山の直下に深部から延びる高速度構造が観察できる．鬼首カルデラ内の最新の

火山活動である高日向山石英安山岩（～流紋デイサイト）の給源岩脈部分を示す可能性がある

としている（JOGMEC, 2018）． 
 

 
図 1.2.3.1-2 理想的な 3 次元測線配置と山岳地域で実施可能な準 3 次元測線配置 

（JOGMEC, 2018） 
 

 
図1.2.3.1-3 高日向山から雄釜・雌釜にかけての反射法・屈折法統合記録（JOGMEC, 2018） 

図中，発電所から高日向山にかけての領域の反射法記録は得られていない（薄い白塗り部）が， 
屈折トモグラフィー解析から高日向山の直下に深部から延びる高速度構造が観察される． 
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層序ボーリング調査に基づく断層及び岩盤損傷域の評価手法 
 層序ボーリングなどのボーリング調査において，BHTV や BHC などによる孔壁観察画像やボーリング

コア観察による亀裂の記載などが残されている場合，亀裂の累積頻度曲線を作成することにより断層

ダメージゾーンの幅の判定が可能である．Choi et al.(2016) は，亀裂の累積頻度曲線に基づいて断

層ダメージゾーンの幅が判定可能であることを示し，産業技術総合研究所（2019）ではこの手法をダメ

ージゾーンを客観的に判別できる手法として取り上げている． 
 Choi et al.(2016)の手法をボーリングコアに適用した場合，ボーリングの掘進方向がクラック

頻度測定のトラバース（スキャンライン）となる．ボーリングコアや孔壁に存在する亀裂の区

間本数を累積頻度曲線にプロットし，累積頻度曲線の傾きの変換点を求め，断層ダメージゾー

ンと健岩部を判別することができる． 
 
1.2.3.2 地下坑道調査段階における物理探査等に基づく断層及び岩盤損傷域の評価手法の検

討 
 地下坑道調査段階における断層及び岩盤損傷域の調査・評価の主たる目的として，以下の 2
つが挙げられる． 
 ①中深度処分の事業許可申請の段階で想定されていなかった断層等が，地下坑道の掘削段階

で発見された場合に，断層および断層による岩盤損傷域を調査・評価すること．  
 ②地下坑道の掘削に伴って生じる掘削影響領域を調査・評価すること． 
①は埋設事業に特有の大きな特徴であり，地下坑道の現場における規制側の確認作業等を要す

る場合も想定される．②は，地表からの調査段階におけるボーリング調査等により予め発生を

予見可能な事象であるが，それらの規模・程度が想定範囲内であるかを確認することが必要と

なる． 
 
壁面地質観察・調査に基づく断層及び岩盤損傷域の評価手法 
 地下坑道調査段階における断層及び岩盤損傷域，並びに掘削影響領域の調査・評価手法の基

本は，地下坑道掘削面における亀裂の分布や湧水状況等を確認する壁面地質観察・調査である． 
 瑞浪超深地層研究所における壁面地質観察・調査については，鶴田・笹尾（2016）により詳

しく報告されている．瑞浪超深地層研究所における壁面地質調査の主な内容を表 1.2.3.2-1 に示

す（鶴田・笹尾，2016 42)）． 
 

表 1.2.3.2-1 瑞浪超深地層研究所における壁面調査の内容（鶴田・笹尾，2016） 
項目 調査内容等 
壁面地質調査 地質・割れ目記載 

可視画像撮影 
岩石・湧水試料の採取 

壁面物性計測 岩盤分類評価 
シュミットロックハンマー計測等 

 
 壁面地質観察・調査は，断層や割れ目などの地質構造が，地下水流動や物質移行を規制する

要因となることから，地質構造の分布や特徴を把握するために行われる．鶴田・笹尾 (2016)
は，釜石鉱山の壁面地質調査，カナダ White Shell，スウェーデン Hard Rock Laboratory，フィ

ンランド ONKALO 等を参考に，以下のような壁面地質観察・調査の仕様を決定している． 
 記載対象とする割れ目の長さの設定： 

研究所周辺における空中写真判読によるリニアメントと，露頭の割れ目密度の検討により，

長さが概ね 1 m 程度までの割れ目がフラクタル特性を有することが示されていることから
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（佐々木・太田，2004），長さ 1 m 程度の割れ目を記載対象とする． 
 記載方法と記載対象： 

①調査の効率化や標準化の観点から，釜石鉱山の調査例を参考に，坑道の底盤から上方約

1 mにスキャンラインを設定し，スキャンラインと交差する長さ1 m程度以上の割れ目

を基本的な記載対象とする． 
②瑞浪超深地層研究所周辺に分布する花崗岩の上部には，低角度傾斜の割れ目帯が発達す

ることから，スキャンラインと交差しない場合でも，長さが2 mを超えるような低角度

傾斜（水平面に対して概ね30度以下の傾斜）の割れ目も記載対象とする． 
③複数の割れ目の交錯部が透水性構造として機能する可能性があることから，分岐・断続・

雁行などが認められる割れ目は，長さに係わらず記載対象とする． 
 割れ目記載シート（表 1.2.3.2-2）における記載項目： 

①割れ目記載シートはONKALOの記載シート（Nordbäck, 2010）を参考に設定． 
②割れ目の種別，条線，走向傾斜，断層岩，開口幅，充填物，母岩の変質・幅，割れ目間

隔，岩相，湧水状況などを定量・定性的に記載． 
③走向傾斜：支保鋼などの帯磁性資材の影響が懸念される場合は，現場では分度器などに

より壁面に直交する方向からの方位を記録．室内にて坑道位置から走向傾斜を再計算． 
④開口幅・変質の幅： 幅の変化が大きい場合があるため，最大値を併せて記載． 
⑤充填物の記載： 記載内容の標準化の観点から現場においては色調などを記載．安全上

可能であれば試料採取を行い，X線回折に基づく鉱物同定を行う． 
⑥割れ目の充填率： 割れ目の透水性に影響を及ぼす可能性を検討するため記載． 

 
表 1.2.3.2-2 割れ目記載シートにおける記載例（鶴田・笹尾，2016） 

 
 
 幌延深地層研究センターにおける壁面地質観察・調査については，津坂ほか（2008）45)にそ

の概略が報告されている．壁面地質観察・調査の基本的な記載項目は，瑞浪超深地層研究所の

記載例と同様であるが，記載対象とする割れ目の長さの設定が異なっている． 
 ・瑞浪超深地層研究所：  長さ 1 m 程度の割れ目を記載対象 
 ・幌延深地層研究センター： 長さ 10cm 程度の割れ目を記載対象 
その理由として，幌延深地層研究センターの地質が新第三紀堆積軟岩であり，大きな構造運動

を被っていないため，せん断き裂などが少なく，花崗岩のような冷却節理もないため，長さ 1m
に達するような割れ目が稀であることから，記載対象の割れ目長を短く変更したものと考えら

れる．実際，津坂ほか (2008)で記載された換気立坑底盤（深度 83m，121m，139m の 3 深度）

の割れ目の平均長は 0.2～0.3m 程度であり，Tokiwa et al.(2014) で記載された深度 250m 横坑

壁面の割れ目の平均長は 0.5m 程度である． 
 幌延深地層研究センターの深度250m横坑壁面における壁面地質観察・調査では，2種類の割

れ目が観察されている． 
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 ・東西方向の走向を持ち，北もしくは南側に急傾斜するせん断性の割れ目 
 ・南北方向の走向を持ち，東または西方向に70～90°の傾斜する非せん断性の割れ目 
Tokiwa et al. (2014) や青柳ほか (2014) は，東西走向のせん断性の割れ目は，地上からのボー

リング調査で確認された割れ目とほぼ同じ性状を持っており，地下坑道掘削前から岩盤中に存

在する割れ目と判断している．また，南北走向の非せん断性の割れ目は，地下坑道掘削前のボ

ーリング調査では確認されておらず，地下坑道掘削による応力再配分により新たに生じた割れ

目であると判断している． 
 
スキャンラインの設定と割れ目密度への影響 
 地下坑道調査段階において壁面地質観察・調査を行う割れ目のスキャンラインは通常底盤か

ら上方1m程度の位置に設定され，水平方向一次元の割れ目情報が計測される．また，地表から

の調査段階におけるボーリング調査などで得られる割れ目情報は垂直方向一次元のものとなり，

ボーリング孔の方向がスキャンラインそのものと考えられる．このような一次元のスキャンラ

インの設定では，スキャンラインと平行な走向傾斜を持つ割れ目を捕捉することが難しく，そ

のような割れ目の割れ目密度を低く見積もることとなる． 
 鶴田・笹尾 (2016) は，壁面地質調査に基づく三次元割れ目密度（P32：単位体積あたりの割

れ目の総面積(m2/m3)）と地表からのボーリング調査に基づく三次元割れ目密度を比較し，NNW
走向の高角度傾斜の割れ目密度に関して，一次元のボーリング調査で取得された三次元割れ目

密度は壁面調査の約1/10～1/20倍程度であることを報告している． 
 ・ボーリング調査： NNW走向の高角度傾斜の割れ目密度 P32=0.082～0.178 
 ・壁面地質調査：  NNW走向の高角度傾斜の割れ目密度 P32=1.93 
このように割れ目のスキャンラインの設定は割れ目情報の計測結果に大きな影響を及ぼすため，

割れ目の方位情報の傾向に配慮したスキャンラインや観察エリアの設定が必要なることに留意

する必要がある． 
 
壁面地質観察・調査に基づく断層及び岩盤損傷域の評価手法 
 断層活動による力学的影響により，断層周辺では亀裂が発生し，また周辺岩石の構成粒子が

歪を受ける等の事象が発生する．これらの事象のうち，壁面地質観察・調査で最も容易に観察・

調査が可能であるのは断層周辺で増加する亀裂である．平成 30 年度の原子力規制庁委託成果

報告書（産業技術総合研究所，2019）では，Choi et al.(2016) による亀裂の累積頻度曲線に基

づく断層ダメージゾーンの幅の判定法を，ダメージゾーンを客観的に判別できる手法として取

り上げている．  
 Choi et al.(2016) は，断層帯をは主に 2 つの構造領域に分類している（図 1.2.3.2-1）．断層

の本体をなす断層コアは，断層帯内の変位の大部分に対応する局在化された歪みおよび激しい

せん断を受けており，断層ガウジ（断層粘土），カタクレーサイト，および断層角礫などの断層

岩および多数の繰り返し滑り面からなる．断層コアの外側のダメージゾーン（Scholz et 
al.(1993) のプロセスゾーンに相当）は断層コアと比較して比較的低い歪みと軽微な変形を特徴

とし，これらのゾーンは一般に二次的な断層，亀裂，鉱物脈，および断層運動に関連した構造

を伴う．  
 断層活動による力学的影響の結果として生ずる断層ダメージゾーンの範囲について，Choi et 
al. (2016) は，クラックの空間的な頻度分布に基づいて見積もる手法を提案している（図

1.2.3.2-2）．具体的には以下の通りである． 
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図 1.2.3.2-1 断層帯の概念図（Choi et al., 2016）． 

 

 
図 1.2.3.2-2 クラックの空間的な頻度分布に基づく断層帯の幅の見積もり（Choi et al., 2016）．

(a) 中の赤い線がクラック頻度を測るトラバース（スキャンライン）を示す． 
 

①図 1.2.3.2-2a に仮想的な模擬断層露頭を示す．外側の健岩部から中央部の断層コアに向け

て，ダメージゾーン外側でのクラック密度として約 2 条/m，ダメージゾーン外側から断層

コアに向かってクラック密度が約 4 条/m から約 8 条/m に増加するパターンを仮想的なク

ラック密度分布として与えたものである． 
②図 1.2.3.2-2a の模擬露頭を横切るトラバース（スキャンライン）に沿って単位長さ当たり

のクラックの数を計測する． 
③図 1.2.3.2-2d に，断層コア，ダメージゾーン，それより外側に向かうクラックの累積頻度

を示す．累積頻度の勾配はクラックの密度の変化を示している．この例では，断層コア周

辺部を除いたダメージゾーン部のクラック密度は約 6 条/m，ダメージゾーン外側の Wall 
rock（健岩部）のクラック密度は約 2.4 条/m である．断層コアから 6.7 m の地点で累積頻
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度曲線の勾配が異なっており，断層活動による力学的影響の結果として発生したクラック

の発生頻度が異なることを意味する．ダメージゾーンとそれより外側の Wall rock との境

界を，累積頻度曲線の 2 つの異なる勾配の交点に置くことは，定量的かつ客観的な指標で

あり，この方法によりダメージゾーンを定量的に把握することが可能となると考えられる．  
 
物理探査に基づく断層及び岩盤損傷域の評価手法 
 地下坑道調査段階における断層及び岩盤損傷域の調査・評価手法の基本は，掘削面における

亀裂の分布や湧水状況等を確認する壁面地質観察・調査であり，物理探査等による断層及び岩

盤損傷域の評価は，壁面地質観察・調査を補完・補強するための調査となる． 
 1.2.3.1 項では，地表からの調査段階における物理探査等を用いた断層及び岩盤損傷域の評価

手法について取りまとめた．これらの物理探査等を用いた手法は，基本的には地下坑道調査段

階においても断層及び岩盤損傷域の評価手法として用いることができる．ただし，地下坑道調

査では以下の制約がある． 
 ・地下坑道では測線の配置が地下坑道内に限られる．測線を平面的に配置することを前提と

した探査は実施できない． 
 ・地下坑道内に持ち込み可能な探査機器の大きさに限界があり，大型の探査機器の使用を前

提とした探査法は実施できない． 
 ・地質や湧水の状況，あるいは掘削法によっては，速やかな覆工が必要となるため，時間の

短い調査が必要とされる場合がある． 
地下坑道調査段階においても地表からの調査段階と同様に，断層及び断層による岩盤損傷域や

掘削影響領域の探査・解析には，屈折法地震探査の屈折トモグラフィー解析による P 波速度構

造や電気・電磁探査による比抵抗構造が有効な手段となり，それぞれが単独であるいは組み合

わせて利用される．このほか，地中レーダで使用される電磁波の伝搬特性が水分の影響に敏感

であることを利用して，坑道近傍の岩盤に存在する割れ目のうち水みちとして働いている割れ

目を地中レーダで探査する手法が提案されている（升本・竹内，2016）．また，地下坑道（横

坑）と立坑，地表との三次元的な配置を利用した弾性波トモグラフィー探査や比抵抗トモグラ

フィー探査，また VSP 探査などからも，断層及び岩盤損傷域の調査・評価手法に有益な情報を

取得することが可能であると考えられる． 
 幌延深地層研究センターの深度 250m 横坑では，坑道壁面からショートレンジのボーリング

孔を掘削し，弾性波トモグラフィー調査と比抵抗トモグラフィー調査が行われており（青柳ほ

か，2014），坑道掘削に伴なう掘削影響領域の発生と経時的な変化が観測されている．青柳ほ

か (2014) によれば，坑道掘削に伴い壁面から約 1m の範囲で弾性波速度が低下したが，坑道

掘削に伴なう比抵抗変化は観測されていない．青柳ほか(2014) では，物理探査を用いた掘削影

響領域の評価事例として，結晶質岩を対象とするカナダの Whiteshell 研究所，日本の釜石鉱山

原位置試験，粘土質堆積岩を対象とするスイスの Mont Terri 岩盤研究所，フランスの

Meuse/Haute Mame 地下研究所，堆積岩を対象とする日本の東濃鉱山における試験研究，幌延

深地層研究所等の評価事例が引用されているので参照されたい． 
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2．地盤の地下水流動評価に関する科学的・技術的知見の取得 
【仕様書記載内容】 

中深度処分では，廃棄物埋設地の最適な地盤設計を行うためには，水理地質構造，地球化学

環境等を踏まえて，地下水の涵養域，廃棄物埋設地及び流出域までの広域の地盤の地下水流動

評価が必要である．そこで，これらの地下水流動評価に係る科学的・技術的知見の取得として，

以下の項目の検討を実施する． 
 (1) 広域地下水流動の評価に関する科学的・技術的知見の取得 

 廃棄物埋設地における地下水流動を評価するためには，広域における地下水流動の評価と

ニアフィールドにおける地下水流動評価において，両者間の連続性及び整合性並びにそれぞ

れの対象となる範囲の設定が求められる． 
そこで，対象地域を設定し，評価対象地盤の地下水流動を考える上で，必要となる広域及び

ニアフィールドの考え方を整理し，広域及びニアフィールドにおける地下水流動を評価する

技術的指標の抽出を行う．また，地質及び地下水等のサンプリング及び分析を行って地下水

流動の概念モデルを作成し，上記で整理した考え方及び抽出した評価指標と比較及び検証を

行う． 
 (2) 物理探査等に基づく広域地下水流動評価に関する科学的・技術的知見の取得 

 広域の地下水流動を評価するためには，広域における地質情報や地下水の流動状況等の情

報の把握が必要である一方，このような情報は地表からの物理探査，ボーリング等の調査に

よる限定的な情報であることが想定される．そこで，物理探査等による情報に基づく広域の

地下水流動評価の適用性及び限界を把握し，このような広域地下水流動の妥当性を判断する

ための科学的・技術的知見を取得する． 
 
2.1 広域地下水流動の評価に関する科学的・技術的知見の取得 
2.1.1 広域及びニアフィールドにおける地下水流動評価のための技術的指標の抽出 
【実施内容】 

過年度に構築された広域地下水流動モデルは地形・地質構造および，既存坑井から得られた

地下水水質・同位体に基づき構築されたものである．しかし，既存坑井は複数の深度から取水

していることが多いため，水質・同位体等は平均値となり，目的とする深度における地下水流

動の正確な評価のためには不確実性が多く伴う．このため，地下水流動概念モデルは岩盤の水

理特性，間隙水圧等の流動に関する定量データや地下水滞留時間等が平均値データとなる定性

的なモデルとならざるを得ない．一方，天然バリアの性能評価を行うためのモデルの構築には，

正確な深度からの採水および詳細な地化学データの深度プロファイルデータが必要とされ，既

存坑井によらない高品質なデータの取得が必要とされている． 
広域における地下水流動系評価のためのデータ取得地点としては，中間流動域，流出域など

が重要と考えられる．広域地下水流動および廃棄物埋設地周辺の地下水流動を評価する際の，

評価すべき空間スケールの考え方について，廃棄物埋設地建設の影響範囲を考慮した分類の考

え方を提示し，それぞれの対象範囲の設定において留意すべき項目の抽出を行う必要がある． 
平成 31 年度は，過年度に構築した亀裂性媒体分布地域及び多孔質媒体分布地域における地

下水流動モデルの構築手順を整理・検討し，地形及び地質条件から水理，水文地化学情報等の

利用までを対象として，広域及び廃棄物埋設地周辺における地下水流動を評価するための技術

的指標を抽出する．また，抽出した技術的指標（地形・地質構造，水理学的特徴，地球化学的

特徴等）についてそれぞれの適用性及び適用限界などの検討を行う． 
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【成果】 
2.1.1.1 性能評価における評価すべき空間スケールの考え方の整理 

 地層処分において検討されている立地調査の地質環境モデルと安全評価の水理地質構造モ

デルにおけるスケールの考え方を参考とし，中深度処分の安全規制におけるスケールの考え方

として，地下水流動と地下施設建設の影響に着目して以下のように示した． 
・広域スケール 

 広域スケールは，廃棄物埋設地（処分場）を通過する地下水涵養域から流出域までの大

局的な地下水流動系に着目した上で．水理的な境界条件が設定可能な範囲（最大で数十

km×数十 km の範囲）と考えられる．広域スケールの設定では，地形（河川の流域），地

質構造として，モデル下面の不透水境界として設定できる深度，難透水性構造としての断

層の位置），各帯水層，難透水層の代表的な水理特性を参考として設定する． 
・処分場（中間）スケール 

 処分場スケールは，広域スケールの範囲の中で，処分場建設による水位，水圧変動の影

響を受ける範囲（最大数 km×数 km）を抽出する．その際に，主に地形から涵養域と流出

域を判断する広域スケールの中で，遮水構造を持つ断層や，連結していない亀裂ネットワ

ークによって主要な流動系が分割されるコンパートメント構造を示す場合には，処分場を

包含する流動コンパートメントを抽出する．その際には，水理特性，亀裂の幾何学特性，

難透水構造，水質，同位体の分布等を参考として決定する．ただし，地下水等モニタリン

グによって処分場周辺の地下水流動に関する情報が更新された際には，モデル範囲の設定

等を見直す必要がある．  
・ニアフィールドスケール 

 ニアフィールドスケールは，廃棄物埋設地等の地下空間建設によって発生する水理・化

学的影響領域を対象とした設定とする．その際に参考とすべき情報は，母岩の力学・水理

特性に加え，鉱物組成や酸素の拡散係数等の化学的特性となる．それらの評価は，岩石試

料を用いた室内実験及び壁面からの短尺のボーリング調査等で把握する必要がある．ニア

フィールドにおいては，水理学的な影響領域の評価は，EDZ における亀裂発生範囲に加

え，化学的風化の範囲の評価も重要となる．化学的風化の影響範囲は，坑道埋め戻しまで

の期間に応じて拡大することに留意が必要であろう． 
 

2.1.1.2 空間スケールに応じた地下水流動モデルの構築手順 
広域スケール及び処分場スケールにおける亀裂性媒体と多孔質媒体の地下水流動モデル構築

の手順を以下に取りまとめた． 
ニアフィールド（坑道建設の影響範囲）における地下水流動モデルは，主に掘削影響領域を

介した坑道軸方向の流動経路の有無が重要な問題となる．基本的には，処分坑道の母岩となる

岩盤の変形特性，強度等の力学及び透水係数，既存割れ目の方向等の水理学的特性から，掘削

時の応力変化による亀裂の発生による透水性の変化をモデル化することによって一定の評価が

可能であるが，2.1.1.1 に示したように，時間の経過に伴う化学的風化の進展と，その結果とし

ての高透水ゾーンの発生を考慮する必要があるため，拡散係数等の評価が必要となる 
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図 2.1.1-2 亀裂性媒体分布地域における広域及び処分場スケールの地下水流動モデル構築域

及び処分場スケールの地下水流動モデル構築フロー 
 

 
図 2.1.1-4 多孔質媒体分布地域における広域及び処分場スケールの 

地下水流動モデル構築フロー 
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2.1.1.3 地質状況及び空間スケールにおける技術的指標の抽出と適用性，適用限界の検討 
表 2.1.1-2 に，広域スケール及び処分場スケール共通で，亀裂性，多孔質の媒体での技術的

指標と用途，ニアフィールドスケールでの技術的指標を示す．表には，それぞれの指標に関す

る調査・評価方法も記載した． 
 

表 2.1.1-2 空間スケール及び岩種による技術的指標と調査・評価方法 

 

 
図 2.1.1.2 及び 2.1.1.4 に示したモデル構築のフローに従って，広域及び処分場スケールの指

標は亀裂性媒体と多孔質媒体に分類して抽出を行った．モデル構築の基本となる地質構造に関

しては共通であるが，亀裂性媒体に関しては亀裂の三次元ネットワークモデルを統計的に構築

する手順が含まれるため，亀裂の幾何学情報（走向，傾斜，密度，長さ及びそれらの空間分布）

が必要となり，そこから，等価多孔質媒体への変換手法の選択等が行われる．また，2.1.1.1 で

示した流動のコンパートメント構造に関して，亀裂性媒体においては主に亀裂のコンパートメ

ントが要因となるが，多孔質媒体では遮水性の断層の存在がコンパートメント構造の要因とな

るため，特に多孔質媒体では断層の分布からコンパートメントを抽出することが必要となる． 
多孔質媒体における一部の帯水層において亀裂性媒体と同様のモデル構築を行う必要がある

か否かを判断するために，多孔質媒体においても亀裂等の卓越構造の有無を評価する必要があ

る． 
また，亀裂性媒体における水理特性に関しては，原位置試験によって亀裂を含む区間の水理

特性と評価するとともに，マトリックス拡散の評価を行うために亀裂を含まないインタクトな

岩盤の水理特性評価を行う必要がある． 
モデル検証及び更新に用いる指標は，基本的には水圧，水質，同位体（滞留時間）の分布に

関する解析結果と実測の比較となるが，特に多孔質媒体においては，異常間隙水圧等，一部一

般的な構成則では評価できない要因による可能性を評価し，構成則の見直しを行う必要も生じ

空間スケール 岩種 用途 指標 調査・評価手法

地質構造 地表踏査，物理探査

亀裂情報（走向・傾斜，密度，長さ，

連続性）

地表踏査，空中写真，ボーリング調査，孔間透水

試験

水理特性（亀裂．マトリックス） 原位置試験，室内試験

境界条件 気象観測，相対的海水準変動

水圧分布 地下水モニタリング

水質（塩分濃度）分布 原位置採水・分析

同位体分布（滞留時間） 原位置採水・分析

地質構造 地表踏査，物理探査

断層分布 地表踏査，物理探査，ボーリング調査

水理特性 原位置試験，室内実験

亀裂等卓越構造 ボーリング調査，原位置試験

水圧分布 地下水モニタリング

水質（塩分濃度）分布 原位置採水・分析

同位体分布（滞留時間） 原位置採水・分析

異常間隙水圧等の成因（キャップロッ

ク，浸透圧等）
地下水モニタリング，ボーリング調査，室内試験

力学特性（掘削影響領域の範囲） ボーリング調査，室内試験

水理特性 壁面からのボーリング調査，室内試験

化学特性 壁面からのボーリング調査，室内試験

検証及びモデル更新

ニアフィールド 共通 モデル構築及び更新

亀裂性媒体

検証及びモデル更新

モデル構築

広域及び処分場

スケール

多孔質媒体

モデル構築
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る。 
これらの技術的指標を適用する際に最も留意すべき点は，データのばらつきや不確実性問題

と考えられる．水理特性に関しては，亀裂性媒体における透水性亀裂の有無や亀裂の連続性に

よって原位置透水試験結果やそれに基づく水理地質構造モデルは大きく異なるため，亀裂の卓

越方向ごとの水理特性の評価を行うことによって，亀裂ネットワークと水理特性分布を事前に

検討することが必要である．また，亀裂の幾何学構造に関して，地表あるいはボーリング調査

ですべての亀裂を決定論的に評価することは不可能であり，調査の空間スケール等によって調

査可能な亀裂情報にバイアスがかかるため，様々な空間スケールでの調査を行うこと，水理特

性に関しても，スケールによる相違を評価するための，室内実験と原位置透水試験の比較等が

必要となる．ただし，前述したように決定論的なモデル構築を行うための必要十分な情報を得

ることは不可能であることを考慮し，統計的モデル構築における不確実性の評価と，モデル検

証のために，モデル構築に用いたデータとは別の調査データを事前あるいは事後に取得するこ

とが必要となる． 
多孔質媒体においても，多くの原位置透水試験を実施した場合には，同一の地層を対象とし

ても，透水係数等のデータは空間的ばらつきを持つ．点として得られた個別の評価結果を直接

モデル構築の高速条件として用いた場合には，物理探査等による面的なデータを制約条件とし

て用いた場合と比較して，試験の誤差やモデル構築のスケールと試験スケールの違い等の問題

から，モデルの再現性向上には寄与せず，逆にバイアスがかかったモデルとなるということが

示されている 15)．水理特性自体は，モデル構築に不可欠な指標ではあるが，空間的なばらつき

が大きい場合には，不確実性が存在する中で，いくつかのケースを設定して代表値を選定する

か，地球統計学的手法で複数のモデルを構築する等の段階が必要となる． 
亀裂性媒体，多孔質媒体の双方において，調査の数量が増大することによって不確実性は低

減するが，決定論的な指標を得ることは不可能である．従って，モデル検証のための指標を効

率的かつ高精度で取得し，地下水流動モデルに定量的にフィードバックするための方法論の構

築が今後必要となる． 
 

2.1.2 ボーリング調査による既存地下水流動モデルとの比較・検証 
【実施内容】 

広域地下水流動の評価は既存孔井から採水された地下水試料のデータを基に行われる。既存

孔井は、浅層から採水できるものも存在する一方で、具体的な評価に用いるには十分とは言え

ず、大半は採水深度が 1000m 程度の地下深部から採水されるものである。したがって、この

ようなデータを基に評価された広域地下水流動が中深度処分の埋設施設が設置される地下

70m 以深のような浅層の地下水流動をどこまで適切に取り込むことができているか、必ずしも

明らかではない。このため、涵養域・流動域・流出域を代表する地点や地下水流動に影響を与

える大規模断層を挟んだ両側の地点などで、水質、同位体、地下水年代、水理特性等（以下、

水質等）の深度プロファイルを取得することが必要である。なお、浅層の地下水流動を検討す

るためには、対象としている深度の 2 倍から 3 倍程度の深度における水質等のデータが必要と

考えられるため、300m 程度のボーリング調査が必要となる。 
平成 31 年度は、過年度に構築された概念モデルで最も重要でかつ不確実性が高いと考えら

れる中間流動域における地表からの天水涵養と浅層における流動の評価を目的として、１）で

設定した対象地域内の中間流動域にボーリング調査地を設定し、中深度処分対象深度までの天

水の涵養と流動の評価に必要な深度 75m 程度のボーリング調査を行い、コア試料・揚水試料の
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採取を行う。また、限られた深度の揚水試料を補完するため、岩芯試料の中心部から間隙水を

抽出する装置を導入し、間隙水の採取を行う。 
揚水試料及び間隙水試料を対象として、水の水素・酸素同位体から得られる地下水の涵養時

期・涵養される地域に関する情報と、地形・地質構造から考えられる地下水が涵養される地域

との比較を行う。また揚水試料については、トリチウム濃度、放射性炭素同位体、ヘリウム同

位体、放射性塩素同位体などの分析を行い、より詳細な涵養時期（地下水年代）を明らかにし、

平均流速等の情報として、水理特性との比較を行う。 
さらに、原位置水理試験及び岩芯試料を用いた室内透水試験による水理特性の深度プロファ

イルの取得、掘削途中の孔底部における水位あるいは水圧計測による間隙水圧プロファイルの

評価を併せて行い、水質プロファイルと岩芯試料を用いた実験的評価によって間隙水圧プロフ

ァイルと地下水流動系と変動の評価を行う。 
加えて、ボーリング調査地点が属する高瀬川水系内において、追補的な既存孔井・地表水等

の現地調査を行い、地下水流動概念モデルの精緻化を図る。 
これらの結果得られる地下水流動に係る三次元的なデータに基づき、１）において整理した

考え方及び評価指標から得られている概念モデルの検証を行い、モデルの定量化に向けた検討

を行う。 
 
【成果】 
2.1.2.1 既存孔井・地表水等の現地調査による、地下水流動概念モデルの精緻化 
2.1.2.1.1 地表水等の現地調査 
昨年度までに作成した上北平野の広域地下水流動概念モデルでは，小川原湖西側におけるよ

り深層の地下水の浅層への上昇の可能性が示されている（産業技術総合研究所，2017, 2018, 
2019）．今年度は，上北平野北部の広域地下水流動系についてさらに検討するため，小川原湖

西側の高瀬川水系を対象として再採取地点を含む地表水（河川水）の現地調査を実施した．そ

の結果，小川原湖北西部における河川の下流域では，水素同位体が低くなる傾向が見られた．

これは，浅層地下水の影響が徐々に大きくなっていく可能性があること，すなわち小川原湖周

辺の浅層地下水が上昇して河川水に付け加わっている可能性を示唆していると思われる． 
 

 
2.1.2.1.2 既存孔井の現地調査 
小川原湖西側および東側の浅層地下水試料について，低レベルトリチウム分析と放射性炭素

同位体分析を行い，地下水年代の指標となる 3H と 14C およびヘリウム同位体など希ガスのデ

ータを拡充した．小川原湖西部地下水の水素同位体はいずれも周辺河川よりも低い値を示し，

寒冷期の涵養が示唆された．また，小川原湖西部の地下水の 14C 年代はいずれも最終退氷期に

相当する年代を示した．小川原湖東部においては現世の値を示す地点や，4,000 cal BP 程度を

示す地点が存在する．水質組成の特徴やトリチウム濃度分布と併せて考えると，小川原東側に

おいては相対的に若い地下水の浸透が考えられる．また，希ガス濃度に基づいた希ガス涵養温

度も水素同位体比から考えられる寒冷期の涵養と矛盾しない結果となった． 
 

2.1.2.1.3 地下水流動概念モデルの更新 
2.1.2.1.1 および 2.1.2.1.2 節において行った既存孔井・地表水等の現地調査の結果をもとに

更新した地下水流動概念モデルを図 2.1.2.1 に示した．ただし，既存井戸からの地下水化学・

同位体組成はストレーナ深度が浅層から深層まで含まれる場合は，平均値となる．そこで，次
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節以降でボーリング掘削により原位置より採水した地下水揚水試料，または岩石コア試料から

抽出した間隙水により，このモデルの検証を行う． 
 

 
図 2.1.2.1 本年度の既存井戸および地表水調査により更新された上北平野における地下水流動

概念モデル． 
 
2.1.2.2 ボーリング掘削調査による原位置データの取得 

本年度は，地下水流動概念モデルを実証的に検証するとともに天水涵養と浅層における流動

の評価する技術的指標の抽出を目的として，上北平野における地下水流動系の中間流動域にあ

たる青森県上北郡東北町大浦地区において深度 76m までの検証ボーリング１孔（KMK-1 孔）

の掘削を行った．そして，3 深度の採水区間から揚水による地下水試料採取および岩石コア試

料から抽出した間隙水の水質・同位体組成および溶存ガス成分の分析を行った．また，原位置

水理試験及び岩芯試料を用いた室内透水試験による水理特性の深度プロファイルの取得，掘削

途中の孔底部における水位あるいは水圧計測による間隙水圧プロファイルの評価を併せて行い，

水質プロファイルと岩芯試料を用いた実験的評価によって間隙水圧プロファイルと地下水流動

系と変動の評価を行った．さらに，孔内水温プロファイル（温度検層）より，深度による温度

やその勾配の変化と地質構造の対比に基づき，各層における地下水流動状況を検討した．得ら

れた結果をもとに浅層における流動の評価として水温の深度プロファイル，揚水試験と岩石コ

ア試料を用いた室内透水試験による水理特性の深度プロファイルについての検討と概念モデル

の検証として， 
・既存井戸において推測された最終退氷期の涵養について，地下水揚水試料・間隙水の水素・

酸素同位体比，トリチウム，ヘリウムなどの希ガス同位体を用いた検証 
・既存浅層地下水・深層地下水の水温から当該地域において観測されていた異常高温域につ

いて温度検層による検証 
を行った結果を以下にまとめる． 
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2.1.2.2.1 ボーリング掘削概要 
ボーリング掘削地は図 2.1.2.2 に示したように北緯 40°43’23.13”，東経 141°13’16.64”，標高

8.0 m 地点の田圃地であり，高瀬川左岸に位置する．予想地質状況は，現場の土地利用状況お

よび掘削地から南西 1.6 km に存在する水源井の地質柱状図（青森県，19709)）を参考にすると，

深度 0～2 m に人工埋立層（砂利含む），深度 2～3 m 程度まで耕作土壌（田圃）のあと，沖積

層が深度 25 m 程度まで，その後更新統の野辺地層が現れることが予想された．そこで，本掘

削調査では以下の調査を実施することとした． 
1）3 深度における揚水試験 
2）3 深度における揚水試料の採取および化学・同位体分析 
3）岩石コア試料を用いた室内透水試験 
4）間隙水の抽出及び化学・同位体分析 
5）温度検層 

 
図 2.1.2.2 ボーリング掘削地 

 

2.1.2.2.2 原位置水理試験および岩芯試料を用いた室内透水試験 
図 2.1.2.3 に，掘削時の孔内水位，揚水試験及び透水試験で算出された透水係数を示す． 
揚水試験は，採水を行うために，比較的透水性が高い砂質土を対象として実施した一方，室

内試験は，試料成型が可能な箇所として，粘性土及びシルトを対象として実施している．その

ために，透水係数には２オーダーのコントラストが存在した．特に沖積層及び洪積層上位のシ

ルトと砂質土の互層構造の部分に関しては，それぞれの層厚を考慮して，バルクの透水係数と

して，砂質土が支配的な水平方向と，粘性土が支配的な鉛直方向に１オーダーの透水異方性を

持つ地盤と考慮することができる． 
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図 2.1.2 3 掘削時の孔内水位変化と揚水試験，室内試験による透水係数 

 
2.1.2.2.3 温度検層 

本節では，当該ボーリング孔において観測された地下温度プロファイルと，地質構造の対比

に基づいて検討した地下水流動の影響について報告した．地下水流動の影響について深度区分

すると共に，既往の水源井・温泉井水温データとの比較から，観測した地下温度プロファイル

の妥当性を評価した． 
地下温度プロファイル（図 2.1.2.4）には，深度により温度変化に違いが認められた．12.36m

以浅では浅くなるほど増温するため地温勾配は負の値となり（下方を正，図 2.1.2.5），13.36m
以深とは変化の傾向が大きく異なる．13.36m 以深の地下温度は，深度 20.36m：12.0℃，

30.36m：12.5℃，40.36m：13.5℃，50.36m：14.2℃，60.36m：14.9℃，最深測定 66.36m：

15.3℃を示す．これらの深度区間では地温勾配は正の値（図 2.1.2.5）となるが，その大きさは

一様ではなく，深度により地下温度が複雑に変化していることが明らかとなった．  
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図 2.1.2.4 地下温度プロファイル 
 

 
図 2.1.2.5 地温勾配プロファイルと深度区分 

 
2.1.2.2.4 揚水試料化学分析 

揚水試料の水素安定同位体比は，比較的浅い 1 深度目から既に周辺の浅層地下水と同等の値

を示しており，2.1.2.1 項で述べたとおり河川水（高瀬川水系）の同位体比の分布範囲よりもや

や低い値を示している．トリチウム濃度については，現在までに通常レベルの分析結果が得ら

れている 2 深度（27.3-30.1 m および 39.8-45.0 m）については検出限界以下（<0.3 TU）とな

っており，周辺地下水と同様に最近の天水の影響は受けていないと考えられる．14C 年代は，

いずれも 10,000 cal BP よりも古い値を示しており，2 深度目（39.8-45.0 m）において

16,100-16,400 cal BP 程度と特に古い年代が得られた．3 深度目（71.0-75.9 m）では，

10,600-10,800 cal BP 程度と 2 深度目よりも若い年代となっているが，今後，低レベルトリチ

ウム分析による若い水の混合の有無の確認が必要と考えられる．また，3 深度目の採水では，

掘削水のトレーサーとして用いたローダミン WT の濃度が他の 2 深度と比較してやや高かった

（2 倍程度）ため，掘削水の混合による影響の程度や補正についても検討が必要である． 
 
2.1.2.2.5 間隙水化学分析 

現在までに遠心分離法および圧縮抽水法によって得られた間隙水試料の水素安定同位体比の

結果は，最も浅い地点である深度 6.14-6.26 m および 7.81-7.91 m では，-54‰程度とかなり高

い値を示しており，間隙水は比較的近い場所にもたらされた降水によって涵養されているもの

と判断できる．一方，深度 13 m 程度になると，同位体比は-63‰から-64‰程度にまで低下し，

河川水の範囲のうち最も低い値と同程度となっている．深度 20 m 程度以深では，同位体比は

-65‰前後で概ね一定の分布を示している． 
 
2.1.2.3 概念モデルの検証およびモデルの定量化に向けた検討（予察） 

本節では，過年度及び 2.1.2.1 節において追補的に行った地表水・既存孔井調査により構築
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した地下水流動概念モデルについて，2.1.2 で行ったボーリング掘削の結果をもとに比較・検証

を行う．その際に，2.1.1 節において抽出された広域及びニアフィールドにおける地下水流動を

評価する技術指標を用いる．本年度行った掘削は，地下水流動の涵養域から流出域までの中間

にあたる流動域にあたり，掘削深度が 75 m であることを考えると，ここで行う比較・検証項

目として，浅層域の地下水流動状況の検討，地下水涵養期の検証，地下水温の異常高温域の検

証があげられる．これらの検証のため，2.1.1 節において抽出された指標である地質構造（ここ

では地質層序），水理特性，水圧や水温，水質・同位体の分布を用いた．2.1.2.3.1 では鉛直方

向の流動・浅層における地下水の浸透を検討するため，2.1.1 節で抽出された水圧・水理・水温

分布を用いた検討を行った．2.1.2.3.2 では概念モデルにおいて得られた寒冷期に涵養された浅

層地下水について，ボーリング揚水試料の水質・同位体（特にトリチウム，14C，水の同位体，

希ガス濃度），間隙水の水素・酸素同位体を用いた検証，寒冷期の涵養水がどの程度の深度から

出現するかを既存モデルと比較した．2.1.2.3.3 では当該地域の既存構成で観測された異常高温

域についてボーリング孔の温度検層結果を指標として検証した．以下にその概略を示す． 
 
2.1.2.3.1 原位置水温データによる地下水流動状況の検討 
温度検層の結果，地温勾配の変化から地下温度プロファイルはA～Dの 4区間に分けられた．

A 区間は，B 区間との境界である深度 11.36 m を除き地温勾配が負の値を示し，季節変化（年

変化）などの地表面温度変化の影響を強く反映していると考えられた．沖積層内のシルト層や

粘土層に相当する B 区間は，C・D 層よりも相対的に透水性が低いため地下水流動の影響が小

さく，地温勾配の変化も小さいと考えられた．また， 1 深度目の揚水深度が含まれる C 層は

沖積層基底礫層とその上位のシルト層，沖積層下位のシルト層および砂礫層を複数含んでおり，

地質と透水性の違いによる地下水流動の違いを反映して，地温勾配は深度により大きく変動し

ている．地温勾配の低下は帯水層中の活発な地下水流動の影響を反映していると考えられた．

主に砂層に相当し，2 深度目の揚水深度が含まれる D 区間は，B 区間よりも地温勾配の変化は

大きく，地下水流動の影響は確認されるが，C 区間と比較して地温勾配の変化は小さく，地下

水流動は活発ではないと考えられた．ただし，3 深度目の揚水深度近辺での温度プロファイル

はまだ得られていない． 
 

2.1.2.3.2 概念モデルとの比較（その１）：地下水涵養時期・温度の特徴 
揚水試料で得られた 14C 年代は，見かけの年代として最終退氷期に相当しており，寒冷であ

った当時の天水によって涵養された地下水であることを示唆している．揚水試料の水素安定同

位体比が，河川水（高瀬川水系）の範囲よりもやや低い値を示していることと整合的である．

また，希ガス涵養温度や水素・酸素同位体の関係も寒冷期の涵養であることを支持する．また，

岩石コア試料から抽出した間隙水も深度 20 m 程度以深では，同位体比は-65‰前後で概ね一定

の分布を示し，河川水より低い値となっている．間隙水についても水素・酸素同位体の関係か

らは高標高地点での涵養は支持されず，寒冷期の涵養であることを支持する（図 2.1.2.6）． 
本年度の揚水試料および間隙水の結果を踏まえると，概念モデルに示した寒冷期の特徴を示

す地下水の流動する領域は，深度 20 m 程度の浅層まで及んでいる可能性があることが明らか

となった．ただし，これらの寒冷期に涵養された地下水が鉛直浸透あるいは水平流動の速度が

遅いために浅層にも分布しているのかあるいは，概念モデルで示唆されたような上昇流により

古い地下水が浅層までもたらされているのかは不明である．今後，掘削深度の延伸により，既

存井戸深度までの揚水・間隙水試料より詳細な深度プロファイルを得たうえで概念モデルの検
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証と，中深度処分相当深度における地下水流動状態を把握する必要がある． 
 

 
 

図 2.1.2.6 揚水試料，間隙水，小川原湖西側浅層地下水，河川水の水素・酸素同位体比 
河川水は 2019 年度調査の高瀬川流域河川についてプロットし，浅層地下水は 2019 年度調査地点のうち小川

原湖東側地下水を除いた 

 
2.1.2.3.3 概念モデルの比較（その２）：異常高温域についての検証 

掘削地点から 5 km 以内の水源井や温泉井の水温について，公開されているデータベースよ

り抽出し，温度検層結果と比較した（図 2.1.2.7）．水源井と温泉井のスクリーン区間の平均深

度と温度の関係から，深度 100～700 m 程度までの本地域の平均的な地温勾配は約 5.9×10-2 ℃
/m と見積もることができた．本観測結果の D 区間の地温勾配は約 6.9×10-2 ℃/m であり，水源

井・温泉井水温データから求めた値よりも大きい値となった．ただし，温度検層観測結果は

66.36 m 以浅であり，詳細な検討は現時点ではしい．今後，掘削深度の延伸やボーリング地点

の追加により，既往データとの比較検討が可能となり，本地域の異常高温域の同定と解明に資

すると期待できる． 
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図 2.1.2.7．地下温度プロファイルと水源井・温泉井水温の比較結果 

 
 

2.2 物理探査等に基づく広域地下水流動評価に関する科学的・技術的知見の取得 
【実施内容】 
 平成 31 年度は、主に既往研究事例の調査を中心として、以下の内容で業務を実施する。 
１）対象スケールに応じた物理探査手法の目的及び適用範囲に関するとりまとめ 
地下水流動評価を行う空間スケールに対して、物理探査の目的と適用可能な手法、適用性に関

する分類、取りまとめを Hydrogeophysics に関連する現在の基本的な手法のレビューに加え最

新の研究成果の調査を行い実施する。対象とする探査手法は、リモートセンシング、電磁・電

気探査、重力探査、弾性波探査等とする。探査の目的は、水理地質構造探査、物性探査、地下

水流動探査に分類する。また、物理探査と同様に実施される調査として、ボーリング調査によ

る広域地下水流動評価及びボーリング孔を用いた物理探査に関しての調査事例を収集整理し、

調査を行う上での留意点等を抽出する。 
２）広域地下水流動評価における各種調査手法の適用性に関する調査 
空間スケールごとの探査手法の取りまとめ結果から、広域地下水流動評価に適用可能な探査手

法を抽出し、地表踏査及び限られたボーリング調査との相互補間による地下水流動概念モデル

構築への適用性の検討を実施する。 
 
【成果】 
2.2.1 対象スケールに応じた物理探査手法の目的及び適用範囲に関するとりまとめ 

第一段階として，空間スケールは考慮せずに，地下水調査に用いられている物理探査手法に

関して，手法と直接求められる物理特栽，そこから推定される水理特性や状態量等の水理学的

情報を，表 2.2-1 にまとめた． 
以下に，地下水流動の空間的スケール別に，代表的手法の適用性を分類する． 

(1) 広域（10km オーダー）を対象とした探査手法 
2.1.1 に示した広域スケールの地下水流動を対象とした探査においては，衛星あるいは航空

機からのエアボーンの探査が有効である．これらに対応する手法は，赤外線センサー，合成

開口レーダー等のリモートセンシング，EMI 法，重力探査等が該当する． 
(2) サイトスケール（km オーダー）あるいはそれ以下を対象とした探査手法 
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 1km 程度までのサイトスケールや，それ以下のスケールを対象とした探査においては，深度

方向を目的とした地表からの探査や，孔井を用いたトモグラフィーが多く用いられている． 
利用される方法としては，比抵抗探査（トモグラフィー），電磁探査，弾性波探査，GPR 等

があげられる．探査範囲は，信号が受信できる範囲によって決定されるため，地質状況によっ

て異なる．また，孔井を利用した探査では，探査可能範囲を考慮した孔井配置によって決定さ

れる．一般的に，弾性波探査や比抵抗探査は比較的広い範囲を探査可能であるが，GPR は亀裂

が少ない岩盤においても最大 100m 程度の探査範囲であり，地表からの探査では 10m 程度の範

囲の探査領域である． 
 
表 2.2-1 地下水調査に用いられる物理探査手法と求められる特性等（Binley et al.に追記） 

 
 

2.2.2 広域地下水流動評価における各種調査手法の適用性に関する調査 
物理探査による地下水流動評価において，水理特性等モデル化に必要な指標を得るための手

法と，地下水流動を可視化するための手法に分類して，代表的な手法に対して適用性や技術的

な適用限界，課題を取りまとめた．結果は 2.2.3 に示す． 
 

2.2.3 物理探査手法の地下水流動モデルへの適用に関するまとめ 
物理探査手法の適用スケール及び適用性に関して，表 2.2-2 に取りまとめる． 
地下水流動（トレーサー流動）の可視化を目的とした比抵抗探査は，最大でも 1000m の平

面スケール，実際に適用された事例は数 10m 程度である．三次元的な探査範囲は空間分解能と

のトレードオフとなると同時に，経時的な変動を評価するという点で，一回の探査に長時間を

要すると，探査を行っている間に状態が変化してしまう可能性もあるため，適用に関しては留

意が必要である．また，水理特性を評価する解析手法は，多くが間隙率と浸透率の関係を用い

ているため，多孔質媒体への適用に限られることや経験的なパラメータを用いる必要がある等

の理由で，汎用性のある定量的評価手法とは言えない．ただし，トレーサー流動の評価におい

て，水理解析と連成した逆解析を用いる等の最近の解析手法を用いることによって，比較的適
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用可能範囲を広げることが期待される． 
数十 km 程度までの広域地下水流動への適用性という点では，地表あるいは地表近傍に限定

されるリモートセンシングや重力探査による水位変動，境界条件の推定，または地下水の流動

が存在する場における自然電位法による水位の評価に限られる． 
物理探査の地下水流動評価への適用に関する今後の課題としては，以下の項目があげられる． 
 広域スケールの評価という点では，現段階では局所的な異常を示す点としての評価にと

どまっている． 
 広範かつ自律的なモニタリング手法（例えば光ファイバーを用いた温度測定や自然 γ 線

等）の適用が望まれる． 
 複数の探査手法の組み合わせによつ評価が有効 
 先験情報や水理調査との組み合わせによる不確実性の評価や低減 
 

表 2.2-2 地下水流動モデルに対する物理探査手法の適用性まとめ 

 

 
本節では，限られたボーリング調査を補間する目的での物理探査手法を用いた地下水流動，

特に広域地下水流動モデルの構築への適用事例，適用性や課題の抽出を行った．検討を行った

結果を以下にまとめる． 
 特に，電気，電磁探査を中心として，物理探査手法は地下水流動モデル構築に必要な水

理パラメータの評価や地下水流動の可視化という点で広く用いられている． 
 しかしながら，浸透率等の水理パラメータの評価という点では，汎用的な評価手法は存

在しない． 
 地下水流動（あるいは変動）の可視化という点では，比抵抗探査の適用事例が多いが，

空間スケールは最大で 100m 程度の範囲に限られる． 
 広域地下水流動モデルに適用可能な方法は，自然電位法，リモートセンシング等に限定

される． 
 物性値を直接評価するのでは無く，地下水流動解析と物理探査解析を連成させた逆解析

手法が有効である． 
 
 

  

探査手法 平面スケール 深度方向 地下水流動モデルへの適用範囲 備考

比抵抗探査 ～1000m （適用事例は数10m） 数10m 浸透率分布，トレーサー流動の可視化
・探査範囲と空間分解能はトレードオフ

・浸透率分布推定は経験的パラメータ

時間領域IP法 ～1000m 100m 浸透率分布
・浸透率分布推定は経験的パラメータ（一

般化に向けた検討が研究中）

自然電位法 ～数10km 100m 不圧帯水層地下水位分布

・自然あるいは人為的地下水流動が必要

・揚水と併用する場合等には比較的短時間

で探査可能な範囲のみに適用

地下レーダー ～10m 10m 浸透率分布 ・浸透率分布は経験的パラメータが必要

弾性波探査 ～1000m 数100m 浸透率分布 ・浸透率分布は経験的パラメータが必要

核磁気共鳴(NMR） ボーリング孔 100m程度 浸透率分布 ・検層による評価

重力探査 数10km － 地下水位変動（深度情報無し） ・定量的な評価は研究途上

リモートセンシング 数10km 地表あるいは極表層 境界条件（蒸発散），地下水位変動 ・土地利用状況によって適用性制限
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3 地質及び水理環境モニタリングの手法，計画等の妥当性に関する科学的・技術的知見の  

取得 
【仕様書記載内容】 

中深度処分においては，地下水流動の状態に加えて，人工バリアや天然バリアが設計を逸脱

することなく性能を発揮しつつあることを確認するために，バリア及び地下水等の状態等を確

認するためのデータ取得（以下「地下水等モニタリング」という．）が重要である．これらを確

認するためには，廃棄物埋設地周辺の地質構造を把握することに加え，地下水流動や水質等の

水理環境状態を建設前の段階から把握し，廃棄物埋設地及び坑道の建設が地質及び水理環境に

与える影響や埋戻しによる水位回復過程を地下水等モニタリングによって把握する必要があり，

このことは処分の安全確保及び掘削制限範囲の設定の観点から非常に重要な事項である． 
そこで，地質構造を考慮した地下水流動や水質の変動を把握するための効率的なモニタリン

グ装置及びその配置や必要とされるモニタリング項目・期間等適切なモニタリング計画を設定

するための関連事項及び掘削制限範囲の設定のための知見を整理する． 
 
【具体的実施内容】 

平成 31 年度は、主に文献等からの事例収集を中心として、以下の内容で業務を実施する。 
 (1) 適切なモニタリング計画を設定するための関連事項に関する知見の整理 

過年度に収集・整理した国内における大規模地下空間利用のモニタリング事例に加え、国際

共同研究等で実施されている放射性廃棄物処分を目的としたモニタリング研究の成果を収集し、

モニタリング装置や配置等の情報を取りまとめる。その上で、過年度事業で収集・整理した事

例と本年度の収集事例を参考とし、特に沿岸域堆積岩地域を対象として長期のモニタリングを

実施する際のモニタリング孔の配置、モニタリング装置、地下水流動系及びその擾乱の評価を

行うために必要かつ継続的にデータ取得が可能な最低限のモニタリング項目等に関する取りま

とめを行う。 
 (2) 掘削制限範囲設定のための知見の整理 

廃棄物埋設地直上に加えて設定すべき掘削制限範囲の考え方を、地質構造を考慮した地下水

流動系及び廃棄物埋設地建設の影響範囲等の観点から整理するために、上北平野の掘削調査等

で取得される水理特性を参考とした解析的な手法による影響範囲の把握を行う。それらの結果

から掘削制限範囲を設定した上での適切なモニタリング計画及びモニタリングデータのフィー

ドバックによるモニタリング計画の変更等に関する考え方を整理する。 
 
【成果】 
3.1 適切なモニタリング計画を設定するための関連事項に関する知見の整理 

モニタリング計画，モニタリング項目・期間，モニタリング装置・配置に係る知見を整理す

るために国際機関 IAEA，国際共同研究 MODERN2020，米国，フィンランド，スウェーデン，

フランスを対象としたモニタリング研究の成果を収集した．あわせて，過年度収集・整理した

国内事例についても補足した． 
中深度処分の対象となる中レベル廃棄物について，モニタリングのアプローチは地層処分の

それに似ているとされることから，知見の充実している地層処分を中心にモニタリングに係る

情報を収集した．その結果，各国の事例として，ユッカマウンテン（米国），オルキルオト（フ

ィンランド），フォルスマルク（スウェーデン），ビュール（フランス）が選ばれた． 
モニタリング計画に関しては，上記の国際機関，国際共同研究，各国の事例においてその考

え方はほぼ一致している．IAEA のモニタリングに係る基準 SSG-31 作成の経緯として，2005
年の WASSC 及び RASSC のステアリングコミッティーでの DPP357 の承認から 2014 年の

SSG-31 の策定までの 9 年の期間があり，その期間が各国の規制基準の策定時期とほぼ重なっ

ており，自国の規制要件を国際機関に整合させるコメントをする，あるいは逆に国際機関での

議論を自国の規制要件に反映させるといった相互の影響がその理由として考えられる．そこで，
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モニタリング計画の考え方に関しては IAEA の考え方 SSG-31 を中心に整理した．  
モニタリングの目的は，規制側の視点では許認可時の前提となる条件がその後も継続的に維

持されていることの確認といえる．IAEA によれば具体的に，安全確保に期待される性能を処

分システムが示すことの確認，そのための各種機能が評価通りであることの確認，安全を評価

するために用いた仮定やモデルが実際の条件と一致しているかの確認とされる． 
地中処分において許認可の前提となる条件には，処分施設が設置されることになるさまざま

な自然環境条件が含まれる．建設許可の時点すなわち建設前の自然環境条件はベースラインと

も呼ばれる．自然環境条件は建設や操業の影響を受けて変動することが予想され，それを考慮

しても安全の確保に支障のないことは仮定やモデルによって予測される以外なく，受動安全

(passive safety)に移行するまでのある一定の将来期間はその正当性を確認することがモニタリ

ングに求められる．ベースラインはそもそも自然のままでも変動しうる自然環境条件に係るも

のであるから，その把握には一定の期間の観測による平準化や傾向の分析が必要である．した

がってベースラインの把握のためには建設前からモニタリングが開始される必要がある．また

モニタリングの結果が常に期待される通りとは限らないので，その場合の処分事業に係る決断

を支援することも目的として考慮せねばならない．こうした目的にむけたモニタリングのデザ

インにおいては，システムの安全にかかわる地象の重要な性質・プロセス・現象(FEPs)とモニ

タリングの合理的関係，モニタリング行為そのものがシステムの安全性を損なわない，コスト

とベネフィットとのバランスといったことが考慮されねばならないとされる．システムの安全

にかかわる地象の重要な性質・プロセス・現象(FEPs)とモニタリングの合理的関係とは，地象

の FEPs から処分システムの安全に係る重要度に応じて，モニタリングの対象を選定し，その

ための手法を選定することであり，SSG-31 においては特定  (identification) と正当化 
(justification) が強調される．また，水理関係についてはモニタリングの位置，頻度についても

一般的な指針を示している． 
国際共同研究 MODERN2020 は 2009 年から 2013 年までの 4 年間に実施されたヨーロッパ

での共同研究プロジェクト MoDeRn (The Monitoring Developments for Safe Repository 
Operation and Staged Closure)の後継プロジェクトと位置づけられる．先行プロジェクトの

MoDeRn は，1)モニタリングの目標と戦略，2)モニタリング技術，3)モニタリング計画のケー

ススタディの説明，4)ステークホルダーの関与，の 4 つのセクションに分かれて成果を出した．

MODERN2020 は残された課題の解決に向けたプロジェクトと位置づけられている．現時点で

の MODERN2020 の公表成果は限定的でモニタリング項目のスクリーニングについての考え方

が公表されている．モニタリングの対象となるパラメータのリスト化に向けた基本的なステッ

プとして「特定(identify)」，「必要性(Need)」，「実行可能性(Feesible)」を区分してモニタリング

項目の選定フローを示している．先行プロジェクトである MoDeRn でも同様な図（以下旧版と

いう）が示されるが，さらにフローの詳細化に伴う改訂が加えられている．その結果，改定前

には示されていなかった「必要性」がフローに追加され，旧版では必ずしも明確でなかった基

本的なステップすなわちプロセスをパラメータに落しこむことが改訂版では明確化された．旧

版では「頻度・精度・信頼性(frequency・accuracy・reliability)」と「技術(techniques)」とさ

れたパラメータがより抽象化されて「パラメータの進化(evolution)」と「戦略(strategy)と科学

技術(technologies)」に置き換えられた．国際機関，国際共同研究は以上のような指針を示して

いるが，その具体化にあたっては各国の事例に特徴が認められる（表 3.1）． 
米国ユッカマウンテンプロジェクトでは，規制要件が連邦規則 10CFR Part63 に，事業者の

申請に対する評価プランが NRC により示されており，これらを踏まえて事業者が作成した安

全解析書に対して NRC が安全性評価報告書を作成している．こうした一連の文書の構成が規

制要件の項目と対応するように順序づけられているのが特徴で，非常に明解な構造性をもって

いる．したがって，性能確認の一環に位置付けられるモニタリングについても事業者がどのよ

うに規制要件に対応し，規制側がどのような視点でそれを評価し，評価の基準が何であるかが

透明性をもって理解することができる．そこからわかることは，モニタリングについて，事業

者が当初提示したモニタリングの選定に対して，規制側がさらなる説明性の向上を求めたこと
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で，これに対して事業者は FEPs の解析に基づくバリア性能への重要度及び性能評価に基づく

リスクの不確実性の重要度の 2 つのアプローチからモニタリング選定についての追加的な説明

を試みている．規制側はレビュープランにおいてもモニタリングの「特定の検証」を強く求め

ていることから，こうした追加的な要求となったことがうかがわれる．ただしこうした事情に

ついて安全解析書だけではわからず，他の文献へ遡及しないとわからないことや，より具体的

なモニタリングについての技術的な内容，設置機器，設置位置，測定頻度などについては安全

解析書中にはみあたらず，遡及文献においても今回の調査では明らかにできなかった．モニタ

リングの期間について，申請が不許可となり事業が中断されている現在は，2008 年時点の想定

とは異なる状況にあるが，当時は水理関係のモニタリングをサイト特性調査の段階から操業段

階を経て 2110 年まで実施することを想定していた． 
フィンランドのオルキルオトプロジェクトではモニタリングは FEPs を用いた重要度の解析

と技術的な実現可能性などを組み合わせてモニタリング項目の選定をおこなっている．Posiva
自らが主張するようにそのアプローチは MoDeRn のそれにきわめて忠実であるといえる．地層

処分事業において先進的であるだけあって，モニタリング対象，モニタリング手法，モニタリ

ング頻度，閾値が具体的に示されている．水理関係については，基盤中の浅層地下水の水位モ

ニタリングを 1989 年から，解放またはパッカー区間のある深部孔井での水頭のモニタリング

を 1991 年から，地下水水質のモニタリングを 2001 年から，EC 等の塩濃度のモニタリングを

2003 年から，フロー検層等の水理学的性質に係るモニタリングを 2003 年から実施．ONKALO
の建設開始からこれに加えてトンネルへの流入水に係るモニタリングを 2004 年から実施して

いる．モニタリングの期間について事業者は，7年～10年のスパンで詳細な計画を示す一方で，

長期的な計画については示していない．しかし，規制側は，操業期間のモニタリングについて

の研究及び実施計画の策定を求め，閉鎖後については必要とされる場合についてその措置を求

めているが，現時点では未解決の問題としている． 
モニタリングデータの評価においてリミットを設定する考え方はユッカマウンテンプロジェ

クトでも示されているが，具体的な閾値を示して，それを越えた場合の対応まで明らかにして

いることは他の事業者にはみられない特筆すべき特徴であるといえる．ただし閾値は具体的な

数値で示されているが，その根拠は明らかでない． 
スウェーデンのフォルスマルクプロジェクトでは事業者自身によって国際的なガイドライン

や MoDeRn をベースとしてモニタリング対象を選定していると称しているが，その具体的なプ

ロセスは明らかでない．水理関係については，地下水については，レゴリス中の滞水層と基盤

中の滞水層を分けてモニタリングしており，2002 年から実施．パッカーを用いた地下水流の測

定については，2005 年から実施されている．測定キャンペーンは 6 孔井セクションで実施さ

れ 1 セクションあたり 4～7 日を要し，測定間隔は 2014-2015 年で 10 日から 300 日とセクシ

ョンにより異なる．地形的に起伏が少ない沿岸域で動水勾配が小さいこともあり，地下水流動

に及ぼす塩濃度・温度の影響に注意を払っている．なお，選定されたモニタリング対象は広範

囲で，技術的にも挑戦的なのが特徴といえる．ただしこうした挑戦的なモニタリングは，まだ

多くの将来的な課題を残している．これらのモニタリングについてはかなり詳細が示されてお

り，とくに寒冷地であるがゆえの経験に特徴がある．モニタリングの期間について，建設前の

現時点での具体的な記載はないが，建設・操業が及ぼす地下水への影響を考慮した水理学的モ

ニタリングについて言及していることから，建設前のモニタリングが建設・操業段階に引き続

き実施されるものと思われる．閉鎖後のモニタリングについて現時点では事業者は決定された

計画はないとしている． 
フランスの Cigéo プロジェクト(ビュール)では，回収可能性を担保するためのニアフィール

ド及び施設のモニタリングに積極的にとりくんでいるように見える．しかし地象環境を含めて

モニタリング対象の選定過程の説明不足が規制側から指摘されている．地形的及び地質的な盆

状構造の一部であることが地下水流動を規制しており，地下水流動の下流側にモニタリングの

観測点が多く配置される．これらの水理関係のモニタリングは，環境モニタリングの一環に位

置づけられて実施され，ANDRA 以外の機関のデータも活用されているが詳細は不明である． 
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わが国の石油関係備蓄施設でのモニタリングについては，分野が異なれるがその考えかたは

放射性廃棄物処分での国際的なモニタリングの考えかたと整合しているといえる．ガス備蓄施

設において不飽和帯の扱いに慎重な取り組みを見せている．不飽和帯は地層処分のような深地

層処分において安全に対してどのような影響がありうるのか，今回の調査では明らかにできな

かったが，その影響についてなんらかの確認が必要であろう． 
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表 3.1 米国，フィンランド，スウェーデン及びフランスでのモニタリングの取り組み 
直接計測されるパラメータのほかにこれらを用いて間接的に求められるパラメータを含む。赤下線:実施中、黒下線:中断、(NF) : ニアフィールド（地下施設利用）主体、* 

は事業者以外の機関データも活用．本編で参照した文献より抽出． 
 ユッカマウンテン （米国） オルキルオト （フィンランド） フォルスマルク （スウェーデン） ビュール （フランス） 

地下水 地下水水位 
透水係数 
流速 
地下水化学指標（Eh, pH, 放射性核種濃度, 
コロイド） 
塩濃度 
同位体組成 
ガス組成 
ガス浸透率 

地下水水位 
透水係数 
圧力応答 
電気伝導度 
塩濃度 
水温 
pH, Eh, EC, O2, 各種化学分析 
微生物, ガス組成 
同位体組成 

地下水水位 
透水係数 
間隙水圧 
流速 
電気伝導度 
水温 
干渉試験 
地下水化学（pH, 各種イオン, 同位体
等 : 浅層地下水46項目, 基盤地下水33
項目） 

地下水水位 
透水係数 
地下水化学 （未詳） 
(NF) ガス組成 (H2, O2) 
(NF) ガス浸透率 

地質・地球物理  微小地震 
(NF) 亀裂（帯）の計測及び目視観察 
精密水準測量 
GPS 
EDM (Electric Distance Measurement) ベー
スライン測定 

地震*・微小地震 
地磁気* 
地電流 
GNSS (Global Navigation Satellite 
System)* 
DInSAR 
水準測量 

(NF) 地震波トモグラフィー 
(NF) 坑井検層 
(NF) 地震波速度 
(NF) 亀裂解析 

気象 降水量 降水量, 積雪深 各種気象パラメータ* （降水量, 気温,
気圧, 湿度, 風向風速）, 可能蒸発散量
(PET), 積雪深, 湖沼及び海湾の結氷率 

各種気象パラメータ*（降水
量, 気温, 気圧, 湿度, 風向
風速, 日照）、 
その他環境関係物質濃度*
（CO2, CH4, N2O, SO2, CO, 
NOx, O3, PM10/PM2.5) 

陸水・海洋  海水準, 涵養量, 流出量, 地上霜(ground frost) 海水準, 河川流出量 (ゲージステーショ
ン）, 湖沼水位*, 電気伝導度, 水温 

水位*, 水収支 
陸水化学*（pH, 電気伝導度, 
水温, 溶存酸素, 濁度, 塩濃
度, その他環境関係物質濃
度） 

備考 多くはサイト特性調査段階から実施され
るが具体は不明 

地下水のモニタリングは地下施設及び周辺地
表にて実施． 

モニタリングは地表からのみ。干渉試験
は一部のモニタリング孔の仕様である
が実施状況は不明 

地下水のモニタリングは地下
施設及び周辺地表にて実施。
2019 年時点のフランスの
(NF) 項目は R&D 要素が多
い。 
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中深度処分について沿岸堆積岩地域を対象として地下水流動系及びその擾乱の評価に必要な

最低限のモニタリング項目を検討した．具体的には地下施設 (実験施設及びパイロット施設を

含む) 建設前を想定した地質及び水理環境のモニタリング項目において他機関の観測データの

利用が期待できないものを必要最低限のモニタリング項目とした．  
建設の許可に際して前提とする地質及び水理環境条件は，施設の建設前に収集されたデータ

により把握されるものであるが，これらの状態は季節的，経年的な変化に加えて，さまざまな

原因によるゆらぎの重畳した変動を示すものであり，その状態の把握には一定の期間にわたる

観測 (モニタリング) が必要であり，このようにして把握された状態は一般的にベースライン

と呼ばれている．モニタリング項目の選定の要は，地質及び水理環境において安全に重要な機

能に関係する対象及びそのパラメータを選定し，そのベースラインを把握することといえる． 
モニタリングについて情報収集した地域のうちオルキルオトとフォルスマルクは沿岸域深成

岩地域，ビュールは内陸堆積岩地域でどちらも安定大陸に位置する．今回検討対象とする沿岸

域堆積岩地域は変動帯である島弧に位置し，その地質学的特性が先にあげた例に完全に一致す

るものではないが，沿岸域の性質としてオルキルオトとフォルスマルクを参照し，堆積岩の性

質としてビュールを参照するとともに変動帯島弧としての特性（地形，温度勾配，多様な起源

水など）を参酌することとした．選定の考え方として，成書を参照することにより水理モデル

の作成に必要なデータの観測項目を広く漏れなく候補として上げ，そこから放射性廃棄物処分

事業の多くの先行例が採用している FEPs を利用した安全性への影響評価を踏まえて観測項目

を絞り込み，それに対応するモニタリング項目を選定した．（表 3.2）．その結果，地下水位・

間隙水圧観測，地下水温・地温観測，水理特性観測，地下水水質観測を最低限のモニタリング

項目に，モデルを構築する上の背景情報として必要な観測項目として，地震/微小地震観測，湖

沼水位観測，河川流量観測，河川・湖沼・海水水質観測，気象観測，潮位観測をあげた．これ

らの中で，沿岸域，堆積岩，島弧変動帯の特質として，海水の侵入，異常間隙水圧，高い温度

勾配と多様な起源水を考慮して，地下水温・地温観測，水理特性観測，地下水水質観測に配慮

が必要となろう． 
地下水位・間隙水圧のモニタリングについては，処分施設からの核種の移動の評価が安全評

価上の鍵となるのが地下水移行モデルであるので，地下水流動の処分施設の下流側に多くモニ

タリング装置を配置して水理モデルの信頼性を高める必要がある．また，断層はその性状によ

り水理学的障壁にも通路にもなりうるので断層の周辺にモニタリング装置を配置して断層の影

響を評価する必要がある．モニタリング装置には浅層地下水では BAT-filter-tip のような打ち込

み式も可能であるが，深層地下水では，モニタリング装置を観測坑井に設置するのが普通であ

り，水頭の計測にはピエゾメータータイプのスタンドパイプを坑井に設置，直接水圧を測定す

る場合は圧力トランスデューサを所定の深度に設置する．単一ボーリング坑内で多点測定でき

る装置として Westbay MP system や Solexperts Piezodex system などがあげられる．こうし

た機材を設置する場合は，水理特性観測用や採水用のパッカーを備えたものをあわせて設置す

ることが多い． 
地下水温・地温，水理特性，地下水水質のデータは水理モデルの信頼性の向上に資するもの

であるので，その配置の基本は地下水位・間隙水圧のモニタリングの配置と同様で，計測・サ

ンプリング等データ取得の場所と時間の一致に可能な限り努めるべきである．地下水温・地温

モニタリング，水理特性のモニタリング及び地下水水質のモニタリングには，地下水位・間隙

水圧のモニタリング装置とともに坑井に組み込み常設する場合と検層器を坑井に降下してデー

タ取得する場合（非常設）がある．前者はほぼ連続的なデータ取得が，後者は定期的なデータ

取得が可能である．非常設のモニタリングには，多点温度検層あるいは加熱型流向流速計，採

水器，水質計などが用いられる． 
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表 3.2 最低限のモニタリング項目の選定 
地圏水循環系の評価に必要となる情報・調査

34) 
モニタリング候補として繰り返し観測が必要な項目に赤下線加筆 

関連する FEPs     SR-Site-FEP Variables35)
を例に 

モニタリング候補として経時変化 (time) に着目する内容について赤下線加筆 
最低限のモニタリング項目（赤下線） 
背景情報として必要な観測項目（無印） 

分類 情報・調査 
 

内容 
 

SR-Site-FEP 
name 

SR-Site definition 

俯瞰

情報 

衛星・航空
調査 
 

地表標高、地表の自然（植生、河川・故障）、人工
物分布（地表舗装率、道路・側溝・人工水路の分布、
家屋・ビルの配置など） 

   

既存

情報 

地質情報 
 
 

既存広域地質図（地質構造・岩相分布・断層など）、
地盤図 

   

 
 
 
 
 
 
 
 

地 
質 
情 
報 
お 
よ 
び 
水 
文 
情 
報 

 

水文観測記
録 

過去から現在までの測候所気象データ    

他の調査記
録 
 

過去に行われた当該地域の森林調査や地下探査デ
ータ、洪水記録など過去の災害情報 

   

地質踏査 
 

表層地質、露頭調査、断層・割れ目スケッチ、斜面
調査（地滑り、土石流痕跡等）、横坑調査（壁面観
察） 

   

物理探査 
 

各種物理探査による地下地質構造、地下不連続面な
どの推定 
 

•Fracture 
geometry 
 

•All cavities, from fracture zones to micropores in the matrix. Also included here is the 
excavation-disturbed zone (EDZ) and any other geometric changes in the fracture structure induced by 
construction. 

地震観測（水位観測の異常値などの解釈
に必要） 
 

地下地質探
査 
 

ボーリング掘削によるコア観察、孔内検層、トレン
チ・横坑調査 
 

•Fracture 
geometry 
•Structural 
and stray 
materials 
•Fracture 
minerals 
•Matrix 
minerals 
•Rock 
stresses 
 

•ibid. 
•Chemical composition and quantities of grouts and other structural and stray materials injected/located 
in fractures in the rock and left there at repository closure. 
•Chemical composition of the fracture minerals as a function of time and space, i.e. a description of the 
various fracture-filling minerals that occur. Also the amount and composition of these fracture-filling 
minerals. 
•Chemical composition of the rock matrix as a function of (time and) space, i.e. a description of the 
various minerals that occur and their extent. 
•Rock stresses as a function of time and space. 

 

地下水理調
査 
 

孔内計測（水位、流向・流速、温度、濃度）、孔内
水理試験（注水・揚水試験など）、実験室コア試験
など 
 

•Temperature  
•Groundwater 
flow 
•Groundwater 
pressure 
•Gas phase 
flow  
•Saturation 
 

•Temperature in the bedrock as a function of time and space. 
•Groundwater flow as a function of time and space in the geosphere’s fracture system. 
•Groundwater pressure as a function of time and space in the geosphere’s fracture system. 
•Gas phase flow as a function of time and space in the geosphere’s fracture system. 
•Degree of water saturation of the geosphere. 

地下水位・間隙水圧観測 
地下水温・地温観測 
水理特性観測(パッカー区間を利用した流
量計測など) 
 

水文踏査 
 

沢筋調査、河川流況調査、湧水点調査、森林土壌調
査、水質測定、井戸利用状況調査、土壌サンプリン
グ 

 
 

 湖沼水位観測 
河川流量観測 
 

水文・水理
観測 
 
 

降水量、河川流量、蒸発散量、気温、風速、日射量、
地表浸透能試験、地下水位計測、水質・水温など 
 

•Groundwater 
composition 
•Gas 
composition 
 

•Chemical composition of the groundwater as a function of time and space, i.e. concentrations of 
relevant components in the groundwater. This variable also includes quantities such as Eh and pH, as 
well as any radionuclides and dissolved gases. 
•Chemical composition of gases, including any radionuclides and naturally occurring gases, in 
geosphere cavities. 

地下水水質観測 
河川・湖沼・海水水質観測 
気象観測 
潮位観測（沿岸域の場合） 
 
 

生態踏査 
 

森林、水田・その他の植物種、密度、活性度、地表
葉面被覆希少動植物調査、土壌、水温・水質測定 

   

人間

活動

情報 

水利用調査 当該地域の表流水・地下水利用量、河川への排水経
路、水質 

   

汚染調査 
 

土壌・ガスサンプリング、揚水水質調査、河川・湖
沼水質調査 

   

将来計画調
査 

土地改変（農地,工業団地,宅地,レジャー施設等）,
河川改修などの計画,トンネル,地下空間利用計画な
ど 

Repository 
geometry 

Geometric description of deposition holes, tunnels, ramps, boreholes etc.; i.e. of all excavated volumes.  
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3.2 掘削制限範囲設定のための知見の整理 
掘削制限範囲を考える上の前提として，トンネルなどの地下工作物及びそのための事前調査

のボーリングなどを想定したが，廃棄物埋設地直上は当然制限され，それ以外の地域であれば，

ボーリングは適切に埋孔されればその影響は小さいことから地下工作物等による地下空間利用

の地下水への影響を掘削制限範囲設定のための知見として検討した．すなわち許認可の前提と

して事前に想定された地下水流動が地下工作物の設置により乱されて廃棄体の有害な影響が生

活圏に及ぶことがないように設定することである． 
具体的には，上北平野の掘削調査等で取得される水理特性を参考とした解析的な手法による

影響範囲を把握するため，広域の解析領域で地下水流動シミュレーション（以下広域モデルと

いう）を実施し，その計算結果を用いた境界条件を設定したより狭い領域で詳細な離散化をし

たモデル（以下サイト周辺モデルという）を作成し（図 3.1），このモデルをもとに仮想サイト

建設前の地下水の自然状態と仮想サイト建設後の影響，仮想サイト埋設後の影響を比較した．

その結果，地下水の水位の影響範囲は，施設直上を中心とする半径約 2 km の同心円状の領域

で，埋設後は完全には元の水位に復さず幾分低め（1.5 m）に数年のオーダーで落ち着くことが

判明した（図 3.2）．今回の地下水モデルでは，格子の切り方やパラメータの設定による擾乱の

評価への影響が認められた．これは初期状態のモデル化が影響していると考えられた．このこ

とは擾乱の場となりうる地下水系の初期状態の把握の重要性すなわちベースライン状態の把握

という国際的な共通認識を踏まえたモニタリング計画の必要性を示唆するものと考えられる．

これらの計画は調査や開発の進展に伴って日々蓄積する知見によって見直さねばならない．デ

ータのフィードバックに関しては，閾値を超えた場合，ある意味で想定外のケースについてオ

ルキルオトの例を参考にして次のようにまとめた．取得した予想外のデータがエラーでもなく

自然なあるいは人為的な一時的な理由でないことを確かめるべくまず再評価する．もし明確な

説明が見いだされない場合は，関係者にその結果を通知して情報を共有する．必要であれば他

の専門家とともにこの予想外の結果についてその意味及び重要性を評価し，データの質と信頼

性を確かめるために更なる調査を実施する．モニタリングデータのフィードバックにはモデル

の改良・更新のような定型的なものや IAEA の指針にあるようなモニタリング頻度の増減の判

断に加えてこのような想定外のものもあることを念頭に置いたうえで取り組まねばならない． 
 

 
図 3.1 解析領域． 

灰色枠：広域モデル（400 m メッシュ），赤枠：サイト周辺モデル（400～10 m メッシュ），白枠：仮想サイト

（0.5x0.5x0.1 km, -105 m A.S.L.）．赤太実線：断層，灰太実線：弾性波探査測線． 
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図 3.2 サイト周辺モデルにおける地下水水位の変化 

施設内湧水速度 363 kg/s のケース．建設前を基準とする．上：建設前⇒操業時，下：建設前⇒閉鎖後，白枠：

施設の位置の地表投影． 
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4．岩盤掘削等による力学特性・水理学特性の評価 
【仕様書記載内容】 
岩盤を掘削した場合、土圧水圧等の作用の解放により変形が生じ岩盤に損傷が生じ、水理特

性が低下することが懸念される。核種移行の安全評価では、こうした作用による力学特性の変

遷と水理学特性の変遷の関連性について評価し、その妥当性確認に関する科学的・技術的知見

を取得する必要がある。 
本事業では、岩盤の応力解放を想定した既往の力学構成モデルを抽出するとともに、処分坑

道への適用性について整理する。さらに、力学構成モデルと水理学特性の連成モデルを構築す

るために応力解放と水理学特性変化を模擬した試験を行い、力学特性及び水理学特性の評価に

おける科学的・技術的知見を取得する。 
 
【具体的実施内容】 
 平成 31 年度は，主に室内岩石実験を中心として，以下の内容で事業を実施する． 
 (1) 既往力学構成モデルの抽出及び適用性整理 

 坑道掘削に伴う岩盤の力学・水理学的影響範囲の評価手法について，段階的な応力場の変

化の取り扱い並びに新規き裂の発生及び既存き裂の開口等の水理特性の変化に着目して，既

往の研究を対象に知見を整理し課題の抽出を行う． 
 (2) 応力開放を想定した水理・力学特性変動評価の室内実験 

 坑道掘削に伴う応力再分配を模擬した岩石試験を行う．坑道の掘削や埋戻しの際に生じる

応力状態の変化に伴う力学的・水理学的変動を評価する目的で，変形－透水真三軸試験装置

を用いた応力経路模擬試験を実施する．応力模擬経路としては，例えば坑壁近傍の応力状態

については，①坑道掘削前の初期地圧(3 軸応力)状態，②坑道掘削後の壁面が応力開放され

た(2 軸応力)状態，③埋戻しを行った後の 3 軸応力状態が考えられる．これらの載荷・除荷

パターンについては，初期応力状態に対する坑道軸方向や坑道壁面からの距離を考慮して設

定するものとする．また，断層や節理あるいは層理面等がき裂の発生や水理特性に与える影

響を評価する． 
 (3) 力学・水理学特性モデル化のための課題の抽出 

 堆積軟岩の水理-力学特性をモデル化するために，ひずみ軟化･硬化特性，ダイレイタンシ

ー挙動，間隙水圧の影響について整理する．例えば，間隙水圧の低下や脱ガスの影響などに

よる水飽和度の低下(不飽和領域)の影響の大きさや，それに伴う水理-力学連成モデルの違い

について整理を行い，モデル構築の上での課題を抽出・整理する． 
 
【成果】 
4.1 既往力学構成モデルの抽出及び適用性整理 
 本項では，坑道掘削に伴う岩盤の力学・水理学的影響範囲の評価手法について，既往の研究を

対象に知見を整理し課題の抽出を行った．特に，室内実験による坑道壁面の岩盤の力学的評価，

掘削時の切羽進入に伴う主応力軸の回転，既存き裂の開口等の水理特性の変化，について既往

の知見とモデルの適用性について整理した． 
 
4.2 応力開放を想定した水理・力学特性変動評価の室内実験 
 切羽進入に伴う段階的な応力変動を模擬した岩石試験を行った．岩石は，幌延深地層研究セ

ンターにおける稚内層珪質泥岩(東立坑，深度 350m)を用いて角柱に整形し，真三軸試験機を用

いた圧縮・減圧試験を行った．本実験の結果，インタクトな初期地圧の状態よりも，マクロな

き裂が生じた破壊後の残留応力が作用している岩石の方が透水係数は低くなることがわかった．

また，応力開放を模擬した減圧によって，透水係数が上昇した．マクロなき裂が水みちとして

透水係数に影響を与えるには，単純にき裂の存在だけではなく，応力場及びき裂の状態を含め
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た検討が必要である． 
 

  
           (a)                 (b)  

 
(c) 

 

   
*主応力の方向は変化するため，おおよその向きを記載． 

            (d)                 (e) 
図 初期地圧の最大主応力が水平でかつ坑道軸と直交になる場合の，切羽進入に伴う主応力値

及び主応力方向の変動についての数値解析結果：(a)天端近傍，(b)側壁近傍，(c)応力計算位置

と切羽の位置の関係，(d)天端近傍における各段階での主応力軸の方向，(e) 側壁近傍における

各段階での主応力軸の方向((a)，(b)，(c)は Eberhardt(2001)11)に追記)． 
 

 
図 左：ケース 1 (一軸圧縮卓越応力場)における載荷応力時刻歴．右：ケース 2 (二軸圧縮卓越

応力場)における載荷応力時刻歴．図中の①,②,③は透水試験を行った時刻及び応力状態を示す． 

  
           (a)                    (b)  

図 各段階における透水係数測定結果 
(a)ケース 1(一軸圧縮卓越応力場)，(b)ケース 2(二軸圧縮卓越応力場) 
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4.3 力学・水理学特性モデル化のための課題の抽出 
 既往の研究から，岩盤の応力解放を想定した力学構成モデル及び水理学特性の連成モデルに

ついて知見を整理し，課題の抽出を行った．課題として，中間主応力の違いによる岩石の損傷

状態が水理特性に与える影響に関する検討，間隙水圧が掘削影響領域に与える影響，原位置の

岩盤と室内試験の岩石の破壊強度の違いに関する検討，を抽出し課題を明確にした．文献調査

の結果として，結晶質岩については力学特性及び水理学特性の評価に関する研究が多かったも

のの，堆積軟岩については実験データ及び解析例が少なく，データの拡充が必要である．検証

データを拡充することによって，堆積軟岩における岩盤の力学的・水理学的モデルを構築し，

力学的・水理学的連成モデルの定量化をより詳細に議論できると考えられる． 
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1．自然事象等を考慮した評価対象地盤の性能評価に係る科学的・技術的知見の取得 
 中深度処分においては，侵食による深度の減少を考慮しても，廃棄物埋設地について少なく

とも 10 万年間にわたって一定の深度を確保することが求められている． 
 そこで，本事業では自然事象等による評価対象地盤の評価手法を整理し，中深度処分に適用

可能性が高い性能評価法の抽出を行い，現状における適用性の課題の整理を行うものであり，

以下の項目について実施する． 
 なお，性能評価には，評価対象地盤における地下水流動及び核種移行について影響を及ぼす

力学特性及び水理学特性の評価に加え，その確からしさ及び特性値設定の妥当性に関する知見

の整理も含まれる． 
 (1) 隆起・沈降及び侵食評価手法に関する科学的・技術的知見の取得 

 原子力規制庁では，過年度において，中深度処分の評価対象とする期間及び評価対象とす

る地域を考慮した隆起・沈降及び侵食を評価する手法に関して，それぞれ独立の事象である

ことを踏まえて，課題の抽出，適用条件等の整理を行ってきた．今年度は，これまでに検討

してきた隆起・沈降及び侵食の性能評価手法の組合せによる評価精度の向上について検討し，

深度を確保する上での性能評価手法の技術的妥当性について整理する． 
 (2) 断層等の評価手法に関する科学的・技術的知見の取得 

 中深度処分の評価対象とする期間における断層，地すべり及び層理面 (以下「断層等」と

いう．) の滑動による地盤の損傷，水理学特性の低下等に関する評価手法の科学的・技術的

知見を取得する．なお，断層等の滑動による地盤の力学的・水理学的性能評価については，

岩盤力学による偏差テンソル等による評価法により行うものとする．また，地質構造の評価

では，物理探査，ボーリング等による地質断面の両手法により断層等の認定が行われること

からこれらの評価手法と岩盤損傷との関連性について科学的・技術的知見を取得する． 
 
1.1 隆起・沈降及び侵食評価手法に関する科学的・技術的知見の取得 
1.1.1 隆起・沈降等の地質変動事象の総合的な検討 

【実施内容】 
 隆起活動の空間スケールを検討してきた上北平野～下北半島東部を対象に，地形・地質構造

発達史を整理し，隆起・沈降活動等の年代的な変遷とその空間的スケールについて総合的な検

討を行う．上北平野～下北半島東部にかけては，南北性と東西性の時代の異なる構造運動が認

められ，現在を含めた地域応力場の変遷についても検討を行う． 
 平成 31 年度は，以下について検討を進める． 
 上北平野～下北半島東部の地形・地質構造発達史の検討 
 微小地震解析に基づく上北平野～下北半島東部の応力場の検討 
 海成段丘を用いた上北平野～下北半島東部中央部までの隆起活動評価 
 河成堆積物を用いた上北平野～下北半島東部の隆起活動の予察的検討 

 
【成果】 
1.1.1.1 上北平野～下北半島東部の地形・地質構造発達史の検討 

1.1.1.1.1 古第三紀から現在にかけての地質構造発達史と応力場の変遷 
 日本弧は古第三紀までユーラシア大陸の一部であった．新第三紀に入り，ユーラシア大陸か

ら分断され，大陸と日本弧の間に日本海が形成された．また，その過程において，東北日本弧

は反時計回り，西南日本弧は時計回りの運動を起こし，現在の位置に移動した．この間に，東
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北日本弧と沈み込むプレートの位置関係も変化している (例えば，山元，1991 1); Otofuji et al., 
1994 2); Sato, 1994 3); Yamaji and Yoshida, 1998 4); Kimura et al., 2005 5); Acocella et al., 2008 6); 
大槻，2009 7); Yoshida et al., 2014 8); Hosoi et al., 2015 9))．上記から，本地域は古第三紀から

現在にかけて多様な応力場を経験していると考えられる．本項において，Sato (1994) 3)と

Yoshida et al. (2014) 8)を参考にして，東北日本弧の広域応力場の時代的変遷を以下の 4 つの期

間にわけて述べる (図 1.1.1.1-1)． 
 

 
図 1.1.1.1-1 35 Ma 以降の東北日本弧の地域応力場 (Yoshida et al., 2014) 8)． 

 
Ⅰ．陸弧期 (35-27 Ma)  
 Stage 3 の時期には，まだ東北日本弧がユーラシア大陸の東縁に位置していた．この時期に

東北日本弧の応力場は中立的な応力場から正断層型の応力場に変化し (Sato, 1994 3); 大槻，

2009 7))，穏やかなリフト活動が起こり始めたと考えられる (Kano et al., 2007 3); Yoshida et al., 
2014 8))． 
Ⅱ．伸張期 (27-13.5 Ma)  
 Stage 3 に続いて，Stage 4 の時期にも穏やかなリフト活動が続いていた (Kano et al., 2007 

10); Yoshida et al., 2014 8))．この時期の応力場は，岩脈群の方位から NNE-NE 方向の最大水平

圧縮 (σHmax) だったと考えられる (Sato, 1994 3); Yoshida et al., 2014 8))． 
 Stage 5～6 の時期に日本海形成に伴うリフト活動が活発になり (Kano et al., 2007 10))，堆積

盆形成と海進が起こった (例えば，細井・天野，2013 11))．Sato (2014) 3)と Yoshida et al. (2014) 
8)において，この時期に東北日本弧の反時計回りの運動を伴い，σHmaxが NW-NNW 方向をもつ

引張場で正断層が発達したと指摘されている．一方，古地磁気・岩石磁気学的研究により，16.4–
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15.1 Ma から 14 Ma の間に東北日本弧は約 45°の反時計回り運動をしたことが指摘されている 
(Hosoi et al., 2015 9))． 
 Stage 5~6からStage 7の間の時期である15 Ma頃に日本海の拡大が終了し (大槻，2009 7))， 
東北日本弧の応力場は NE-SW 方向の引張方向を持つ正断層型に変化した (Sato, 1994 3); 
Yoshida et al., 2014 8))．また，東北日本弧は沈降した (例えば，Kano et al., 2007 10); Yoshida et 
al., 2014 8))． 
Ⅲ．遷移期 (13.5-3.5 Ma)  
 Stage 8～9 の時期には，東北日本弧はほぼ海の下に存在しており，Stag 8 では中立的な応力

場であった．Stage 9 において σHmax が NE 方向の弱い逆断層型の応力場に変化した．また，

Stage 10～11 になると σHmax が ENE 方向の逆断層型の応力場に変化し，隆起・陸化が進んだ 
(Yoshida et al., 2014 8))．  
Ⅳ．地殻短縮期 (3.5-0 Ma)  
 Stage 12～13 になると太平洋プレートの西進運動が活発化し，E-W 圧縮型の応力場に変化

した．この応力場に伴い，伸張期に形成された正断層が逆断層として再活動するようになった 
(例えば，2008 年岩手・宮城内陸地震の地震断層や下北断層 (図 1.1.1.1-2) など)．逆断層の活

動場に関しては，活褶曲が認められる秋田地域では，1000 年〜1 万年スケールで日本海側から

火山フロント側へ移動している可能性が指摘されている (Otsubo and Miyakawa, 2016 12)) も
のの，応力場に関しては，σHmax が概ね東西方向をなす逆断層型と考えられている  (Sato, 
19943))． 
 

 
図 1.1.1.1-2 上北平野-下北半島の重力異常 (地質調査総合センター, 2013 13))． 

ブーゲー異常．北東北地域前弧域では下北断層 (黒線) や活断層 (赤線) が重力異常の急変帯にあたる． 

 
1.1.1.1.2 第四紀の地形・地質構造発達史 

下北半島は本州の最北端に位置し，その形状はマサカリ型を呈しており，マサカリの柄にあ

たる部分が下北半島東部にあたる．下北半島東部は，北側は津軽海峡，東側は太平洋，西側は

陸奥湾と三方を海に囲まれ，南側に上北平野が存在する．下北半島東部では，第四系火山噴出
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物が新第三系を覆っている．吹越山地は主に背斜構造を示す新第三系の泊層(火山岩類)からな

り，尻屋崎には中生界の付加体である尻屋層が分布する．田名部低地は厚い第四系により埋積さ

れる．上北平野には数段の段丘面が発達し，その基盤として野辺地層が段丘崖に露出する(例え

ば，根元・氏家, 2009 14))． 
下北半島東部―上北平野にわたる広域的な構造発達として，本地域は 2.5 Ma 頃までは海底

下に存在していたが，太平洋プレートからの圧縮を受け，1.7-0.7 Ma 頃に海水面よりも上側に

隆起し，現在に至る (例えば，Yoshida et al., 2014 8))．しかしながら，下北半島から上北平野

にかけて山地と低地が交互に存在し，また，多様な岩相が露出していることから，より小規模

な地質変動が多数発生していたと考えられる．この地域に分布する浜田層 (海成層) に含まれ

る化石群等から推定される古水深・環境，年代等の情報に注目すると，約 1.2 Ma から現在の

隆起場になった可能性がある報告もある (図 1.1.1.1-3；産業技術総合研究所, 2013 15))． 

 
図 1.1.1.1-3 下北地域の第四紀における隆起沈降傾向 (産業技術総合研究所, 2013 15))． 

 
1.1.1.1.3 今後の課題 
 現在までに東北日本弧のテクトニクス解明に向けて，様々な分野 (層序学，岩石学，構造地

質学，古地磁気学など) で研究が進められてきている．しかしながら，近年，研究手法が多種

多様であるために分野間での整合性の検討が必要であること，また，データ精度の向上やデー

タ数増加により過去の研究の見直しが必要であることが指摘されている (例えば，細井・天野，

2013 11); Haji et al., 2019 16))．そのため，本項でまとめた地質構造発達史と応力場の変遷が今後

変更される可能性が高いことに留意すべきである．上記から，上北平野～下北半島東部の地質

構造発達史と地域応力場を検討するにあたり，今後も東北日本弧のテクトニクスに関する最新

研究の動向を追う必要がある．また，断層運動を含む隆起・沈降の評価においては，応力場の

変遷のみならず，時間スケールを踏まえての広域テクトニクスおよび地史の評価を行う必要が

ある．その際には，対象地域の大構造を様々なスケールで把握する手法の整理 (重力異常 (図
1.1.1.1-2) の急変帯の意味付け等，) が重要となる． 
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https://doi.org/10.1111/iar.12304 
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1.1.1.2 微小地震解析に基づく上北平野～下北半島東部の応力場の検討 

1.1.1.2.1 上北平野～下北半島東部周辺の地震活動の特徴 
 上北平野～下北半島東部を含む東北地方の太平洋沿岸は地震活動が概ね低調である (図
1.1.1.2-1)．マグニチュード 3 以上の地震のメカニズム解から求められた応力分布は，大局的に

は σ1 軸が E-W 方向の逆断層型であるが，北海道太平洋沿岸においては E-W 方向の σ1 軸かつ

N-S 方向の σ3 軸をもつ横ずれ断層型である(図 1.1.1.2-2; Terakawa and Matsu'ura, 2010 1))． 
 

 
図 1.1.1.2-1 上北平野～下北半島東部周辺の震源分布(気象庁一元化震源)．  

期間: 1999/1/1–2010/12/31, 震源の深さ≦30 km. 赤線および黒線は活断層及び地質断層を示す． 

 

 
図 1.1.1.2-2 北海道から東北地方にかけての地震データによる応力場  

(Terakawa and Matsu’ura, 2010 1))．  
用いた地震の規模はマグニチュード 3 以上．応力のタイプをメカニズム解の形で表現している． 

青：逆断層型，緑：横ずれ断層型，ピンク：正断層型． 
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1.1.1.2.2 小・微小地震の発震機構解に基づく応力場の推定 
 Hi-net のイベント波形データを用いて，上北平野～下北半島東部の応力場の解析を行った．

気象庁一元化震源においてマグニチュードが2.0よりも大きい地震の波形データを対象に，win-
地震波形検測支援プログラム (卜部・束田，1992 2)) を用いて P 波初動極性を読み取った．解

析期間は 2002 年 6 月 3 日から 2017 年 12 月 31 日までとした．波形読み取りを行った後，ソ

フトウェア pick2mec (Maeda, 1992 3); 片尾・飯尾，2004 4)) を用いて，発震機構解を決定し，

その中から信頼度の高いもの (観測点 10 以上，スコア値 0.9 以上，解の数が 10 以下，Kagan
角の最大値 35°以下) を応力場の解析用のデータとして採用した．なお，発震機構解の決定に

用いた速度構造は，浅部の地震の発震機構解を安定させるために Hasegawa et al. (1978) 5)の速

度構造を使用した． 
 応力場の推定は，Michael (1984 6), 1987 7)) が提案した応力テンソルインバージョンにより

行った．この手法では以下が仮定されている． 
  1)断層面での最大剪断応力の方向とスリップの向きが同じである． 
  2)解析を行う領域・期間内で応力場が一定である． 
  3)剪断応力の大きさが全ての地震で等しい．， 
  4)地震は既存の多様な走向傾斜をもつ弱面に沿って発生する．  
この手法では，応力軸の向きと応力比 R = (σ1 - σ2) / (σ1 - σ3) を推定できる．ここで，σ1，σ2，

σ3 はそれぞれ圧縮方向を正にとった場合の最大，中間，最小の主応力軸を示す． 
 

 
図 1.1.1.2-3 決定した発震機構解の分布． 

色は発生深度を表す． 
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 1.1.1.2.1 項で既述したように，上北平野～下北半島東部を含む東北地方の太平洋沿岸は地震

活動が概ね低調であり (図 1.1.1.2-1)，上北平野～下北半島東部に発生した地震のイベント波形

データのみでは信頼度に足る応力場の解析が行えなかったため，図 1.1.1.2-3 の範囲まで解析領

域を拡大した．この領域で発生した小・微小地震 257 イベント中，58 イベントが信頼度の高

い発震機構解として抽出された (図 1.1.1.2-3)． 
 図 1.1.1.2-3 の領域の応力場が一定であると仮定した場合に，応力インバージョンから推定さ

れる対象領域全体の応力場の解析結果を図 1.1.1.2-4 に示す．小・微小地震を含めた発震機構解

のデータから推定された本地域の応力場は，σHmaxが NE-SW 方向の逆断層型となった．また，

推定された応力から得られた応力比 R は 0.5 よりも小さい．この結果は，中間主応力 σ2 の大

きさが最大主応力 σ1 に近いことを意味している． 
 

 
図 1.1.1.2-4 推定された対象地域の応力場 (左) と応力比 (R)  (右)． 

 
 東北日本では，2011 年東北地方太平洋沖地震 (Mw9.0) 後に極めて活発な余震活動が生じ，

それらの解析結果から 2011 年東北地方太平洋沖地震の前後で応力場が変化したことが報告さ

れている (例えば，Asano et al., 2011 8); Hasegawa et al., 2011 9),2012 10); Yoshida et al., 
201211),2019 12))．上北平野～下北半島東部の応力場が，2011 年東北地方太平洋沖地震 (Mw9.0) 
の前後において変化したかを確認するため，発震機構解の時間的変化について検討した．その

結果，対象地域では，東北地方太平洋沖地震前は N-S 圧縮の逆断層型であるのに対し，東北地

方太平洋沖地震発生後は NE-SW 圧縮の逆断層型であり，東北日本の他地域と同様に 2011 年東

北地方太平洋沖地震により応力場が変化していることが判明した (図 1.1.1.2-5)． 
 1.1.1.2.1 項で既述したように，東北地方の応力分布は大局的には σ1 軸が E-W 方向の逆断層

型であるが，検討対象である上北平野～下北半島東部を含む青森県については，2011 年東北地

方太平洋沖地震前の応力分布 (Terakawa and Matsu'ura, 2010 1) ; Yoshida et al., 2012 11), 
201912)) は，σ1 軸が NW 方向に回転した NW-SE 方向の逆断層型である．今回の解析結果は，

σ1 軸がより回転し NNE-SSW 方向を示す逆断層になっているが，全体的な傾向としてはそれほ

ど違和感はないものとなっている． 
 一方，2011 年東北地方太平洋沖地震後の応力分布は，東北地方の中部～北部では σ1 軸が

ENE-WSW 方向の逆断層型となっており (Yoshida et al., 2012 11), 2019 12))，今回の解析結果は

それとほぼ整合的である． 



第１章 自然事象等を考慮した評価対象地盤の性能評価に係る科学的・技術的知見の取得 

1-9 

 
図 1.1.1.2-5 (a)東北地方太平洋沖地震前の応力場， (b) 東北地方太平洋沖地震後の応力場． 

N は解析されたイベント数を示す． 
 
1.1.1.2.4 まとめと今後の課題 
 本地域は地震活動度が低く，また，大規模な地震も発生していないため，これまで本地域の

詳細な応力場は検討されていなかった．しかし，公開されている Hi-net の小・微小地震の波形

データを使用することによって，現在の地域応力場を推定することが可能であることが判明し

た． 
 応力場の解析の妥当性やより詳細な検討を行うための課題として，以下が挙げられる． 
 1) Michael (1984 6), 1987 7)) による応力場の解析の前提として「解析を行う領域・期間内で

応力場が一定である」必要があるが，その前提が成立しているか検討が必要である．具

体的には，解析対象である上北平野～下北半島東部に対して，西部の脊梁山地や南側の

北上山地を同一の応力場が支配する領域と考えてよいかという解析領域の設定の妥当性

を検証する必要がある．例えば垣見ほか (2003) 13)は，日本列島の地震地体構造区分とし

て，上北平野～下北半島東部と南側の北上山地を東北日本弧外帯に，西側の脊梁山地を

東北日本弧内帯に区分しており，同一の応力場が支配する領域と考えてよいかは検証の

必要があると考えられる．そのためには，解析領域を狭めた解析結果の相互比較から解

析領域の設定の妥当性を検証することが一般的であるが，上述したように地震活動度が

低い本地域では Hi-net の公開データのみでは地震データ数が少なく，信頼度の高い解析
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を行いえないという問題がある．公開されている Hi-net 以外の地震観測データとしては，

気象庁や国立大学等による既存の地震観測点のデータや臨時観測点のデータ等があり，

地震活動度が低い地域では，それらのデータの利用を検討すべきと考えられる． 
 2) 下北半島－津軽半島－北海道南西部には，既存の東北大学等による地震観測点に加えて，

近年高密度の微小地震観測網 (AS-net；関根ほか，2014 14)；野口ほか，2015 15)) が整備・

運用されており，Hi-net のデータに加えて AS-net 等のデータを使用した詳細な解析を行

うことにより，より信頼性の高い解析結果を得られる可能性がある．当該地域の応力場

の解析を行うに当たっては，これらの地震データを利用・解析することが望ましい． 
 3) 解析対象である上北平野～下北半島東部とその周辺部について，どの範囲までの応力場が

一定であり，同一の応力場として将来予測が可能であるか検討する必要がある．そのた

めには，応力場の解析領域を拡大し，小領域毎に信頼度の高い解析結果を得た上で，領

域間の差異を検討する必要がある． 
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1.1.1.3 海成段丘に基づく上北平野～下北半島東部の隆起活動評価 

1.1.1.3.1 海成段丘を用いた隆起速評価手法 
1.1.1.3.1 はじめに 
 海成段丘は沿岸域における数十万年間におよぶ隆起速度を議論する上で，最も重要な対象物

である (宮内 1985 1); 太田・平川, 1979 2)など)．海成段丘は，主に上位の陸成層と下位の海成

層 (浅海堆積物) により構成され，それらが時代とともに隆起することでできたと考えられて

いる．そのうちの下位の海成層が最近数十万年間の氷期－間氷期サイクル (Waelbroeck et al., 
2002 3), 図 1.1.1.3-1) における間氷期 (高海水準期) に堆積したものとして，その堆積年代を

主に陸成層中の火山灰により決定し，段丘編年を議論してきた (小池・町田，2001 4))．一方で

隆起量は，海成段丘面が当時の海面高度を表すと近似することで，その地域の隆起速度をおお

まかに評価することができる．しかし，海成段丘の高度は陸成層の厚さの分だけ当時の海面高

度よりも高くなる．また対比可能な火山灰層が見られない場合，海成段丘の対比と年代決定に

も問題があることから，こうした手法による隆起速度の見積もりには不確実性があった． 
 

 
図 1.1.1.3-1 過去約 45 万年間の海水準変動．Waelbroeck et al. (2002) 3) のデータを参考にした． 

 
本課題では平成 25 年度より，これらの問題点を克服し隆起速度評価を高度化するため，浅

海堆積物の堆積年代を直接決定できるルミネッセンス年代測定法と，詳細な堆積相解析による

海面指標の認定とを組み合わせた手法を確立し，各地で隆起量評価を行ってきた (産業技術総

合研究所深部地質環境研究コア，2014 5)，2015 6)；産業技術総合研究所，2016 7)，2017 8)，20189)，

2019 10))． 
ルミネッセンス年代測定法は，堆積物中に普遍的に含まれる石英・長石を用い，現在から数

十万年前までの堆積年代の測定が可能な手法である (図 1.1.1.3-2)．ルミネッセンスは，石英・

長石などの鉱物の結晶格子中の電子が，周囲に存在する天然の放射性核種からの α，β，γ 線や

宇宙線を受けることで電離し，不対電子となり結晶の格子欠陥にトラップされた後，光や熱の

刺激による励起で再結合されることによって発せられる．鉱物が地中に埋積される間，周囲の

放射性核種からの放射線の照射は続き，時間とともに鉱物中の不対電子の蓄積量が増えた結果，

ルミネッセンス強度も大きくなる．この現象を利用し，試料から発せられるルミネッセンス強

度から放射線の蓄積量を求め，単位時間あたりの線量率 (年間線量) で割ることにより，埋積

時間の長さ (ルミネッセンス年代) を決定する．堆積物中の鉱物粒子は，運搬過程において光

ブリーチングを受けて光ルミネッセンスがリセットされるため，堆積年代 (堆積後の経過年代) 
を求める場合には光ルミネッセンス年代測定法が有効な手法となる． 
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図 1.1.1.3-2 更新世中期以降の主要な地質年代測定法の比較 

 
光ルミネッセンス年代測定法の対象となる石英と長石では，適用される手法や対象年代が異

なっている．Murray and Wintle (2000) 11)による Single aliquot regenerative dose (SAR)法 (再
生曲線法) により，石英で顕著な実験中のルミネッセンス感度変化の問題が改善されて以降，

石英 OSL 年代は広く用いられるようになっている．しかし，その反面，石英は不対電子の容量

が小さく，一般的には 10 万年を超える古い試料ではルミネッセンス信号が飽和してしまうた

め有効な年代値が得られないと考えられている．一方，長石は不対電子の容量が石英と比較し

てはるかに大きく，数十万年前の試料でも信号が飽和しないが，anomalous fading と呼ばれる

ルミネッセンス信号の不安定さがこれまで問題としてあった．そこで Thomsen et al. (2008) 12)

は，長石でも安定した信号を得られる post-IR IRSL(pIRIR)法を開発した．pIRIR 法は Thiel et al. 
(2012) 13)などで応用され，数十万年前までの地層の年代測定に有効であることが報告されてい

る． 
日本列島の海成段丘における堆積相解析は 1980～1990 年代に盛んに行われ (Murakoshi 

and Masuda, 1992 14)；Ito and O’Hara, 1994 15)；Shirai and Tada, 2000 16)など)，特に目新しい

手法ではないが，これまで隆起量評価に積極的には応用されてこなかった．日本列島の沿岸域

の大半は太平洋など外洋に面した地域である．潮の干満の差が小さい日本の海岸において潮汐

の堆積作用は目立たず外洋域では専ら波浪の作用が卓越する．こうした波浪卓越型の海岸域に

形成される地層には海面の指標になる堆積構造が発達する．海成段丘面下の堆積物においてこ

うした海面指標を認定し，さらにその高度を VRS 方式の GPS (渡辺・七山, 2010 17)) により± 4 
cm の精度で測量することにより，過去の高海水準期の高度を±1ｍ以内の誤差で求めることが

できる．過年度の研究 (産業技術総合研究所深部地質環境研究コア，2014 5), 2015 6)；産業技術

総合研究所, 2016 7), 2017 8), 2018 9), 2019 10)) において，MIS5e, MIS7, MIS9 および MIS11 の

海成段丘堆積物への堆積相解析の適用と光ルミネッセンス年代測定との組み合わせが隆起速度

の評価に有効であることが明らかになってきた． 
 
1.1.1.3.2 試料採取地点の特徴と試料処理 
1) 青森県下北半島の海成段丘と試料採取地点 

青森県東部に位置する，南北約 50km 東西 30km に広がる地域である上北平野は，日本で最
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も海成段丘が広く分布する地域の一つである．低位から柴山面 (+10m 以下)，根城面 (+10-15m)，
高館面 (+30-40m)，天狗岱面 (+45-80m)，七百面 (+90-110m)，高位面 (+110-220m) の 6 段

の海成段丘が認められている (宮内，1985 1)；小池・町田，2001 4))．小池・町田 (2001)4)は，

洞爺湖火山灰 (Toya) により高館面が MIS5e (ca. 124ka；Masson-Delmotte et al., 2010 18)) に，

Aso-4 (86.8-87.3ka；Aoki，2008 19)) との関係から柴山面と根城面を MIS5a と MIS5c にそれぞ

れ対比した．この地域をはじめとして周辺地域ではこの Toya に基づく対比が進んでおり，こ

のテフラは，町田・新井 (2003) 20)による FT 年代や層序関係から 112-115ka，Ganzawa and Ike 
(2011) 21)による熱ルミネッセンス年代から 104±15ka から 118±15ka，白井ほか (1997)22)では

海底コアの層序関係から 106ka とされている．高館面より高位の段丘では，小池・町田 (2001) 

4)が 250ka の八甲田第 2 期火砕流 (Hkd-2) との関係により，天狗岱面と七百面を MIS7 と MIS9
に対比した．桑原 (2009) 23)は，七百面から採取したコア試料の植物化石群集の変動が温暖・

寒冷期サイクルに対応するとし，小池・町田 (2001) 4) と同様に七百面と天狗岱面を MIS9 と

MIS7 に対比した．また，段丘の分布や高度により MIS11 であると考えられている，宮内 (1985) 

1)では高位面，桑原 (2004) 24)では袋町面とされる海成段丘は，FT 年代からは MIS11 よりはる

かに古い段丘である可能性が示唆される (桑原，2007) 25)．以上の先行研究により，青森県上

北平野では，MIS5e の高館面に加え，それより高位の海成段丘もそれぞれ MIS5e 以前の高海

水準期に対比されている． 
本課題の前に産業技術総合研究所深部地質環境研究コア (2014 5)，2015 6))，産業技術総合研

究所 (2016 7)，2018 9)，2019 10)) において，高館面 (4 露頭，根井沼 1, 2，木明，尾駮)，天狗

岱面 (2 露頭，保土沢，鷹架)，七百面 (3 露頭，七百，上吉田，乙供)，高位面 (1 露頭，大撫

沢) での調査の研究結果を報告した (図 1.1.1.3-3)．本課題では，これまでの上北平野から下北

半島南部地域に加えて，下北半島中部から北部地域へ調査範囲を広げ，東通村の MIS5e に対比

される下田代露頭，陸奥湾沿いの MIS5e に対比される有畑露頭の二つの露頭を調査した．なお，

六ヶ所村の尾駮露頭から東通村の下田代露頭までは南北 30km 以上離れているが，太平洋側で

はその中間あたりに適当な露頭が見つからず，そのため陸奥湾沿いで中間あたりに位置する有

畑露頭を調査した．これらの露頭において，堆積相にもとづく過去の海面指標の認定と，光ル

ミネッセンス年代測定を行った．地表面および地層境界の高度や試料採取標高は VRS-GPS 
(Leica Viva GS08plus)を用いて測定した．また，昨年度までに調査した露頭のうち，MIS7 よ

りも古い天狗岱面，七百面，高位面からのいくつかの試料に関しては，検量線の長さによって

補正年代が変わるかを検証するためにルミネッセンス年代測定を再び行った． 
昨年度調査した六ヶ所村の尾駮露頭は，日本原燃株式会社 (2015) 26)では MIS5c の M3 面と

されているが，産業技術総合研究所 (2019) 10)でも参考にした小池・町田 (2001) 4)では MIS5e，
つまり日本原燃株式会社 (2015) 26)における M2 面と解釈されてきた．双方の段丘面の認定の根

拠を示すとともに，日本原燃株式会社 (2015) 26)に記載された No.12 露頭を調査することによ

り，段丘面認定の検証を行った． 
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図 1.1.1.3-3 青森県上北平野における H30 までと本課題の調査範囲． 

標高，段丘区分は，それぞれ国土地理院の 10m メッシュの数値標高モデルと小池・町田(2001) 4)
に基づく．露

頭名の下に書かれた区分は露頭ごとの段丘区分に相当し，年代値は補正済みの pIRIR200/290 年代を示す．H30
年度までの調査範囲の補正年代は，産業技術総合研究所 (2019) 10)

の各試料の蓄積線量・検量線のデータと今

年度再計算した海成層試料の全 276disc の ρ’の平均値(0.68±0.09)×10-6
基づく． 
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2) ルミネッセンス年代測定用試料の採取と前処理 
ルミネッセンス年代測定用試料は，下田代露頭では陸成層から 4 点，海成層から 2 点，有畑

露頭では陸成層から 1 点，海成層から 1 点採取した．試料は灰色のプラスチックチューブ (内
径約 4.5cm，厚さ約 2mm，全長 15cm) を用いることで遮光試料を採取し，両端をビニールテ

ープで止めた後にそれをチャック袋に入れることで，水分の蒸発を最小限に留めて実験室まで

輸送した． 
光ルミネッセンス年代測定は，前年度までに引き続き (産業技術総合研究所深部地質環境研

究コア，2014 5), 2015 6)；産業技術総合研究所，2016 7), 2017 8), 2018 9), 2019 10))，カリ長石の

pIRIR 法を用いる．まず，プラスチックチューブに入った試料を，両端約 3cm 分の露光部と内

部の約 9cm 分の未露光部に分離した．露光部は含水率測定のために乾燥した後ミルで粉砕し，

元素濃度(U, Th, Rb, K) を測定した．測定は日鉄鉱コンサルタント株式会社に ICP-MS 測定を

依頼した．未露光部を乾燥させた後，篩で粒径 250µm 以上のフラクションを取り除く．その

後塩酸と過酸化水素により炭酸塩鉱物と有機物を取り除いた後に，再び篩で粒径 180µm 以下

のフラクションを取り除く．最後にポリタングステン酸ナトリウム (SPT) により比重が 2.53
～2.58g/cm3 のフラクションのみを取り出すことで，カリ長石に富む粒径 180～250µm の測定

試料を作成する．その後，直径 9.8mm の円形ステンレス製ディスク内の直径 8.0mm の円形シ

リコンスプレー塗布部に測定試料 (1,000～2,000 粒程度) を貼り付け，光ルミネッセンス年代

測定用試料とした．一方，180～250μm の粒子が十分に得られないような試料に関しては，未

露光部に直接塩酸・過酸化水素処理を施した後にストークス則により 4-11µm の粒径に揃え，

鉱物分離を行わない細粒試料とした． 
 
1.1.1.3.3 分析 
1) ルミネッセンス年代測定 

ルミネッセンス年代は，試料からのルミネッセンス強度に依存する蓄積線量を，試料を含む

堆積物中の放射性物質の量に依存する年間線量で除することで得られる．まず，年間線量は，

得られた U・Th・Rb・K 濃度，Guérin et al. (2011) 27)による各種変換係数，Bell (1980) 28)によ

る α 線減衰係数，Mejdahl (1979) 29)による β 線減衰係数，Balescu and Lamothe (1994) 30)によ

るカリ長石の a 値 0.15±0.05，Huntley and Baril (1997) 31)によるカリ長石の内部 K 濃度

12.5±0.5%，Prescott and Hutton (1994) 32)による宇宙線量により計算した．なお，これまで砂

試料の含水率は Ito et al. (2017) 33)に基づき，いくつかの試料から得た代表的な飽和含水率と

個々の試料の現在の含水率の平均値を採用していた．MIS5e の試料では Ito et al. (2017)でその

見積もりが適当であることが示唆されたが，より古い試料に関しては離水後の時間が非常に長

いことから，改めて測定し直した MIS7 以前の年代を持つ可能性がある砂試料に関しては現在

の含水率を試料の含水率とした (表 1.1.1.3-1)．なお，過年度採取した試料のデータに関しては，

改めて放射性元素濃度を測定することはなく，昨年度の報告書の値を利用した (産業技術総合

研究所，2019 10))． 
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表 1.1.1.3-1 採取試料の元素濃度と年間線量 

 
 

ルミネッセンス測定には Riso DTU 社製 TL-DA-20 luminescence reader を用い，受光するル

ミネッセンスの波長は，カリ長石からの青－紫色の発光 (Huntley et al. 1991) 34)を効率よく得

られるよう Schott BG3 (3mm)，BG39 (2mm)，GG400 (3mm) を組み合わせた． 
測定手法に関しては，過年度採取した試料に関してはこれまでと同様に測定温度 200℃で

IRSL 測定をした後，より高温の 290℃での IRSL 測定で得られる pIRIR200/290 シグナルを蓄積

線量の見積もりに用いた (Ito et al., 2017 など)．一方で，今年度採取した下田代露頭の試料

gsj19-266 に関しては，これまでの露頭と比較してかなり離れた位置にあることから，改めて

pIRIR 測定の測定温度条件を決め直した．その際には，IRSL シグナルも合わせて計 8 種類を比

較した (IRSL50/150，IRSL50/225，IRSL50/290，IRSL200/290，pIRIR50/150，pIRIR50/225，pIRIR50/290，

pIRIR200/290)．測定条件の決め直しのための基礎実験のために，まずは dose recovery test を行

い，次に蓄積線量を測定し，年代を計算した．dose recovery test では，予め蓄積線量がゼロの

試料に対して決まった線量を照射し，その照射した線量を検量線から見積もることができるか

どうかで，その試料のルミネッセンス年代測定への適合性を調べる．具体的には，dose recovery 
ratio が 0.9 から 1.1 の間に収まる信号のみ年代決定に用いる．六ヶ所村で採取した現生の海浜

試料 gsj19-260 に対して，測定条件の決め直しを行う試料 gsj19-266 の蓄積線量と同等の線量

を予め与え，その蓄積線量相当の線量を見積もる．なお，この見積もった値からは gsj19-260
の蓄積線量，すなわち長時間露光されても残っている線量 (残存線量) を減じ，与えた線量で

除することで，結果を比 (dose recovery ratio) で表す (表 1.1.1.3-2)．値は 3 ディスクの平均

値と誤差 1σ で示す．この現生の海浜試料の結果をもって，下北半島地域の MIS5e 程度の年代

の試料のルミネッセンス年代測定への適合性の検証とした．過年度に採取した試料に関しては，

個々の試料を 4 時間人工太陽 (UVACUBE400，Hönle) で露光した後に測定した蓄積線量を残

存線量として，露光後に蓄積線量分の線量を照射した後に測定した値から減じた値を照射線量

で除した比を dose recovery ratio とした． 
IRSL，pIRIR 測定により得られた蓄積線量，ρ’ (Huntley, 2006 35))，dose recovery ratio，年

代値を表 1.1.1.3-2 に示す．表中の誤差は 1σ である．分析は，Ito et al. (2017)で示された測定

手順に従い，gsj19-262，gsj19-263，gsj19-264，gsj19-265，gsj19-354 以外の各試料について

8 ディスクの測定を行った．上述の 5 試料に関しては，3 disc ずつ測定した．なお，同じ線量

を照射した後の OSL 強度を比較して得られる Recycling ratio が 90~110%におさまるデータの

み平均値を算出することで蓄積線量を求めるが，今回測定したディスクは全て Recycling ratio

[R01調査]
下田代露頭
gsj19-262 4-11 35.8 1.13 ± 0.06 67 ± 3 12.20 ± 0.61 4.01 ± 0.20 50.2 2.04 ± 0.09
gsj19-263 4-11 35.2 0.76 ± 0.04 39 ± 2 10.80 ± 0.54 3.21 ± 0.16 55.8 1.48 ± 0.06
gsj19-264 180-250 34.8 0.81 ± 0.04 29 ± 1 3.06 ± 0.15 1.28 ± 0.06 16.5 1.66 ± 0.26
gsj19-265 180-250 34.4 0.73 ± 0.04 24 ± 1 2.69 ± 0.13 0.77 ± 0.04 15.4 1.73 ± 0.11
gsj19-266 180-250 34.9 0.79 ± 0.04 27 ± 1 2.42 ± 0.12 0.73 ± 0.04 12.7 1.76 ± 0.12
gsj19-267 180-250 34.5 1.22 ± 0.06 43 ± 2 3.73 ± 0.19 1.02 ± 0.05 11.0 2.20 ± 0.15

有畑露頭
gsj19-355 180-250 9.8 0.69 ± 0.03 22 ± 1 2.81 ± 0.14 1.64 ± 0.08 19.5 1.89 ± 0.12
gsj19-354 180-250 7.4 0.81 ± 0.04 29 ± 1 2.20 ± 0.11 1.61 ± 0.08 19.4 1.88 ± 0.12

標高
(m) 年間線量

露頭名
試料名

粒径
(μm)

元素濃度

K2O(%) Rb(ppm) Th(ppm) U(ppm)
含水率

(%)
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が上記の条件を満たした．ρ’は g-value (Huntley and Lamothe, 2001 36)) と同様に，光ルミネッ

センス特性のシグナル安定性の指標 (無次元数) であり，この値が大きいほど anomalous 
fading によるシグナルの不安定性が大きいとされる．適切な年代決定のためにはこの

anomalous fading の程度を補正する必要があり，本課題においては試料の L1/T1 が検量線の曲

線領域にプロットされることから，Kars et al. (2008) 37)と Kars and Wallinga (2009) 38)を参考

にして補正を行った．その際用いる ρ’に関しては，基礎研究において様々な条件を試す

gsj19-266 では各温度条件で得られた 8 ディスクの ρ’の平均値を使って補正し，それ以外の試

料に関しては pIRIR200/290 法で蓄積線量を求めたものに関しては，過年度のデータも含めた全

276 ディスクの平均値(0.68±0.09)×10-6 を全ての試料の補正で用いた． 
一方で，anomalous fading 以外にも pIRIR 年代では残存線量を補正する必要がある．一般的

な石英 OSL 年代では，堆積前の露光において，その露光時間が非常に短いとしても信号はほぼ

ゼロリセットされる．しかし，pIRIR 信号は露光時間に対する信号の減少速度が遅く，どれだ

け露光されても残存する成分もあるため，結果的に年代がゼロからスタートしない．この堆積

前の残存線量を補正するため，本課題においては二つの方法を用いた．今年度採取した試料の

うち gsj19-266 に関しては，基礎研究において様々な条件を試すことから六ヶ所村で採取した

現生の海浜試料 gsj19-260 のそれぞれの測定温度における蓄積線量を残存線量として補正年代

を算出した．一方で，過年度の試料ならびに今年度の gsj19-266 以外の試料に関しては，上北

平野の海浜から得られた砂を約 800 時間人工太陽下で露光した後に測定した線量 (3.9±0.2Gy) 
を残存線量として補正年代を算出した．この方法は Ito et al. (2017) 33)と同様である． 

ルミネッセンス年代は，上記の anomalous fading と残存線量の二つの補正要素を考慮した補

正年代と，補正を行わない未補正年代を併記した．なお，過年度の試料のルミネッセンス測定

においては，検量線を引くために当てる線量は最大でも蓄積線量の 4 倍程度あった．一方で，

King et al. (2018) 39)によるルミネッセンス熱年代の年代補正においては，検量線を飽和に近い

部分まで描くために，非常に高い線量域まで照射を行っている．Kars et al. (2008) 37)による年

代補正では検量線自体をフェーディングさせることから，より高線量域のデータを充実させる

必要がある可能性があり，これまでの方法による検量線とより延長させた検量線を比較・検討

する必要がある．よって，過年度の試料に関しては，高線量域まで延長した検量線を引く測定

を行い，年代を算出した．本年度採取した試料に関しては，年代が MIS5e と比較的若いため，

過年度の測定方法と同様の測定 (最大でも蓄積線量の 4 倍程度) を行った． 
 
2) 火山灰分析 

下田代露頭からの計 2 試料 (KK19-T1, KK19-T2) について，火山灰分析を行った．試料によ

り，火山ガラス，斜方輝石，角閃石の屈折率，火山ガラスの主要元素を測定することで，粒子

組成分析と合わせて火山灰の同定を行った．前処理から分析までを株式会社古澤地質に依頼し

た． 
 

3) 珪藻分析 
先行研究，日本原燃株式会社 (2015) 26) の No.12 露頭からの 1 試料 (KK19-KS1) について，

珪藻分析を行った．試料のプレパラートの作製から分析までを株式会社パレオ・ラボに依頼し

た． 
珪藻化石の環境指標種群は，主に小杉 (1988) 40)および安藤 (1990) 41)が設定し，千葉・澤井  
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表 1.1.1.3-2 試料の蓄積線量，ρ’，dose recovery ratio, 未補正年代と補正年代 

 
 

表 1.1.1.3-3 環境指標種群の概要 (小杉 (1988) 40) と安藤 (1990) 41) に基づく)  

 
 
(2014) 42)により再検討された環境指標種群に基づく．なお，環境指標種群以外の珪藻種につい

ては，海水種は海水不定・不明種 (?) として，海～汽水種は海～汽水不定・不明種 (?) として，

[R01調査]
下田代露頭

gsj19-262 4-11 pIRIR50/290 177 ± 17 - - 87 ± 9 - - - - - d
gsj19-263 4-11 pIRIR50/290 147 ± 2 - - 99 ± 4 - - - - - d
gsj19-264 180-250 pIRIR200/290 244 ± 9 - - 147 ± 23 - - - - - d
gsj19-265 180-250 pIRIR200/290 199 ± 14 0.39 ± 0.14 - 115 ± 11 124 ± 13 - - - - e

180-250 IRSL50/150 111 ± 3 3.55 ± 0.11 - 63 ± 4 135 ± 10 - - - - MIS5e f
180-250 IRSL50/225 122 ± 5 3.15 ± 0.19 - 69 ± 5 141 ± 11 - - - - MIS5e f
180-250 IRSL50/290 124 ± 5 3.65 ± 0.89 - 71 ± 5 169 ± 14 - - - - MIS5e f
180-250 IRSL200/290 154 ± 4 1.80 ± 0.16 - 88 ± 6 131 ± 10 - - - - MIS5e f
180-250 pIRIR50/150 146 ± 2 1.17 ± 0.05 - 83 ± 6 107 ± 7 - - - - MIS5e f
180-250 pIRIR50/225 157 ± 4 1.00 ± 0.08 - 89 ± 6 111 ± 8 - - - - MIS5e f
180-250 pIRIR50/290 214 ± 9 1.64 ± 0.43 - 121 ± 10 176 ± 15 - - - - MIS5e f
180-250 pIRIR200/290 242 ± 5 0.69 ± 0.21 - 137 ± 10 158 ± 13 - - - - MIS5e f

gsj19-267 180-250 pIRIR200/290 286 ± 7 0.42 ± 0.06 - 130 ± 10 144 ± 11 - - - - MIS5e e

有畑露頭

gsj19-355 180-250 pIRIR200/290 225 ± 28 0.88 ± 0.45 - 119 ± 17 147 ± 22 - - - - MIS5e e
gsj19-354 180-250 pIRIR200/290 728 ± 46 - - 388 ± 35 - - - - - MIS5e d

海浜試料

180-250 IRSL50/150 0.1 ± 0.0 - 0.86 ± 0.02 - - - - - - -
180-250 IRSL50/225 0.6 ± 0.1 - 0.90 ± 0.02 - - - - - - -
180-250 IRSL50/290 1.6 ± 0.2 - 0.77 ± 0.03 - - - - - - -
180-250 IRSL200/290 3.3 ± 0.8 - 0.91 ± 0.06 - - - - - - -
180-250 pIRIR50/150 0.2 ± 0.0 - 0.79 ± 0.03 - - - - - - -
180-250 pIRIR50/225 2.3 ± 0.2 - 0.82 ± 0.02 - - - - - - -
180-250 pIRIR50/290 7.9 ± 0.2 - 1.03 ± 0.03 - - - - - - -
180-250 pIRIR200/290 10.8 ± 3.4 - 1.09 ± 0.06 - - - - - - -

[過年度調査]
保土沢露頭

gsj14-026 180-250 pIRIR200/290 451 ± 20 0.31 ± 0.43 1.46 ± 0.13 314 ± 27 397 ± 36 325 ± 27 399 ± 34 223 ± 17 267 ± 20 MIS7 g
gsj14-025 180-250 pIRIR200/290 435 ± 28 1.30 ± 0.25 1.53 ± 0.13 331 ± 34 409 ± 45 335 ± 33 409 ± 43 218 ± 19 267 ± 24 MIS7 g
乙供露頭

gsj17-322 180-250 pIRIR200/290 468 ± 20 0.68 ± 0.53 1.27 ± 0.17 349 ± 31 424 ± 39 360 ± 32 433 ± 39 389 ± 48 479 ± 64 (MIS5e or) MIS7 g
上吉田露頭

gsj15-010 180-250 pIRIR200/290 502 ± 37 1.69 ± 0.52 1.22 ± 0.12 394 ± 41 495 ± 57 400 ± 40 495 ± 53 292 ± 22 357 ± 27 MIS7 or MIS9 g
gsj15-009 180-250 pIRIR200/290 541 ± 26 0.27 ± 0.84 1.30 ± 0.26 364 ± 34 440 ± 42 348 ± 34 439 ± 45 264 ± 32 330 ± 44 MIS7 or MIS9 g
鷹架露頭

gsj18-295 180-250 pIRIR200/290 453 ± 31 1.31 ± 0.22 1.19 ± 0.17 264 ± 26 319 ± 33 267 ± 26 322 ± 33 275 ± 33 332 ± 43 MIS7 or MIS9 g
七百露頭

gsj14-004 180-250 pIRIR200/290 429 ± 19 1.06 ± 0.50 1.12 ± 0.14 320 ± 24 411 ± 34 332 ± 24 405 ± 30 281 ± 22 352 ± 30 MIS9 g
gsj13-035 180-250 pIRIR200/290 538 ± 19 1.31 ± 0.66 1.01 ± 0.20 360 ± 34 475 ± 47 365 ± 34 454 ± 43 246 ± 26 303 ± 34 MIS9 g
大撫沢

gsj15-005 180-250 pIRIR200/290 926 ± 105 0.84 ± 0.74 1.23 ± 0.12 582 ± 79 829 ± 168 614 ± 74 819 ± 121 442 ± 93 587 ± 170 MIS11 g

粒径
(μm)

補正年代
b

（ka）

a: 本課題で測定したデータ．検量線を延長せずに計算した未補正・補正年代

未補正年代
b

（ka）
注

小池・町田(2001)
による区分

gsj19-260

測定手法
dose recovery

ratio
補正年代

a

（ka）

露頭名
試料名

蓄積線量
（Gy）

ρ' / 10-6 未補正年代
a

（ka）

未補正年代
c

（ka）

補正年代
c

（ka）

g: フェーディングの補正には個々のディスクのρ'の試料毎の平均値ではなく，海成層試料からの全276ディスクのρ'の平均値(0.68±0.09)×10-6
を，残存線量は過年度算出の値（3.9±0.2Gy）を利用．

e: 補正は8ディスク分のρ'の平均値（試料毎の平均）と過年度算出した残存線量（3.9±0.2Gy）を考慮．

f: 補正には8ディスク分のρ'の平均値と，別に求めた残存線量（gsj19-260の蓄積線量）を利用．

gsj19-266

d: 蓄積線量が3ディスクの平均値であるため未補正年代は暫定値．フェーディングテストは行わず，補正年代は算出しない．なお，gsj19-354は，測定した3ディスクのうち2ディスクのL1/T1が検量線を上

回っていたため，1ディスクの結果．

c: 過年度の測定データを再計算した未補正・補正年代

b: 本課題で測定したデータ．検量線を延長して計算した未補正・補正年代

種群 概要
外洋指標種群（A） 塩分濃度が35ﾊﾟｰﾐﾙ以上の外洋水中を浮遊生活する種群である
内湾指標種群（B） 塩分濃度が26～35ﾊﾟｰﾐﾙの内湾水中を浮遊生活する種群である
海水藻場指標種群（C1） 塩分濃度が12～35ﾊﾟｰﾐﾙの水域の海藻や海草（アマモなど）に付着生活する種群である
海水砂質干潟指標種群（D1） 塩分濃度が26～35ﾊﾟｰﾐﾙの水域の砂底（砂の表面や砂粒間）に付着生活する種群である

この生育場所には，ウミニナ類，キサゴ類，アサリ，ハマグリ類などの貝類が生活する
海水泥質干潟指標種群（E1） 塩分濃度が12～30ﾊﾟｰﾐﾙの水域の泥底に付着生活する種群である

この生育場所には，イボウミニナ主体の貝類相やカニなどの甲殻類相が見られる
汽水藻場指標種群（C2） 塩分濃度が4～12ﾊﾟｰﾐﾙの水域の海藻や海草に付着生活する種群である
汽水砂質干潟指標種群（D2） 塩分濃度が5～26ﾊﾟｰﾐﾙの水域の砂底（砂の表面や砂粒間）に付着生活する種群である
汽水泥質干潟指標種群（E2） 塩分濃度が2～12ﾊﾟｰﾐﾙの水域の泥底に付着生活する種群である

淡水の影響により，汽水化した塩性湿地に生活するものである
上流性河川指標種群（J） 河川上流部の渓谷部に集中して出現する種群である

これらは，殻面全体で岩にぴったりと張り付いて生育しているため，流れによってはぎ取られてしまうことがない
中～下流性河川指標種群（K） 河川の中～下流部，すなわち河川沿いで河成段丘，扇状地および自然堤防，後背湿地といった地形が見られる部分に集中して出現する種群である

これらの種には，柄またはさやで基物に付着し，体を水中に伸ばして生活する種が多い
最下流性河川指標種群（L） 最下流部の三角州の部分に集中して出現する種群である

これらの種には，水中を浮遊しながら生育している種が多い
これは，河川が三角州地帯に入ると流速が遅くなり，浮遊生の種でも生育できるようになるためである

湖沼浮遊生指標種群（M） 水深が約1.5m以上で，岸では水生植物が見られるが，水底には植物が生育していない湖沼に出現する種群である
湖沼沼沢湿地指標種群（N） 湖沼における浮遊生種としても，沼沢湿地における付着生種としても優勢な出現が見られ，湖沼・沼沢湿地の環境を指標する可能性が大きい種群である
沼沢湿地付着生指標種群（O） 水深1m内外で，一面に植物が繁殖している所および湿地において，付着の状態で優勢な出現が見られる種群である
高層湿原指標種群（P） 尾瀬ケ原湿原や霧ケ峰湿原などのように，ミズゴケを主とした植物群落および泥炭層の発達が見られる場所に出現する種群である
陸域指標種群（Q） 上述の水域に対して，陸域を生息地として生活している種群である（陸生珪藻と呼ばれている）
陸生珪藻Ａ群（Qa） 耐乾性の強い特定のグループである
陸生珪藻Ｂ群（Qb） Ａ群に随伴し，湿った環境や水中にも生育する種群である
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汽水種は汽水不定・不明種 (?) として，淡水種は広布種 (W) として，その他の種はまとめて

不明種 (?) として扱った．また，破片のため属レベルの同定にとどめた分類群は，その種群を

不明 (?) として扱った．小杉 (1988) 40)が設定した海水～汽水域における環境指標種群と，安

藤 (1990) 41)が設定した淡水域における環境指標種群の概要を，表 1.1.1.3-3 に示す． 
 
1.1.1.3.4 結果 
1) 堆積相解析 

下田代露頭 (図 1.1.1.3-4) は，標高+32.9 m から+37.0 m までの厚さ 4.1 m の地層が露出し，

上半分の+34.9 m 以上は茶褐色で塊状のシルト〜粘土から成るレス堆積物が認められる．露頭

最下部を構成する厚さ 70 cm の含礫砂層〜礫層は，亜角〜亜円の細礫〜小礫を含み，砂がちな

部分では重鉱物が濃集する平行葉理が認められる．その上位を厚さ 10 cm の極細粒〜中粒砂層

が覆い，同様に重鉱物が濃集する平行葉理が発達する．この砂層は，下位より，淘汰が悪く塊

状で細礫をわずかに含む極細粒〜粗粒砂層 (厚さ 20 cm)，黄色で軽石質のテフラ (KK19-T2；
厚さ 15 cm)，塊状で火山灰質の極細粒〜中粒砂層 (厚さ 60 cm)，砂質テフラ (KK19-T1；厚さ

10 cm) が順に認められ，上位のレス堆積物に覆われる．礫と互層する砂層に認められる重鉱

物が濃集する平行葉理は，前浜での堆積を示唆することから，これらの砂礫互層は前浜堆積物

と考えられる．上位を覆う塊状の砂層は植物の根による擾乱が示唆され，また礫をほとんど含

まないことから，後浜〜風成堆積物と考えられる． 
横浜町の有畑露頭 (図 1.1.1.3-5) では，下位から浅海堆積物，礫質河川の堆積物，礫浜堆積

物が認められる．浅海堆積物は半固結で，生物擾乱を受けており淘汰が悪い．礫質河川の堆積

物は浅海堆積物を明瞭な侵食面を介して覆っている．最大礫径は 20 cm，亜角礫～亜円礫によ

って主に構成され，マッドクラストがときおり混入する．最上部に狭在する層厚 20 cm のシル

ト質砂は側方へせん滅する．礫層のマトリクスは下部では砂質シルト～シルトであるが，最上

部では細粒砂で淘汰が良い．礫浜堆積物は平行層理を示す亜角～亜円礫の中礫によって主に構

成されている．ウェーブデューンなどの直接的な海成層の証拠は乏しいが，南方約 30km に位

置する木明露頭 (産業技術総合研究所，2019) 10)にも層厚の薄い礫浜堆積物が見られることか

ら，その延長であると考えられる．なお，礫浜堆積物はこの段丘の形成年代を示す段丘構成層

と考えられるもののルミネッセンス年代測定には不向きな礫質の堆積物であったため，年代測

定用試料はその下位の礫質河川の堆積物中の砂層と最下部の浅海堆積物から採取した． 
No.12 露頭は堆積相解析を行わなかったため，記載は先行研究日本原燃株式会社 (2015) 26)

に従う (図 1.1.1.3-6，図 1.1.1.3-7)．最下部には凝灰角礫岩や火山礫凝灰岩，そして安山岩か

ら成る泊層がある．泊層の上位に淘汰の良く葉理の発達する海成砂層 (①層，②層) がある．

その上位に地形標高が高い範囲では，火山灰層の最下部に風性の Toya を狭在する．露頭中央

部及び北部の地形標高が低い範囲では，砂質シルト層 (③層) 中に Toya を挟み，その上位を海

成砂層 (④層) が不整合に覆う．なお，海成砂層 (④層) は飛砂として存在する場所もある．西

向き法面においては，海成砂層 (④層) を覆う火山灰層中に十和田レッド (To-Rd) を挟む．本

露頭における段丘面は，海成砂層 (①，②層) を段丘堆積物とした M2 面と，その上位にある③

層を不整合に④層が覆う M3 面の二つの段丘面が確認されている．①，②層は淘汰度が高く葉

理が発達しているものの，先行研究では④層が海成層である根拠に乏しいため，堆積環境を調

べる目的で，本課題では新たに珪藻分析を行った．ただし，④層は砂質で珪藻化石が見つかり

づらいと考えられるため，④層とは不整合とされてはいるが砂質シルト層 (③層) の試料で分
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析を行った．試料は，東向き法面の最北部から採取した (図 1.1.1.3-6)． 
 

 

図 1.1.1.3-4 下田代露頭柱状図 
 
 

 
図 1.1.1.3-5 有畑露頭柱状図 

 



第１章 自然事象等を考慮した評価対象地盤の性能評価に係る科学的・技術的知見の取得 

1-22 

 
図 1.1.1.3-6 No.12 露頭 棚沢川南方 (東向き法面) 露頭写真とスケッチ．珪藻分析用試料

KK19-KS1 の採取地点を加筆 (日本原燃株式会社，2015 26)を一部加筆)  
 

 
図 1.1.1.3-7 No.12 露頭 棚沢川南方 (西向き法面) 露頭写真とスケッチ 

 (日本原燃株式会社，2015 26))  
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2) 火山灰分析 
火山灰分析の結果を表 1.1.1.3-4 に示す．火山灰分析では，2 試料のうち 1 試料が対比され，

その他 1 試料に関しても起源が推測された．KK19-T1 には，約 10%のバブルウォールタイプ火

山ガラスが含まれており，その屈折率は 1.494-1.499 で Toya の特徴 (町田・新井，2003) と類

似する．また，主成分元素組成も Toya の特徴 (町田・新井，2003 20)) と一致することから，

本試料には Toya 起源の火山ガラスが 10%含まれている．一方で，KK19-T2 に関しては，極微

量 (約 20000 粒子中 7 粒子) にバブルウォールタイプ火山ガラスが含まれているものの，その

屈折率は 1.495-1.509 で Toya の特徴 (町田・新井，2003 20)) と類似したものもあれば，

1.503-1.504 および 1.507-1.508 程度のものもあった．主要元素組成は，Toya の特徴 (町田・

新井，2003 20)) と一致した．本試料にも極微量ではあるが，Toya 起源の火山ガラスが含まれ

ている可能性があるが，含有率がほぼ 30%に達する斜方輝石は，屈折率 (γ) が 1.697-1.727
と値がまとまらず，試料採取層準に降灰したテフラ起源粒子ではないと考えられる． 
 

表 1.1.1.3-4 火山灰分析結果 

 

 
3) 珪藻分析 

珪藻分析の結果を表 1.1.1.3-5 に示す．堆積物

中の珪藻殻数は非常に少なく，海水種が 1 個体 
(1 分類群 1 属) のみ検出された．検出された珪

藻化石は Plagiogramma spp.と思われるが，顕

微鏡写真からは判断しづらい (図 1.1.1.3-8)．な
お，Plagiogramma spp.は環境指標種群に属し

ていない．また，殻の半分以下しか残っていな

い破片がいくつか含まれており，その多くは中

心域 (軸域) がわずかに残っている程度であっ

た．珪藻化石が十分に検出されなかったため珪

藻化石群集に基づく堆積環境の復元は難しいが，

1 個体のみではあるが海水種が検出されたこと

から海域の影響をわずかに受ける沿岸域の環境

であった可能性がある．一方で，中心域のみが

わずかに残存している化石が含まれており，

Murakami (1996) 43)が指摘する，泥炭地などで

みられる珪酸質生物遺骸の選択的消失が堆積後

に起きた可能性も考えられる．いずれにしろ，

ほとんど珪藻化石が含まれていなかったことか

ら，堆積環境を推定することは難しい． 

 
表 1.1.1.3-5 堆積物中の珪藻化石産出表 

種群は千葉・澤井 (2014) 42) による． 

 
 

Light Mineral

Bw Pm O Fl・Qu Opx Cpx Gho Oth Opq

KK19-T1 27 0 0 40 66 9 6 0 18 134 300 1.494-1.499 Toya?

KK19-T2 0 0 0 30 111 21 1 0 8 129 300 glass 7/20000含む 1.495-1.509 1.697-1.727

Fl・Qu：長石・石英

Pm：パミスタイプ Opx：斜方輝石　Cpx：単斜輝石  Gho：緑色普通角閃石

O：低発泡タイプ Opq：不透明鉱物　Rock：岩片・風化粒

Total 備考 テフラ名試料名

Bw：バブルウォールタイプ

Rock
Volcanic Glass Heavy Mineral 斜方輝石の

屈折率
火山ガラスの

屈折率

No. 種群 1
1 Plagiogramma spp. ? 1
2 ?

A
B

C1
D1
E1
? 1
?

C2
D2
E2
?
J
K
L
M
N
O
P
Q

Qa
Qb
W
?
?

1

1
100.0

1.1E+03

汽水泥質干潟

分類群

Unknown
外　洋

内　湾

海水藻場

海水砂質干潟

海水泥質干潟

海水不定・不明種

海～汽水不定・不明種

汽水藻場

汽水砂質干潟

広布種

汽水不定・不明種

上流性河川

中～下流性河川

最下流性河川

湖沼浮遊生

湖沼沼沢湿地

沼沢湿地付着生

高層湿原

陸　域

陸生Ａ群

陸生Ｂ群

合　計

完形殻の出現率(%)

堆積物1g中の殻数(個)

淡水不定・不明種

その他不明種

海水種

海～汽水種

汽水種

淡水種
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図 1.1.1.3-8 堆積物中の珪藻化石の顕微鏡写真： 1.羽状目珪藻の破片  2.Plagiogramma spp. 

3.羽状目珪藻の破片  4.羽状目珪藻の破片  5.羽状目珪藻の破片  
 
4) ルミネッセンス分析 
4-1) 基礎実験 

現生の海浜試料 gsj19-260 による dose recovery test (表 1.1.4.1-2) では，IRSL50/290 が 0.77
±0.03，pIRIR50/150 が 0.79±0.03，pIRIR50/225 が 0.82±0.02，IRSL50/150 が 0.86±0.02 と，平

均が 0.9 よりも低い値となった条件がいくつかあった．続いて IRSL50/225 が 0.90±0.02， 
IRSL200/290 が 0.91±0.06，pIRIR50/290 が 1.03±0.03，pIRIR200/290 が 1.09±0.06 と，適合範囲に

収まった．基礎実験を行った海成層試料 gsj19-266 のそれぞれの温度条件の蓄積線量は，111
±3Gy から 242±5Gy，ρ’は(3.55±0.11)×10-6 から(0.69±0.21)×10-6，未補正年代は 63±4ka
から 137±10ka であった．そして，残存線量，フェーディング効果を考慮した補正年代は 107
±7ka から 176±15ka であった．未補正年代では pIRIR50/290 信号と pIRIR200/290 信号による年

代が MIS5e (123±7ka，Lisieck and Raymo，2005 44)) と誤差範囲内で一致したが，補正するこ

とにより非常に過大評価された．その他の補正年代では，IRSL50/150 信号，IRSL50/225 信号，

IRSL200/290 信号，pIRIR50/225 信号による年代が誤差範囲内で一致した．なお，pIRIR200/290 信号

は 20ka ほど過大評価されているが，過年度の上北平野の MIS5e の試料 (図 1.1.1.3-1) でもそ

の程度の過大評価はされており，下北半島の MIS5e の試料のみ大きく過大評価されているわけ

ではない． IRSL50/150 信号，IRSL50/225 信号，IRSL200/290 信号，pIRIR50/225 信号に関しては，補

正年代は既知年代と一致するため測定条件としては適当ではあるが，dose recovery ratio が低

いものもある．加えて，例えば pIRIR50/290 信号のように少し ρ’が高く出てしまった場合には大
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きく過大評価されてしまう可能性もある．そのため，極力フェーディング補正の少ない，つま

り ρ’の小さい信号が安定して同程度の年代を出せる可能性が高いと思われることから，本課題

においても他の試料では pIRIR200/290 信号を用いることとする． 
 
4-2) 基礎実験で用いた試料以外の結果 

下田代露頭から採取した gsj19-266 以外の海成層の試料 gsj19-267 の蓄積線量は 286±7Gy，
ρ’は(0.42±0.06)×10-6，未補正年代は 130±10ka であった (表 1.1.1.3-2)．そして，残存線量，フ

ェーディング効果を考慮した補正年代は 144±11ka であった．一方で，それより標高の高い位

置の試料 gsj19-262，gsj19-263，gsj19-264，gsj19-265 の蓄積線量は 147±2Gy から 244±9Gy，
未補正年代は 87±9ka から 147±23ka と，gsj19-264 を除き浅い試料の年代が若くなった．

gsj19-265 から得た ρ’は(0.39±0.14)×10-6 と，下位の海成層と違いは見られなかった．ρ’を求め

た試料の補正年代は 124±12ka となり，下位の海成層よりも年代は若かった． 
有畑露頭の gsj19-355 の蓄積線量は 225±28Gy，ρ’は (0.88±0.45)×10-6，未補正年代は

119±17ka であった (表 1.1.1.3-2)．そして，残存線量，フェーディング効果を考慮した補正年

代は 147±22ka であった．一方で，下位の gsj19-354 に関しては，測定した 3 disc のうち 2 disc
で L1/T1が検量線を上回っており，残り 1 discの蓄積線量は 728±46Gy，未補正年代は 388±35ka
であった． 

前年度までの MIS7 より古い露頭に関しては，9 試料で分析を行った (表 1.1.1.3-2)．一部の

試料のフェーディングテストは行わず，過年度までのデータを参照する (産業技術総合研究所，

2019 10))．まずは検量線を延長して測定したもののうち，延長していない部分の検量線のみを

使って蓄積線量，年代を算出した結果を示す．蓄積線量は，MIS9 相当の七百露頭の gsj14-004
の 429±19Gy が最も低く，MIS11 相当の大撫沢露頭の 926±105Gy が最も大きかった．未補正・

補正年代は，MIS7 か MIS9 相当の鷹架露頭の gsj18-295 の 264±26ka，319±33ka が最も若く，

大撫沢露頭の gsj15-005 の 582±79ka，829±168ka が最も古かった．次に，検量線を延長し，

全ての検量線領域を使って年代を算出した結果を示す．未補正・補正年代は，鷹架露頭の

gsj18-295 の 267±26ka，322±33ka が最も若く，大撫沢露頭の gsj15-005 の 614±74ka，
819±121ka が最も古かった．このように，検量線の延長の有無による違いは未補正・補正年代

ともに 5%程度で誤差範囲内にも収まるため，従来通りの蓄積線量の 4 倍程度までの検量線で

も十分であると言える．一方で，過年度測定したデータを使い再計算した未補正・補正年代は，

MIS7 相当の保土沢露頭の gsj14-025 の 218±19ka，267±24ka が最も若く，MIS11 相当の大撫

沢露頭の gsj15-005 の 442±93ka，587±170ka が最も古かった．昨年度測定した gsj17-322 と

gsj18-295 だけは本課題で再測定したデータと比較して最大で 10%ほどの違いしかなかったも

のの，それ以外の昨年度より前に測定したデータに対しては最大で約 60%古く見積もられた．

過年度のデータは段丘編年と比較的調和的である一方，本課題で測定したデータは軒並み大き

く過大評価されたが，その違いを特定することは難しい．年代決定がうまくいかない理由の一

つには dose recovery ratio の高さが挙げられる．MIS7 以前の試料では軒並み dose recovery 
ratio が高く，再現性の高い測定ができていない可能性がある．しかし，例えば保土沢露頭の

gsj14-026 の dose recovery ratio は本課題の測定では 1.46±0.13 であるが，昨年度より前に測

定した値も 1.27±0.13 と，過大評価されている．上吉田露頭の gsj15-009 は本課題では 1.30
±0.26 である一方，昨年度より前の測定では 1.58±0.23 と，むしろ本課題の測定の方が良い

結果となっている．Stevens et al. (2011) 45)や Thiel et al. (2011) 46)では，高線量の dose recovery 
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test はうまくいかないとの報告をしているが，得られた蓄積線量とそこから計算した年代につ

いて除外することはせず，むしろ既知年代と調和的な結果も得られている．よって，MIS7 以

前のデータの dose recovery ratio はどれも高い値を示すため今後も原因を調査する必要はある

が，この値に基づき年代を除外することは本課題では行わないこととする．以降の議論では，

表 1.1.1.3-2 以外の試料の昨年度までの蓄積線量測定データも合わせた，過年度の全てのデータ

の平均値 (図 1.1.1.3-1) を使う． 
 
1.1.1.3.5 議論 
1) ルミネッセンス年代 

まずは，本年度調査した露頭のうちの一つで MIS5e とされる下田代露頭の海成層の試料と過

年度調査したより古い海成段丘の露頭の試料に関して，ルミネッセンス年代 (pIRIR 年代) と従

来の段丘編年と比較することで，得られた年代の正確さについて議論する．続いて，それらの

結果に基づき，年代指標のない下田代露頭の gsj19-265 と有畑露頭の gsj19-355 について議論

する．なお，3 disc しか測定していない gsj19-262，gsj19-263，gsj19-264，gsj19-354 に関し

ては，蓄積線量と未補正年代はあくまでも暫定値として，年代の議論からは省く． 
下田代露頭に関しては，海成段丘の形成年代として最も適当な年代が得られる試料である後

浜・前浜堆積物 (gsj19-266，gsj19-267) の補正年代が 158±13ka，144±11ka と，MIS5e の年

代 (123±7ka，Lisieck and Raymo，2005 44)) に対しては，過年度の結果も合わせて考えると調

和的な年代が得られたものの，やはり少し古く見積もられている．この程度の年代の過大評価

は過年度調査した露頭の年代でも見られ，根井沼 1 露頭が 138±16ka (n=7)，根井沼露頭 2 が

160±15ka (n=5)，木明露頭が 147±12ka (n=2)，尾駮露頭が 141±13ka (n=2) であった (図
1.1.1.3-1)．MIS7 (217±26ka，Lisieck and Raymo，2005 44)) とされる保土沢露頭の補正年代の

平均は，275±23ka (n=3) であった (図 1.1.1.3-3)．また，MIS7 と MIS9 (319±19ka，Lisieck and 
Raymo，2005 44)) の境界部の上吉田露頭と鷹架露頭，ならびに MIS9 とされる七百露頭の補正

年代は，339±32ka (n=3) と 334±33ka (n=2)，349±52ka (n=9) であり同様に古く見積もられて

いる (図 1.1.1.3-3)． 
保土沢露頭に関しては，MIS7 の高海水準期のどのピークに相当するかわからないため省く

が，それ以外の補正年代の既知年代に対する過大評価の程度は 10~20ka 程度であることから，

残存線量の見積もりに問題がある可能性がある．基礎実験に用いた gsj19-266 を除く全ての試

料で用いた残存線量は，前述のように上北平野の海浜試料を 800 時間人工太陽で露光した後の

値 (3.9±0.2Gy) であるが，この試料の元々の蓄積線量は 17.3±1.0Gy であった (Ito et al., 
201733))．この差の原因としては，採取までに十分露光した試料を得たつもりでも採取時に表

層の試料だけでなく多少深いところからも採取したことなどが考えられる．そのため，先行研

究や過年度の報告書では，露光による信号の減少が落ち着く 800 時間経過後の残存線量を，試

料の堆積前の残存線量と仮定して補正年代の算出に用いたが，適当な残存線量はむしろ人工太

陽による露光前の 15~20Gy 程度，場所によってはそれ以上である可能性がある．前浜・後浜

堆積物は，堆積前に十分に露光した後，つまり信号が十分に減少し尽くした後に堆積している

はずであるが，日中の太陽光の一番強い時間帯を模している人工太陽による露光は天然環境よ

りも過剰に信号を減少させている可能性が示唆された． 
一方で，MIS7 寄りである乙供露頭，MIS11 (399±25ka，Lisieck and Raymo，2005 44)) の大

撫沢露頭の補正年代は，それぞれ 456±64ka (n=2)，698±141ka (n=4) と，大きく過大評価され
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ている．ρ’はどれも同じ値 (0.68±0.09) ×10-6 を利用していることから，上述の残存線量の問題

に加えて蓄積線量，もしくは段丘区分に問題がある可能性がある．乙供露頭に関しては，未補

正・補正年代が MIS11 に近いことから従来の段丘編年に問題がある可能性がある．過年度の調

査 (産業技術総合研究所，2019 10)) で，本露頭は上部外浜堆積物を大きく削り込むように河成

堆積物が覆っていることから，段丘編年に用いた段丘面の高さが適当ではなかった可能性があ

る．最後に大撫沢露頭は，蓄積線量が大きくそれに伴い誤差も大きいことから，年代の正確な

議論は現状では難しい． 
以上のことから，本課題で用いた補正方法に基づく補正年代は，残存線量の見積もりの正確

さにまだ課題があるものの，現在から MIS9 までの海成段丘の段丘区分ができる程度の精度を

持った年代を算出できる可能性があることがわかった．これに基づき，下田代露頭の海成層の

上位に位置する後浜～風成堆積物から採取した gsj19-265 と火山灰試料の年代，本年度調査し

たもう一つの MIS5eの有畑露頭の河川の堆積物 gsj19-355とその上位の礫浜堆積物の年代につ

いて議論する． 
gsj19-265 の補正年代は MIS5e 相当の 124±13ka であるが，上述のように年代が 10~20ka 過

大評価されている可能性を考慮すると，MIS5c の年代 (97±6ka，Lisieck and Raymo，2005 44)) 
と同程度である可能性がある．gsj19-265 の上位に位置する KK19-T1 は火山灰分析の結果から

Toya (106ka，白井ほか，1997 22)) と推察されるが，下位の KK19-T2 もわずかではあるが Toya
の可能性がある．しかし，KK19-T2 が Toya の降灰時の堆積物の場合は KK19-T1 が二次堆積に

よる堆積物となるが，どちらの場合においても gsj19-265 の補正年代の範囲は MIS5e~MIS5c
であるため，年代的には矛盾しない． 

gsj19-355 の補正年代は gsj19-267 と同程度の 147±22ka であった．しかし，gsj19-265 や過

年度の試料は浅海堆積物である一方 gsj19-355 は礫質河川の堆積物であり，その堆積環境は異

なる．もし浅海堆積物であれば本層も MIS5e の期間に堆積したものを考えられるが，一般的に

は河川の堆積物の方がより露光されずに堆積した可能性が高いため，年代がより若い可能性も

あり限定することは難しい．よって本層の年代は MIS5e より若いという年代の上限値のみわか

り，その上位の礫浜堆積物の段丘区分についても同様に MIS5e よりも若いということのみ推察

される． 
 
2) 隆起速度 

ルミネッセンス年代から見積もった段丘区分，相対的海水準，各露頭における海成層の上限

高度の 3 点から本課題で調査した二つの露頭の隆起量を見積もった．下田代露頭中の海成層の

上限高度は，KK19-T2 の下位の後浜堆積物の上限+34m，有畑露頭の海成層の上限高度は，露

頭の最上位にある礫浜堆積物の上限+11m である．下田代露頭に関しては，MIS5e の相対的海

水準である+6.3m (Waelbroeck et al., 2002 3), 図 1.1.1.3-1) を減じて，隆起量を 27.7m と算出

した．一方で，有畑露頭は MIS5e 以後の海成段丘としかわからないため，MIS5e もしくは MIS5c
であると仮定すると，MIS5eとMIS5cの相対的海水準である+6.3mと-20.9m (Waelbroeck et al., 
2002 3), 図 1.1.1.3-1) を減じて，隆起量を 4.7m もしくは 31.9m と算出した．隆起速度は，下

田代露頭が 0.23m/ky，有畑露頭が 0.04m/ky もしくは 0.33m/ky となった．なお，過年度調査を

行った上北平野～下北半島の六ヶ所村までの範囲では，高海水準期の中でも海面低下期に形成

されたと考えられる木明露頭と尾駮露頭を除き，隆起速度は 0.10~0.20m/ky である (産業技術

総合研究所，2019 10))．以下では，得られた隆起速度の信頼度の評価を過年度の露頭の結果も
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合わせて行う． 
隆起量は，「過去の海面指標の現在の標高」と「現在の海面高度」との差から求めるが，現在

の海面は高海水準期の中でも最も海水準が高い位置であることを考えると，過去の海面指標に

関しても最も海水準が高かった時期を示す旧汀線アングル近傍で形成されたものであることが

望ましい．そこで，隆起量評価手法の信頼度評価として 5 段階の指標を作成し，これまでの調

査露頭で得られた結果を記した (表 1.1.1.3-6)．まず，最も信頼度が高い信頼度Ⅰは，高海水準

期の旧汀線アングル近傍で採取されたボーリングコアの観察や同地域での露頭観察を行う際に，

堆積相解析で認定された前浜・後浜堆積物の高度から隆起量を算出する場合である．海岸線に

直交する方向に複数本のコア試料を採取することで，旧汀線アングルの位置を詳細に調べるこ

とができる (例えば，Matsu’ura et al., 2014 47))．本課題や過年度の課題においてはこのような

手法の重要性は認識しつつも，何本ものボーリングコアを掘削しなくてはならない点もあり行

ってはいない．続く信頼度Ⅱ，Ⅲ，Ⅳの違いについては，堆積相解析の有無による違いも含ま

れるため，本課題ならびに過年度の課題においてもポイントとなってきた．信頼度Ⅱ，Ⅲは，

地形判読を行うことでおおむね旧汀線アングル近傍の位置を特定し，場合によっては露頭観察

も加え陸成層の層厚を推定することで，詳しく堆積相解析を行わなくてもある程度の精度で隆

起量を見積もることができる可能性がある．しかし，過年度の乙供露頭のように，堆積相解析

なしでは同じ砂層であったとしても陸成層を海成層と誤認することがあり，また本項の議論に

続く次項「3) 段丘面認定の検証」では，誤認により段丘区分にも影響が出る可能性が示唆され

ている．信頼度Ⅱ，Ⅲの方法は旧汀線アングルから離れた露頭で堆積相解析に基づく隆起量推

定を行った信頼度Ⅳの方法よりも真の隆起量に対して近いことが多いとは思うが，段丘区分に

影響が出る可能性がある場合には信頼度が劣る可能性がある．続いて，過年度の木明露頭と尾

駮露頭を除く全ての露頭と，本課題の下田代露頭の隆起量は信頼度Ⅳの方法で推定された．一

方で，旧汀線アングルから離れ，尚且つ地形が傾斜しているような露頭での隆起量の見積もり

は信頼度Ⅴとし，たとえ堆積相解析を行ったとしても明らかに過小評価され，得られる隆起量

は下限値として用いられることから信頼度Ⅳの方法と区別される．過年度の木明露頭と尾駮露

頭，本課題の有畑露頭がそれに該当する．ただし，信頼度ⅣとⅤの方法で隆起量を見積もって

きたこれまでの調査ではボーリング掘削や地形判読を行っていないため，調査露頭が実際にど

の程度旧汀線アングルから離れているかはわからない．そのため，実際には旧汀線アングルに

近い可能性もあり，その場合は信頼度Ⅳの方法が信頼度ⅡやⅢの方法よりも真の隆起量に近い

値を見積もることができ，信頼度Ⅰとなる可能性もある． 
 

表 1.1.1.3-6 隆起量評価手法の信頼度評価表 

 

 
 

調査地点 手法 旧海面高度の見積もり

ボーリングコア観察

露頭観察

段丘面標高-陸成層の層厚(推定値) Ⅱ 過大評価

段丘面標高 Ⅲ 過大評価

ボーリングコア観察

露頭観察 NN1，NN2，HD，OT，KY，TH，SH，ON，ST
ボーリングコア観察

露頭観察 KM，OB，AT

b: 信頼度はおおむねⅠからⅤへと低くなると考えられるが，旧汀線アングルから離れた地点の標高が旧汀線の近傍と差がない場合などは，堆積相解析に基づきより正確に陸成層の層厚を見積もった方

が信頼度が高くなる可能性もある．

信頼度 隆起量推定の問題点 露頭名
a

a: これまで調査した露頭名．NN1は根井沼1露頭，NN2は根井沼2露頭，KMは木明露頭，OBは尾駮露頭，HDは保土沢露頭，OTは乙供露頭，KYは上吉田露頭，THは鷹架露頭，SHは七百露頭，

ONは大撫沢露頭，STは下田代露頭，AHは有畑露頭．

堆積相解析
(前浜・後浜堆積物の標高)

Ⅳ

堆積相解析
(前浜・後浜堆積物の標高)

Ⅰ

高海水準期の旧汀線アングルより離れた地点
(地形勾配がある場所)

堆積相解析
(前浜・後浜堆積物の標高)

Ⅴ

Ⅰ > Ⅱ > Ⅲ > Ⅳ > Ⅴ (or Ⅰ > Ⅳ > Ⅱ > Ⅲ > Ⅴ)

隆起量推定方法

高海水準期の旧汀線アングルより離れた地点
(地形が平坦な場所)

高海水準期の旧汀線アングル近傍

地形判読 (& 露頭観察)

信頼度の高い方法　>　信頼度の低い方法
b

なし

過小評価

過小評価
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3) 段丘面認定の検証 
本課題で実施した珪藻分析からは珪藻化石 Plagiogramma spp.が見つかったものの 1 個体だ

けであることから，当時の堆積環境を議論することは難しい．Plagiogramma spp.が海成種で

あることから海域の影響をわずかに受ける沿岸域の環境であった可能性や，中心域のみがわず

かに残存している化石が含まれていることから泥炭地などで見られる珪酸質生物遺骸の選択的

消失が堆積後に起きた可能性も考えられるが，いずれも確証は得られない．よって，本課題に

おいては③層を不整合に覆う④層の海成層もしくは陸成層としての証拠を蓄積することはでき

なかった．今後は堆積相解析を実施することで海成層もしくは陸成層としての証拠を蓄積し，

M2 面であるか M3 面であるかを決定していく必要がある． 
一方，昨年度調査を行った尾駮露頭 (図 1.1.1.3-9) 近傍の No.3 露頭に関しても，No.12 露頭

と同様にM3面形成時にできた海成層とされる砂層 (④層) について，日本原燃株式会社 (2015) 
では Toya を含む砂層 (③層) を不整合に覆うとし，M3 面形成時の海成層と認定した (図
1.1.1.3-10)．しかしながら，昨年度実施した堆積相解析では，Toya の上位にはレスなどの陸成

層しか確認されずまた不整合面も見られず，Toya を含む層準においても Toya の擾乱やマッド

クラストは確認されていない (産業技術総合研究所，2019 10))．今後も継続して調査を行うこ

とで，日本原燃株式会社 (2015) 26)ではどの部分を不整合面としたかなどを明らかにし，段丘

面認定の根拠となる海成層の証拠を蓄積していく必要がある． 
M3面 (MIS5c，ca.100ka) と M2面 (MIS5e，ca.123ka) の年代差としては 2 万年程度であり，

残存線量の不確実性によりルミネッセンス年代測定では未だ区別することが困難ではあるが，

相対的海水準は前者が-20.9m であるのに対して後者は約+6m と，約 26m の違いがある．隆起

速度に換算した場合には，本課題の有畑露頭のように大きな違いが生じることから，M2 面が海

側に傾いているだけで標高差はあるものの年代差はほぼない地域を M3 面としないよう，堆積

相解析を行い海成層である積極的な証拠を積み重ねた上で段丘面を認定することが重要である．

よって，本課題においては，No.12 露頭ならびに No.3 露頭における④層が海成砂層である積

極的な証拠を蓄積することはできなかったが，今後も継続して調査していく必要がある． 
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図 1.1.1.3-9 尾駮露頭柱状図 (産業技術総合研究所，2019 10))  
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図 1.1.1.3-10 No.3 露頭 尾駮露頭とほぼ同地点の露頭写真とスケッチ 

 (日本原燃株式会社，2015 26))  
 
1.1.1.3.6 まとめと今後の課題 
本課題については，以下の成果を得た． 

・光ルミネッセンス年代測定法と堆積相解析を組み合わせた隆起速度評価手法を，これまで

の調査対象地域である青森県上北平野から北方に延長した下北半島に適用し，近接する地

域間の海成段丘の対比の妥当性や隆起量／隆起速度の違いについて地形・地質学的な検討

を行い，隆起活動の空間スケールや本隆起速度評価手法の妥当性を検証した． 

①下北半島北部の下田代露頭では，海成段丘構成層であることを支持する証拠として前浜・

後浜堆積物を確認し，段丘形成年代を調べる目的でその層準を含むいくつかの層準から試

料を採取した．一方で，下北半島中部の有畑露頭では，最上部で礫浜堆積物を確認したが，

礫質であり適当な分析試料が得られないことからその層準からは試料採取を行わず，礫質

河川の砂層や下部の海成層から試料を採取した． 
②下田代露頭は，過年度の試料採取地点とは非常に離れており，堆積物の供給源の違いから

ルミネッセンス特性に差がある可能性があったが，基礎実験からは違いは見られなかった．

補正後の pIRIR 年代は MIS5e 程度で，小池・町田 (2001) 4)の段丘区分や火山灰分析結果

と調和的な結果が得られた．一方で，段丘区分を誤る可能性は低いものの補正年代は

10~20ka 古く見積もられた．有畑露頭の河川の堆積物の年代も下田代露頭の浅海堆積物と

同程度の年代であったが，一般的には河川の堆積物の方がより露光されずに堆積した可能

性が高いため，年代がより若い可能性もあり形成年代を限定することは難しい． 
③過年度の MIS5e よりも古い試料に関しては，測定の際の検量線をより延長することの効果

について検討したが，得られる補正年代の違いは 5%程度であり誤差範囲内で一致した．

ただし，本課題の測定データは昨年度以前に測定したデータよりも大きく過大評価され，
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原因も不明であった．昨年度以前のデータを再計算した年代は段丘編年とも比較的調和的

であったため，そちらを議論には用いた． 
④過年度の試料の補正年代はどれも下田代露頭と同様に 10~20ka ほど古く，残存線量の見積

もりに課題がある可能性が示唆された．一方で，残存線量の見積もりさえ適切に行うこと

ができれば，本課題で示した補正方法は MIS9 程度の古さまでなら段丘区分をより確実に

できる可能性が示唆された． 
⑤本課題の二つの露頭の隆起速度を見積もり，過年度の結果と合わせてその信頼度を議論し

た．本課題や過年度の課題で得られた隆起速度は，旧汀線アングル近傍の露頭で得られた

わけではないという点から信頼度ⅣやⅤである．一方で，旧汀線アングル近傍の露頭を特

定できるような複数のボーリングコアを得ることが，信頼度Ⅰの隆起速度を見積もること

に必要である． 
⑥段丘面認定の検証のために珪藻分析を行ったが，珪藻化石が非常に少なく海成層もしくは

陸成層の証拠を積み重ねることはできなかった．しかしながら，このように海成層の証拠

を積み重ねていくアプローチは，適切な段丘面認定には必要不可欠であり今後は堆積相解

析も合わせて行っていく必要がある． 
 

今後の課題として，以下が挙げられる． 
・本課題の有畑露頭や過年度の木明露頭と尾駮露頭の例から，各段丘面の海側端の露頭の調

査では，間氷期終盤の海面低下期の海面指標を検出してしまい，隆起速度の下限値しか得

られない可能性が高い．信頼度の高い隆起速度の見積もりのためには少しでも旧汀線アン

グルに近い露頭での調査が好ましいが，同一段丘面の複数露頭で調査し，場所によりどの

程度隆起速度が異なってくるかを検討することで，旧汀線アングルから離れた露頭におけ

る隆起速度の信頼度を定量的に判断できる可能性がある． 
・ルミネッセンス年代測定法の技術的な問題として，残存線量の見積もりが示唆された．現

生の海浜試料は太陽光により十分に露光されていると考えていたが，ある程度は露光され

ていない成分もあるとして残存線量を見積もることが適当な補正年代を得ることに繋が

る可能性が示唆された．MIS5e と MIS5c の海成段丘を区分するような精度の高い補正年代

の見積もりのためには，残存線量に関するデータを蓄積していく必要がある． 
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1.1.1.4 海成・河成段丘に基づく上北平野～下北半島東部の隆起活動等の総合的な検討 
1.1.1.4.1 上北平野～下北半島東部の隆起活動に関する先行研究と本課題での隆起量の見積も

り方法の違いについて 
本地域の隆起量を求めた先行研究では，隆起量の見積もり方法に違いがある．以下に先行研

究の隆起量の見積もり方法と対象地域を概観する．また，MIS5e の海成段丘の隆起量から見積

もられた隆起速度を図 1.1.1.4-1 に示す． 
宮内 (1985) 1) 
 上北平野全域を対象に，実測した段丘面高度から，露頭調査から推定した旧汀線位置の陸成

層の層厚を減じて旧汀線高度を見積もり，さらに当時の海面高度も減ずることで隆起量を得て

いる．露頭調査で堆積相解析を行っていないため，陸成層と海成層の境界を誤認している可能

性がある． 
田中ほか (1997) 2) 
 宮内 (1985) と同様の方法を採用し，三陸北部から上北平野，下北半島までの地域を対象と

している． 
小池・町田 (2001) 3) 
 宮内(1985)と同様の方法を採用し，三陸北部から上北平野，下北半島までの地域を対象とし

ている． 
藤原 (2005) 4) 
 既存文献データに基づいて全国の隆起速度をまとめている．隆起速度の見積もり方法は各文

献により異なる．また，平均的な隆起速度しか示されていないため，見積もられた隆起速度は

図 1.1.1.4-1 には示していない． 
Matsu’ura et al. (2014) 5) 
 下北半島北部の稲崎において，地形判読により旧汀線位置を推定し，4 本のボーリングコア

試料の堆積相解析から旧汀線高度を正確に見積もり，MIS5e 当時の海面高度を減じて隆起量を

見積もっている． 
宮崎・石村 (2018) 6) 
 先行研究において，旧汀線付近に形成された海食崖の侵食・崩壊によって堆積した崖錐堆積

物の層厚が考慮されておらず，隆起量を過大評価している可能性を指摘し，以下に述べる新た

な手法を提案した． 
 ①段丘面の最大傾斜方向の断面を作図する． 
 ②段丘構成層上面と平行に被覆層が堆積していると仮定し，旧汀線付近に堆積した崖錐から

離れた地点での段丘表面高度分布を直線近似し，そこから被覆層層厚を差し引いた線を作

図し，段丘構成層の上面高度分布とみなす．  
 ③段丘構成層の上面高度分布直線と海食崖斜面の傾斜を延長した線との交点を旧汀線位置と

する． 
本課題 7,8,9,10,11) 
 海成段丘構成層のうち海成層の最上位の高度を旧汀線高度として隆起量を見積もっている．

実際の旧汀線高度は海成層の最上位よりも高い位置にあるため，得られた隆起量から計算され

る隆起速度は下限値を示している．なお，MIS5e の海成段丘より高い位置に MIS79 の海成段

丘が侵食されずに残っていることから，MIS5e の旧汀線高度は MIS7 の海成段丘構成層よりも

低い位置にあったと推定できるため，MIS7 の海成段丘構成層のうち海成層の最上位の高度を

MIS5e の旧汀線高度の上限値とみなし，隆起速度の上限値を推定している． 
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図 1.1.1.4-1 下北半島～三陸海岸北部の隆起速度の見積もり結果． 

 
1.1.1.4.2 上北平野～下北半島東部周辺部を含めた隆起活動の総合的な検討 
 上北平野～下北半島ならびにその周辺地域の隆起速度として，最も確実度が高い手法を用い

ている Matsu’ura et al.(2014) 5)により下北半島北部の稲崎で 0.14~0.23m/ky の値が示されてい

る．下北半島東部～上北平野の太平洋岸にかけては，本課題を含め 0.3m/ky 程度を上限値とす

る値が示されている．また，陸奥湾側も太平洋側とほぼ同程度の値であるが，野辺地断層より

西側ではやや低い値となっている． 
 崖錐堆積物の層厚を考慮するなど比較的確実度の高い手法を用いている宮崎・石村 (2018) 6) 
により，上北平野の南部の太平洋側～三陸海岸北部 (八戸～中野) にかけて南に向かって隆起

速度が減じる傾向を示しながら 0.3～0.1m/ky の値が示されている．一方で，同じ三陸海岸北部

で大上 (2015) 12) は，隆起速度を 0.42m/ky と見積もっている．大上 (2015) 13)は，小池・町田

(2001)の旧汀線高度を参考としたこともあり，崖錐堆積物の層厚を考慮していない結果，宮崎・

石村 (2018) 6) より高い値となったと考えられる． 
 宮崎・石村(2018) 6) は，現時点では要因を断定することは困難であるとしつつも八戸市付近

とその南部において隆起速度に差がある可能性を示唆し，上北平野から南へ向かって地殻変動

速度が減じていく傾向が 2011 年東北地方太平洋沖地震の地震時・地震後の地殻変動の傾向と

一致していることから，この地域を下北半島～上北平野の隆起域から三陸海岸南部の沈降域へ

遷移する地域と考えている． 
 今後の課題として，地形や海成段丘の分布に基づいて MIS5e や MIS7 当時の高海水準期にお

ける海の侵入状況を想定し，MIS5e や MIS7 の高海水準期堆積体から形成されている海成段丘

面を抽出し，宮崎・石村(2018) 6) の手法を適用し，旧汀線高度を算出することが挙げられる．

この手法では，海成段丘面の縦断面形と被覆層の層厚から旧汀線高度を推定するが，被覆層の

層厚自体は旧汀線近傍で確認する必要がないという特徴があり，比較的適用しやすいと考えら

れる．宮崎・石村(2018) 6) の手法を適用して多地点で旧汀線高度を推定し，既存のデータを比

較検討することにより，上北平野内での隆起活動の地域的な差異が検出できる可能性があると

考えられる． 
 
【引用文献】 
1) 宮内崇裕 (1985) 上北平野の段丘と第四紀地殻変動. 地理学評論 58, 492–515. 
2) 田中和広・遠田晋次・上田圭一・千木良雅弘 (1997) わが国の地質環境の長期的変動特性

評価 (その 2) ―隆起・沈降特性評価手法の提案と適用性検討― 電力中央研究所報告，

U96028，25p. 
3) 小池一之・町田 洋 (2001) 日本の海成段丘アトラス．105p，東京大学出版会 
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1.1 隆起・沈降及び侵食評価手法に関する科学的・技術的知見の取得 
1.1.2 沿岸域における河川の下刻・側刻に伴う侵食過程の予察的検討 
【実施内容】 
 現在の沿岸陸域には完新世に堆積した泥炭や砕屑物により埋積された埋積谷が存在する．

MIS9e，MIS7e，MIS5e の各時期には急激な海進後に急激な海退 (最大海進後約 2 万年以内) が
発生したことが知られている． 

・MIS9d＝-30m，MIS7d＝-80m，MIS5d＝-60m 
これらの海退にともなって，埋積谷中の谷埋め堆積物は急激に削剥され，河川の下刻や側刻が

進んだ可能性があり，また露出した埋積谷底は地下水の流出地点となったと考えられる． 
 平成 31 年度は，急激な海退に伴う沿岸域の埋没谷の谷埋め堆積物の削剥・侵食過程等につ

いて，下北半島東部を対象に検討を進める．具体的には以下について検討を進める． 
 完新世堆積物の削剥耐性と下刻に必要な期間の検討 
 現存する埋没谷・海底谷等の流路位置の変化に関する検討 
 完新世堆積物の削剥が地下水流動へ与える影響についての検討 

 
【成果】 
1.1.2.1 河川の下刻・側刻に伴う河川地形・縦断面形の変化と下刻深度に関する知見の整理 
 湿潤地域においては，降雨により地表面に流路が形成され，そこに降水の流れが集中し，そ

の結果として表面浸食が拡大していくという現象，降雨侵食作用が普遍的にみられる．侵食さ

れた土砂は，主に地表流によって細流，小河川から河川へと流れ込むほか，斜面崩壊により直

接的に河川へなだれ込む場合がある．河川へ運搬された土砂は，流水の掃流力と河床勾配によ

り運搬・停止・堆積作用を受ける．わが国のような中緯度・湿潤地域においては，下流域では，

氷期には侵食基準面となる海面の低下により下刻が生じて河床が低下し，間氷期には海面の上

昇により堆積が進んで河床が上昇する．一方，中流～上流域では，氷期に堆積が進んで河床が

上昇し，間氷期 (後氷期) には下刻が進んで河床が低下するとされる (例えばDury, 1959 1)；貝

塚, 1969 2)；注連本ほか, 2013 3))． 
 

 
図1.1.2.1-1 間氷期・氷期・後氷期における河川の堆積・侵食による河成段丘の形成モデル 

 (貝塚，1977 4))  
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 貝塚 (1969 2), 1977 4)) は，河川に沿った地形変化について，氷期－間氷期サイクルに伴う気

候・海面変化とその間に発生する隆起との相互作用により，河成段丘等の地形が形成されると

した (図1.1.2.1-1)．このモデルによれば，氷期には，下流域では海面変化の直接的な影響とし

て海面低下に伴って開析谷が形成されるのに対して，上流域では，気候変化に伴う岩屑供給量

の増加と河川流量の減少により，谷の埋積と河床の上昇が生じる．間氷期には，下流域では海

面上昇に伴って開析谷に海水が侵入して溺れ谷が形成され，その後埋積されて低地が形成され

るのに対し，中流～上流域では岩屑供給量の減少と河川流量の増大によって下刻が生じる．こ

うした気候・海水準変動に伴うサイクリックな河床高度や河床縦断形の変化に隆起活動が同時

に生じることで河成段丘地形が形成される．この貝塚のモデルについては，東日本を中心に多

くの地域で最終間氷期以降の地形発達においてあてはまることが確認されている (例えば，吉

山・柳田, 1995 5)；豊島, 1994 6)；久保, 1997 7))． 
 Talling (1998) 8) は，世界各地を対象に海面低下の影響を検討し，大陸棚の狭い地域と広い地

域とは海面低下量が等しくとも，海底勾配に応じて下刻量が異なる可能性があるとしている．

久保 (1997) 7) は，相模川下流平野を対象とした検討で，大陸棚が著しく狭い海域に注ぐ相模

川では，海面低下に河川が敏感に反応し，河床縦断面形の勾配が増したとしている． 
 氷期の河床の縦断面形に関しては，定量的な議論が行われないまま，「氷期の河川の縦断面

形は現河床の縦断面形と比較すると直線的になる」と経験的に論じられてきた (例えば平川・

小野，1974 9)；吉永・宮寺，1986 10)など)．本多・須貝(2011) 11) は，沖積層の基底に存在する

沖積層基底礫層 (Basal Gravel；BG層) と呼ばれる河成礫層 (井関，1956 12)) に着目し，氷期

の河床縦断面形の評価を行い，基底礫層を構成する礫の移動の関係について以下のように結論

している． 
 
 

 
図1.1.2.1-2 氷期の河床縦断面形 (Last Glacial River long−Profile；LGRP) と 
現河床の縦断面形 (Present River long−Profile；PRP)  (本多・須貝，2011 11))  
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・沖積層基底礫層は最終氷期海面最低下期 (酸素同位体ステージ2，MIS2) 頃までに堆積し

た可能性が高く (井関，1983 13)；牧野内ほか，2001 14))，礫は河川上流域における最終氷

期の寒冷化に伴う森林限界の低下と周氷河地形の拡大，凍結破屑による岩屑生産量の増大

によってもたらされたと考えられきた (井関，1975 15), 1983 13))． 
・しかし，最終氷期に岩屑供給量が増加した確実な証拠がないこと，周氷河作用の影響が小

さいと考えられる西南日本の沖積平野下にも沖積層基底礫層 (BG層) が分布することな

どは，従来の考え方のみでは説明できない． 
・MIS 2頃の河成段丘縦断面と沖積層基底礫層 (BG層) を繋いだ氷期の河床縦断面形 (Last 

Glacial Rliver long−Profile；LGRP) と現河床の縦断面形 (Present River long−Profile；PRP) 
との比較 (図1.1.2.1-2) から，氷期の河床縦断面形 (LGRP) は現河床の縦断面形 (PRP) 
よりも曲率が小さく，掃流力が現河口付近まで維持され，礫径によるふるい分けをあまり

受けないで，現河口まで礫が運搬された． 
 将来の海退に伴う沿岸域における河川の下刻深度の評価は，廃棄物埋設地が沿岸域に立地さ

れた場合において重要な調査・評価項目となる．現在から2.6～1.9万年前とされる最終氷期最

盛期には，海水準が現在に比べて，最大で140m程度低かったと考えられている (例えば，Clark 
et al., 2009 16)；遠藤，2015 17))．海岸付近の河川による下刻が海水準を侵食基準面として生じ

ると考えられるため，幡谷(2017) 18) は将来約10万年後に予測される海退期における最大下刻

量に対して，以下の3つの考え方を示している． 

 [A] 最⼤海⾯低下︓ 隆起量+最⼤海⽔準低下量 

 [B] 後期更新世以降の海⾯低下に対する下刻の最⼤値︓隆起量+100m (隆起域)  

 [C] 後期更新世以降の海⾯低下に対する下刻の実績値︓隆起量+沖積層基底深度 

[A]の考え方では，将来 10 万年間のうちに 140m の海面低下が起こる場合，この間に 40m 程度

隆起した沿岸域では，合計で 180m の下刻が生じるとも考えられる．しかし，この考え方は幡

谷(2016) 19) が指摘するように侵食量を過大評価している．井関 (1975 15)，1983 13))，本多・須

貝(2011) 11)，幡谷(2016) 19) などが指摘するように，現在の沿岸域は最終氷期の海岸線からみれ

ば，河口から離れた中流域 (～上流域) であり，現在の沿岸域付近では低下した海面すれすれ

まで下刻が起こることはないと考えられる．なお，幡谷(2016) 19) は，沖積層基底礫層 (BG 層) 
の深度分布から，我が国の現河口／現海岸線付近において，後期更新世以降現在までに生じた

下刻量は，少なくとも隆起域については，その期間の隆起量に 100m を加えたものに相当する

深さが限度となるとしている． 
 小松ほか(2019) 20) は，現在は海面下となっている沿岸海域の複数深度に海底段丘が存在する

ことに着目し，海域の海底段丘と陸域の海成段丘との相対的な位置関係や高度変化について論

じ，以下の指摘を行っている． 
 ・海成段丘の高度と海底段丘群や大陸棚外縁の深度変化の傾向が調和的にみえる海域が存在

する．  
 ・陸域の活断層ないしは推定活断層の海域延長部を境に海底段丘群の深度に変化がみられる

ケースが存在する． 
これらの指摘は，海底段丘群の深度分布の中に地殻変動を反映したものが含まれていることを

示していると考えられる．また，海底段丘群の一部が最低海面期に形成されたと考えると，隆

起活動の速度論的な考察に役立つ情報が得られる可能性があると考えられる． 
 
1.1.2.2 完新世堆積物の削剥耐性と下刻に必要な期間の検討 
 下北半島東部に分布する完新世堆積物については，建設省計画局・青森県編(1970) 21) に八



第１章 自然事象等を考慮した評価対象地盤の性能評価に係る科学的・技術的知見の取得 

1-42 

戸・三沢地域，東北開発株式会社(1970) 22) に陸奥湾沿岸～小川原湖地域，佐藤(2004) 23) に八

戸地域の層序が記載されている．ここでは佐藤(2004) 23) による記載から沖積層の層序を概観す

る． 
 八戸地域の沖積層は，下位から小中野層，長苗代層，類家層の 3 層に区分される．小中野層

の最下位には，厚さ 4～5m 程度の基底礫層が存在する．小中野層や長苗代層の模式地である新

井田川河口の南西 900m にある八戸市総合健診センターにおける地質ボーリング柱状図を図

1.1.2.2-1 に示す (佐藤，200423))． 
 

 
図1.1.2.2-1 八戸市総合健診センターにおける地質ボーリング柱状図(佐藤，2004 23))  

 
 小中野層は，模式地周辺の新井田川河口では，下部 7m は砂混り礫，中部 7m は砂質シルト，

上部 4m は浮石質粗粒砂からなる．沿岸域では海成堆積物からなるが，上流部では河成堆積物

に移化している．堆積年代は，更新世末期の約 18～17ka の最大海面低下期以降～縄文海進開
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始頃と推定されている． 
 長苗代層は，模式地周辺の新井田川河口では，下部 9m は貝殻片を多量に含む粘性土，上部

10m は貝殻片を含む均質な砂質土からなる．模式地周辺の下部層は均質は海成粘土からなるが，

下流側では砂質土が卓越し級化構造が発達しており，海底洗浄理のチャンネル部の堆積物と推

定されている．また，上流側では貝殻片を含まず，腐植土含有シルトや歴が不規則に混じった

粗粒砂が多くなり，河成堆積物となっている．堆積年代は，縄文海進開始頃～6ka 頃と推定さ

れている． 
 類家層は，礫混じり砂 (一部級化構造が発達)，粗粒砂，浮石混じり砂，シルト質砂，シルト，

砂混じりシルト，腐植土など多く種類の地層からなり，水平方向・垂直方向の岩相変化が著し

い．これらは，現在の自然堤防，後背湿地，三角州，浜堤，おぼれ谷などの地形をよく反映し

ている．新井田川河口付近の類家層中部の砂質土には，マガキなどの貝化石が密集する厚さ約

50cmの層があり，14C年代は5,280±100y.B.P.とされている (大池・松山，1972 24))． 
 基底礫を除いた沖積層は，図1.1.2.2-1に示すように，一般的にN値が低く，軟弱な地層から

構成されている (長苗代層の細砂のN値=39を除く)．従って，基底礫を除く沖積層の削剥耐性

は，一般的に低く，海退に伴う侵食基準面の低下により，容易に削剥されると考えられる． 
 基底礫を除いた沖積層が削剥されるためには一定の時間が必要と考えられるが，地下水流動

や核種移行の解析・評価の観点からは，削剥耐性の弱い沖積層は“保守的には”速やかに削剥

されるものとして評価が行われる．そのため以下では，基底礫を除いた沖積層の谷埋め堆積物

等は，海退に伴って速やかに削剥されるものとみなすこととする． 
 
1.1.2.3 現存する埋没谷・海底谷等の流路位置に関する検討 
 沿岸域では，氷期の海面低下に伴って河川の下刻により開析谷が形成された後，後氷期の海

面上昇上昇に伴って溺れ谷が形成され，土砂の埋積により埋没谷が形成される．また，最低海

面期や最高海面期などの海水準が一定の範囲で安定している時期には，汀線近くで海食が進む

ほか，河川から供給される土砂により三角州や氾濫原等の堆積地形が形成される (例えば，米

倉ほか，2001 25)など)． 
 完新世堆積物は，1.1.2.2 項で述べたように，沿岸陸域で多少なりとも圧密作用を受けた完新

世堆積物であっても，基底礫層を除き軟弱であり，海退に伴う河川下刻により容易に削剥され

ると考えられる．沿岸海域に分布する完新世堆積物は，陸域よりも軟弱と推定され，陸域の完

新世堆積物と同様に，海退に伴って容易に削剥されると考えられる．従って，下北半島東部の

ような現河川の位置が MIS2 頃の氷期の河川の位置とそれほど変化していないと考えらえる地

域では，現在は土砂等で埋積されている埋没谷等は海退に伴う河川下刻や波浪侵食等によって

完新世堆積物の削剥が生じ，再び元の谷としての形状を復する可能性が高いと考えられる． 
 沿岸陸域の沖積低地帯に存在する埋没谷の基盤深度については，構造物を支持する地盤深度

として重要な調査対象となってきた．建設省計画局・青森県編(1970) 21)による「青森県八戸・

三沢地区の地盤」では，沖積層の深度分布に関連した図が 2 葉あり，それらを用いて基底深度

に関する検討が可能である． 
 沿岸海域の埋没谷の基盤深度については，海上保安庁 (1982 26)；1996 27)；1998 28)) の「沿

岸の海の基本図 (5 万分の 1) 」の海底地質構造図に記載されている「沖積層の厚さ」や堆積層

基底図・堆積層等層厚線図等から読み取ることができる．ただし，「沿岸の海の基本図」の「沖

積層の厚さ」の調査範囲は海岸線から 1～1.5km 以上離れた領域であり，沿岸近傍のデータが

記されていないことに留意する必要がある． 
 
沿岸海域の海底谷・埋没谷 
 海上保安庁 (1982 26)；1996 27)；1998 28)) 「沿岸の海の基本図 (5 万分の 1) 」の海底地質構
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造図によれば，下北半島東部の太平洋沿岸海域の表層地質は，中山崎以北の北部地域と以南の

南部地域で大きく異なる．北部地域では，沖積層を含めた第四紀層が極めて薄く (数 m 程度以

下) 新第三紀以前の基盤岩層 (濃黄色や薄茶色に彩色) が表層近くに分布している．一方，南

部地域では，沖積層を含めた第四紀層が厚く分布し，沖積層は 50m 程度，洪積層は 100m 程度

の層厚を有する場合もある (図 1.1.2.3-1)． 
 

 
図 1.1.2.3-1 下北半島東部の海底地形と地質断面図 

 
 海上保安庁 (1982 26)；1996 27)；1998 28)) 「沿岸の海の基本図 (5 万分の 1) 」の海底地形図

から判読できる海底谷の連続性も，中山崎以北の北部地域と以南の南部地域で大きく異なる．

北部地域では，海面下 5～15m (海岸線から 500m 程度の距離) 以深から，一部海域の 70～105m
に存在する平坦面を除き，大陸棚斜面まで海底谷の連続性を追跡可能であり，海面低下時の河

川経路の予測可能性は比較的高いと考えられる．一方，南部地域では，一部地域を除けば，海

面下 70～90m までは平坦面となっており，埋没谷は完全に埋積された状態である．海面下 70
～90m 以深からは大陸棚斜面まで連続した海底谷を追跡できるが，海面低下時の河川経路の予

測可能性は比較的低いと考えられる． 
 表層地質の項で既述したように，北部地域に分布する沖積層の層厚は極めて薄く，「沖積層の

厚さ」や堆積層基底図等から判読された沿岸海域の埋没谷はいずれも中山崎以南の南部地域の

ものである．埋没谷の判読の根拠および河口附近で記載されている沖積層の層厚は以下のとお

りである． 
 ・六ヶ所村出戸： 沿岸 1km 地点の沖積層基底等深線形状から判読．埋没谷の沖積層の層厚

47m． 
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 ・高瀬川河口： 沿岸 1km 地点の沖積層基底等深線形状から 2 ヶ所の埋没谷の分布を確認．

北側の埋積谷は北東側に延び，河口部付近の埋没谷の沖積層の層厚 46m．南側の埋積谷は

やや不明瞭ながらも東側に延び，河口部付近の埋没谷の沖積層の層厚>40m． 
 ・奥入瀬川河口： 沿岸 2km 地点の沖積層基底等深線形状から判読． 
 ・馬淵川河口： 沿岸 2km 地点の沖積層基底等深線形状から判読． 
 
沿岸陸域と沿岸海域の埋没谷の連続性の検討 
 高瀬川河口： 建設省計画局・青森県編(1970) 21)「青森県八戸・三沢地区の地盤」の付図に

よれば，小川原湖の出口に近い高瀬川放水路付近では，沖積層基底礫層の直上の上部粘土層下

限地下等高線から埋没谷の位置・深度を判読できる (図 1.1.2.3-2 左図)．海上保安庁 (198226)) 
「沿岸の海の基本図」「むつ小河原」の海底地質構造図では上述したように 2 方向の埋没谷を

確認でき (図 1.1.2.3-2)，このうち南側の埋没谷と陸域の埋没谷が連続しているのが確認できる．

ただし，陸域の埋没谷の基底深度が<-15m であるのに対し，海域の沖合 1km 地点の埋没谷深度

が<-40m となっており，両者の深度には若干のギャップがある．なお，図 1.1.2.3-2 では，高

瀬川放水路の位置で緯度を合わせており，陸域と海域が東西方向に連続した図となっている．  
 馬淵川河口： 建設省計画局・青森県編(1970) 21)「青森県八戸・三沢地区の地盤」の付図に

よれば，馬淵川の旧河道は現在よりも北側を流下しており，河口付近における埋没谷の深度は

沖積層基底礫層の直上の上部粘土層下限地下等高線から<-30m，佐藤 (200423)) のボーリング

データに基づけば沖積層基底礫層の上面深度で約-40m となる．海上保安庁 (199626)) 「沿岸の

海の基本図」「八戸」の海底地質構造図では，海域の沖合 2km 地点の埋没谷深度が<-20m とな

っており，両者の深度にはギャップが認められる． 
 

 
図 1.1.2.3-2 高瀬川河口付近における埋没谷の連続性 
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1.1.2.4 完新世堆積物の削剥が地下水流動へ与える影響についての検討 
 沿岸陸域の河川は，地下水流動の観点からは地下水の流出点として取り扱われる．埋没谷を

埋める完新世堆積物が，海面の低下による下刻により削剥されれば，削剥された埋没谷底が新

たな地下水の流出点となり，下刻の進行とともに地下水の流出点も移動することとなる．また，

海面の低下に伴って，廃棄物埋設地を通るような地下水流動が活発化することも考慮する必要

がある． 
 このため，地下水流動モデルや核種移行モデルの構築にあたり“保守的な評価”を行うので

あれば，削剥耐性の弱い沖積層は速やかに削剥され，地下水流動のポテンシャルがより大きく

なるような解析・評価を行うべきであろう．また，廃棄物埋設地と海面の標高との差が小さく

なった場合は，地下水の流動方向そのものが変わる場合があることも考慮すべき重要な観点と

なる． 
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1.2 断層等の評価手法に関する科学的・技術的知見の取得 
1.2.1 断層の力学・水理特性の評価手法に関する検討 

【実施内容】 
 断層が岩盤の水理特性に与える影響としては，断層プロセスゾーンの破砕による高透水性と

断層ガウジが発達した場合に示す低透水性の二面から検討を行う必要がある．また，岩盤中に

発達する亀裂等が水理特性に与える影響については，クラックテンソルを媒介した評価手法が

提案されており，また dilation tendency (DT) のような応力場と亀裂の開口性を関連づける流

体の移動しやすさの指標も提案されており，岩盤の力学特性と水理特性のリンケージが模索さ

れている． 
 平成 31 年度は，断層活動に伴うクラック形成等が地下水流動に与える影響とその継続性に

ついて先行研究をレビューし，断層プロセスゾーンや断層コアが長期的な地下水流動に与える

影響について課題の整理を行う．ここでは研究事例の少ない堆積軟岩を主たる対象とし，堆積

軟岩の特性を踏まえながら断層のタイプ (正断層，横ずれ断層，逆断層) 別に整理する． 
 また，断層の力学・水理特性の評価手法のうち以下について検討を進める． 
 ステレオロジーを用いた割れ目方位情報からのクラックテンソルの導出 
 クラックテンソルに割れ目の幅情報等を加えた透水テンソルの推定 
 場の応力に対する DT の変化と DT に基づく割れ目を介した流体移動特性の検討 

なお，これらの検討の際には，地域応力場 (偏差テンソル) を用いて亀裂の流体の通しやすさ

を検討し，必要に応じて，地質学的，地震学的および水文地質学的なデータを用いて検討を行

う． 
 
【成果】 
1.2.1.1 断層コア・プロセスゾーンが地下水流動に与える影響 

1.2.1.1.1 断層構造が地下水流動に与える影響 
 断層構造と地下水流動への影響を検討する際，断層構造の用語として用いられるダメージゾ

ーンの定義が論文によって異なることが指摘されている※1 (Choi et al., 2015 1))．本項では断層

運動に伴って形成された断層構造に関する定義についてまず整理し，断層構造と関連する透水

構造についても併せて述べることとする． 
Scholz et al. (1993) 2) の定義 
 Scholz et al. (1993) 2) は，断層運動に伴って形成された構造を，1)プロセスゾーン，2)カタ

クラスティックゾーン，3)剪断面 (断層ガウジ) の 3 つの構造にわけている (図 1.2.1.1-1; 例え

ば，Scholz et al., 1993 2); Vermilye and Scholz, 1998 3); 金折，2001 4)など)．カタクラスティッ

クゾーンと剪断面は断層岩類で構成されている領域であり，プロセスゾーンはカタクラスティ

ックゾーンよりも外側で，母岩に比べて節理や二次的な剪断割れ目，微小割れ目の密度が高い

領域である (Scholz et al., 1993 2); Vermilye and Scholz, 1998 3); 金折，2001 4))．Scholz et al. 
(1993) 2) は，これらの 3 つの構造の総称として，ダメージゾーンという用語を用いている． 
 Scholz and Anders (1994) 5) は，ダメージゾーンに存在するプロセスゾーンが地下流体に対

してコンジットとして働くのに対し，カタクラスティックゾーンが地下流体に対しバリアとし

                                                   
※1 原子力規制委員会の「廃炉等に伴う放射性廃棄物の規制に関する検討チーム」においても，第 23 回会合 (平
成 29 年 6 月 23 日) の資料 23-2「中深度処分における廃棄物埋設地の位置に関する審査ガイドの骨子案」か

らは「断層等の活動による破壊領域 (ダメージゾーン) 」という用語が「断層等の活動による著しい影響が及

ぶ領域」に置き換えられている．その理由として，第 24 回会合 (平成 29 年 7 月 24 日) の議事録では，「プロ

セスゾーンという言葉が専門家間でも必ずしも同一の意味で使われているとは限らない」と述べられている． 
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て働くなど，両者が対照的な役割を果たすことを指摘している． 
 

 
図 1.2.1.1-1 断層構造の概念図 (Scholz et al., 1993)． 

 
Caine et al. (1996) 6) の定義 

 Caine et al. (1996) 6) は，断層運動に伴って形成された構造とそれに関連する透水性構造に

ついて，1)断層変位の大部分をまかなう透水性の小さい断層コア，2)亀裂が多く透水性の大き

いダメージゾーンの 2 つの構造として定義した (図 1.2.1.1-2; 例えば，Caine et al., 1996 6); Lin 
and Yamashita, 2013 7); 重松ほか，2018 8))．断層コアはガウジ，カタクレーサイト，マイロナ

イトなどの断層岩類で構成されており，ダメージゾーンは断層運動によって形成された小規模

な断層や亀裂，岩脈，褶曲などで構成されている． 

 
図 1.2.1.1-2 断層構造の概念図 (Caine et al., 1996)． 

 
 Caine et al. (1996) 6) は，断層が流体に対してコンジットもしくはバリア，またはその両方

として働くかは，断層コアとダメージゾーンの割合 (図 1.2.1.1-3) や構造を構成する粒子のサ

イズ (母岩の特性) によって決定されると指摘している．また，ある特定の断層がコンジット

もしくはバリア，またはその両方として働くかを特徴付ける指標として，下記の Fa, Fm, Fs と

いう 3 つの数量的指標を用いている． 
 

𝐹𝐹𝑎𝑎 =
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑑𝑑 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑑𝑑𝑤𝑤ℎ
𝑤𝑤𝑧𝑧𝑤𝑤𝑑𝑑𝑡𝑡 𝑓𝑓𝑑𝑑𝑓𝑓𝑡𝑡𝑤𝑤 𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑑𝑑 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑑𝑑𝑤𝑤ℎ

=  
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑑𝑑 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑑𝑑𝑤𝑤ℎ

𝑐𝑐𝑧𝑧𝑐𝑐𝑑𝑑 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑑𝑑𝑤𝑤ℎ + 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑑𝑑 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑑𝑑𝑤𝑤ℎ
 

𝐹𝐹𝑚𝑚 = 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑧𝑧 𝑧𝑧𝑓𝑓 𝐹𝐹𝑎𝑎 𝑣𝑣𝑑𝑑𝑡𝑡𝑓𝑓𝑑𝑑𝑣𝑣 𝑓𝑓𝑧𝑧𝑐𝑐 𝑑𝑑 𝑣𝑣𝑤𝑤𝑧𝑧𝑑𝑑𝑡𝑡𝑑𝑑 𝑓𝑓𝑑𝑑𝑓𝑓𝑡𝑡𝑤𝑤 𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑑𝑑  
𝐹𝐹𝑠𝑠 = (𝐹𝐹𝑎𝑎)𝑚𝑚𝑎𝑎𝑚𝑚 − (𝐹𝐹𝑎𝑎)𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 
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Fa の範囲は 0 から１であり，断層コアとダメージゾーンの相対的割合を表している．Fa が 0
の場合，理想的にダメージゾーンが存在せず，この断層はバリアして働く．一方，Fa が 1 の場

合，理想的には断層コアは存在せず，ダメージゾーンで構成されているため，この断層はコン

ジットして働くことを意味する (図 1.2.1.1-4)．Fs は特定の断層群の Fa の範囲を示しており，

Fmは Fa の平均値を示しており，断層群全体の透水性構造の特徴を表す． 
 Caine et al. (1996) 6) は，東グリーンランド (図 1.2.1.1-4a) とその他の地域 (図 1.2.1.1-4b) 
における𝑤𝑤𝑧𝑧𝑤𝑤𝑑𝑑𝑡𝑡 𝑓𝑓𝑑𝑑𝑓𝑓𝑡𝑡𝑤𝑤 𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑧𝑑𝑑 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑑𝑑𝑤𝑤ℎと Faをプロットし，その特徴を調べた．図 1.2.1.1-5a において，

右下の 3 つの四角のプロットは母岩が頁岩である断層の Fa を示し，その他は母岩が砂岩である

断層の Fa を示している．また，図 1.2.1.1-4b の Fa ≥ 0.5 以上のプロットは主に母岩が砕屑岩

である断層の Fa を示している．上記の結果から，Caine et al. (1996) 6) は，この Fa は母岩特性

の影響を強く受けていることを明らかにした． 
 

 
図 1.2.1.1-3 断層構造に関連した流体移動に関する概念図 (Caine et al., 1996 6))． 

 

 
図 1.2.1.1-4 断層構造とそれに関連する透水性構造のプロット (Caine et al., 1996 6))． 

 
 Scholz et al. (1993) 2) と Caine et al. (1996) 6) の両研究は，多くの研究で引用されているが，

両研究でダメージゾーンの定義が異なる．Scholz et al. (1993) 2) が，断層運動に伴って形成さ
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れた全ての構造の総称としてダメージゾーンという用語を定義しているのに対し，Caine et al. 
(1996) 6) は，断層運動に伴って形成された構造のうち，透水性の大きい部分のみをダメージゾ

ーンという用語で定義している．そのため，先行研究を理解する上で，ダメージゾーンが断層

運動に伴って形成された構造のどの領域を指しているかに注意すべきである．また，近年の研

究において，断層構造が 3 次元的に異なることや，剪断面が１つでなく分岐断層やフラワー構

造のように複数の剪断面が存在する断層など，断層構造が複雑であることが明らかになってお

り，断層運動に伴って形成された構造がより詳細に定義されていることにも留意すべきである 
(例えば，Faulkner et al., 2003 9); Choi et al., 2015 1))． 
 以下では，ダメージゾーンの用法として，Caine et al. (1996) 6) の定義に基づいて記述する

こととする． 
 
1.2.1.1.2 堆積軟岩における断層構造とその地下水流動への影響 
 透水性 (permeability) は 2 階のテンソルであり (Middleton and Wilcock, 1994 10); 徳永, 
2003 11))，応力や歪と同じく，面に関して定義される概念である．透水性のある物体内部では，

流体はあらゆる方向に浸透しうるが，透水係数は互いに直交する 3 面に直交する方向，面内で

平行する方向へそれぞれ別の値を持つ．即ち，断層という既存の面構造がある場合，どのよう

な方向にどのような透水係数をとるかを評価することが，断層プロセスゾーンや断層コアが

長期的な地下水流動に与える影響を検討する上で重要である． 
 Bense et al. (2013) 12) は，堆積物～堆積岩や各種の岩石の中に存在する断層の構造およびそ

の結果生じる透水性の構造について整理を行い，①断層やその透水性の構造は岩石の種類や固

結度によって強く制御されること，②堆積軟岩 (ここでは弱固結あるいは半固結の状態の堆積

岩) においては，透水性を高くする構造として Particulate flow (断層変位量が少ない場合)，
Fracturering，Breccia を，透水性を低くする構造として Particulate flow (断層変位量が多い場

合)，フィロ珪酸塩鉱物や粘土鉱物の薄層の生成，圧砕作用による細粒化を挙げている． 
 堆積軟岩における断層活動に伴うクラック形成等が地下水流動に与える影響とその継続性に

関しては，応力や透水性の観点からの研究事例は非常に乏しい．そこで，本年度は付加作用初

期の付加体中での亀裂を介した流体移動に対する研究事例および泥質堆積物での実験的研究を

踏まえ，堆積軟岩での断層のタイプ (正断層，横ずれ断層，逆断層) での亀裂を介した流体移

動について整理することとする． 
 沈み込み帯での付加作用初期の付加体は，未固結～半固結～堆積軟岩に相当する固結度を有

し，それらの付加体中での亀裂を介した流体移動に対しては，Moore (1989) 13) 以降，多くの

研究例がある(Screaton et al., 1990 14); Saffer and Bekins, 1998 15),1999 16), 2002 17); Morgan 
and Ask, 2004 18); Ogawa and Vrolijk, 2006 19))． 
 泥質堆積物での剪断時の透水係数の変化とそれに伴う組織の形成に関しての実験的研究

(Bolton and Maltman, 1998 20); Bolton et al., 1998 21), 1999 22); Dewhurst et al., 1996 23) など)に
よると，剪断破壊時に剪断面での透水係数が増大する場合と減少する場合がある．これは,剪断

時に開いた割れ目を作るか,粒子がつぶされて閉じたものとなるかに対応する．この場合，その

場の深さでの断層のタイプに注目すると，上裁荷重 (σv) を基準にして考えると，正断層と逆

断層では，正断層の方が剪断時に開いた割れ目を作りやすい．つまり，正断層の方が逆断層に

比べて剪断時に Daliation が増加しやすいことを表す．これはモール円で以下のように表現され

る (図 1.2.1.1-5)． 
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図 1.2.1.1-5 グリフィス理論での岩石の破壊を説明する図． 

力学条件をモール円で示す．縦軸：剪断応力．横軸：垂直応力．ここでは正断層と逆断層の条件を示す． 

 

 
図 1.2.1.1-6 横ずれ断層応力場での断層面に沿うσ2方向での流体移動モデル(Sibson, 1975 24))． 
 
 剪断破壊に関連した透水係数の変化については，Sibson (1975) 24) が σ2 方向問題として論じ

ており (図 1.2.1.1-6)，剪断面発生時の浸透率に関する実験的研究の結果，透水係数は剪断面(断
層面)に沿っての σ2 方向に最大であることが明らかにされている (Takahashi et al., 2004 25))．
このことは，σ2 方向を含む剪断面にジョグが生じ，そこを流体が流れることによって全体の透

水係数が飛躍的に増大すると理解される． 
 σ2 の方向へ透水係数が最大になることついては，沈み込み帯での付加作用初期の固結前の付

加体を対象にした事例がある (例えば，Westbrook and Smith, 1983 26); Ogawa et al., 199727))．
海溝近傍において，逆断層形成場の前面 (海溝側) に水平ずれ断層の応力場が局所的に生じ，σ2 
が鉛直の方位を示す．いわゆる横ずれ断層の応力場に基づく共役剪断面やエシェロン状のクラ

ックが出来やすく，それに沿って透水係数が最大になるので，流体が湧出すると考えられてい

る．付加体へ持ち込まれる堆積物は,深海底か海溝軸にたまったもので，そこでは state at rest 
(定常状態) の圧密を受けているだけであるので, σ1 方向は鉛直である．この初期堆積場から付

加体内部の変形場への過程において, 図 1.2.1.1-7 (小川ほか，2006 28)) に示すように，ごく限

られた場所であるが σ2 が鉛直になる場がありうる．つまり,付加体の前進によって逆断層直前

ではその圧力が水平押しになること，また中間主応力 σ2 が鉛直になり，横ずれ断層形成の応力

場となる． 
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図 1.2.1.1-7 付加体形成場の逆断層前面での σ2 が鉛直となる模式図 (小川ほか, 2006 28)) . 

 
堆積軟岩における断層構造とその地下水流動への影響の評価においては，地質学的時間 (10

万年〜100 万年) のような長期において，断層の運動タイプの変化，つまり，断層に働く応力

場の変化があることに注視する必要がある．地質学的時間スケール (10 万年〜100 万年オーダ

ー) では断層は必ずしも同じ運動 (活動) を続けるとは限らず，日本海東縁地域でのインバー

ジョンテクトニクスのように，異なる状況 (応力場) において異なる運動をすることが知られ

ている (Okamura et al., 1995 29))． 
以上を踏まえると，堆積軟岩での断層のタイプ (正断層，横ずれ断層，逆断層) での亀裂を

介した流体移動に関しては，以下のように整理される． 
 中間主応力 σ2 が鉛直方向となる横ずれ断層形成の際には，共役剪断面やエシェロン状

のクラックが出来やすく，それに沿って透水係数が最大になるため流体が上方に移動し

やすくなる． 
 中間主応力 σ2 が水平方向となる正断層および逆断層形成時は，透水係数は断層面に沿

った水平方向が最大となるが，断層面で細粒化が生じる場合は断層面の透水性は低下す

る．上裁荷重 (σv) と他の主応力との関係を基準にして考えると，正断層と逆断層では，

正断層の方が剪断時に開いた割れ目を作りやすく，透水性が高くなりやすい．この結果，

正断層の方が逆断層に比べて剪断時に dilation が増加しやすい．また，あるスペース全

体を切るような断層がある場合，水平方向の dilation は，横ずれ断層よりも正断層およ

び逆断層の方が高くなる． 
 
1.2.1.1.3 断層帯の幅が地下水流動に与える影響 

 断層帯の幅，特に透水性の大きいダメージゾーンの幅と透水性の低い断層コアの幅は，地下

水流動をモデル化する上で重要である．ただし，ダメージゾーンの中でも透水係数は大きく変

化することが知られており，例えば堆積岩を切る断層がダメージゾーンを伴う場合，断層面に
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沿って透水性が 1〜3 桁程度低下することがあることが報告されている (図 1.2.1.1-8; Sigda et 
al., 1999 30); Rawling et al., 2001 31); Balsamo and Storti, 2010 32); Balsamo et al., 2013 33); 
Ballas et al., 2013 34))．粘土含有量の低い砂岩のダメージゾーンに沿った透水係数は，変形して

いない砂岩と比較して，通常 4〜5 桁も大きく減少する (Fisher and Knipe, 2001 35))．ダメージ

ゾーンに沿った透水係数は異方性をもち，ダメージゾーンに垂直な面での透水係数が最も低下

する (Antonellini and Aydin, 1994 36); Sigda et al., 1999 30))．また，ダメージゾーンでの力学的

水理学的影響範囲の評価については，ダメージゾーン中の岩片の粒径やアスペクト比の空間的

な変化が指標の一つになり，岩片間の隙間への流体流入後の鉱物沈殿によって透水性が変化す

る場合があることに注意する必要がある (図 1.2.1.1-9; Billi et al., 2003 37))． 
 

 
図 1.2.1.1-8 南イタリアのクロトーネ盆地の砂岩中の断層帯で推定された透過率[m2] 

 (Balsamo and Storti, 2010 32))． 
 

 
図 1.2.1.1-9 ダメージゾーン中の透水性の時間変化 (Billi et al., 200337))． 

 (a) 岩片間への流体の流入， (b) 岩片間への鉱物沈殿による透水性の減少． 
 

ダメージゾーンの幅に影響を与える要因を以下に整理する．ダメージゾーンの幅は一般的に

封圧に依存する (Scholz et al., 1993 2))．つまり，断層形成場の深さに関係し，封圧が小さい (深
さが浅い) 方が相対的にダメージゾーンは厚くなる傾向になる (Scholz et al., 1993 2))．さらに，

Scholz et al. (1993) 2) は，ダメージゾーンにおいて断層端とその他の領域では変形メカニズム

が異なることを指摘している．また，Vermilye and Scholz (1998) 3) は，断層端周辺の最大圧

縮応力場や亀裂の特徴がダメージゾーンにおいて空間的に変化していることを示している (図
1.2.1.1-10)． 
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図 1.2.1.1-10 ModeⅡクラックの断層端周辺の最大圧縮応力場 (Vermilye and Scholz, 1998 3))． 
 
1.2.1.1.4 まとめと今後の課題 

 断層コア・プロセスゾーンが地下水流動に与える影響に関する課題をいかに示す． 
1. 断層構造が地下水流動に与える影響の評価においては，断層コアとダメージゾーンの相対

的割合は母岩の物理学的特性(母岩の種類)に関係性について知見の集約が必要である． 
2. 断層構造が複雑であることが明らかになりつつあり，透水性の大きさの観点での断層構造

の分類と記載の基準が必要である． 
3. 断層帯の幅が地下水流動に与える影響においては，断層帯に沿った透水係数の減少幅およ

び空間的な広がりに対する検討が今後の課題である (例えば，Torabi and Fossen, 2009 38))． 
4. ダメージゾーンでの力学的水理学的影響範囲の評価については，ダメージゾーン中の岩片

の粒径やアスペクト比の空間的な変化が指標の一つになり，岩片間の隙間への流体流入後

の鉱物沈殿によって透水性が変化する場合があることに注意する必要がある． 
5. 断層活動を含む地殻の変形発達の主たる源は地殻応力であり，地殻応力場の空間不均一性

や各空間での特徴の理解が必要である．10 万〜100 万年オーダーという長期的な期間にお

いて断層構造が地下水流動に与える影響を検討評価するためには，断層構造の置かれる地

殻応力場の時間的空間的変化を想定する必要がある．このような変化の想定は，地震発生

サイクルのような 100 年～1000 年オーダーの時間スケールにおいても検討する必要があ

る． 
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1.2.1.2 クラック情報に基づくクラックテンソル・透水テンソルの推定 

1.2.1.2.1 クラックの幾何学情報の取得・解析手法 
 クラックの 3 次元での幾何学的特徴は，クラックを円盤近似すると，クラック直径 r，開口

幅 t，走向 α，傾斜 β，クラックの面積 s，単位体積あたりのクラック体積密度 ρ で表すことが

できる．これらの幾何学的特徴を用いたクラックの定量化をクラックテンソルにより行う(Oda, 
1984) 1)． 
 クラックの中心が体積 V の領域内に m(V)個あるとすれば，クラック体積密度 ρ は次式で定義

できる． 

𝜌𝜌 =
𝑑𝑑(𝑉𝑉)

𝑉𝑉
                             (1) 

 クラックの方向はクラック主面に立てた単位法線ベクトル n で記述すると，方向余弦 (n1, 
n2, n3) は，その走行 α と傾斜 β を使って次のように書くことができる (図 1.2.1.2.-1)． 

  𝒏𝒏 = �
𝑧𝑧1
𝑧𝑧2
𝑧𝑧3
� = �

cos𝛼𝛼sin𝛽𝛽
sin𝛼𝛼sin𝛼𝛼

cos𝛽𝛽
�     (2) 

 それぞれのクラックから得られるベクトル n のダイアド n ⊗ n の平均値を取ると，次式で定

義される 2 階のファブリックテンソル N が定義を定義することができる． 

𝑵𝑵 =
1

2𝑑𝑑(𝑉𝑉) � 𝒏𝒏(𝑘𝑘) ⊗𝒏𝒏(𝑘𝑘)
2𝑚𝑚(𝑉𝑉)

𝑘𝑘=1

                (3) 

ここで，N を成分で標示すると以下のように表せる． 

𝑁𝑁𝑚𝑚𝑖𝑖 = �
𝑁𝑁11 𝑁𝑁12 𝑁𝑁13

𝑁𝑁22 𝑁𝑁23
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑑𝑑𝑑𝑑. 𝑁𝑁33

� =
1

2𝑑𝑑(𝑉𝑉)

⎝

⎜⎜
⎛
�𝑧𝑧1(𝑘𝑘)𝑧𝑧1(𝑘𝑘) �𝑧𝑧1(𝑘𝑘)𝑧𝑧2(𝑘𝑘) �𝑧𝑧1(𝑘𝑘)𝑧𝑧3(𝑘𝑘)

�𝑧𝑧2(𝑘𝑘)𝑧𝑧2(𝑘𝑘) �𝑧𝑧2(𝑘𝑘)𝑧𝑧3(𝑘𝑘)

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑑𝑑𝑑𝑑. �𝑧𝑧3(𝑘𝑘)𝑧𝑧3(𝑘𝑘)
⎠

⎟⎟
⎞

            (3′) 

ここで，k は k 番目のクラックのことであり，また 2m(V)個の平均になっているのは，1 つのク

ラックに 2 つの単位ベクトルを割り当てていることによる．ベクトル n の方向余弦 (n1, n2, n3) 
は，その走向 α と傾斜 β を使って書けることから，露頭やボアホール壁面などで測定した走行・

傾斜から Nij を直接決定することができる．また，それぞれの成分は x1 方向を東，x2 方向を北，

x3 方向を鉛直とすると，例えば N11 は東方向への集中度合いを意味しており，ステレオネット

上にクラックの法線をプロットした時の集中度合いを定量的に表現していると言える． 
クラックは方向だけでなく，大きさを持っているため，先の Nij に大きさに関する項目を加え

る必要がある．Oda(1982) 2) によるクラックの大きさと方向をテンソル形式で表現したクラッ

クテンソル Fij を以下で定義することができる． 

 
図 1.2.1.2-1 クラックの走向・傾斜情報のベクトル化 
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𝐹𝐹𝑚𝑚𝑖𝑖 =
1

2𝑑𝑑(𝑉𝑉) � (𝜌𝜌𝑣𝑣(𝑘𝑘)𝑐𝑐(𝑘𝑘))𝒏𝒏(𝑘𝑘) ⊗𝒏𝒏(𝑘𝑘)
2𝑚𝑚(𝑉𝑉)

𝑘𝑘=1

           (4) 

ここで，Fij は 2 階のテンソルであるため，その第一不変量として，Fii (=F11+F22+F33)= F0 が得

られる (アインシュタインの総和規約を採用する)．クラックを直径 r(k)の円盤で表し， 

s(k)=(π/4)(r(k))2，𝑧𝑧𝑚𝑚
(𝑘𝑘)𝑧𝑧𝑚𝑚

(𝑘𝑘) = (𝑧𝑧1
(𝑘𝑘))2 + (𝑧𝑧2

(𝑘𝑘))2 + (𝑧𝑧3
(𝑘𝑘))2 = 1 

の関係に注意すれば，不変量 F0 は次式で与えられる． 

 𝐹𝐹𝑚𝑚𝑚𝑚 = 𝐹𝐹0 =
𝜋𝜋

4𝑉𝑉
� �𝑐𝑐(𝑘𝑘)�

3
=
𝜋𝜋
4
𝜌𝜌〈𝑐𝑐3〉

2𝑚𝑚(𝑉𝑉)

𝑘𝑘=1

               (5) 

ただし〈𝑐𝑐𝑚𝑚〉は r の n 次のモーメントであり， 

〈𝑐𝑐𝑚𝑚〉 =
1

𝑑𝑑(𝑉𝑉) � (𝑐𝑐(𝑘𝑘))𝑚𝑚
𝑚𝑚(𝑉𝑉)

𝑘𝑘=1

                    (6) 

で定義され，クラック直径の n 乗 rn の平均値を表している．ここで，ρ<r3>はクラックに沿う

水の流れを論じたパーコレーション理論では，クラック密度を表しており，クラック相互の連

結性を測る指標 (Robinson, 1984 3); Suzuki et al., 1998 4)) として使われていることから，第一

不変量 F0 はクラック密度の指標であると言える．また，クラックの開口幅を t とすれば，クラ

ックの間隙体積は(π/4)r2t に等しい．さらに，開口幅 t がクラックの直径 r に比例しているとす

ればアスペクト比 η(t=ηr)が定義でき，間隙率 φ は次式で定義できる，(Oda et al., 2002a 5), 
2002b 6))． 

𝜙𝜙 =
𝜂𝜂
𝑉𝑉
�

𝜋𝜋
4

(𝑐𝑐(𝑘𝑘))3 = 𝜂𝜂
𝜋𝜋
4
〈𝑐𝑐3〉 = 𝜂𝜂𝐹𝐹0                  (7)

𝑚𝑚(𝑉𝑉)

𝑘𝑘=1

 

すなわち，F0 は間隙率 φ と同じ意味を持つこととなる． 
 (4)式で定義されるクラックテンソルは 3 次元のクラックに関する幾何学的情報があれば決

定することができる．しかしながら現実的に 3 次元のクラックの幾何学的情報を収集すること

は困難である．これまでに，3 次元のクラックテンソルを推定する方法としてステレオロジー

を用いた方法(Kanatani, 1985 7); Oda, 1984 1), 1994 8); 竹村・小田, 2002 9); Takemura & Oda, 
2004 10))と弾性波による方法 (Takemura & Oda, 2005 11)) が提案されている．それぞれの推定

方法は以下の通りである． 
ステレオロジー (統計幾何学) による方法 
 クラックテンソル Fij は F0Nij と書き表すことができ，クラックの方向と密度が統計的に独立

であれば，F0 と Nij と分離することができる．まず，クラックの密度の指標である F0 について，

Oda(1984)は単位ベクトル q で表される方向に引いた走査線とクラックの交点数 m(q) と切断

面上で観察されるクラックとの交線の長さ l (トレース長さ)を用いて，次式で推定することがで

きることを示している． 

𝐹𝐹𝑚𝑚𝑖𝑖 =
3𝜋𝜋
8
〈𝑡𝑡2〉
〈𝑡𝑡〉

𝑑𝑑(𝒒𝒒)
〈|𝒒𝒒 ∙ 𝒏𝒏|〉                                  (8) 

一方，Nij については，走向傾斜の直接測定から決定することができるが，Kanatani (1985) 7)

により提案されている走査線と交わるクラック交点数 m(q)を用いる方法でも推定可能である．

この推定法は Tekemura & Oda (2004) 10) により直接測定との比較から十分な長さの走査線を

使えば許容できる範囲の誤差となることが確認されている． 



第１章 自然事象等を考慮した評価対象地盤の性能評価に係る科学的・技術的知見の取得 

1-61 

弾性波による方法 
 クラックを含む岩盤・岩石の応力―歪み関係はクラックテンソル Fij，基質部のヤング率 E，
ポアソン比 ν を用いて以下のように表すことができる (Oda, 1984 1))． 

𝜀𝜀𝑚𝑚𝑖𝑖

= �
1
𝐸𝐸
�(1 + 𝜈𝜈)𝛿𝛿𝑚𝑚𝑘𝑘𝛿𝛿𝑖𝑖𝑗𝑗 − 𝜈𝜈𝛿𝛿𝑚𝑚𝑖𝑖𝛿𝛿𝑘𝑘𝑗𝑗� + �

1
ℎ
−

1
𝑑𝑑
�𝐹𝐹𝑚𝑚𝑖𝑖𝑘𝑘𝑗𝑗 +

1
4𝑑𝑑

(𝛿𝛿𝑚𝑚𝑘𝑘𝐹𝐹𝑖𝑖𝑗𝑗 + 𝛿𝛿𝑖𝑖𝑘𝑘𝐹𝐹𝑚𝑚𝑗𝑗 + 𝛿𝛿𝑚𝑚𝑗𝑗𝐹𝐹𝑖𝑖𝑘𝑘

+ 𝛿𝛿𝑖𝑖𝑗𝑗𝐹𝐹𝑚𝑚𝑘𝑘)� 𝜎𝜎𝑘𝑘𝑗𝑗                                                  (9) 

ここで，h, g はそれぞれクラックの垂直剛性とせん断剛性である．これらの値は，山辺ほか

(1987) 12)や多田・小田(2007) 13) などで決定法が議論されている．したがって，クラックを含む

岩盤・岩石の E,ν, h, g が分かっていれば，その弾性定数を決めることができる．一方で，弾性

波速度 v についても，密度 ρ を使うことで以下の式より弾性定数を決定することができる 
(Schreiber et al., 1973 14))． 

�𝐸𝐸𝑚𝑚𝑚𝑚𝑖𝑖𝑚𝑚𝑘𝑘𝑚𝑚𝑘𝑘𝑚𝑚 − 𝛿𝛿𝑚𝑚𝑖𝑖𝜌𝜌�𝑣𝑣(𝑘𝑘)�2� = 0                 (10) 

 Takemura and Oda (2005) 11) は(9)&(10)式より多方向の弾性波速度 v (k)からクラックテンソ

ル Fij を決定する方法を提案しており，実測した Fij と弾性波速度から推定した Fij を比較し，そ

の妥当性を示している．また，Panaghi et al.(2018) 15) では，弾性波トモグラフィーを併用し

た弾性波速度からのクラックテンソルの決定を試みている．しかしながら，乾燥状態での弾性

波の測定結果を用いているため，飽和状態の弾性波速度での測定値を用いた検討が必要であろ

う．また，静弾性定数と動弾性定数の関係についても実測データを蓄積しその関係性を明らか

にしておく必要あると考える． 
 
1.2.1.2.2 クラックの幾何学情報から透水係数を推定する手法とその特徴 
 クラックや空隙をモデル化し透水係数を推定する方法として，等価管路モデルが使われるこ

とがある(例えば，林 ・高橋,1999 16); 林ほか, 1999 17))．しかしながら，等価管路モデルでは，

方向性を扱うことは困難であり，露頭などでの観察情報から決める事は困難である． 
 クラックを含む岩盤・岩石の透水を考える際，ここでは，基質部を不透水と仮定することと

する．クラックに沿う水の流れを平行板間 (開口幅 t) の層流と仮定すれば，その局所的な流速 
v(c)は J(c)を動水勾配とすると，次式で与えられる． 

𝑣𝑣𝑚𝑚
(𝑐𝑐) =

𝜆𝜆𝑑𝑑
12𝜈𝜈

𝑤𝑤2𝐽𝐽𝑚𝑚
(𝑐𝑐)                                    (11) 

ここで，g は重力加速度であり，ν は動粘性係数である．λ＝1 とすると上式は，いわゆる三乗

則である(例えば，Snow, 1969 18))．また，一般的には，0≦λ≦1  の不等式が成立する．クラ

ックの交点で水頭損失は無く，また λ は n や r には無関係に定まると仮定すると透水テンソル 
kij は次式で与えられる． 

𝑘𝑘𝑚𝑚𝑖𝑖 =
𝜆𝜆

12
�𝑃𝑃𝑘𝑘𝑘𝑘𝛿𝛿𝑚𝑚𝑖𝑖 − 𝑃𝑃𝑚𝑚𝑖𝑖�                        (12) 

ここで Pij は，クラックの幾何学的性質のみに依存する 2 階の対称テンソルであり，次式で与

えられる(Oda, 1985 19))． 

𝑃𝑃𝑚𝑚𝑖𝑖 = 𝜌𝜌𝜋𝜋� � � 𝑐𝑐2𝑤𝑤3𝑧𝑧𝑚𝑚𝑧𝑧𝑖𝑖𝐸𝐸(𝑧𝑧, 𝑐𝑐, 𝑤𝑤)𝑑𝑑Ω𝑑𝑑𝑐𝑐𝑑𝑑𝑤𝑤                      (13)
Ω

𝑡𝑡𝑚𝑚

0

𝑟𝑟𝑚𝑚

0
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ここで，λ に関しては，0≦λ≦1 の不等式を満足することのみが分かっている．Oda et al. 
(1987)20) はクラックに方向性がある場合，λ を次式のように一般化した． 

𝜆𝜆 = 𝜆𝜆�𝐹𝐹𝑚𝑚𝑖𝑖�                                                 (14) 
さらに，(13)式は t=ηr であり，更に変数 n, r が統計的に独立であると仮定できれば， 

𝑃𝑃𝑚𝑚𝑖𝑖 = 8𝜋𝜋𝜂𝜂3𝜌𝜌� 𝑐𝑐5𝑓𝑓(𝑐𝑐)𝑑𝑑𝑐𝑐� 𝑧𝑧𝑚𝑚𝑧𝑧𝑖𝑖2𝐸𝐸(𝑧𝑧)𝑑𝑑Ω = 8𝜋𝜋𝜂𝜂3𝜌𝜌〈𝑐𝑐5〉𝑁𝑁𝑚𝑚𝑖𝑖                 (15)
Ω 2⁄

𝑟𝑟𝑚𝑚

0
 

と書くことができる．さらに，ステレオロジーを利用することで, Pij は次の表現を得る(Oda et 
al., 2002b 6))． 

𝑃𝑃𝑚𝑚𝑖𝑖 = 𝜂𝜂3
15𝜋𝜋

4
〈𝑡𝑡4〉
〈𝑡𝑡〉

𝑑𝑑(𝒒𝒒)
〈|𝒒𝒒 ∙ 𝒏𝒏|〉  𝑁𝑁𝑚𝑚𝑖𝑖           (16) 

 (16) 式は l, m(q), ηで決めることができるため，Pij は露頭などで測定可能な量で決めることが

でき，(12)式に代入することで透水テンソル kij は，無次元パラメーターλ を除いて全て計測で

きる量によって表されたことになる．  
 
1.2.1.2.3 実在岩盤もしくは供試体における透水係数の推定 
 これまでに，Oda(1984) 1) によるクラックテンソルによる透水テンソルモデルを使ったクラ

ックを含む岩盤・岩石の透水係数の推定は多くの研究者によって行われている．表 1.2.1.2-1
は 1980 年以降に原位置もしくは供試体を対象にして，クラックの観察から透水係数を推定し

ている事例をまとめたものである．ここで，最右列に〇のついている事例は，原位置岩何への

適用例である．推定された透水係数はルジオン値や透水試験の結果を用いて評価されている．

ここで，連結性の指標となる λ は水理試験からは分離して得ることは困難 (中屋・西垣，199521)) 
であるとして，λ=1 を用いている場合が多い．λ に関しては，Oda et al.(2002a) 5) は実験から

得られた透水係数 k33
(exp)と顕微鏡下でトレースしたクラックの幾何学情報から推定した透水係

数を比較することで花崗岩における λ を求め λ=3.27×10-3 としている．また，Oda et al.(2002a)
では，クラック密度の低い供試体に関して，クラック情報から推定し透水係数と実測した透水

係数との間の誤差が多きいことを確認しており，その原因としてクラック密度が低い試料にお

いてはクラックのみならず基質部の空隙も透水経路となりうる事を指摘している．今後，λ の

値をより精度の高いものとするために，既知のクラックの幾何学情報を持つ試料において透水

係数を行い，(14)式の関数形を決めていることが必要であろう． 
 表 1.2.1.2-2 には，数値モデルにより作成されたクラックモデルを対象にクラックテンソルに

よる透水テンソルモデルを扱っている研究事例をまとめたものである．このうちいくつかは，

透水テンソルそのものを扱ったものではないが，前項でも扱ったクラックの幾何学情報を弾性

波速度で推定するために必要なパラメータについて議論されているものが含まれている (例え

ば，山辺ほか (1987) 12) など)．また，吉田ほか(1999) 22) は MBC モデルにより浸透流解析を試

みており，Golshani et al. (2007)は MBC モデルにより岩盤のクリープ変形の解析を行っており

最終的にクラック情報を出力しており，今後の発展に期待ができる． 
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表 1.2.1.2-1 岩盤／供試体を対象とした透水テンソルモデルによる透水係数の推定例 
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表 1.2.1.2-2 数値モデルを対象とした透水テンソルモデルによる透水係数の推定例 

 
 
 
1.2.1.2.4 石英脈として固定された過去の開口亀裂の透水係数推定－延岡衝上断層の石英脈－ 
 本項では，1.2.1.2.2 項で扱ったクラックテンソルに基づく透水テンソルモデルについて，宮

崎県の延岡衝上断層沿いに見られる石英脈に適用した解析例を示す．延岡衝上断層は，紀伊半

島から九州まで約 600 km 続く大規模な地質断層であり，四万十帯北帯と南帯を境する地質境

界である (図 1.2.1.2-2; Kondo et al., 2005 49))．延岡衝上断層周辺では，延岡衝上断層の活動 (す
べり) によって，蓄積していた逆断層形成応力場が解放され，一時的に正断層形成応力場とな

り (Otsubo et al., 2016 50)；1.2.1.3 項参照)，この正断層形成応力場のもとで開口クラックが形

成され，その後石英で充填され脈鉱物として残存したと考えられている (Saishu et al., 2017 

51))． 
 

 
図 1.2.1.2-2 宮崎県延岡衝上断層周辺の地質図 (Kondo et al., 2005 49)に一部加筆)  
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図 1.2.1.2-3 宮崎県延岡衝上断層周辺の石英脈の露頭写真 (左の黄色矢印) と薄片写真 (右)  
 
 露頭 (図 1.2.1.2-3) から取得されたデータは石英脈の走向傾斜，幅，トレース長さ等である．

それぞれのデータを図 1.2.1.2-4 に示す．これらの石英脈は北東-南西走向で傾斜が高角なもの

が多い (図 1.2.1.2-4a)．石英脈の長さと幅は，それぞれ，平均で約 7.4 cm および約 52 μm で

ある (図 1.2.1.2-4b,c; Saishu et al., 2017 51) に一部データ追加)．長さと幅の平均から求められ

るクラックのアスペクト比 (幅/長さ) は約 0.0007 となる．これらのデータを用いて，(15)式に

おいて i=j=2(2 次元平面)とし，η，ρ，<r5>を代入した．ここで，ρ は 1m×1m に 78 条の脈があ

ることを使い求めた．また，(15)式における Nij は走向傾斜の測定値があるため，3 次元で決め

ることができるが，ここでは 2 次元平面での透水係数の推定を行うため，走向のみを使い走向

方向のベクトルを使い Nij を定義した．その結果，Nij は以下のように得られた． 

𝑁𝑁𝑚𝑚𝑖𝑖 = � 𝑁𝑁11 𝑁𝑁12
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑑𝑑𝑑𝑑. 𝑁𝑁22

�＝ � 0.779 0.341
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑑𝑑𝑑𝑑. 0.221� 

次に，表 3 に示すパラメータを用いることで透水テンソル kij は以下のように算出された． 

𝑘𝑘𝑚𝑚𝑖𝑖 = �6.01 × 10−14 2.63 × 10−14
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑑𝑑𝑑𝑑. 1.70 × 10−14�  𝑑𝑑2 

ここで，λ は Oda et al. (2002a) 5) による花崗岩の実測値 3.27×10-3 を用いている．また，k12

は負になるが，ここでは，絶対値の値として記述してある．この kij は浸透率であるため，透水

係数 Kij(m/s)にするためには動粘性係数と重力加速度を使い変換する必要がある．ここでは，

Saishu et al.(2017) 51) で地球化学的に推定された石英脈の生成温度 250℃における水の動粘性

係数 1.31×10-7m2/s を用いて Kij を以下のように求めた． 

𝐾𝐾𝑚𝑚𝑖𝑖 = �4.49 × 10−6 1.96 × 10−6
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑑𝑑𝑑𝑑. 1.27 × 10−6�𝑑𝑑 𝑣𝑣⁄  

 
表 1.2.1.2-3 透水係数への変換に用いた計算パラメータ 

η3 2.08×10-03 
<r5> 1.60×10-05 
𝜌𝜌 78 
N11 0.779 
N22 0.221 
N12 0.341 
動粘性係数[ 250℃ ] 1.31×10-07 
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また，連結性の指標である λ を 1 とした場合，すなわち全てのクラックが透水に関連している

とした場合，kij, Kij はそれぞれ以下の通りになる． 

𝑘𝑘𝑚𝑚𝑖𝑖 = �1.84 × 10−11 8.04 × 10−12
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑑𝑑𝑑𝑑. 5.21 × 10−12�  𝑑𝑑2 

𝐾𝐾𝑚𝑚𝑖𝑖 = �1.37 × 10−3 6.00 × 10−4
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑑𝑑𝑑𝑑. 3.89 × 10−4�𝑑𝑑 𝑣𝑣⁄  

 
(a) 走向傾斜のステレオネット下半球等積投影への投影 (n=83)  

 

 
 (b) 石英脈の長さ (n=322)  

 
 (c) 石英脈の幅 (n=177)  

 
図 1.2.1.2-4 延岡衝上断層の石英脈の幾何学情報 
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ここで，連結性の指標 λ はクラック密度の関数となるとされているが (Oda, 1987 20)) その実

測例は少ない．λ の違いで推定値に数オーダーの誤差がでてくるため，数値計算やクラックの

幾何学情報が既知の試料でのさらなる検討が必要であろう．Oda et al. (2002a) 5) による実測の

λ は封圧下で脆性破壊をした試料の透水係数と薄片観察により決まったクラックの幾何学情報

に基づいたものであるため，一定の信頼度はあるものと考える．しかしながら，石英脈を使っ

た推定においては，すべてのクラックが透水に関与しているはずであるため，λ＝1 を使うのが

妥当であるかもしれない． 
 この解析例では，一断面の情報のみを使って 2 次元の透水テンソルの算出を行なったが，走

向傾斜データがあるため，3 次元の Nij を決めることができる．しかしながら，クラックを円盤

近似して 3 次元のクラック分布を考えると，一断面で見られるクラックのトレースからそのク

ラック直径分布を求めるには，多くの仮定が必要となる．精度を上げるためには，さらに異な

る断面でのクラックのトレース長さの情報が必要である．しかしながら，Takemura & Oda 
(2004) 10) によれば異方性が小さい場合は一断面でも十分な領域 (REV:代表要素体積を満たし

ている) で調査を行えばクラック直径分布は推定可能であるとしている． また，F0 と Nij を個

別に求めているが，これは，クラックの走向傾斜と長さ，開口幅が統計的に独立であるという

仮定に基づいているため，その検証も必要であろう．そのためには，クラックごと，ここでは

石英脈ごとに走向傾斜，長さ，開口幅を測定しておく必要がある． 
 Fij と Fijkl とクラックの剛性 h と g が決まれば，(9)式より開口幅の封圧依存を推定することが

可能となる．開口幅の封圧依存性を得ることができれば，現在地表で観察できるクラックが深

部にあった時の透水係数が推定可能となる．ここで，Fijkl は 4 階のクラックテンソルであり，

Fij を決めることができれば決定できるものである．しかしながら，h=g を仮定すれば，h=g=2E/π
の弾性解(Oda, 1984 1))が得られていることより(9)式は Fij のみで決めることができる．このよ

うにクラックもしくは脈を含む岩盤・岩石を等価線形異方弾性体とすることで開口幅の封圧依

存性を推定することが可能となる．しかし，多田・小田(2007) 13) でも指摘されているように，

断層のような領域を横断するような不連続面はクラックテンソルの適用から外れており，ジョ

イント要素などで置き換えて解析する必要があることに注意しなければならない． 
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1.2.1.3 断層活動に伴う応力・Dilation Tendency・地下水流動特性の変化 

1.2.1.3.1 延岡衝上断層周辺の逆断層活動に伴う応力場の変化と開口亀裂の形成  
 1.2.1.2.4 項では，宮崎県延岡衝上断層周辺の石英脈を対象に，過去に開口クラックとして存

在した状態における透水係数を推定した．ここでは，延岡衝上断層を対象に，開口亀裂形成時

の応力と Dilation Tendency について検討する． 

 1.2.1.2.4 項で述べたように，延岡衝上断層は，紀伊半島から九州まで約 600 km 続く大規模

な断層であり，四万十帯北帯と南帯を境する地質境界である (図 1.2.1.2-2; Kondo et al., 20051))．
延岡衝上断層は現在活動していない (活断層研究会，1991 2))．延岡衝上断層周辺では，延岡衝

上断層の活動 (すべり) によって，蓄積していた逆断層形成応力場が解放され，一時的に正断

層形成応力場となり (図 1.2.1.3-1; Otsubo et al., 2016 3))，この正断層形成応力場のもとで開口

クラックが形成され，その後石英で充填され脈鉱物として残存したと考えられている (図
1.2.1.2-3; Saishu et al., 2017 4))． 
 

     
図 1.2.1.3-1 延岡衝上断層の運動前後の時期の 2 つのステージの応力場 

 (Kawasaki et al., 2017 5); Otsubo et al., 2016 3))． 
 
 延岡衝上断層周辺の石英脈は北東-南西走向で傾斜が高角なものが多い．これらの石英脈 (83
条) の姿勢 (走向および傾斜) を下半球等積投影にプロットすると (図 1.2.1.3-2，これらの石

英脈これらの石英脈の極は，Otsubo et al. (2016) 3) で求めた正断層形成応力場の最小主応力 σ3
軸の方向に集中する．クラックの面が周辺の地殻応力場の最小主応力 σ3 に直交することに調

和的である． 

 

図 1.2.1.3-2 石英脈 (83 条) の姿勢 (走向および傾斜)．下半球等積投影． 
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 ここで開口クラック形成の力学条件を整理する．クラックの面は最小主応力 σ3 に直交する 
(図 1.2.1.3-3; Sato et al. 2013 6))．この時，クラックの面の極が最小主応力 σ3 軸の方向を向く．

開口クラックの形成はグリフィス理論 (図 1.2.1.3-4) に従うと，開口クラックはおおむね差応

力が引っ張り強度の 4 倍以下でのみ形成され，それ以上の差応力では剪断が生じる．すなわち，

非常に小さい差応力の条件下のもとで開口クラックは形成される． 
 

 
図 1.2.1.3-3 開口クラック形成を示す模式図 (Sato et al., 2013 6))． 

 

 
図 1.2.1.3-4 グリフィス理論での岩石の破壊を説明する図． 

力学条件をモール円で示す．縦軸：剪断応力．横軸：垂直応力． 

 
 
1.2.1.3.2 場の応力に対する Dilation Tendency (DT) の変化 
 延岡衝上断層の逆断層活動前後の時期の 2 つのステージの応力場を用いて，現在は石英で充

填されているクラックの姿勢に対する Dilation Tendency (以下，DT；dilation はクラックの開

き具合を示す)を計算し，それぞれの結果をステレオネット下半球等積投影に投影した (図
1.2.1.2-5)．DT は以下の式で示される (Ferrill et al., 1999 7))． 

DT = (𝜎𝜎1 − 𝜎𝜎n) (𝜎𝜎1 − 𝜎𝜎3)⁄  



第１章 自然事象等を考慮した評価対象地盤の性能評価に係る科学的・技術的知見の取得 

1-73 

σ1 と σ3 はそれぞれ最大圧縮応力および最小圧縮応力を示し，σn はクラックの面に対する法線

方向を示す．DT が 1 の場合はその場の応力場においてはクラックが最も開口しやすく，DT の

値が 0の場合はその場の応力場においてはクラックが最も開口しにくい (Ferrill et al., 1999 7))．
これは，亀裂や断層の dilation が，亀裂や断層の面に作用する有効法線応力の大きさに依存す

ることを示す． 
 図 1.2.1.3-5 は，延岡衝上断層の逆断層活動前後の 2 つのステージの応力場に対する DT を 0
から 1 までをカラーで表示している．延岡衝上断層の運動前の応力は Kawasaki et al. (2017) 5) 
を，運動後の応力は Otsubo et al. (2016) 3) を使用した．これらの DT の解析結果と延岡衝上断

層周辺の石英脈の姿勢の極を同じステレオネットに重ねると，ほとんどの石英脈の姿勢が逆断

層活動後 (地震後) の応力場による DT が 0.9 を超えるものが多い一方，逆断層活動前 (地震前) 
の応力による DT では 0.5 を下回るものが多い (図 1.2.1.3-5)．この結果は，石英脈で充填され

た開口クラックの姿勢は逆断層活動後の応力場で開口しやすく，逆に逆断層活動前の応力場で

は開口しにくかったことを示す． 
 

 
 

図 1.2.1.3-5 延岡衝上断層の逆断層活動前 (左) と逆断層活動後 (右) の 2 つのステージの 

応力場を用いた石英脈を充填するクラックに対する Dilation Tendency． 
下半球等積投影．黒丸：延岡衝上断層周辺のクラックを充填する石英脈 (83 条) の姿勢． 

白色矢印：延岡衝上断層の運動方向． 

 
 
1.2.1.3.3 クラック・断層を介した流体の移動特性の検討 

 クラックが流体の移動経路となる場合，クラックの開き具合 (dilation，ダイレーション) は，

クラックを流体が通りやすいかどうかを大きく左右する．1.2.1.2.2 項の (11) 式で表現される

ように，クラックに沿う水の流れを平行板間 (開口幅 t) の層流と仮定すれば，その局所的な流

速は t 2 に比例する．クラックの開口幅は，クラックの開きやすさ (DT) に依存するため，結

果としてクラックを介した流体の移動は DT に依存すると言うことができる． 
 クラックが流体の移動経路となった場合であっても，クラックの空隙を流れる間隙水から石

英やカルサイト等の鉱物が晶出しクラックが閉塞され，流体の移動経路とならなくなることが

考えられる．Saishu et al. (2017) 4) は，延岡衝上断層周辺の石英脈について，石英脈が生成し

たと考えられる深さ 10 km，温度 250 ℃の条件での計算を行い，延岡衝上断層で観察される平

均サイズの石英脈 (長さ約 7 cm，開口幅約 50 μm) が形成されるのにかかる時間は 6～60 年程
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度であり，比較的大きな亀裂でもほとんどが 300 年以下で石英脈になるとしている．この推定

は中深度処分等で想定される温度・圧力条件よりも高温・高圧の条件であるため，中深度処分

等で想定される温度・圧力条件下で，どのようにクラックの閉塞が進むかについて今後検討を

進める必要がある． 
 
1.2.1.3.4 まとめと今後の課題 

 場の応力に対する DT の変化と DT に基づく割れ目を介した流体移動特性の検討として，DT
の変化に応じた岩石中の流体移動の方向性を検討した．断層活動に伴う応力・DT・流体移動特

性の評価手法の検討の，現時点における今後の課題を以下に挙げる． 
1. 割れ目を介した流体移動特性の評価では，多くの変形履歴を持ち，異なるクラックパター

ンが想定される地下環境を踏まえる必要がある． 
2. DT に基づく割れ目を介した流体移動特性については，まずは単純なクラック配置の中で

応力変化によってどの程度の DT の振れ幅があるかを検討する． 
3. クラック密度や分布と透水性の関係を評価する上で，均一でない岩体が均一ではないこと

を踏まえつつ，方向・傾斜・幅のバリエーションをダメージの履歴として捉え，ダメージ

の累積がどのように影響があるか，クラックの差別化，どのグループのクラック群が流体

移動に効くか？を検討する．その際は，クラック，密度分布との比較，ミクロスケールで

の評価 (CT スキャン) が有効である可能性がある． 
4. 地下の水循環プロセスでのクラックの効果について，地下の水循環プロセスの中でクラッ

クの存在がどのように影響があるのかを考える． 
5. モデル・フィールドとして取り上げた延岡衝上断層については，延岡衝上断層の断層帯本

体や延岡衝上断層からの距離に応じた変化を踏まえながら，DT の変化に応じた岩石中の

透水性の変化を検討する．延岡衝上断層の断層帯の幅は上盤および下盤ともに約 200 m で

ある (Kondo et al., 2005 1))． 
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1.2 断層等の評価手法に関する科学的・技術的知見の取得 
1.2.2 岩盤中の弱面すべりに関する検討 

【実施内容】 
 実在する岩盤中には，断層面や層理面，あるいは地すべり面などの弱面が存在する．これら

の弱面が重力ポテンシャルにより滑動する弱面すべりの危険性は，基本的には斜面安定解析に

より評価される．斜面安定解析にはすべり面の強度定数（c と φ）が必要とされ，一般的には

これらの強度定数を一面せん断試験による取得する．しかし，既往の一面せん断試験装置では，

止水の難しさなどからすべり面に間隙水圧を作用させながらせん断試験をすることが難しく，

すべり面に作用する間隙水圧が適正に評価されていない可能性があった． 
 平成 31 年度は，せん断面にかかる間隙水圧の影響を検討するため，圧力容器の中で一面せ

ん断試験が可能な一面せん断－透水試験用冶具を作成し，既存の真 3 軸力学試験装置を用いて

せん断面に間隙水圧を作用させながら一面せん断試験を行い，弱面すべりの評価に必要なすべ

り面の強度定数を取得する．また，現地調査による露頭観察や試験片の観察から，地すべり面

の性状やミクロ的な変形・亀裂構造を把握する． 
 さらに，海底地すべり面にかかる上載荷重の影響を厳密に検討するため，垂直剛性を一定に

制御できる一面せん断試験を長崎大学工学研究科への再委託により実施する．この再委託によ

り実施する一面せん断試験では，ビデオ観察等により岩盤（供試体）内部の弱面のすべりによ

る岩盤内部構造のマクロ的な変形過程や力学的影響範囲を明らかにし，弱面すべり時の力学的

挙動についても検討を行う． 
 これらを総合して，海底地すべり面等の弱面すべりの再滑動性について検討を行う． 
 
【成果】 
1.2.2.1 弱面すべりの評価手法に関する実験的検討 

 平成 30 年度の検討から，地すべり面が中深度処分で考慮すべき期間（今後約 10 万年間）に

再滑動する可能性を評価する際には，堆積時のすべり面の性状（未固結～半固結状態）を想定

するよりも，今後 10 万年間に変化しうるすべり面の性状を考慮したうえで再滑動性を判断す

ることが重要であることが分かった．また，現在陸化した海底地すべり面は見かけ上固結して

いる可能性があるが，地すべり面と周辺岩盤との力学的・水理学的特性が異なれば，応力集中

や過剰間隙水圧が生じうるため，地すべり面を含む周辺岩盤を総合的に評価する必要性につい

ても整理した．特に，沿岸部の中深度処分埋設深度付近に分布する陸化した過去の海底地すべ

りを具体的な検討対象として，その海底地すべり面が今後 10 万年間の期間に再滑動を生じる

自然条件を抽出した．海底地すべり面の再滑動に影響を与えるパラメータのうち（1）すべり

面にかかる上載荷重，（2）せん断強度（地すべり面の性状を含む）及び周辺岩盤の力学特性，

（3）作用しうる間隙水圧，について再滑動評価の指標として必要な視点を整理した． 
 このような考えのもと，平成 31 年度は，地すべり面と周辺岩盤との力学的・水理学的特性

を評価するための手法として，2 つの異なるタイプのせん断試験を行った． 
 ①間隙水圧がせん断すべり挙動に与える影響を検討することを目的に，間隙水圧を作用させ

ることのできる一面せん断試験用治具を作成し，試験を実施した． 
 ②せん断面を有する岩石に対して上載荷重を厳密に制御した一面せん断試験を長崎大学への

再委託で行った．固着域を有するすべり面や節理面・層理面等が連結した弱面すべり面に

おけるすべり破壊の進展を明らかにするため，模擬岩石供試体を作成し，一面せん断試験

を行った． 
以下に，各せん断実験の詳細を述べる． 
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1.2.2.2 せん断面（すべり面）に作用する間隙水圧の影響に関する実験的検討 

 間隙水圧の上昇による有効応力および破壊強度の低下については広く知られており，過剰な

間隙水圧は断層等のすべりを引き起こす主要因の一つである．しかし，地すべり現場における

間隙水圧の計測は難しく，間隙水圧と弱面のすべりについては詳細に検討することはできてい

ない．また通常，安定解析において扱われる水圧は地すべりブロックの下面に働く作用力（水

圧）として扱われれているが，有効応力の原理に基づいて体積圧（間隙水圧と浮力）として扱

われるべきである． 
 海底地すべり面の再滑動性を評価するための岩石試験としては，せん断荷重と垂直荷重を直

接的に載荷することのできる一面せん断試験が適していると考えられる．既往の一面せん断試

験では，止水の難しさなどからすべり面に高い間隙水圧を作用させる試験は一般的には行われ

ておらず，すべり面に作用する間隙水圧が適正に評価されていない可能性がある．また，間隙

水圧が繰り返し変動したときの透水特性を含む地すべり面及び地すべりブロックの挙動につい

ても検討されていない．そのために，これらの課題に対応した海底地すべり面の再滑動性を評

価するための一面せん断試験の実施が必要となる． 
 間隙水圧とせん断すべり挙動の検討を行っている最近の報告例として，三軸試験機に用いる

円柱供試体のエンドピースを L 字型に加工し，食い違うように配置して載荷する方法がある．

Zhang et al. (2019) 1) は，二酸化炭素を地中貯留層に注入するときに生じる断層の変動につい

て，三軸試験機を利用し，円柱供試体を用いた一面せん断試験を行った（図 1.2.2.2-1a）．この

実験では，超臨界状態における二酸化炭素の圧入が砂岩のすべり面のせん断挙動に与える影響

について検討している．この研究で特徴的なことは，円柱供試体による食い違い型の一面せん

断試験を採用していることであり，高圧・高温条件下における簡易な一面せん断試験の実施に

成功している．結果として，せん断強度に与える影響は，水よりも二酸化炭素の弱化効果が大

きく，摩擦係数が減少した． 
 

(a)   (b)    
 

図 1.2.2.2-1 三軸試験機を用いた一面せん断試験の例． 
(a)砂岩(Zhang et al., 20191))，(b)頁岩 (Carey et al,. 20152)) 

 
 Carey et al. (2015) 2)はインタクトな頁岩の異方性に注目して円柱供試体を用いた一面せん断

試験を実施している（図 1.2.2.2-1b，図 1.2.2.2-2）．本実験においても，円柱供試体を用いた圧

力容器の中における一面せん断試験を実施している．実験結果として，せん断応力がピークに

達した後は，透水係数が上昇している．頁岩の異方性は，せん断破壊状況に大きく影響し，ま

たせん断破壊後の透水係数にも影響していることを実験的に示した． 
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図 1.2.2.2-2 頁岩の異方性の違いによる破壊状況の違い (Carey et al., 20152)) 

 
 Welch et al. (2020) 3) は，せん断強さとせん断面の透水係数の関係について，セメント材料

を用いて実験を行っている．サンプルは円柱供試体に加工されており，円柱半分がセメント材

料，残りの半分が鋼材になっている．圧力容器内の封圧とせん断変形を制御することにより，

セメントと鋼材の境界における剥離の粘着度と摩擦特性を調べている．本実験では，一面せん

断試験中におけるセメント材料と鋼材の境界面の流量の変化を計測しており，せん断すべり前

からすべり後までの水理特性の把握に成功している． 
 これらの既往の研究が示す通り，間隙水圧によるせん断すべりの影響についての実験的検討

事例は少ない．また，後述するように，円柱供試体を一面せん断させるには喰い違いせん断荷

重によるモーメントの発生を，垂直荷重（ここでは圧力容器内の封圧）によって解消されるべ

きであるが，そのような試みが適切に検討されているとは言い難い．そこで本研究では，産業

技術総合研究所が所有する真三軸試験機を利用した一面せん断・透水試験を行い，間隙水圧が

せん断挙動に与える影響について検討した． 
 

1.2.2.2.1 一面せん断－透水試験用治具及び装置の概要 
荷重載荷ユニット 

 本試験装置は，産業技術総合研究所が所有する真三軸試験機を利用した一面せん断・透水試

験装置である（図 1.2.2.2-3）．真三軸試験機は，2 軸のピストン及び圧力容器によって 3 主応

力軸に独立して載荷・変形を制御することが可能であり，岩石を変形・破壊させながら透水係

数・間隙水圧を測定・制御できる．それぞれのピストンは，サーボコントロールシステムによ

って制御されている．アクチュエータ及びフレームの荷重容量は，鉛直 Z 方向は 2500kN，水

平 Y 方向は 500kN である．本真三軸試験機を用いて，岩石の変形・透水に関する様々な研究

が行われている（Sato et al., 2018 4); Panaghi et al., 2018 5)）． 
 本研究では，通常，真三軸変形試験に用いる角柱鋼材のエンドピース（図 4.2-5 を参照）の

代わりに，L 字型のエンドピースを用いた（図 1.2.2.2-4）．供試体の上部と下部に L 字型エン

ドピースを食い違いに配置し，鉛直 Z 方向のピストンによりせん断荷重を載荷する（図

1.2.2.2-5）．水平 Y 方向のピストンによる荷重は，通常の一面せん断試験における垂直荷重に

相当する．さらに，鉛直 Z 方向・水平 Y 方向に加え，封圧によって水平 X 方向の荷重を制御す

ることが可能である．本試験では，それぞれの載荷方向の制御は以下のように行い，せん断面

のすべり強度及び変位を計測した． 
 ・鉛直 Z 方向はピストンのストローク変位を一定速度で載荷． 
 ・水平 Y 方向は左右のピストンを一定荷重で載荷． 
 ・水平 X 方向は封圧により一定荷重で載荷． 
また，それぞれの荷重載荷方向の変位は 5 つの変位計（濱田電気社製 LDT）によって計測した

（図 1.2.2.2-5b）． 
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            (a)                    (b) 
 

図 1.2.2.2-3 (a)真三軸試験装置の模式図．(b)真三軸試験装置の写真． 
鉛直 Z 方向ピストンによって鉛直 Z 方向荷重を，二つの左右の水平 Y 方向ピストンによって水平 Y 方向 

荷重を，圧力容器内の油圧を上昇させることによって水平 X 方向荷重をそれぞれ載荷する．  
 

      
         (a)                     (b) 
 

図 1.2.2.2-4 (a)L 字型エンドピースの写真，(b)L 字型エンドピース治具設計図． 
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       (a)             (b)            (c) 
図 1.2.2.2-5 (a)食い違いに配置した L 字型エンドピースおよび岩石の配置，(b) シリコンに 

よって被覆された岩石及びエンドピース，(c)岩石の破断面と載荷の方向． 
(b)では，鉛直 Z 方向の透水ライン及び変位計が設置されている．変位計は鉛直 Z 方向・水平 Y 方向に 

それぞれ 2 つ(写真で見えている前面と背面)設置し，X 方向は中央に 1 つ設置されている． 
 
透水試験ユニット 

 供試体は透水試験ユニットと透水ラインで接続されており，供試体内の圧力・流量は

TELEDYNE ISCO 社製シリンジポンプ A（上流）及びシリンジポンプ B（下流）によってそれ

ぞれ制御する（図 4.2-4 を参照）．供試体下面から注水し，供試体上面へ排出する構造となって

いる．Li et al. (2002) 6) や Sato et al. (2016 7), 2018 4)) が同様の透水ラインシステムを用いたも

のを報告している．本試験では，鉛直 Z 方向の透水係数を計測する．図 1.2.2.2-4a に示すよう

に，岩石とエンドピースが接触する上流の入口と下流の出口には，流体用の溝が設置されてい

る．岩石試料表面の被覆及び岩石試料とエンドピースの接合には，低粘性シリコン及びシリコ

ンシーラントを使用した（図 1.2.2.2-5b）．試験中のリークは，透水ライン接続部分の繰り返し

使用による劣化や摩耗を除けば，せん断面の端部が最も生じやすい．そのため低粘性シリコン

を被覆し，さらに高粘性のシリコンシーラントを重ね塗りすることによって，ほとんどの実験

においてリークを防ぐことができた．低粘性シリコン及びシリコンシーラントは変形に追随し，

少なくとも 2.5mm までのせん断変位にも対応できることを実験により確認している．供試体

は透水試験を行う場合は含水飽和状態であり，供試体内で水分量が一定になるように制御する．

本試験では，すべり面のみの間隙水圧を上昇させることは想定しておらず，岩石全体の間隙水

圧が一定になるように制御している．室内試験において，岩石供試体内の特定の場所における

間隙水圧を制御・計測することは難しく，岩石供試体全体のバルクの評価を行うことになる．

実際の地すべり面の空間的なスケールから考えると，実験で用いる供試体の全体の間隙水圧を

制御することは，地すべりのアナログ実験としては妥当であると考える．すべり面に作用する

間隙水圧分布の影響については，実験で再現することは難しいため，別途数値計算等による検

討が望ましい． 
  
本試験装置の利点 

 真三軸試験機は「三主応力方向の荷重を独立に制御することが可能」であり，地下の応力状

況を模擬する上で有意性がある．この利点は一面せん断試験においても重要である．しかし，

真三軸試験機を利用した一面せん断試験の検討はこれまでほとんど研究例がない．通常の一面

せん断試験と比較したときの，真三軸試験機を利用した一面せん断試験についての利点を以下

に挙げる．なお，本項で言及する「通常の一面せん断試験」とは，地盤工学会の「岩盤不連続
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面の一面せん断試験方法」（地盤工学会,2009 8)）で取り扱われているせん断箱を利用した一面

せん断試験等のことを言う． 
 
利点１：比較的高い間隙水圧の制御 

 本試験では比較的高い間隙水圧を一面せん断試験中に作用させることが可能である．通常の

一面せん断試験では圧力容器を用いないため，間隙水圧は供試体周りの止水に用いるシリコン

ゴムやゲルシート等の止水性能に依存し，1MPa 程度が限界である．一方，本試験装置は圧力

容器の中でせん断を行うため，間隙水圧を圧力容器もしくは透水ラインの許容値（50MPa 程度）

まで作用させることが可能である．また，岩石を固定し載荷するために用いられるせん断箱は

使用せず，L 字型のエンドピースを用いてシリコンで被覆しているため止水時の被覆作業が簡

易であり，変形時においても高い止水性能が期待できる．このように，本試験装置では，通常

の一面せん断試験では再現できなかった比較的高い間隙水圧を作用させることが可能である．

比較的高い間隙水圧の制御により，地下の間隙水圧の状態を模擬することが可能となり，廃棄

物埋設深度程度の地下の状態を適切に検討することができる． 
 
利点２：水平 Y 方向ピストンストロークによるモーメントの低減効果 

 室内で行うせん断実験では，せん断力によるモーメントが発生し，せん断面に与える影響が

少なくないため，それを解消するような反力が必要である．通常の一面せん断試験では，せん

断箱の下側もしくは上側から載荷することによってモーメントが打ち消される機構となってい

る．上下せん断箱の摩擦やモーメントによるせん断箱の傾斜を防ぐため，三笠ほか (1960) 9) は

改良型一面せん断試験機について提案している．一方，圧力容器を利用した L 字型の一面せん

断試験はこれまでに報告されているが，円柱供試体を用いたものがほとんどである．これらの

試験機では，圧力容器の封圧を垂直荷重としている．垂直荷重がせん断荷重よりも十分大きけ

ればモーメントの打ち消しを期待できるが，通常，垂直荷重はせん断荷重よりも小さく，破壊

後のサンプルを見てもモーメントの影響を大きく受け変形していることがわかる（図

1.2.2.2-2）．一方，真三軸試験機では，岩石に比べると十分剛性の高いピストンストロークによ

ってモーメントを打ち消している上，鋼材のエンドピースが鉛直荷重と垂直荷重を受ける場所

が一体となっており，回転モーメントを打ち消すための工夫がされている． 
 
利点３：封圧による最小主応力の制御 

 通常の一面せん断試験は，せん断箱によって供試体を載荷するため，せん断荷重方向及び垂

直荷重方向に直行する側方の変形を拘束してしまう．ここでいう側方の方向とは，本試験では

水平 X 方向（もしくは σX 方向）に相当する（図 1.2.2.2-5c）．また，水平 X 方向の岩石とせん

断箱の摩擦の分布は均一ではなく，その計算も困難である．既往の研究（例えば，古谷ほか, 
200810)など）でも，せん断箱内面と供試体周面との摩擦が，せん断挙動や強度に影響を与える

可能性があることが指摘されている．古谷ほか (2008) 10) は，カオリン粘土供試体に対して，

せん断箱内面にオイルを塗布した状態で一面せん断試験を行い，せん断箱と供試体の周面摩擦

特性とその影響について報告している． 
 一方，本実験に用いる L 字型のエンドピースは，最小主応力となる水平 X 方向の拘束がない．

加えて，封圧によって荷重を変化させることができるため，一定の圧力を与えることができる

上，最小主応力の変化によるせん断挙動への影響を検討することが可能である．既往の一面せ

ん断試験では，最小主応力がせん断挙動や透水係数に与える影響についてこれまで検討された

例はほとんどなく，本実験装置はその影響を検討することができる．このような検討は，地下

の応力場を適切に再現することにつながり，断層等の弱面すべりの力学的挙動の評価に役立て

ることができる． 
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1.2.2.2.2 一面せん断－透水試験 ―実験法と実験結果― 
岩石試料 

 本試験では，島根県宍道湖周辺に分布する来待砂岩を用いた．来待砂岩は基本的な岩石の特

性が詳細に調べられており，力学及び水理学的な研究の試料として使われている．既往の研究

として，水銀圧入式ポロシメータ及び X 線 CT 構造解析による空隙構造（高橋ほか，2011 11)），

三軸圧縮及び伸張条件における強度・変形特性（高橋ほか，2012a 12)），透水係数及び比貯留率

の拘束圧・軸圧による変化（高橋ほか，2012b 13)），割れ目の性状と形成メカニズム（藤井ほか，

2011 14)），力学異方性（藤井ほか，2012 15)）等の報告例がある．インタクトな試料における間

隙率・透水係数はそれぞれ 21.3%・1.6×10-11 である．岩石試料空隙率を，ASTM(American 
Society for Testing and Materials, 199916))により基準化された手法である水銀圧入式ポロシメ

ータにより測定した．測定に使用した岩石片はそれぞれ 1cm3 程度の大きさである．図 1.2.2.2-6
は，今回実験に用いたサンプルから採取した水銀圧入式ポロシメータ測定結果である．横軸に

空隙直径(μm)を log スケールでとり，縦軸は空隙径ごとの試料の空隙量との相対比率を表して

いる．2 つの来待砂岩の空隙率は 19.16%及び 21.58%であり，空隙径分布は 0.52μm が最も多

く，頂点が 2 つあるバイモーダルな空隙径分布を示している．本結果は既往の報告と調和的で

ある（高橋ほか，2011 11)）． 
 

 
図 1.2.2.2-6 水銀圧入式ポロシメータによる空隙径分布 

 
 本実験では，インタクトな岩石状態から破壊させるのではなく，予めマクロなせん断面を有

する岩石のすべり挙動について検討した．試料は，35mm×35mm×70mm(h)の角柱試料を縦に

半割し，中央部の 35mm×70mm（長辺方向にせん断）をせん断面とした．実験パラメータは

せん断面に対して垂直な拘束圧，せん断面のラフネス，間隙水圧とした．せん断面は，平滑な

面と荒い面の 2 種類とした．平滑な面は研削盤を使用して可能な限りなめらかな面を作製し，

荒い面はたがねの打ち込みによって作製した．本実験では，基本的な試験機の性能の確認とと

もに，せん断面にかかる間隙水圧の影響を検討することを目的に，表 1.2.2.2.1-1 のケースにつ

いて試験を行った．  
 

表 1.2.2.2-1 実験条件一覧 

 せん断面の 
ラフネス 

垂直荷重 MPa 
（水平 Y 方向） 

封圧 MPa 
（水平 X 方向） 

間隙水圧
MPa 

載荷速度
mm/min 

透水係数測定

方法 

ケース 1 なし 
（平滑） 5.7 3.0 1 0.002 連続式フロー

ポンプ法   

ケース 2 なし 
（平滑） 8.0 6.0 1,2,3,4 0.02 フローポンプ

法 

ケース 3 あり 
（凸凹） 7.5 3.0 1 0.02 フローポンプ

法 
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実験手順 

 実験の手順を以下に述べる． 
 ①予めイオン交換水に沈め，含水飽和させた供試体を，真三軸試験機にセットする． 
 ②水平 Y 方向のピストンにより荷重制御により設定荷重まで載荷する． 
 ③水平 X 方向荷重である封圧を油圧により設定荷重まで載荷する． 
 ④間隙水圧を所定値に設定する． 
 ⑤鉛直 Z 方向のせん断荷重をストローク変位制御によって載荷する． 
 ⑥幅広い透水係数の計測が行えるフローポンプ（下流側定圧制御）法による透水試験を行う． 
  透水係数は，供試体の両端の水頭差の定常状態を確認した後，次式によって算出した． 

𝑘𝑘 = 𝑞𝑞𝑞𝑞
𝐴𝐴𝐴𝐴

       (1) 
ここで，k は供試体の透水係数（m/s），q は流量（m3/s），A は供試体の断面積（m2），H
は供試体両端の水頭差（m），L は供試体の高さ（m）である． 

 
実験結果：ケース 1 
 ケース 1 の実験結果として，せん断応力及び透水係数とせん断変位の関係を図 1.2.2.2-7 に

示す．図 1.2.2.2-8 に実験に使用した岩石と，実験後圧力容器から取り出した岩石の様子を示す． 
 図 1.2.2.2-7 より，せん断変位 0.22mm でせん断応力 4.4MPa に達し，その後せん断応力はほ

ぼ一定でせん断変位が増加した．せん断変位 1.34mm でピークせん断応力 4.6MPa に達した．

せん断変位が 2.0mm を超えた段階で載荷を止めた．前述したように，垂直荷重及び封圧は荷

重一定で制御しているため，せん断試験中はそれぞれ 5MPa 及び 3MPa で変化しない． 
 透水係数は，上流側を 0.005ml/min の流量一定で，下流側を 1MPa の圧力一定で制御し，せ

ん断試験中も継続して差圧を計測した．せん断試験中においても，上流側と下流側の安定した

差圧が計測できるように，ケース 1 のせん断変位速度は 0.002mm/min とした．透水係数はせ

ん断応力載荷時に 2.97E-10(m/s)を示し，その後，せん断応力の増加とともに減少したあと，

せん断応力が一定になるとともに，透水係数の減少率も減少した．せん断変位 1.74mm で，透

水係数の最小値 1.31E-10(m/s)を示した．実験の結果は，マクロなせん断面を有する岩石の透

水性がせん断応力と密接に関係していることを示した． 
 図 1.2.2.2-8b に，載荷装置から取り外した後の除荷された岩石の状態を示す．せん断面の端

部がシリコンによって適切に止水され間隙水圧の上昇にも耐える被覆になっていることがわか

る． 

 

 
図 1.2.2.2-7 ケース 1 におけるせん断応力および透水係数（対数表示）-せん断変位関係 
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(a)      

(b)   
図 1.2.2.2-8 ケース 1：(a)平滑な面を持つ岩石，(b)実験後の変形状況と端部の拡大図 

 
実験結果：ケース 2 
 ケース 2 の実験結果として，せん断応力，間隙水圧，透水係数及びせん断面に対する垂直変

位（水平 Y 方向変位）とせん断変位の関係を図 1.2.2.2-9 に示す．ケース 2 では，間隙水圧の

影響を調べるため，せん断試験中に間隙水圧を 1,2,3,4MPa と段階的に上昇させた． 
 図 1.2.2.2-9a より，せん断変位 0.20mm でピークせん断応力 4.26MPa に達し,その後若干軟

化したことがわかる． 
 透水係数は，フローポンプ法によってせん断荷重載荷前とピークせん断応力後の 2 点計測し

た．上流側を 0.05ml/min 及び 0.02ml/min の一定流量で，下流側を 1MPa の圧力一定で制御し

ており，透水係数は 1 点目が 4.37E-10m/s，2 点目が 1.55E-10m/s となった．ケース１と同様

に，透水係数はせん断荷重載荷前より載荷後の方が低い値を示した． 
 図 1.2.2.2-9b に，垂直変位（水平 Y 方向）を示す．ピークせん断応力に達するまえの 0.09mm
に 0.0022mm を示したが，せん断変位に伴いいったん減少した後再び増加に転じた． 
 本実験では，せん断変位が 0.5mm 程度増加するごとに，間隙水圧を 1MPa 増加させた．間

隙水圧の増加は，せん断応力及び垂直変位どちらにも影響を与えた．表 1.2.2.2-2 に，せん断応

力と垂直変位の値について，間隙水圧変更直前，変更直後，及びそれらの差を示す．間隙水圧

の変更前後でせん断応力及び垂直変位とも変動しているが，ほぼ一定の値で変動していること

がわかる． 
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 図 1.2.2.2-10 にピーク及び間隙水圧変更直後のせん断応力と，有効垂直応力の関係を示す．

有効垂直応力は，垂直応力 8MPa を間隙水圧で減じた値である．図 1.2.2.2-10 は，限られた間

隙水圧の値における結果であるが，間隙水圧の影響がせん断応力に与える影響を示している． 
 

表 1.2.2.2-2 間隙水圧変更前後のせん断応力と垂直変位． 
 

間隙水圧 
せん断応力 (MPa) 垂直変位(mm) 

前 後 差 前 後 差 
1MPa→2MPa 3.99 3.66 0.33 0.169×102 0.323×102 0.154×102 
2MPa→3MPa 3.48 3.18 0.30 0.575×102 0.742×102 0.167×102 
3MPa→4MPa 3.04 2.78 0.26 1.067×102 1.297×102 0.230×102 

 

  
         (a)                   (b) 
図 1.2.2.2-9 ケース 2 における (a)せん断応力，間隙水圧，透水係数（対数表示）－せん断 

変位の関係，(b)垂直変位（水平 Y 方向変位）及び間隙水圧－せん断変位の関係． 
 

 
図 1.2.2.2-10 せん断応力と有効垂直応力の関係． 

 
実験結果：ケース 3 
 ケース 3 の実験結果として，せん断応力，透水係数，及び垂直変位（水平 Y 方向変位）とせ

ん断変位関係を図 1.2.2.2-11 に示す．図 1.2.2.2-12 に，実験に使用した岩石を，図 1.2.2.2-13
に実験後圧力容器から取り出した後の様子を示す． 
 図 1.2.2.2-11 より，せん断変位 0.42mm でピークせん断応力 17.5MPa に達し，その後なだ

らかに軟化し残留せん断応力に安定する傾向を示した．ケース 3 の岩石試料は，凸凹が大きい

面を有しており，垂直荷重も高いため，ケース 1 及びケース 2 よりも大きなピークせん断応力

を示した．垂直変位はせん断変位の増加に伴い上昇した． 
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図 1.2.2.2-11 ケース 3 におけるせん断応力，透水係数（対数表示），垂直変位（水平 Y 方向変

位）－せん断変位の関係． 
 

   
図 1.2.2.2-12 ケース 3：凹凸の面を持つ岩石（実験前）． 

 

   
図 1.2.2.2-13 ケース 3：凹凸の面を持つ岩石（実験後）． 

 
 透水係数は，フローポンプ法によってせん断荷重載荷前とピークせん断応力後の 4 点計測し

た．上流側を 0.002ml/min～0.01ml/min の一定流量で，下流側を 1MPa の圧力一定で制御して

おり，透水係数は 1 点目が 3.12E-10m/s，2 点目が 1.30E-10m/s，3 点目が 1.14E-10m/s，4 点
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目が 1.30E-10m/s となった．ケース１及びケース 2 と同様に，透水係数はせん断荷重載荷前よ

り載荷後の方が低い値を示した．フローポンプ法は上流と下流側の差圧が安定するのを 1 時間

程度待つ必要があるため，せん断応力がリラクゼーションを起こしていることがわかる．しか

し，再びせん断荷重を加えると，元の応力まで上昇し再度滑り始めた．せん断面の開口がせん

断面に垂直な方向の水の流れに直接関係していると仮定すると，透水係数と垂直変位に一定の

関係性があると考えられるが，本実験では二つの値に明瞭な関係性は見られなかった．この結

果は，単純にせん断面の開口がせん断面に垂直な方向の岩石の透水係数を支配しているわけで

はないことを示している可能性がある．岩石のせん断面の形状が透水係数へ与える影響を調べ

る方法として，せん断面のない岩石について本ケースと同様のせん断力を載荷したときの透水

係数を計測し比較することが考えられる．また，図 1.2.2.2-12 と図 1.2.2.2-13 を比較すると，

せん断試験によって岩石の凹凸が摩耗していることがわかる．岩石のラフネスの有効垂直応力

への影響はこれまで実験的に調べられた例がほとんどなく，今後の検討課題である． 
 図 1.2.2.2-14~17 に，せん断実験後の X 線による透視画像（CT 画像）を示す．本 CT 画像

は，黒く見える部分は間隙で，より白く見える部分ほど粒子が密である．CT 画像は圧力容器

から取り出した後の大気圧状態で撮影しており，実験の最終変形時とはき裂の幅やせん断面の

かみ合わせの位置が異なっている可能性がある．図 1.2.2.2-14a は，CT 画像断面を再構築した

立体画像であり，図中の矢印は実験時のせん断方向を示す．図 1.2.2.2-14b,c,d に，図 1.2.2.2-14a
の中心を通る X-Y 断面，X-Z 断面，Y-Z 断面をそれぞれ示す．ケース 3 供試体は，中央に大き

な凹凸があり（図 1.2.2.2-12 を参照），その凹凸周辺に生じる局所的な応力によって試料内に

き裂が生じていることが CT 画像から確認できる（図 1.2.2.2-14b 及び図 1.2.2.2-14d）．図

1.2.2.2-15 は，図 1.2.2.2-14a の X-Y 断面下部，中央部，上部を示す．図 1.2.2.2-15a 及び c は，

中央に巨視的なせん断面があるが，せん断試験による新たなき裂はほとんど確認できない．一

方，図 1.2.2.2-15b は，一つの巨視的なせん断面だけではなく，中央から上部に多くのき裂が X
方向に平行に発生しており，せん断荷重による岩石の損傷が局所的に生じていることを示して

いる． 
  

 
         (a)         (b)       (c)       (d) 

図 1.2.2.2-14 凹凸の面を持つ岩石の CT 画像（ケース 3，実験後） 
(a)立体画像，(b)X-Y 断面中央,(c)X-Z 断面中央,(d)Y-Z 断面中央． 
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        (a)           (b)           (c)   

図 1.2.2.2-15 凹凸の面を持つ岩石の CT 画像（ケース 3，実験後） 
(a) X-Y 断面下部，(b) X-Y 断面中央，(c) X-Y 断面上部． 

 

 
           (a)        (b)         (c)   

図 1.2.2.2-16 凹凸の面を持つ岩石の CT 画像（ケース 3，実験後） 
(a) Y-Z 断面手前，(b) Y-Z 断面中央，(c) Y-Z 断面奥． 

 

 
           (a)                (b)    

図 1.2.2.2-17 凹凸の面を持つ岩石の CT 画像（ケース 3，実験後） 
(a) X-Y 断面中央，(b) Y-Z 断面中央拡大図．図中の矢印は岩石が細粒化している箇所を示す． 

 
 図 1.2.2.2-16 は，図 1.2.2.2-14a の Y-Z 断面手前，中央，奥を示す．Y-Z 断面から，せん断面

の左側の岩石試料にき裂が生じており，中央部分の凹凸からき裂が進展していることがわかる．

き裂は，凸部を持つ右側の岩石試料には殆ど見られず，凹部を持つ左側の岩石試料に集中して
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いる．せん断時に凸部が引っかかりとなり，応力の集中が生じ，斜めのき裂が生じている．こ

のき裂は，凸部による応力集中と回転力による引張き裂であると考えられる．このような局所

的な岩石挙動は，ひずみゲージによるひずみの分布を測定することで，より詳細に把握するこ

とが可能である．図 1.2.2.2-17 は，凹凸周辺のき裂の状況を示す．図中の矢印が示すように，

巨視的なせん断面の開口が細粒化した岩石によって塞がれている様子が観察できる．これらの

岩石の細粒化は，せん断応力上昇とせん断変形の増大に伴って生じていると考えられる．また，

岩石の細粒化は，図 1.2.2.2-11 に示したせん断変形時の透水係数の減少に影響を与えていると

考えられる．即ち，せん断変位の増大とともに岩石の細粒化が生じ，せん断面に存在する空隙

（水みち）が岩石粒子によって塞がれ，透水係数が減少したと解釈できる．細粒化の分布状況

と透水係数の変化に関する定量的な検討は今後の課題である． 
 
 
供試体のミクロ的な構造 

 図 1.2.2.2-18 に，せん断方向及びせん断実験後のすべり面の様子を示す．本実験は，せん断

後のすべり面が観察しやすいように乾式状態で試験を行ったため，透水試験や間隙水圧の上昇

は検討しなかった．図 1.2.2.2-18a の矢印が示すように，中央付近の凹凸が最も大きく，上下

端部に向かうにしたがって凹凸が小さくなり，左右の岩石の厚さはほぼ同じになる．図

1.2.2.2-18b,c は左右のすべり面の様子を示す．図 1.2.2.2-18a の矢印が示す凹凸が最も大きい

場所より上部では，せん断によって岩石同士が擦れ，摩耗している白色部分を確認することが

でき，ほぼ左右対称になっていることがわかる（図 1.2.2.2-18b,c）．せん断過程で擦れた場所

は，試料下部と明らかに異なる破面状況を示している．図 1.2.2.2-19 の矢印が示すように，せ

ん断方向の条線が確認できる．本岩石試料は，たがねの打ち込みによってせん断面を整形して

いるため，せん断実験前の破面は引張荷重が支配的な状況における面の形成と考えてよい．そ

のため，図 1.2.2.2-19 で確認できる条線は，せん断実験によって形成されたものである．また，

条線ができている部分は，岩石が細粒化されており，ガウジが作られていることがわかる．せ

ん断過程としては，右側サンプルの方が中央付近の凹凸が大きいため，左側の試料が乗り上げ

るようにしてせん断したと考えられる．左側の試料が上部から乗り上げる際には，水平 Y 方向

の垂直荷重が固定されているため，岩石の上部のせん断荷重に対する抵抗力が増加し，岩石の

摩耗が下部より上部の方が大きくなったと考えられる． 
 破面の性状とすべり挙動の力学的特性の関係について，Bahat (1991) 17) は破断面解析を地質

学に応用し，野外の岩石の割れ目の形状から破壊時の応力状態の推定を試み，破断面に現れる

模様を観察することで，破壊の起点，モードや進行方向，応力状態，タイプ（脆性・延性），伝

播速度，温度条件等との関係性を議論している．断層面の表面粗さはすべり量や破壊時の応力

と関係がある可能性があるため，断層面の表面粗さに基づいた断層の活動性の検討も行われて

いる（田中ほか，201818)）．力学実験と破断面解析について検討している例として，例えば Jiang 
et al. (2004) 19) は，岩石のせん断挙動とせん断面のラフネスの影響について調べており，せん

断挙動に大きな違いがあることが分かっている．藤井ほか (2011) 14) は来待砂岩の三軸伸張試

験を行い，破断面の解析やラフネスの違いから応力と割れ目粗度との関連について検討してい

る．また，佐藤ほか (2019) 20) は，破断面の三次元情報を粗さやうねりに分けて解析を行い，

応力条件によって変化する破断面性状について考察している．今後の課題として，3D スキャ

ナーを用いた破面の粗さ測定や，走査型電子顕微鏡を用いた微視的な解析を通して，ラフネス

の増加に伴うせん断挙動の検討が考えられる．特に，応力条件及び岩種の違いや，間隙水圧や

せん断速度の影響を考慮しそれぞれの破断面構造の関係性を明らかにすることが重要である． 
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(a)   (b)   (c)  
       (a)            (b)              (c) 
図 1.2.2.2-18 凹凸の面を持つ岩石（実験後）の横断面(a)と左側(b)及び右側(c)のすべり面 

(a)の左右の矢印はせん断方向を，中央の矢印は最も凹凸が大きい場所を示す． 
 

(a)       (b)  

(c)   (d)  
図 1.2.2.2-19 凹凸の面を持つ岩石（実験後）の左側すべり面(a)および拡大図(b)～(d) 

矢印は鉛直方向にせん断したことを示す条線． 
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1.2.2.3 せん断面（すべり面）に作用する上載荷重の影響に関する実験的検討 

 H30 年度は，地すべり面の再活動に影響を与えるパラメータとして，以下の三つについて必

要な視点を整理した：（1）すべり面にかかる上載荷重，（2）せん断強度（地すべり面の性状を

含む）及び周辺岩盤の力学特性，（3）作用しうる間隙水圧．このうち，地すべり面のせん断強

度は，すべり面の固結度に大きく依存する．例えば，過去の海底地すべり面は，すべり面が形

成された後の堆積の過程で圧密・続成され，すべり面の固結度が変化していくと考えられる．

現在陸化した海底地すべり面は見かけ上固結している可能性があるが，その固結度は堆積時間

と場所によって大きく異なる可能性がある．したがって，地すべり面の強度を適切に評価する

ためには，固結度の状態（未固結から部分的固結，完全固結）による力学的変化，及び上載荷

重の影響を把握する必要がある．本項では，部分的固結度の状態が変化することを想定した，

断続的不連続面を有する岩石を作成し，上載荷重を変化させた時のせん断すべり挙動に与える

影響について実験的な検討を行った． 
 通常の一面せん断試験では，制御の手軽さから垂直荷重が応力一定もしくは変位一定条件下

におけるせん断挙動について測定が行われる．しかし，表層近傍を除く岩盤内では，せん断力

が作用している不連続面に対する垂直方向の応力や変位が一定であることは考えにくい．これ

は例えば，岩盤内の不連続面がせん断荷重を受けるとき，摩擦や表面の凸凹によってダイレー

ション（垂直変位）が生じるが，その時の不連続面に作用する応力及び変位の状態は一定では

ないことを考えるとわかりやすい．Jiang et al. (2004) 19) は，このような実際の岩盤の状態と

室内実験における供試体の状態の乖離を解消するために，上載荷重を制御した剛性一定条件下

における一面せん断試験装置を考案し，せん断試験時の上載荷重の条件の違い（応力一定と剛

性一定）がせん断強度及び垂直変位などのせん断挙動に与える影響について実験的検討を行っ

た． その結，応力一定の条件に比べると，剛性一定条件下においては垂直変位が大幅に減少し

ていることを示し，地下の岩盤のせん断挙動をより適切に扱うことができることを示した． 
 不連続面の固結度の状態や不連続面が断続的に存在する場合のすべり破壊に関する影響につ

いては，Lajtai (1969) 21) や Stimpson(1978) 22) の検討がある．Lajtai (1969) 21) や Stimpson 
(1978) 22)は，断層等の活動による変動によって，元々存在する断続的不連続面がき裂の進展と

ともに連結し，マクロなせん断すべりを生じさせ，それが力学的挙動を支配するとしている．

岩盤におけるき裂の進展と連結は，岩盤の強度と剛性を大きく低減させるため，岩盤斜面や地

下空洞のせん断破壊を引き起こす可能性がある（Einstein et al., 1983 23)）．例えば，Li et al. 
(2012) 24) は，Jinping-II ダムの水力発電所のトンネルの中でボアホールカメラ観察を実施し，

トンネル周辺岩盤の変形に伴い断続的不連続面が互いに連結することにより，最終的にはマク

ロ的な破壊を引き起こす現象を観察した．また，Huang et al. (2015) 25) は，Xiaowan 水力発電

所の貯水池周囲の斜面において典型的なステップ状破壊を確認し，既存の断続的不連続面との

関係性について指摘している． 
 不連続面の相対的な位置関係（幾何学的パラメータ）に関するこれまでの研究では，き裂の

連結性（Savilahti et al., 1990 26); Wong et al., 2001 27); Zhang et al., 2006 28); Ghazvinian et al., 
2007 29)），き裂のオーバーラップ（Savilahti et al., 1990 26); Sarfarazi et al., 2014 30)），き裂の

方位（Gehle and Kutter 2003 31); Gerolymatou and Triantafyllidis 2016 32); Yang and Kulatilake 
2019 33)）等が，断続的不連続面の力学的挙動に影響を与えることが分かっている．表 1.2.2.3-1
に，既往研究において取り上げられている典型的な不連続面の配置（幾何学的パラメータ）と

不連続面から発生するき裂とき裂による不連続面の結合の状況を示す． 
 表 1.2.2.3-1 に示すように，これまでの研究は二つの断続的不連続面における検討であり，複

数の断続的不連続面の力学的影響について検討した例はない．そこで本項では，部分的固結度

の状態が変化することを想定し，断続的不連続面を有する模擬岩石を作成し，上載荷重を一定
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に制御した一面せん断実験を行った．実験は，断続的不連続面の分布性状（き裂の連結性，間

隔，並びにオーバーラップ）をパラメータとしてせん断挙動への影響を考察した．また，AE
（アコースティックエミッション）イベントの計測も併せて実施し，せん断過程におけるマク

ロ的な変形挙動やせん断強度の変化について評価を行った． 
 

表 1.2.2.3-1 既往の研究における不連続目の配置と不連続面から発生するき裂の状況. 

オーバーラップ 
(e=0~0.45) 

(Savilahti et al., 1990 26)) 

   

ロックブリッジ角度 
(β=25°, 90°,115°) 

(Sarfarazi et al., 2014 30)) 

   

連結性 
(k=0.85, 0.7, 0.4) 

(Sarfarazi et al., 2017 34)) 

   

連結性 
(k=0.75, 0.5, 0.25) 

(Yang et al., 2019 33)) 

   
 
1.2.2.3.1 部分的な固着域をもつ実験用供試体の作成 
 原位置の岩盤から部分的な固着域をもつ岩石のサンプルを採取することは困難なため，本実

験では Jiang et al. (2004) 19) が提案した模擬岩石供試体を使用する．模擬岩石供試体は，石膏，

水，遅延材を 1:0.2:0.005 の重量比で混合して作成するものであり，その力学的特性値を砂岩

と比較したものを表 1.2.2.3-2 に示す． 
 実際の岩盤では，節理面や層理面等とき裂が複雑に分布しており，室内実験に用いる岩石供

試体で実在岩盤の不連続面の幾何学的特性を模擬することは困難である．そこで，せん断挙動

に影響が大きいと思われる幾何学的パラメータを抽出し，せん断試験用の供試体(200×100× 
100mm)を作成した．本実験では，部分的固結度の状態が変化することを想定した断続的不連

続面の幾何学的パラメータとして，連結性，オーバーラップ，及び間隔について検討する．こ

れら三つのパラメータの定義および概念図を図 1.2.2.3-1 に示す．  
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表1.2.2.3-2 模擬岩石供試体及び砂岩の力学特性． 

 Density Compressive 
strength 

Elastic 
modulus 

Poisson’s 
ratio 

Brazilian 
tensile 

strength 
Cohesion Friction 

angle 

Unit g/cm3 MPa GPa  MPa MPa ° 
Rock-like 
material *1 2.066 47.4 28.7 0.23 2.5 5.3 63.3 

Sandstone *2 2.20-2.71 20-170 3-35 0.02-0.2 4-25 4-40 25-60 

 *1: Jiang et al.(2004) 19)   *2: Zhuang et al.(2014) 35) 
 
 

• 連結性 (Joint persistency factor)： k=Lj/(Lj+Lr) 
• オーバーラップ (Joint overlapping factor)： e=Lc/Lj 
• 間隔 (Joint spacing factor)： d=D/Lj 

 
図1.2.2.3-1 模擬岩石供試体の幾何学的パラメータに関する概念図． 

Dは不連続面の間隔，βはロックブリッジの角度，Ljは不連続面の長さ，Lrは隣り合う不連続面の距離． 
 

表1.2.2.3-3 本実験で作成した模擬岩石供試体一覧． 

Sample Lj/ 
mm Lr/ mm k d e  

S-K1 5.0 15.0 0.25 ---- ---- 

 

S-K2 10.0 10.0 0.50 ---- ---- 
S-K3 15.0 5.0 0.75 ---- ---- 

T-K1-D2-E3 5.0 15.0 0.25 1.0 1.0 

 
Nr=3 (Three rows ) 

T-K2-D2-E3 10.0 10.0 0.50 1.0 1.0 
T-K3-D2-E3 15.0 5.0 0.75 1.0 1.0 
T-K2-D1-E3 10.0 10.0 0.50 0.5 1.0 
T-K2-D3-E3 10.0 10.0 0.50 1.5 1.0 
T-K2-D2-E1 10.0 10.0 0.50 1.0 0 
T-K2-D2-E2 10.0 10.0 0.50 1.0 0.5 

 
 本実験では，2 ケースの断続的不連続面の分布を設定した．ケース 1 として，連結性の異な

る断続的不連続面（k = 0.25〜0.75）が一列に分布するもの，ケース 2 として，断続的不連続

面の連結性（k = 0.25 〜0.75）が同様であるが，三列に分布するものを用意した．ケース 1 は，

過去の海底地すべり等の地すべり面を模した単一不連続面，ケース 2 は節理面や層理面の連結

による弱面すべり面を模した複数不連続面として一面せん断試験を行った．表 1.2.2.3-3 に示す

ように，断続的不連続面の間隔は d = 0.5〜1.5 とオーバーラップは e = 0〜1.0 とする．上載荷

重は 1.0MPa と 3.0MPa に制御してそれぞれせん断試験を行った． 

D β 

Lj 
 

Lr 

Lc 
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図 1.2.2.3-2 (a)模擬岩石供試体の作成に使用した養生型枠，(b)作成した模擬岩石供試体. 

 
 図 1.2.2.3-2 に断続的不連続面を作るための養生用の型枠及び作成した模擬岩石供試体を示

す．薄いステンレス板をジョイントボードに挿入することで，断続的不連続面を作成するため

の型枠ができる．型枠に石膏を流し込んだ後，供試体が損傷しないようにステンレス板を慎重

に引き抜いた．また，供試体に気泡が生じないように，石膏が固化する前に振動させて気泡を

除去した．図 1.2.2.3-2b に示すように，供試体は室温で 28 日間硬化させてからせん断試験に

用いた．ジョイントボードとステンレス板を交換することにより，表 1.2.2.3-2 に示した断続的

不連続面を有する岩石供試体を作成した． 
 
1.2.2.3.2 一面せん断試験装置と試験手順 
 図 1.2.2.3-3 に，本実験に使用した試験装置と MIS 制御システム（試験条件の設定，制御パ

ネル，データ記録）および AE 計測システムを示す（Jiang et al., 2004 19)）．本試験装置は，油

圧サーボアクチュエータによって，せん断荷重及び垂直荷重を載荷する．最大垂直荷重と最大

せん断荷重はどちらも 200 kN である．せん断面にかかる垂直荷重は，2 つの鉛直載荷ジャッキ

を制御することによってほぼ均一に作用させることができる．また，せん断力は，2 つの水平

を保持するアームの反力によって釣り合いが保たれている．垂直応力の載荷範囲は，0～20MPa
で，地表面から約 800m の深さまでの応力条件を再現することが可能である．荷重はせん断方

向及び垂直方向に設置された 3 つのロードセルによって，変位はせん断箱の上部に取り付けら

れた LVDT によって計測される．せん断箱は上部と下部で構成され，上部を固定，下部を移動

することで不連続面がせん断力を受ける機構となっている．せん断試験は，100～500mm のせ

ん断長さの試料に対応することできる． 
 せん断試験の手順としては，まず供試体の上端に 0.5MPa/min の載荷速度で垂直荷重を加え，

所定の垂直応力レベルに達した後，それを一定に保ったままでせん断荷重を作用させる．なお，

一面せん断荷重は 0.15 mm/min のせん断変位速度で制御している． 
 せん断試験中の破壊進展状況は，AE（Acoustic Emission）を用いてモニタリングした．研究

計画段階では，ビデオ観察等による岩盤内部の弱面すべりの観察を予定していたが，内部構造

をより詳しく定量的に考察するために AE を用いることとした．AE イベントは，PAC-AEwin
システム（最大 8 チャネル）と PICO センサーを用いて測定した．PICO センサーの大きさと

限られた設置スペースを考慮し，せん断試験では最大 6 個の PICO センサーをせん断箱の両サ

イドに取り付けて AE イベントの計測を行った（図 1.2.2.3-3b）．PICO センサーを供試体の表

面に直接取り付けるために，せん断箱の両側に U 型の溝を設置した．このせん断箱には最大で

12 個の PICO センサーを取り付けることが可能である．PICO センサーの共振周波数は 50 kHz
に設定され，動作周波数範囲は 100kHz〜1MHz である．AE イベントのサンプルレートは
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5MSPS(Million Samples Per Second)に設定し，プリアンプの増幅とシステムの閾値は両方と

も 40 dB に設定した．一面せん断過程における AE イベントを適切に計測するために，PICO
センサーの配置について，以下の 2 点を考慮した． 
（a）可能な限りせん断面全体を囲むように配置する． 
（b）対面する 2 個の PICO センサー間の距離は，可能な限り一定に保持する． 
これらの点を満足するため，長方形せん断面を囲むように 5 個または 6 個の PICO センサーを

取り付けた．また，AE 信号の減衰を減らすために，供試体と PICO センサーとの間にカプラ

ント（接触媒質）を塗布した． 

(a)  

(b)  
 

図 1.2.2.3-3 (a)一面せん断試験装置，(b)せん断箱と PICO センサーの位置関係． 
 
1.2.2.3.3 実験結果①：せん断破壊パターン 
 断続的不連続面を有する供試体のせん断破壊パターンを整理するために，隣り合う不連続面

（ロックブリッジ）の破壊挙動について考察する．表 1.2.2.3-4 は本研究において観察された 5
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#
 

3
#
 4

#
 

40 mm 60 mm 60 mm 40 mm 
PICO sensor 

Front face 

Back face 



第１章 自然事象等を考慮した評価対象地盤の性能評価に係る科学的・技術的知見の取得 

1-96 

つのき裂の結合タイプを示す．また，表 1.2.2.3-5 に，今回の一面せん断試験において観察され

たすべての最終破壊パターンをまとめて示す． 
 表 1.2.2.3-4&5 から，複数タイプのロックブリッジが確認できる．例えば，断続的不連続面

が一列に並んでいる供試体（S-K1とS-K2）では，Type-ⅠとⅡの両方が観察された．供試体（S-K3）
のみが Type-Ⅱの複合破壊モードを示した．一方，断続的不連続面を三列に配置した供試体は，

せん断破壊パターンがより複雑になる．各実験ケースでは少なくとも 3 種類の結合タイプを示

し，タイプⅡとタイプⅢは多くのケースで確認されたが，タイプⅠは，T-K1-D2-E3（k = 0.25）
のように，連結性の低い場合に発生する傾向がある．一方，タイプⅣは，T-K2-D2-E1（e = 0）
や T-K2-D2-E2（e = 0.5）のように，短い不連続面がオーバーラップする場合において，同列

でない不連続面同士の相互作用によって生じている可能性がある．Type-Ⅴは，垂直応力 3.0 
MPa における T-K3-D2-E3（k = 0.75）および T-K2-D1-E3（d = 0.5）の場合にのみ観察された．

これらは，断続的不連続面の連結性がよく，かつ間隔が比較的狭いロックブリッジ内の応力集

中による影響と考えられる． 
 断続的不連続面が一列に配置した供試体は，不連続面に沿ってマクロせん断破壊を生じるこ

とが表 1.2.2.3-5 からも確認することができる．一方，断続的不連続面が三列に並んでいる供試

体は，マクロせん断破壊が三列にわたり蛇行して通り抜けるように生じる．特に，不連続面の

連結性が弱くなると，マクロせん断破壊は断片的になり，曲がりながら進展する現象がみられ

る．S-K1 および T-K1-D2-E3（k = 0.25）の場合のように，多くの引張き裂は不連続面の先端

から生じ，せん断領域に沿って材料の押しつぶしや表面剥離を生じる．また，T-K2-D2-E1，
T-K2-D2-E2 と T-K2-D1-E3 では，断続的不連続面の間にあるロックブリッジの破壊（Type-Ⅲ
～Ⅴ）によって引き起こされたマクロせん断面において，不規則なブロックが形成されている． 
 
 

表 1.2.2.3-4 本実験で観察されたロックブリッジのき裂の結合. 
き裂の結合

タイプ 
Type-Ⅰ Type-Ⅱ Type-Ⅲ Type-Ⅳ Type-Ⅴ 

場所 Coplanar Coplanar Non-overlapping Non-overlapping Overlapping 

拡大図 
     

き裂の結合

概念図 
  

 
 

 

S-K1 ○● ○●  
Note: ○σn=1 MPa  ●σn=3 MPa 

S-K2 ○ ○●  
S-K3  ○●    

T-K1-D2-E3 ○● ○● ○●   
T-K2-D2-E3 ○ ○● ○● ●  
T-K3-D2-E3  ○● ○●  ● 
T-K2-D1-E3  ○● ○●  ● 
T-K2-D3-E3  ○● ○● ○  
T-K2-D2-E1  ○● ○● ○●  
T-K2-D2-E2 ○ ○● ○● ○●  

 

① 

② 
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表 1.2.2.3-5 本実験における岩石供試体の最終破壊パターン. 
 σn=1 MPa σn=3 MPa 

S-K1 

  

S-K2 

  

S-K3 

  

T-K1-D2-E3 

  

T-K2-D2-E3 

  

T-K3-D2-E3 

  

T-K2-D1-E3 

  

T-K2-D3-E3 

  

T-K2-D2-E1 

  

T-K2-D2-E2 

  
 
1.2.2.3.4 実験結果②：せん断変位の増加による応力の変化 
 図 1.2.2.3-4 に，代表的なせん断応力及び垂直変位-せん断変位関係を示す．本実験では，せ

ん断過程における不連続面の力学的挙動（せん断応力と垂直変位の変化）を 5 つのステー
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ジに分けて考察を行う．  
 ・ステージⅠ：圧縮による既存き裂の閉塞や模擬供試体の収縮により圧縮変位を生じ，τ-δh

曲線はほぼ線形挙動を示す． 
 ・ステージⅡ：垂直変位はほぼ線形であるが，τ-δh 曲線は明らかな非線形を示し，マイ

クロクラックの生成と進展による損傷が生じていることが想定される．ス

テージⅡの後半では，き裂の進展による断続的不連続面の連結に起因して

τ-δh と δv-δh の両方が急激な低下を示す． 
 ・ステージⅢ：マクロせん断面に垂直応力が再びかかり，せん断応力と垂直変位も再び

増加に転じる．ステージⅢの後半は，せん断応力が 2 回目のピーク値に達

する．  
 ・ステージⅣ：せん断応力がゆっくりと減少し始め，破壊したロックブリッジで形成さ

れた凹凸（アスペリティ）の摩擦効果や岩石ブロックによる乗り上げ効果

のため，非線形的な垂直変位の挙動を示す．  
 ・ステージⅤ：残留応力の過程であり，せん断応力及び垂直変位は徐々に一定の値に収

束する．  
 本研究では，ピークせん断強度に対応する垂直変位をピーク垂直変位(δv

p)，せん断試験

を停止した時点の垂直変位を最終垂直変位(δv
t)と定義する． 

 

 
図 1.2.2.3-4 代表的なせん断応力及び垂直変位-せん断変位関係． 

ステージⅠ：初期圧密の過程，ステージⅡ：垂直変位が線形に増加する過程，ステージⅢ：再び応力が作用す

るステージ，ステージⅣ：すべりを伴う垂直変位が増加するステージ，ステージⅤ：残留強度を示すステージ・． 
 
1.2.2.3.5 実験結果③：ピークせん断強度について 
 図 1.2.2.3-5 に，各供試体のせん断応力-せん断変位関係を示す．図 1.2.2.3-6 に，これらのピ

ークせん断強度を，断続的不連続面の幾何学的なパラメータごとに分けて示す． 
 図 1.2.2.3-6 (a)~(b)から，連結性パラメータ k が，供試体のピークせん断強度に対して大き

な影響を与えることがわかる．k が増加するにつれ，ピークせん断強度が明らかに低下する．

また，σn=1.0MPa よりも σn=3.0MPa の方が減少率が大きい．断続的不連続面が三列の場合 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 
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図 1.2.2.3-5 せん断応力-せん断変位の関係．左：垂直応力 1.0MPa，右：垂直応力 3.0MPa． 
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（Nr=3），k が 0.25 から 0.75 に増加させると，ピークせん断強度は，σn=1.0 MPa において 2.87 
MPa から 1.90 MPa（減少率 33.8％）に減少するが，σn=3.0 MPa においては 4.76 MPa から

2.13 MPa（減少率 55.3％）に減少する．これは，断続的不連続面の連結性が増すにつれて，高

い垂直応力がロックブリッジに大きな応力集中を引き起こし，その結果，ピークせん断強度を

より顕著に低下させるためと考えられる． 
 間隔 d は，連結性パラメータ k よりもせん断強度への影響が小さい．図 1.2.2.3-6 (c)に示す

ように，σn=3.0 MPa において，d が 0.5 から 1.5 に増加しても，23.3％の減少（4.60 MPa か

ら 3.53 MPa）しか生じていない． 
 一方，図 1.2.2.3-6 (d)に示すように，垂直応力が σn=1.0 MPa または σn=3.0 MPa であって

も，オーバーラップがピークせん断強度に及ぼす影響は殆ど見られなかった．以上の結果より，

供試体のせん断強度には，連結性，間隔，オーバーラップの順で影響度が小さくなることが明

らかになった．  
 

 

 
図 1.2.2.3-6 幾何学パラメータごとのピークせん断強度． 

 
1.2.2.3.6 実験結果④：せん断変位の増加による垂直変位の変化 
 図 1.2.2.3-7 に，垂直変位－せん断変位曲線を示す．図 1.2.2.3-8 に，ピーク垂直変位 δvp と

最終垂直変位 δvt を，断続的不連続面の幾何学パラメータごとに示す． 
 図 1.2.2.3-7 及び図 1.2.2.3-8 から，k の増加に伴い，δvp と δvt の両方が明らかに減少するこ

とが分かる．これは，垂直変形挙動が断続的不連続面のせん断破壊パターンに関係しているた

めだと考えられる．連結性の低い場合(k=0.25)では，き裂の進展により凹凸のあるマクロせん

断面を形成し，ステージⅣにおいてより顕著な垂直変位を生じる．一方，タイプⅡが支配的な

ロックブリッジの連結では，マクロせん断面がより平滑であるため，垂直変位が抑えられてい

る．この傾向は連結性の強い場合（k = 0.75）において顕著である．また，σn=3.0 MPa の垂 
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図 1.2.2.3-7 せん断応力-垂直変位(ダイレーション)関係． 

 
 

 

 
図 1.2.2.3-8 幾何学パラメータごとのピーク垂直変位(ダイレーション)． 
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直応力下では，T-K3-D2-E3 (k=0.75)のように，垂直変位がほとんど発生せず，ほぼすべてのせ

ん断過程において収縮を生じているケースもある（図 1.2.2.3-7 (b)）．これらの結果から，不連

続面の連結性が垂直変位に大きな影響を与えることが分かった． 
 図 1.2.2.3-7 (c)と図 1.2.2.3-8 (c)から，不連続面の間隔 d はピーク垂直変位にほとんど影響

を与えず，変化が少ないことがわかった． 
 一方，図 1.2.2.3-7 (d)と図 1.2.2.3-8 (d)が示すように，オーバーラップ(e)は垂直変位に影響

を与えることを示した．T-K2-D2-E1(e=0)と T-K2-D2-E2(e=0.5)のピーク垂直変位は，

T-K2-D2-E3 (e=1.0)より大きく，最終垂直変位は e=0 の場合に最大となる．これは表 1.2.2.3-5
に示すように，e=0 と 0.5 の場合，Type-Ⅳの連結がマクロせん断面の中で不規則なブロックを

生成させ，ブロック同士の摩擦と回転が垂直変位の発生に大きく寄与しているためであると考

えられる． 
 
1.2.2.3.7 実験結果⑤：岩盤内部の変形過程及び力学的影響範囲 
 平成 31 年度の研究計画段階では，ビデオ観察による岩盤内部の弱面すべりの観察を予定し

ていたが，本実験では，内部構造をより詳しく定量的に考察することのできる AE を用いて弱

面すべり面内部の変形過程や力学的影響範囲について検討することとした． 
 図 1.2.2.3-9 は供試体のせん断過程における AE パラメータであるヒット率の変化について，

計測結果の一部を示す．ヒット率は，単位時間あたりのヒット数であり，しきい値の 40 dB よ

り大きい振幅のみを記録した．ステージⅠの弾性変形段階（図 1.2.2.3-4 を参照）では AE イベ

ントは少ないが，ステージⅡの後半から AE イベント回数が急激に上昇し，AE イベント回数の

低下とともにせん断応力がピークから急激に低下した（ステージⅢ）．また，残留応力段階(ス
テージⅤ)においてはヒット率が低い傾向にあるが，図 1.2.2.3-9c&d のように，一部のケース

では，岩石ブロックの滑りや回転により，残留段階においても AE イベントが観察されている． 
 

 
(a) S-K1 (k=0.25)  σn=1.0 MPa       (b) T-K2-D2-E2 (e=0.5)  σn=1.0 Mpa 

 

 
(c) T-K2-D2-E3 (k=0.5)  σn=3.0 MPa       (d) T-K3-D2-E3 (k=0.75)  σn=3.0 MPa 

図 1.2.2.3-9 せん断応力及び AE ヒット数の経時変化． 
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 岩盤内部の変形過程及び力学的影響範囲を検討するため，T-K2-D2-E2（e=0.5，σn=1.0MPa）
の計測結果を一例として，図 1.2.2.3-10 に示す．図 1.2.2.3-10 は，せん断荷重の経時変化とそ

の拡大図（上の図），及びそれに対応した AE ヒット数の経時変化（下の図）である．図 1.2.2.3-10
に示すように，せん断荷重が減少する際に，AE ヒット数の上昇を測定している．また，AE ヒ

ット数の場所は，経時的に変化していることが分かる．最初のせん断荷重の減少と伴に計測さ

れた AE イベントは，上から見たせん断箱の左側を示すセンサー1 及び 4 において顕著であっ

たが，大きく荷重値が減少するステージⅡの最後からステージⅢの最初にかけての AE イベン

トでは，すべてのセンサーが応答しており，全体的に破壊が進んでいることがわかる． 
 

 
図 1.2.2.3-10 上図：せん断荷重の経時変化とその拡大図． 

下図：上の拡大図に対応した AE ヒット数の経時変化． 
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1.2.2.4 まとめと今後の課題 
 本項では，海底地すべり面などの弱面すべり面と周辺岩盤との力学的・水理学的特性を評価

するための手法として，2 つの異なるタイプのせん断試験を行った．以下に，それぞれのまと

めと今後の課題について述べる． 
間隙水圧がせん断すべり挙動に与える影響: 
 隙水圧を作用させることのできる一面せん断試験用治具を開発し，真三軸試験機を利用した

一面せん断・透水試験を行い，すべり面の強度特性を計測した．本項で考案した真三軸試験機

を利用した一面せん断・透水試験装置は，比較的高い間隙水圧を作用させつつ地下の三方向の

応力を独立して作用させることができ，さらに一面せん断試験で問題となる回転モーメントも

生じない工夫がされている．これらは，これまでの通常の一面せん断試験装置では考慮できな

かったことであり，本試験装置を使うことによってより適切に地下の力学的・水理学的状況を

検討することが可能となった．また，間隙水圧がせん断強度や垂直変位に与える影響について

予察的な検討を行った． 
 今後の課題として，海底地すべり面等の弱面すべりの再滑動性については，地震時の振動の

影響による弱面の剥離や強度低下が考えられるため，地震時の間隙水圧の変動とそれに伴うす

べり挙動を解明する必要がある．また，非接触式の 3D レーザースキャナーを用いて不連続面

の破面性状を数値化し，せん断による面の凹凸の変化や，間隙水圧がせん断面に与える影響に

ついて検討することが考えられる． 
上載荷重がせん断すべり挙動に与える影響 
 弱面すべり面にかかる上載荷重の影響を検討するため，上載荷重を一定に制御した一面せん

断試験を行った．特に，固着域を有する弱面すべり面のせん断強度，及び節理や層理面の結合

によるせん断挙動を調べることを目的とし，不連続面を有する岩石に対する一面せん断挙動の

検討を行った．断続的不連続面の幾何学的パラメータとして，連結性，オーバーラップ，及び

間隔について，それぞれの値を変化させ，せん断強度や垂直変位への影響について考察した．

結果として，供試体のせん断強度は，連結性，間隔，オーバーラップの順で影響度が小さくな

ることが明らかになった．一方，垂直変位への影響は，連結性及びオーバーラップが大きいこ

とが分かった．これらの結果は，せん断過程において形成される，岩石ブロックの摩擦や回転

が影響していると考えられる．また，岩盤内部の変形過程及び力学的影響範囲について，AE
センサーを用いた検討を行った．AE イベントの計測場所とヒット数の経時変化を調べること

により，岩石内部の破壊がどこから始まり，どのように伝播してくのかを明らかにした． 
 今後の課題として，せん断面の損傷状況と連結部のき裂の進展過程，さらに，マクロなせん

断面を形成したときの表面ラフネスが，せん断強度や垂直変位に与える影響について AE 測定

の結果をより詳細に検討する必要がある．また，今回用いた固着域を有する弱面すべり面は，

固着域の状況が変化するとせん断強度だけではなく垂直変位にも大きな影響を及ぼすことが分

かった．垂直変位は透水係数にも影響を及ぼすと考えられるため，今後は一面せん断変形透水

試験を行うことで，弱面すべりの力学的・水理学的特性を把握し，地すべり面を含む周辺岩盤

を総合的に評価する必要性がある． 
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1.2 断層等の評価手法に関する科学的・技術的知見の取得 
1.2.3 物理探査・ボーリング調査等に基づく断層及び岩盤損傷域の評価手法の検討 

【実施内容】 
 物理探査断面にボーリング調査から取得された岩石物性や検層ログ等の深度方向の情報を付

加することにより，物理探査断面の確度・精度は向上し，断層及び岩盤損傷域の評価の確度・

精度も向上することが期待される． 
 平成 31 年度は，地表からの調査段階において物理探査とボーリング調査を組み合わせた断

層の認定・評価手法について，過年度に収集した既往研究事例を基に検討を行い，知見を整理

する．また，地下坑道調査段階における物理探査を用いた岩盤損傷域の評価手法について既往

研究事例の調査を行い，知見を整理する． 
 
【成果】 
1.2.3.1 地表からの調査段階における物理探査・層序ボーリング調査等に基づく断層及び岩盤

損傷域の評価手法の検討 

1.2.3.1.1 層序ボーリング調査情報等の物理探査への利用 
 地表からの調査段階において実施可能な各種物理探査の断層調査への適用性については，平

成 30 年度の原子力規制庁委託成果報告書（産業技術総合研究所，2019 1)）で取りまとめを行

っている．平成 30 年度の取りまとめでは，既存のボーリング調査等による地下情報が存在し

ない場合において，物理探査による断層調査の可能性や適用性についてまとめているが，その

中でボーリング調査等について以下のように言及している． 
 ・一般にボーリング調査等が存在しない場合は，物理探査のみでは地下構造や物性分布に関

して高い精度の深度情報を取得することは困難である．しかし，反射法地震探査重合速度

や屈折法トモグラフィー解析による弾性波速度構造を解析することにより，比較的信頼度

の高い深度情報を取得することが可能である． 
ボーリング調査等による地下情報が存在する場合，高精度の深度情報が得られる，ボーリング

コア・カッテングス等により地下の岩石の分布が直接確認できる，検層ログなどにより連続的

な物性分布が把握できるなど，地下構造を解析する上で重要な情報が得られる．本項では既存

のボーリング調査等による地下情報が存在する場合に，断層及び岩盤損傷域の評価の精度・確

度等がどのように向上するかに着目し，既存知見を取りまとめるものとする． 
 
ボーリング調査情報の物理探査への利用 
 ボーリング調査では，柱状図・地層境界・岩相区分等の地質情報と，検層ログや室内測定に

よる物性値（コアの速度・密度等）などの物理情報を取得することができる． 
 地質情報としての柱状図・地層境界・岩相区分は，物理探査データとの統合解析時の入力デ

ータまたは統合解析後の解析結果と比較を行い，解析結果の品質確認に利用される重要な情報

である．地層境界は地質モデル構築時の基準となる情報であり，ボーリング調査から取得可能

な地質情報を，物理探査データとの統合解析フローに予め組み込むことによって，地質情報と

の差異の少ない物理探査データの解析が可能となる．二次元もしくは三次元地下構造モデルで

は，ボーリング調査による地質情報をボーリング孔跡に沿って区間として配置し，可視化する

ことがある．また，物理情報としてのコア物性値は，各種解析結果の振れ幅を制御する拘束デ

ータまたはシミュレーションにおいては特定位置での拘束データとして利用される．二次元も

しくは三次元地下構造モデルでは，物理情報も地質情報と同様に図 1.2.3.1-1（JAPEX，2018 2)）

に示すようにボーリング孔跡に沿って配置し，可視化することができる． 
 検層ログは，地層境界・岩相区分等の判定に用いられるほか，深度方向の測定データ数が多

いことからヒストグラム等の統計量の図化や各種解析の入力データまたは統合解析後の解析結
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果と比較を行い，解析結果の品質確認に利用される情報となる．二次元もしくは三次元地下構

造モデルでは，検層データも前述した物理情報と同様に，ボーリング孔跡に沿って配置し，可

視化することができる． 
 このように，ボーリング調査に基づく地質情報や検層ログなどの物理情報は，物理探査デー

タとの統合解析における各種作業の基準と品質管理に利用され，重要なデータと位置づけられ

る． 

 
図 1.2.3.1-1 検層データの三次元地下構造モデルへの配置（JAPEX，2018 2)） 

検層データ：比抵抗値（暖色 低比抵抗，寒色 高比抵抗） 
 
1.2.3.1.2 統合および複数物理探査による断層及び岩盤損傷域の評価手法 
 物理探査学会統合物理探査調査研究委員会 (2017) 3) は，「統合物理探査による地盤物性評価

と土木建設分野への適用」に関する報告書の中で，建設分野の調査対象別に，統合物理探査お

よび複数物理探査を実施した調査事例の収集を行い，その結果を基に統合物理探査や複数物理

探査の適用性や課題等について検討している．中深度処分の処分坑道と類似した地下構造物で

あるトンネルについては，物理探査法としては屈折法地震探査，二次元比抵抗探査のほか，ボ

ーリング調査との組み合わせで弾性波トモグラフィ，比抵抗トモグラフィが実施されることが

多いとしている．トンネルにおける統合および複数物理探査の事例のうち，約 3 割が P 波速度

と比抵抗の組合せであり，その要因として P 波速度や比抵抗は地山分類や破砕帯の分布の把握

に有効であることを挙げている．P 波速度を求める方法としては，屈折法地震探査が多く，比

抵抗を求める手法としては二次元比抵抗探査，電磁探査の順で多かったとしている． 
 複数の物理探査とボーリング調査を組み合わせた地下構造探査手法として，最も高精度な手

法は三次元地下構造探査である．三次元地下構造探査では，三次元地震探査“Seismic data“や重

力・磁力・電磁探査等の物理探査“Non-Seismic data“から得られる情報とボーリング調査によ

る孔井情報を組み合わせて，地下の岩相・物性・力学特性等を推定し，三次元地下構造モデル

を構築する．三次元地下構造探査は従来は石油探査を主たる目的に開発されてきたが，現在で

は CCS や地熱開発等にも適用されており，地下流体をトラップする構造としての断層や，地

下流体の移行経路としての岩盤損傷域の検出等に利用されており，三次元地下構造探査の断層

及び岩盤損傷域の評価への適用性について概要を取りまとめる． 
 
重力・磁力探査データの三次元地下構造探査への利用 
 重力・磁力探査は，反射法地震探査を主体とする三次元地下構造探査において，重力・磁力

探査情報を基にした三次元的な密度構造・磁化率構造モデルの作成に利用される． 
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 重力・磁力探査は，人工的ソースを必要としない受動的で静的な探査手法であるため，早く

からデータ取得がなされ，国・公的機関および民間企業等により海域を含め全国においてデー

タ蓄積がなされている．蓄積されたデータは，コンパイルマップとして公表され，多方面で利

活用されており，三次元地下構造探査において重要な基本情報と位置付けられている． 
 重力・磁力探査においては，コンピューターの発達によって三次元インバージョン解析が実

施され，密度構造・磁化率構造モデルを構築することが一般的になりつつある（図 1.2.3.1-2a&b 
参照）．ボーリングコアや検層データがある場合には，その物性値から初期モデルを構築してイ

ンバージョン解析時に利用する．参考となる既往データが少ない地域では，初期モデルなしで

インバージョン解析を実施し，データの蓄積と共に初期モデル構築や拘束条件ありのインバー

ジョン解析に移行することが望ましい． 
 
比抵抗探査・電磁探査データの三次元地下構造探査への利用 
 電磁波探査は，反射法地震探査を主体とする三次元地下構造探査において，重力・磁力探査

と同様に，三次元的な比抵抗構造モデル等の作成に利用される． 
 比抵抗探査や電磁探査は，重力・磁力探査に比べ，測定には電極設置等の準備が必要となる．

比抵抗探査は地下浅部を対象に比較的短い測線長で実施されるのに対し，電磁探査は一般的に

は地下深層を対象に比較的長い測線長，もしくは面的な探査が実施される．電磁探査は，人工

的ソースを必要としない手法（MT 法等）と人工的ソースを必要とする手法（CSAMT 法等）が

ある．データ取得は国・公的機関および民間企業等により全国においてデータ蓄積がなされて

いるが，蓄積されたデータは一部を除き公開されていない．また，近年では海洋電磁探査の手

法が確立して，データが蓄積されつつある． 
 比抵抗探査や電磁探査においても，重力・磁力探査と同様に，コンピューターの発達によって二

次元あるいは三次元インバージョン解析が実施され，二次元あるいは三次元の比抵抗構造モデル

を構築することが一般的になりつつある（図 1.2.3.1-2c 参照）．比抵抗構造は，三次元地下構

造探査において重要な基本情報と位置付けられており，精度のよい探査が行われる必要がある． 
 また，三次元地下構造探査では，比抵抗構造モデル等と他の物性モデル等を組み合わせて各

種の三次元物性モデルや三次元岩相モデルが構築される． 
 

 
(a) Density              (b) MG Susceptibility            (c) Resistivity 

図 1.2.3.1-2 三次元物性モデルの例（JAPEX，2018 2)） 
 

三次元地下構造探査における測線配置の課題 
 三次元地下構造探査では，三次元反射法・屈折法統合探査，重力・磁力・電磁探査，ボーリ

ング調査の情報を組み合わせて，高精度な地下構造モデルを作成する．三次元反射法・屈折法

統合探査では，理想的には規則的な格子状に受発振点を展開することが望ましく，陸域・海域

ともに探査可能であるが，陸域では地形・建物・施設・道路等の地表条件により，受発振点の

配置が限られ，均質なデータを得ることが難しいという問題があった．しかし，近年の弾性波

探査処理技術の向上によってこの難点は改善しつつある．独立行政法人石油天然ガス・金属鉱
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物資源機構（以下，JOGMEC と略す）は，「地熱貯留層探査のための弾性波探査ガイドブック」

（JOGMEC，2018 4)）での中で，地形的に受発振点の配置が限られる山岳部の地熱地域におい

て，林道や登山道等の多様なアクセル路を利用して受発振点を準 3 次元的に配置する準 3 次元

弾性波調査の有効性を示している． 
 

 
図 1.2.3.1-3 理想的な 3次元測線配置と山岳地域で実施可能な準 3次元配置（JOGMEC, 20184)） 
 
 1.2.3.1.1 項で述べたように，反射法地震探査重合速度や屈折法トモグラフィー解析による弾性波

速度構造を解析することにより，比較的信頼度の高い深度情報を取得することが可能である．受発振

点の配置が限られる準 3 次元弾性波調査では，反射法弾性波探査の記録のない断面が多数存在

し，反射法地震探査重合速度による深度情報の推定を行うことができない．このような断面におい

ても，反射法に比べて離散的な受発振点記録から探査可能な屈折トモグラフィー解析による速

度構造情報を用いて，岩相や高温異常など各種の解釈が可能となる．屈折トモグラフィー解析

による速度情報は反射法記録とは独立事象の物性データであり，準 3 次元地下構造探査のモデ

ル作成や解釈にとって有用な情報となる． 
 屈折トモグラフィー解析を援用した準3次元探査での受発振点配置例を図1.2.3.1-4に示す

（JOGMEC，2018 4)
）．屈折法探査は，反射法探査に比べて離散的な受発振点間隔でよいが，

解析目標深度の4倍程度の測線長が必要とされるため，発震点での発震が遠方の受振点まで到

達するように発震点の震源パワーが高い震源が選ばれている． 
 JOGMEC (2018) 4) 

の準3次元反射法・屈折法統合探査で得られた宮城県鬼首地域の高日向山か

ら雄釜・雌釜にかけての反射法・屈折法統合記録を図1.2.3.1-5に示す．図中，発電所から高日

向山にかけての領域の反射法記録は得られていない（薄い白塗り部）が，屈折トモグラフィー

解析から高日向山の直下に深部から延びる高速度構造が観察できる．鬼首カルデラ内の最新の

火山活動である高日向山石英安山岩（～流紋デイサイト）の給源岩脈部分を示す可能性がある

としている（JOGMEC, 2018 4)
）． 
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図1.2.3.1-4 屈折トモグラフィー解析を援用した準3次元探査における受発振点配置

（JOGMEC, 2018 4)
） 

 

 
図1.2.3.1-5 高日向山から雄釜・雌釜にかけての反射法・屈折法統合記録（JOGMEC, 20184)

） 
図中，発電所から高日向山にかけての領域の反射法記録は得られていない（薄い白塗り部）が， 

屈折トモグラフィー解析から高日向山の直下に深部から延びる高速度構造が観察される． 
 
 
 一方，海域では，陸域と比べて地形的な制約がないことから，水深・漁網・堤防等の制約条件がなけ

れば，規則的な発震・受振が可能であり，陸上と比べて格段に高品質のデータが取得されることが期

待できる． 
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三次元地下構造探査を用いた断層及び岩盤損傷域の評価例 
 佐々木ほか（2008）5) は，日本原燃株式会社による余裕深度処分の調査・研究の一環として，深度

100m 以浅を対象とした三次元反射法地震探査を行っている※1．震源はバイブロサイス（スイープ周波

数 40～210Hz）を用いている．探査測線の設定，地表面カバー率，探査仕様，探査結果を図

1.2.3.1-6 に示す．受振測線と発震測線は互いに直交し，調査期間は約 2 ヶ月である．三次元反射法

探査の結果，詳細な地質構造の解析が可能となり，実落差 5m 程度の断層を判別することが可能であ

ったと報告されている． 
 

 
図 1.2.3.1-6 三次元反射法地震探査の例（佐々木ほか，2008 5)） 

 
 JOGMEC（2018）4)は，反射法記録から断層系を迅速に把握するため，反射法地震データの属

性解析（アトリビュート解析）を利用している（図 1.2.3.1-7）．断層系の抽出に使われたアト

リビュート解析は，面構造解析のひとつ “Fault Likelihood”である（図 1.2.3.1-7c）． “Fault 
Likelihood”は面構造の確からしさの値のほか，傾斜角や走向方位角が分析される．図 1.2.3.1-7c
で示されているのは方位角の情報で，図中の面構造解析記録の色は走向方位の違いを示し，反

射法記録のインラインと直交する走向を持つ面構造が青と黄および緑で，これらと直交する方

向の面構造が赤と橙色で表現されている．“Fault Likelihood”は岩相境界でも面構造が検出され

る点に注意を要するが，断層系と解釈できる場合，青に対して黄または緑，赤に対して橙色は

それぞれ共役の面構造となる（JOGMEC，2018 4)）． 
 図 1.2.3.1-7b は，振幅アトリビュートのひとつ“Energy”を用いたアトリビュート解析結果で

ある．“Energy”は，サイスミックトレース上のウィンドウ内に含まれる各サンプルの振幅値の

                                                   
※1 佐々木ほか（2008）については，産業技術総合研究所（2019）で断層調査の事例として取り上げているが，三

次元地下構造探査の一部を構成する三次元反射法地震探査の調査事例として関係部分を再掲した． 



第１章 自然事象等を考慮した評価対象地盤の性能評価に係る科学的・技術的知見の取得 
 

1-113 
 

2 乗和を示し，弾性波のエネルギーを示している．強振幅が黄緑色，減衰域が青色，平均的な

振幅が透明色（白色）によって表現されている．“Energy”の変化は岩相変化を示す場合がある

ほか，断層近傍での振幅エネルギーの減衰を示している可能性がある（JOGMEC，2018 4)）．従

って，図 1.2.3.1-7d において，抽出された面構造に沿って振幅エネルギーの減衰が顕著な青系

統色を示す箇所は，断層帯に沿った岩盤損傷域である可能性が高いと考えられる． 
 

 
図 1.2.3.1-7 断裂系把握を目的としたアトリビュート解析の例（JOGMEC, 2018 4)） 

（a）PSTM深度変換記録，（b）振幅アトリビュート”Energy”， 
（c）面構造解析（走向方位），（d）(b)と(c)の統合断面 

 
1.2.3.1.3 層序ボーリング調査に基づく断層及び岩盤損傷域の評価手法 
 1.2.3.1.1 項で述べたように，地表からの調査段階で実施される物理探査では，一般的に高い

精度の深度情報を取得することはできず，既存の層序ボーリングや温泉ボーリング等の深度情

報を用いて深度情報を補正している．このため，これらのボーリング調査情報は深度補正を行

うために極めて重要な情報であり，情報収集に努める必要がある．また，これらのボーリング

調査によるボーリングコアやスライムなどの岩石試料が深度情報と共に保管されている場合は，

各種の物性計測を行うことにより，物理探査断面の解釈に有効な地下情報を取得することが可

能である． 
 層序ボーリングなどのボーリング調査において，BHTV や BHC などによる孔壁観察画像やボ

ーリングコア観察による亀裂の記載などが残されている場合，亀裂の累積頻度曲線を作成する

ことにより断層ダメージゾーンの幅の判定が可能である．Choi et al. (2016) 6) は，亀裂の累積

頻度曲線に基づいて断層ダメージゾーンの幅が判定可能であることを示し，産業技術総合研究

所 (2019) 1) ではこの手法をダメージゾーンを客観的に判別できる手法として取り上げている．
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Choi et al. (2016) 6) の手法については，1.2.3.2.1 項で露頭や地下坑道壁面への適用について概

説しているため，詳しくは 1.2.3.2.1 項を参照されたい．ここでは，Choi et al. (2016) 6) の手法

のボーリングコアへの適用について概説する． 
 Choi et al. (2016) 6) の手法をボーリングコアに適用した場合，ボーリングの掘進方向がクラ

ック頻度測定のトラバース（スキャンライン）となる．図 1.2.3.1-8 は，韓国南東部 Gyeongsang
盆地で掘削されたボーリングコアの解析例である（Choi et al., 2016 6)）．この図では，深さ方

向 3m 間隔でのクラック頻度が棒グラフで示されており（図 1.2.3.1-8b），累積クラック数が図

1.2.3.1-8c に示されている．また，ATV（Acoustic Tele-Viewer）観測に基づいて確認された断

層と破砕帯が図 1.2.3.1-8c左端に，割れ目密度が図1.2.3.1-8c右端に濃淡表示で示されている．

クラックの累積分布の勾配を指標に 4 つのダメージゾーンが認定されており（図 1.2.3.1-8c），
ATV 観察結果と整合的な結果が得られたとしている（Choi et al., 2016 6)）． 
 

 
図1.2.3.1-8 韓国南東部Gyeongsang盆地でのボーリングコアを用いたクラックの空間的な頻

度分布に基づく断層帯の幅の見積もり（Choi et al., 20166)）． 
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1.2.3.2 地下坑道調査段階における物理探査等に基づく断層及び岩盤損傷域の評価手法の検

討 

 地下坑道調査段階における断層及び岩盤損傷域の調査・評価の主たる目的として，以下の 2
つが挙げられる． 
 ①中深度処分の事業許可申請の段階で想定されていなかった断層等が，地下坑道の掘削段階

で発見された場合に，断層および断層による岩盤損傷域を調査・評価すること．  
 ②地下坑道の掘削に伴って生じる掘削影響領域を調査・評価すること． 
①は埋設事業に特有の大きな特徴であり，地下坑道の現場における規制側の確認作業等を要す

る場合も想定される．②は，地表からの調査段階におけるボーリング調査等により予め発生を

予見可能な事象であるが，それらの規模・程度が想定範囲内であるかを確認することが必要と

なる． 
 
1.2.3.2.1 壁面地質観察・調査に基づく断層及び岩盤損傷域の評価手法 
 地下坑道調査段階における断層及び岩盤損傷域，並びに掘削影響領域の調査・評価手法の基

本は，地下坑道掘削面における亀裂の分布や湧水状況等を確認する壁面地質観察・調査である．

地下坑道掘削により埋設処分が行われる地層処分に係る深地層の研究施設として，日本国内に

は瑞浪超深地層研究所（主として結晶質岩）と幌延深地層研究センター（堆積岩）の 2 つの研

究施設があり，いずれの研究施設においても地下坑道掘削の際に壁面地質観察・調査が行われ

ている． 
 瑞浪超深地層研究所における壁面地質観察・調査については，鶴田・笹尾 (2016) 1) により

詳しく報告されている．瑞浪超深地層研究所における壁面地質調査の主な内容を表 1.2.3.2-1
に示す（鶴田・笹尾，2016 1)）． 
 

表 1.2.3.2-1 瑞浪超深地層研究所における壁面調査の内容（鶴田・笹尾，2016 1)） 
項目 調査内容等 
壁面地質調査 地質・割れ目記載 

可視画像撮影 
岩石・湧水試料の採取 

壁面物性計測 岩盤分類評価 
シュミットロックハンマー計測等 

 
 壁面地質観察・調査は，断層や割れ目などの地質構造が，地下水流動や物質移行を規制する

要因となることから，地質構造の分布や特徴を把握するために行われる．三枝ほか (2011) 2)

は，瑞浪超深地層研究所における地質構造の三次元分布を把握し，①移行経路として重要な構

造，②対象岩盤の分布と形状，③岩盤の地質学的不均質性を把握し，④地質／地質構造の長期

変化を推定することを課題として挙げている．これらの課題に対して鶴田・笹尾 (2016) 1) は，

壁面地質観察・調査では，①については花崗岩における地下水や物質の移行経路として機能す

る断層や割れ目等の分布や特徴を把握すること，②と③については岩相分布に関するものとし

て花崗岩では割れ目の頻度分布などに基づく割れ目帯の区分や断層の影響範囲などの把握，花

崗岩を覆う瑞浪層群では岩相分布の把握を目標として設定している． 
 鶴田・笹尾 (2016) 1) は，釜石鉱山の壁面地質調査（JNC，1996 3)；新見ほか，1994 4)），カ

ナダのWhite Shell（AECL, 1994 5)），スウェーデンのHard Rock Laboratory（SKB, 1993 6)），

フィンランドのONKALO（Nordbäck, 2010 7)）等を参考に，以下のような壁面地質観察・調査

の仕様を決定している． 
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 記載対象とする割れ目の長さの設定： 
研究所周辺における空中写真判読によるリニアメントと，露頭の割れ目密度の検討により，

長さが概ね 1 m 程度までの割れ目がフラクタル特性を有することが示されていることから

（佐々木・太田，2004 8)），長さ 1 m 程度の割れ目を記載対象とする． 
 記載方法と記載対象： 

①調査の効率化や標準化の観点から，釜石鉱山の事例（JNC，1996 3)；新見ほか，1994 4)）

を参考に，坑道の底盤から上方約1 mにスキャンラインを設定し，スキャンラインと交

差する長さ1 m程度以上の割れ目を基本的な記載対象とする． 
②瑞浪超深地層研究所周辺に分布する花崗岩の上部には，低角度傾斜の割れ目帯が発達す

る（Sasao et al, 2015 9)；石橋ほか，2012 10)）ことから，スキャンラインと交差しない

場合でも，長さが2 mを超えるような低角度傾斜（水平面に対して概ね30度以下の傾斜）

の割れ目を記載対象とする． 
③複数の割れ目の交錯部が透水性構造として機能する可能性があること（森田・渡辺，

200311)；竹内ほか，2013 12)）から，分岐・断続・雁行などが認められる割れ目は，長

さに係わらず記載対象とする． 
 割れ目記載シート（表 1.2.3.2-2）における記載項目： 

①割れ目記載シートはONKALOの記載シート（Nordbäck, 2010 7)）を参考に設定． 
②割れ目の種別，条線，走向傾斜，断層岩，開口幅，充填物，母岩の変質・幅，割れ目間

隔，岩相，湧水状況などを定量・定性的に記載． 
③走向傾斜：支保鋼などの帯磁性資材の影響が懸念される場合は，現場では分度器などに

より壁面に直交する方向からの方位を記録．室内にて坑道位置から走向傾斜を再計算． 
④開口幅・変質の幅： 幅の変化が大きい場合があるため，最大値を併せて記載． 
⑤充填物の記載： 記載内容の標準化の観点から現場においては色調などを記載．安全上

可能であれば試料採取を行い，X線回折に基づく鉱物同定を行う． 
⑥割れ目の充填率： 割れ目の透水性に影響を及ぼす可能性を検討するため記載． 

 
表 1.2.3.2-2 割れ目記載シートにおける記載例（鶴田・笹尾，2016 1)） 

 
 
 幌延深地層研究センターにおける壁面地質観察・調査については，津坂ほか (2008) 13) にそ

の概略が報告されている．壁面地質観察・調査の基本的な記載項目は，瑞浪超深地層研究所の

記載例と同様であるが，記載対象とする割れ目の長さの設定が異なっている． 
 ・瑞浪超深地層研究所：  長さ 1 m 程度の割れ目を記載対象 
 ・幌延深地層研究センター： 長さ 10cm 程度の割れ目を記載対象 
その理由として幌延深地層研究センターの地質が新第三紀堆積軟岩であり，もともと花崗岩の

ような冷却節理がなく，また大きな構造運動を被っていないためせん断き裂なども少なく，長

さ1mに達するような割れ目が稀であるため，記載対象の割れ目長を変更したものと考えられる．

実際，津坂ほか (2008) 13) で記載された換気立坑底盤（深度83m，121m，139mの3深度）の割
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れ目の平均長は0.2～0.3m程度であり，津坂ほか (2012) 14) で記載された深度159.2m底盤では

割れ目長さ50cm以下のものが93%，219.2m底盤では86%であり，Tokiwa et al. (2014) 15) で記

載された深度250m横坑壁面の割れ目の平均長は0.5m程度である． 
 幌延深地層研究センターの深度250m横坑壁面における壁面地質観察・調査では，2種類の割

れ目が観察されている． 
 ・東西方向の走向を持ち，北もしくは南側に急傾斜するせん断性の割れ目 
 ・南北方向の走向を持ち，東または西方向に70～90°の傾斜する非せん断性の割れ目 
Tokiwa et al. (2014) 15) や青柳ほか (2014) 16) は，東西走向のせん断性の割れ目は，地上からの

ボーリング調査で確認された割れ目とほぼ同じ性状を持っており，地下坑道掘削前から岩盤中

に存在する割れ目と判断している．また，南北走向の非せん断性の割れ目は，地下坑道掘削前

のボーリング調査では確認されておらず，地下坑道掘削による応力再配分により新たに生じた

割れ目であると判断している． 
 地下坑道掘削により新たに発生する岩盤損傷域，即ち掘削影響領域についても，断層及び断

層による岩盤損傷域に対する壁面地質観察・調査と同様な手法で観察・調査することが可能で

ある． 
 
スキャンラインの設定と割れ目密度への影響 
 地下坑道調査段階において壁面地質観察・調査を行う割れ目のスキャンラインは通常底盤か

ら上方1m程度の位置に設定され，水平方向一次元の割れ目情報が計測される．また，地表から

の調査段階におけるボーリング調査などで得られる割れ目情報は垂直方向一次元のものとなり，

ボーリング孔の方向がスキャンラインそのものと考えられる．このような一次元のスキャンラ

インの設定では，スキャンラインと平行な走向傾斜を持つ割れ目を捕捉することが難しく，そ

のような割れ目の割れ目密度を低く見積もることとなる． 
 鶴田・笹尾 (2016) 1) は，壁面地質調査に基づく三次元割れ目密度（P32：単位体積あたりの

割れ目の総面積(m2/m3)）と地表からのボーリング調査に基づく三次元割れ目密度を比較し，

NNW走向の高角度傾斜の割れ目密度に関して，一次元のボーリング調査で取得された三次元割

れ目密度は壁面調査の約1/10～1/20倍程度であることを報告している． 
 ・ボーリング調査： NNW走向の高角度傾斜の割れ目密度 P32=0.082～0.178 
 ・壁面地質調査：  NNW走向の高角度傾斜の割れ目密度 P32=1.93 
また，津坂ほか (2008) 13) は，立坑底盤の二次元的な割れ目頻度と東西及び南北方向の直径を

スキャンラインとした場合の一次元的な割れ目頻度を比較し，一次元の割れ目頻度は二次元の

割れ目頻度の1/5～1/2程度であることを報告している． 
 このように割れ目のスキャンラインの設定は割れ目情報の計測結果に大きな影響を及ぼすた

め，割れ目の方位情報の傾向に配慮したスキャンラインや観察エリアの設定が必要なることに

留意する必要がある． 
 
壁面地質観察・調査に基づく断層及び岩盤損傷域の評価手法 
 地下坑道壁面に断層が出現した場合において，断層による力学的・水理学的影響範囲はどの

ように見積もるかについては様々な提案がなれている．断層活動による力学的影響により，断

層周辺では亀裂が発生し，また周辺岩石の構成粒子が歪を受ける等の事象が発生する．これら

の事象のうち，壁面地質観察・調査において最も容易に観察・調査が可能であるのは断層周辺

で増加する亀裂である．平成 30 年度の原子力規制庁委託成果報告書（産業技術総合研究所，

2019 17)）では Choi et al.(2016) 18) による亀裂の累積頻度曲線に基づくダメージゾーンの幅の

判定法を，ダメージゾーンを客観的に判別できる手法として取り上げている．以下では，Choi 
et al.(2016) 18) の手法を再掲し，概説する． 
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 断層および断層による力学的損傷域（以下，断層帯と呼ぶ）について，用語の混乱を避ける

ために以下のように整理する．断層帯は主に 2 つの構造領域に分類される（図 1.2.3.2-1; Choi et 
al., 2016 18)）．断層の本体をなす断層コアは，断層帯内の変位の大部分に対応する局在化され

た歪みおよび激しいせん断の結果であり，一般的には，断層ガウジ（断層粘土），カタクレーサ

イト，および断層角礫などの断層岩および多数の繰り返し滑り面からなる．断層コアの外側の

ダメージゾーンは断層コアと比較して比較的低い歪みと軽微な変形を特徴とし，これらのゾー

ンは一般に二次的な断層，亀裂，鉱物脈，および断層運動に関連した構造を伴う．  

 
図 1.2.3.2-1 断層帯の概念図（Choi et al., 20162)）． 

 
 断層活動による力学的影響の結果として生ずる断層ダメージゾーンの範囲について，Choi et 
al. (2016) 18) は，クラックの空間的な頻度分布に基づいて見積もる手法を提案している（図

1.2.3.2-2）．具体的な方法は以下の通りである． 
①図 1.2.3.2-2a に仮想的な模擬断層露頭を示す．外側の健岩部から中央部の断層コアに向け

て，ダメージゾーン外側でのクラック密度として約 2 条/m，ダメージゾーン外側から断層

コアに向かってクラック密度が約 4 条/m から約 8 条/m に増加するパターンを仮想的なク

ラック密度分布として与えたものである． 
②図 1.2.3.2-2a の模擬露頭を横切るトラバース（スキャンライン）に沿って単位長さ当たり

のクラックの数を計測する． 
③図 1.2.3.2-2b の棒グラフに，クラックの計測区間長が 2m 及び 1m の場合のクラック頻度

を示す．計測区間のサイズに応じて，それぞれ約 8m および約 9 m 付近がダメージゾーン

の端と推定されるが，それほど明瞭な差は存在せず客観性に乏しい． 
④図 1.2.3.2-2c は，計測区間 1m の場合のダメージゾーンとそれより外側との境界付近の拡

大図であるが，8.8〜9.3 m に存在するクラックの間の 9m 地点にダメージゾーンの端を設

定することは困難である． 
⑤図 1.2.3.2-2d に，断層コア，ダメージゾーン，それより外側に向かうクラックの累積頻度

を示す．累積頻度の勾配はクラックの密度の変化を示している．この例では，断層コア周

辺部を除いたダメージゾーン部のクラック密度は約 6 条/m，ダメージゾーン外側の Wall 
rock（健岩部）のクラック密度は約 2.4 条/m である．断層コアから 6.7 m の地点で累積頻

度曲線の勾配が異なっており，断層活動による力学的影響の結果として発生したクラック

の発生頻度が異なることを示唆する．従って，ダメージゾーンとそれより外側の Wall rock
との境界を，累積頻度曲線の 2 つの異なる勾配の交点に置くことは，定量的かつ客観的な

指標となりうる．この方法によってダメージゾーンを定量的に把握することが可能となる．  
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図 1.2.3.2-2 クラックの空間的な頻度分布に基づく断層帯の幅の見積方（Choi et al., 2016 18)）．

(a) 中の赤い線はクラック頻度を測るトラバース（スキャンライン）を示す． 
 
なお，断層帯におけるクラックの累積頻度曲線の形状および勾配は，断層帯での変形の度合い

などを表すという指摘もある（Genter et al., 1997 19); Berg and Skar, 2005 20)）． 
 

1.2.3.2.2 物理探査に基づく断層及び岩盤損傷域の評価手法 
 地下坑道調査段階における断層及び岩盤損傷域の調査・評価手法の基本は，1.2.3.2.1 項で述

べたように掘削面における亀裂の分布や湧水状況等を確認する壁面地質観察・調査であり，物

理探査等による断層及び岩盤損傷域の評価は，壁面地質観察・調査を補完・補強するための調

査となる． 
 1.2.3.1.1 項では，地表からの調査段階における物理探査等を用いた断層及び岩盤損傷域の評

価手法について取りまとめた．これらの物理探査等を用いた手法は，基本的には地下坑道調査

段階においても断層及び岩盤損傷域の評価手法として用いることができる．ただし，地下坑道

調査では以下の制約がある． 
 ・地下坑道では測線の配置が地下坑道内に限られる．測線を平面的に配置することを前提と

した探査は実施できない． 
 ・地下坑道内に持ち込み可能な探査機器の大きさに限界があり，大型の探査機器の使用を前

提とした探査法は実施できない． 
 ・地質や湧水の状況，あるいは掘削法によっては，速やかな覆工が必要となるため，時間の

短い調査が必要とされる場合がある． 
また，地下坑道（横坑）と立坑，地表との三次元的な配置を利用した弾性波トモグラフィー探

査や比抵抗トモグラフィー探査，また VSP 探査などからも，断層及び岩盤損傷域の調査・評価

手法に有益な情報を取得することが可能であると考えられる． 
 断層による岩盤損傷域や掘削影響領域は健岩部に比べて割れ目が多いことで特徴づけられる．

割れ目による空隙構造は物理探査において以下のような影響を与える． 
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 ①空隙を埋める水の弾性波速度は岩石の弾性波速度よりも一般的には遅いため，空隙密度が

高い領域は周辺部に比べて弾性波速度の遅い領域となる． 
 ②空隙の多い岩石に入射した弾性波は岩石と水の異種界面で弾性波エネルギーが吸収され，

均質な岩石と比べて弾性波エネルギー（振幅）が減少しやすい． 
 ③岩石と水の比抵抗が異なるため，空隙の多い岩石の比抵抗は均質な岩石の比抵抗とは異な

る値を示す． 
このため，断層及び断層による岩盤損傷域や掘削影響領域の探査・解析には，屈折法地震探査

の屈折トモグラフィー解析による P 波速度構造や電気・電磁探査による比抵抗構造が有効な手

段となり，それぞれが単独であるいは組み合わせて利用される．このほか，地中レーダで使用

される電磁波の伝搬特性が水分の影響に敏感であることを利用して，坑道近傍の岩盤に存在す

る割れ目のうち水みちとして働いている割れ目を地中レーダで探査する手法が提案されてい

る（升本・竹内，2016 21））． 
 幌延深地層研究センターの深度 250m 横坑では，坑道壁面からショートレンジのボーリング

孔を掘削し，弾性波トモグラフィー調査と比抵抗トモグラフィー調査が行われており（青柳ほ

か，2014 16）），坑道掘削に伴なう掘削影響領域の発生と経時的な変化が観測されている．青柳

ほか (2014) 16) によれば，坑道掘削に伴い壁面から約 1m の範囲で弾性波速度が低下したが，

坑道掘削に伴なう比抵抗変化は観測されていない．また，1.2.3.1.1 項で既述した壁面地質観

察・調査による割れ目密度と弾性波トモグラフィー調査結果の検討により，掘削影響領域を適

切に評価できたとしている．なお，深度 250m 横坑の弾性波トモグラフィー調査に際して，坑

道の掘削工程に影響を及ぼさないような簡易型の弾性波トモグラフィー調査システムが開発

され，導入されている（杉田ほか，2012 22））． 
 青柳ほか (2014) 16) では，物理探査を用いた掘削影響領域の評価事例として，結晶質岩を対

象とするカナダの Whiteshell 研究所，日本の釜石鉱山原位置試験，粘土質堆積岩を対象とする

スイスの Mont Terri 岩盤研究所，フランスの Meuse/Haute Mame 地下研究所，堆積岩を対象と

する日本の東濃鉱山における試験研究，幌延深地層研究所等の評価事例が引用されているので

参照されたい． 
 
【引用文献】 
 1) 鶴田忠彦・笹尾英嗣（2016）瑞浪超深地層研究所における研究坑道掘削に伴って実施した

壁面地質調査．応用地質，56，298-307． 
 2) 三枝博光・松井裕哉・濱 克宏・佐藤稔紀・鶴田忠彦・竹内竜史・國丸貴紀・松岡稔幸・

水野 崇（2011）超深地層研究所計画における調査研究の考え方と進め方－深度500m
までの調査研究計画－ 日本原子力研究開発機構，JAEA-Review 2011-022，78p. 

 3) JNC (Japan Nuclear Cycle Development Institute)（1996）:Proceeding of an International 
Workshop for The Kamaishi In Situ Experiments. JNC TN7400 99-007, 142p. 

 4) 新見 健・大澤英昭・柳澤孝一・杉原弘造・吉田英一・瀬尾俊弘・北山 真・仙波 毅・

佐藤稔紀・笹本 広・清水 功（1994）釜石鉱山における地層科学研究－第1フェー

ズ報告書－ 動力炉・核燃料開発事業団，PNC TN7410 94-022，190p. 
 5) AECL（1994）The Disposal of Canada's Nuclear Fuel Waste, Site Screening and Site 

Evaluation Technology. AECL-10713，255p. 
 6) SKB（1993）Äspö Hard Rock Laboratory Annual Report 1992. SKB Technical Report 93-08, 

54p. 
 7) Nordbäck, N（2010）Outcome of the Geological mapping of the ONKALO Underground 

Research Facility Access Tunnel, Chainage 1980-3316. POSIVA Working Report 
2010-24, 94p. 



第１章 自然事象等を考慮した評価対象地盤の性能評価に係る科学的・技術的知見の取得 
 

1-122 
 

 8) 佐々木圭一・太田久仁雄（2004）大縮尺の空中写真により判読したリニアメントに関する

検討．核燃料サイクル開発機構，JNC TN7400 2004-007，37p. 
 9) Sasao, E., Yuguchi, T., Itoh, Y., Inoue, T. and Ishibashi, M. （2015）Formative mechanism 

of inhomogeneous distribution of fractures, an example of the Toki Granite, Central 
Japan. Proceedings of 10th Asian Regional Conference of International Association 
for Engineering Geology and the Environment. Tp3-P01. 

10) 石橋正祐紀・栗原 新・松岡稔幸・笹尾英嗣（2012）超深地層研究所計画におけるサイト

スケール地質構造モデルの構築－第2段階におけるShaft180からStage300地質構造モ

デルへの更新－ 日本原子力研究開発機構，JAEA-Research 2012-018，48p. 
11) 森田 豊・渡辺邦夫（2003）断層の透水異方性に着目したフラクチャーネットワーク地

下水流動解析．第32回岩盤力学に関するシンポジウム講演論文集，32，365-370． 
12) 竹内真司・竹内竜史・安藤賢一（2013）亀裂性岩盤を対象とした孔間水理試験に基づく

水理地質構造の推定．日本大学文理学部自然科学研究所研究紀要，48，95-110． 
13) 津坂仁和・山崎雅直・南出賢司・羽出山吉裕（2008）幌延深地層研究所における立坑底

盤の割れ目の方向性と頻度分布．土木学会第 63 回年次学術講演会，781-782． 
14) 津坂仁和・常盤哲也・稲垣大介・羽出山吉裕・小池真史・井尻裕二（2012）幌延深地層

研究所におけるショートステップ工法による立坑掘削に伴う岩盤の力学挙動に関す

る研究．土木学会論文集 F1（トンネル工学），68(2)，40-54． 
15) Tokiwa, T., Tsusaka, K., Matsubara, M., and Ishikawa, T. (2014) Fracture characterization 

around a gallery in soft sedimentary rock in Horonobe URL of Japan. International 
Journal of Rock Mechanics & Mining Sciences, 65, 1–7. 

16) 青柳和平・津坂仁和・窪田健二・常盤哲也・近藤桂二・稲垣大介（2014）幌延深地層研

究所の 250m 調査坑道における掘削損傷領域の掲示変化に関する検討．土木学会論

文集 C（地圏工学），70(4)，412-423． 
17) 産業技術総合研究所（2019）平成 30 年度原子力規制庁委託成果報告書「自然事象等の評

価手法に関する調査」，398p. 
18) Choi, J-H., Edwards, P., Ko, K., and Kim, Y-S. (2016) Definition and classification of fault 

damage zones: A review and a new methodological approach. Earth-Science 
Reviews, 152, 70–87. 

19) Genter, A., Castaing, C., Dezayes, C., Tenzer, H., Traineau, H., and Villemin, T. (1997) 
Comparative analysis of direct (core) and indirect (borehole imaging tools) collection 
of fracture data in the Hot Dry Rock Soultz reservoir (France). Journal of Geophysical 
Research: Solid Earth, 102(B7), 15419–15431. 

20) Berg, S. S. and Skar, T. (2005) Controls on damage zone asymmetry of a normal fault 
zone: outcrop analyses of a segment of the Moab fault, SE Utah. Journal of 
Structural 

21) 升本一彦・竹内竜史（2016）地中レーダを用いた坑道近傍の岩盤内の水みちとしての割

れ目の評価．応用地質，37，154-161． 
22) 杉田 裕・真田祐幸・相澤隆生・伊東俊一郎（2012）簡易型弾性波トモグラフィ調査シ

ステムの開発．JAEA-Research 2011-043，25p． 
 
 



第２章 地盤の地下水流動評価に関する科学的・技術的知見の取得 

2-1 
 

2. 地盤の地下水流動評価に関する科学的・技術的知見の取得 
中深度処分では，廃棄物埋設地の最適な地盤設計を行うためには，水理地質構造，地球化学

環境等を踏まえて，地下水の涵養域，廃棄物埋設地及び流出域までの広域の地盤の地下水流動

評価が必要である．そこで，これらの地下水流動評価に係る科学的・技術的知見の取得として，

以下の項目の検討を実施する． 
 (1) 広域地下水流動の評価に関する科学的・技術的知見の取得 

 廃棄物埋設地における地下水流動を評価するためには，広域における地下水流動の評価と

ニアフィールドにおける地下水流動評価において，両者間の連続性及び整合性並びにそれぞ

れの対象となる範囲の設定が求められる． 
そこで，対象地域を設定し，評価対象地盤の地下水流動を考える上で，必要となる広域及び

ニアフィールドの考え方を整理し，広域及びニアフィールドにおける地下水流動を評価する

技術的指標の抽出を行う．また，地質及び地下水等のサンプリング及び分析を行って地下水

流動の概念モデルを作成し，上記で整理した考え方及び抽出した評価指標と比較及び検証を

行う． 
 (2) 物理探査等に基づく広域地下水流動評価に関する科学的・技術的知見の取得 

 広域の地下水流動を評価するためには，広域における地質情報や地下水の流動状況等の情

報の把握が必要である一方，このような情報は地表からの物理探査，ボーリング等の調査に

よる限定的な情報であることが想定される．そこで，物理探査等による情報に基づく広域の

地下水流動評価の適用性及び限界を把握し，このような広域地下水流動の妥当性を判断する

ための科学的・技術的知見を取得する． 
 
2.1 広域地下水流動の評価に関する科学的・技術的知見の取得 
2.1.1 広域及びニアフィールドにおける地下水流動評価のための技術的指標の抽出 
【実施内容】 

過年度に構築された広域地下水流動モデルは地形・地質構造および，既存坑井から得られた

地下水水質・同位体に基づき構築されたものである．しかし，既存坑井は複数の深度から取水

していることが多いため，水質・同位体等は平均値となり，目的とする深度における地下水流

動の正確な評価のためには不確実性が多く伴う．このため，地下水流動概念モデルは岩盤の水

理特性，間隙水圧等の流動に関する定量データや地下水滞留時間等が平均値データとなる定性

的なモデルとならざるを得ない．一方，天然バリアの性能評価を行うためのモデルの構築には，

正確な深度からの採水および詳細な地化学データの深度プロファイルデータが必要とされ，既

存坑井によらない高品質なデータの取得が必要とされている． 
広域における地下水流動系評価のためのデータ取得地点としては，中間流動域，流出域など

が重要と考えられる．広域地下水流動および廃棄物埋設地周辺の地下水流動を評価する際の，

評価すべき空間スケールの考え方について，廃棄物埋設地建設の影響範囲を考慮した分類の考

え方を提示し，それぞれの対象範囲の設定において留意すべき項目の抽出を行う必要がある． 
平成 31 年度は，過年度に構築した亀裂性媒体分布地域及び多孔質媒体分布地域における地

下水流動モデルの構築手順を整理・検討し，地形及び地質条件から水理，水文地化学情報等の

利用までを対象として，広域及び廃棄物埋設地周辺における地下水流動を評価するための技術

的指標を抽出する．また，抽出した技術的指標（地形・地質構造，水理学的特徴，地球化学的

特徴等）についてそれぞれの適用性及び適用限界などの検討を行う． 
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【成果】 

2.1.1.1 性能評価における評価すべき空間スケールの考え方の整理 
地下水流動解析を行うためのモデル構築を行う際には，特に放射性廃棄物処分を対象とした

際に，広域スケール，処分場スケール，ニアフィールド等の空間スケールの設定を行い，段階

的に解析を行うケースが多い．例えば，原子力発電環境整備機構 1) においては，安全評価を

行う際のモデル空間スケールとして，図 2.1.1-1 に示すように広域スケールからニアフィール

ドスケールまでの段階的なモデルを構築し，地下水流動解析においてはより広域の解析結果か

ら境界条件を受け渡し，核種移行解析においては，小領域のモデル解析結果から核種の移行率

を 
大領域のモデルに受け渡している． 

 
図 2.1.1-1 地層処分安全評価における空間スケールの考え方 1) 

 
それぞれのスケール設定は，立地調査の観点 2)と安全評価の観点 1)の双方を勘案して設定さ

れている．立地調査から地質環境モデルを構築する観点では，広域スケールとしては「隔離機

能を損なう可能性がある自然現象や広域の地下水流動場を踏まえ，処分場の適切な位置を設定

するためのサイトを包含する数十 km×数十 km 程度」の領域，処分場スケールとしては「廃棄

体の定置する区画（以下，処分区画という）のレイアウトなど地下施設全体を設計するための

処分場全体を包含する数 km×数 km 程度」の領域，パネルスケールは「処分区画の形状および

人工バリアの形状や処分坑道の仕様などを設計するための処分区画を包含する数百 m×数百 m
程度」の領域と設定されている． 

一方，安全評価の観点からは，核種移行のステージを考慮して，小さいスケールから範囲の

設定が行われており，立地調査の観点に加え，「母岩の割れ目や間隙中での核種移行を評価する
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ための数 cm～数十 cm 程度の微細透水構造スケール」が設定されている．安全評価の観点から

のパネルスケールは，「人工バリアの仕様や周辺母岩（ニアフィールド）の特性に応じて核種移

行を詳細に評価する」こと，処分場スケールは「定置区画のレイアウトや坑道の掘削損傷領域

（Excavation Damaged Zone, 以下，EDZ という）などを考慮した核種移行を評価するための

処分場全体を包含する」こと，広域スケールは「処分施設から生活圏への大局的な核種移行を

把握するためのサイトを包含する」スケールと定義されている． 
図 2.1.1-1 では，パネルスケールの下位にニアフィールドスケールが設定されているが，地

質環境モデル構築の前提条件として，「数百 m×数百 m 程度のパネルスケールに対して，人工バ

リア・坑道の仕様・形状，母岩の三次元的な割れ目分布などを詳細にモデル化した解析を多数

行うことは，現在の汎用的な計算機能力では困難な場合がある．そのような場合，パネルスケ

ールの地質環境モデルから，必要に応じて解析能力に見合った処分坑道周辺の 100 m×100 m
×100 m 程度の領域を切り出してモデル化を行う．本報告書では，この領域をパネルスケール

と区別するため「ニアフィールドスケール」と称することとする．」2)と示されており，あくま

で具体的な解析を実施する上での便宜的なスケール設定と考えられる． 
表 2.1.1-1 に，原子力発電環境整備機構 3)によって分類された日本の代表的な地質構造に対

して，各スケールにおける水理地質構造のモデル化手法を示す． 
 
 
表 2.1.1-1 地質構造及び水理地質構造モデル構築に係る空間スケール及びモデル化手法 3) 
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これから，結晶質岩である深成岩類においても，広域及び処分場スケールでは統計的に発生

させた亀裂ネットワークモデルから等価連続体モデルを構築して水理地質構造モデルを構築し

ている．また，比較的小規なパネルスケール（及びニアフィールドスケール）では，深成岩，

先新第三期堆積岩では確率論的亀裂ネットワークモデルを直接用いた水理地質構造モデルを構

築している． 
地層処分における水理地質構造モデルのスケールの考え方は，基本的にモデル構築の観点か

ら分類されている．一方，中深度処分の安全規制においては，安全評価の考え方と異なり，地

下水流動と地下施設建設の影響に着目してスケールを分類すべきであろう． 
地下水流動系と地下施設の影響範囲に着目した空間スケールの考え方を以下に示す． 
・広域スケール 

 広域スケールは，廃棄物埋設地（処分場）を通過する地下水涵養域から流出域までの大

局的な地下水流動系に着目した上で．水理的な境界条件が設定可能な範囲（最大で数十

km×数十 km の範囲）と考えられる．広域スケールの設定では，地形（河川の流域），地

質構造として，モデル下面の不透水境界として設定できる深度，難透水性構造としての断

層の位置），各帯水層，難透水層の代表的な水理特性を参考として設定する． 
・処分場（中間）スケール 

 処分場スケールは，広域スケールの範囲の中で，処分場建設による水位，水圧変動の影

響を受ける範囲（最大数 km×数 km）を抽出する．その際に，主に地形から涵養域と流

出域を判断する広域スケールの中で，遮水構造を持つ断層や，連結していない亀裂ネット

ワークによって主要な流動系が分割されるコンパートメント構造を示す場合には，処分場

を包含する流動コンパートメントを抽出する．その際には，水理特性，亀裂の幾何学特性，

難透水構造，水質，同位体の分布等を参考として決定する．ただし，地下水等モニタリン

グによって処分場周辺の地下水流動に関する情報が更新された際には，モデル範囲の設定

等を見直す必要がある．  
・ニアフィールドスケール 

 ニアフィールドスケールは，廃棄物埋設地等の地下空間建設によって発生する水理・化

学的影響領域を対象とした設定とする．その際に参考とすべき情報は，母岩の力学・水理

特性に加え，鉱物組成や酸素の拡散係数等の化学的特性となる．それらの評価は，岩石試

料を用いた室内実験及び壁面からの短尺のボーリング調査等で把握する必要がある．例え

ば，大山ほか 4)は，泥岩の不飽和対中の素掘りトンネル（建設後 45 年～85 年）において，

壁面からの距離に応じた透水係数の変化，酸化フロントの形成深度を評価し，酸素の拡散

係数を計算している．その結果，化学的な影響範囲は壁面から最大 60cm 程度であること

を示している．また，ニアフィールドにおいては，水理学的な影響領域の評価は，EDZ
における亀裂発生範囲に加え，化学的風化の範囲の評価も重要となる．化学的風化の影響

範囲は，坑道埋め戻しまでの期間に応じて拡大することに留意が必要であろう． 
 

2.1.1.2 空間スケールに応じた地下水流動モデルの構築手順 
 前節で示した空間スケールでは，基本的に広域スケールと処分場スケールの水理地質構造モ

デルの考え方は，深成岩類においても亀裂ネットワークから構築した等価多孔質媒体で評価す

るという点では同等と考えられる．その観点から，以下には，広域スケール及び処分場スケー

ルにおける亀裂性媒体と多孔質媒体の地下水流動モデル構築の手順を示す． 
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（１）亀裂性媒体における地下水流動モデル構築の手順 
 図 2.1.1-2 に，亀裂性媒体において一般的に用いられる地下水流動モデル構築の流れをしめ

す． 

 

図 2.1.1-2 亀裂性媒体分布地域における広域及び処分場スケールの地下水流動モデル構築フ

ロー 
 

図中でモデル構築等において必要とされる構造や物性値等の指標を赤枠で示した．亀裂性媒

体においては，比較的小さな領域においても，亀裂の連続性によって水理的に分離されたコン

パートメント構造が存在することが，釜石鉱山における圧力干渉試験によって示された事例 5)

も存在し，特に処分場スケールのモデル化においては，コンパートメント構造の評価が重要な

指標となり得る．また，亀裂ネットワークをモデル化する際に，直接亀裂をモデル化する方法，

クラックテンソル等によって異方性等価多孔質媒体としてモデル化する方法，亀裂の存在によ

って不均質性等価多孔質媒体としてモデル化する方法が考えられる．広域及び処分場スケール

では直接モデル化する方法は，亀裂密度と領域のスケールを考慮すると現実的ではないため，

等価多孔質媒体としてのモデル化が現実的な手法と考えられる．図 2.1.1-3 に亀裂ネットワー

クのモデル化に関するいくつかの手法の概念図を示す 6)． 
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図 2.1.1-3 亀裂性岩盤における地下水流動モデルの方法の例 6) 

 
等価多孔質媒体モデルを構築する際の留意点としては，一定の長さ以上の亀裂に関して明示

的にモデルに組み込むこと，そのための基準を設定することに加え，クラックテンソル等を用

いる場合は，局所的な不均質性を避けるために，統計的に均質と考えられるサイズ（構造最小

単位）以上でのモデル構築が必要となる．構造最小単位の大きさとして，小田ほか 7)で数値実

験の結果から亀裂平均長さの 2-3 倍，平間ほか 8)では，様々な地質条件での観察結果から，平

均亀裂長さの 4-5 倍という結果を示している． 
技術的指標に着目すると，モデル構築段階で必要な指標（亀裂情報，水理特性等）と，モデ

ルの検証や更新の段階において必要な指標（水圧，水質，同位体）に分類されることが示され

ている． 
 

（２）多孔質媒体における地下水流動モデル構築の手順 
多孔質媒体と亀裂性媒体の地下水流動モデルにおける大きな相違点は，支配的な流動経路が

亀裂性媒体においては岩盤中の亀裂であるのに対し，多孔質媒体においては多くの場合岩盤の

空隙となるという点である．中深度処分対象深度である GL-100m 程度であれば，多くの場合

空隙が主要な経路となると考えられるが，例えば JAEA 幌延深地層研究センターでの研究成果

によると，深度 200m 程度の多孔質な岩盤において，亀裂が主要な透水経路であり，

transmissivity が 4～5 オーダーのコントラストである例が示されている 9)．中深度処分を対象

とした地下水流動モデルを構築する場合，処分深度が 100m 程度であっても，下面不透水境界

の影響を低減させるために，200m～300m 程度の深度まではモデルを構築する必要が生じるた

め，地質状況によっては亀裂のモデル化が必要となる． 
多孔質媒体地域における地下水流動モデル構築の一般的な流れを図 2.1.1-4 に示す． 
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図 2.1.1-4 多孔質媒体分布地域における広域及び処分場スケールの地下水流動モデル構築

フロー 
亀裂性媒体と異なり，第一段階で卓越流動経路が亀裂であるのか否かを帯水層別に判断した

上で，亀裂が卓越流動経路となる場合は亀裂性媒体と同様のモデル化手順を取る． 
空隙が卓越流動経路と判断される場合の注意点としては，原位置試験等における透水係数等

の水理特性のばらつきの取り扱いであり，平均値（対数平均値）あるいは標準偏差を考慮した

ケース設定を採用した上で均質モデルと判断できるのか，透水係数がランダムに分布するモデ

ル，あるいは地球統計学的手法で空間的透水係数分布を与えるかという判断を，ばらつきの程

度から判断する必要がある．また，大規模な高透水ゾーンや断層コア等の低透水ゾーンは個別

でモデル化する必要があることは，亀裂性媒体と同様である．地下水流動のコンパートメント

に関しては，不透水ゾーンとしての断層コアが境界して機能することが考えられるが，浅部の

風化体等の影響を考えると，Karasaki, et al. 10)が幌延地域を対象としたモデル化の際に示した

ように，図 2.2.1-5 で示される断層を越流する流動の存在も考慮する必要がある． 

 
図 2.2.1-5 断層周辺における地下水流動の概念 10) 
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断層が広域あるいは処分場スケールの地下水流動にどのように影響を及ぼしているかに関し

ては，断層を挟んだ上下流での水圧分布，上昇あるいは下降流の存在，地下水年代等のデータ，

周辺の温度プロファイル等から判断する必要がある． 
また，多孔質媒体の中でも特に粘土を含む堆積岩地域においては，塩分濃度分布や水圧分布

に単純な深度依存性から外れた異常値が多く見られる．これらの原因としては，例えばキャッ

プロック等の地質構造の影響 11)，続成作用時の脱水，半透膜効果による化学浸透圧の影響 12,13)

等の要因が考えられる．モデルの更新の際には，異常観測値の要因を考慮した上で，必要に応

じて水理特性の更新あるいは構成則の修正を行うことが求められる． 
 

（３）ニアフィールドスケールにおける地下水流動モデル構築の手順 
ニアフィールド（坑道建設の影響範囲）における地下水流動モデルは，主に掘削影響領域を

介した坑道軸方向の流動経路の有無が重要な問題となる．基本的には，処分坑道の母岩となる

岩盤の変形特性，強度等の力学及び透水係数，既存割れ目の方向等の水理学的特性から，掘削

時の応力変化による亀裂の発生による透水性の変化をモデル化することによって一定の評価が

可能であるが，2.1.1.1 に示したように，時間の経過に伴う化学的風化の進展と，その結果とし

ての高透水ゾーンの発生を考慮する必要があるため，拡散係数等の評価が必要となる． 
 

2.1.1.3 地質状況及び空間スケールにおける技術的指標の抽出と適用性，適用限界の検討 
前項に，それぞれの地質状況及び空間スケールでの地下水流動モデル構築の手順及び留意点

を示した．広域及び処分場スケールに関しては，亀裂性媒体，多孔質媒体のフローの中で，用

いるデータを技術的指標として示した．ここで注意すべき点として，技術的指標は，モデル構

築段階，すなわちシミュレーションの入力データとして用いる指標と，モデルの検証あるいは

更新に用いられる指標に分類される点である． 
表 2.1.1-2 に，広域スケール及び処分場スケール共通で，亀裂性，多孔質の媒体での技術的

指標と用途，ニアフィールドスケールでの技術的指標を示す．表には，それぞれの指標に関す

る調査・評価方法も記載した． 
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表 2.1.1-2 空間スケール及び岩種による技術的指標と調査・評価方法 

 

 

図 2.1.1.2 及び 2.1.1.4 に示したモデル構築のフローに従って，広域及び処分場スケールの指

標は亀裂性媒体と多孔質媒体に分類して抽出を行った．モデル構築の基本となる地質構造に関

しては共通であるが，亀裂性媒体に関しては亀裂の三次元ネットワークモデルを統計的に構築

する手順が含まれるため，亀裂の幾何学情報（走向，傾斜，密度，長さ及びそれらの空間分布）

が必要となり，そこから，等価多孔質媒体への変換手法の選択等が行われる．また，2.1.1.1 で

示した流動のコンパートメント構造に関して，亀裂性媒体においては主に亀裂のコンパートメ

ントが要因となるが，多孔質媒体では遮水性の断層の存在がコンパートメント構造の要因とな

るため，特に多孔質媒体では断層の分布からコンパートメントを抽出することが必要となる． 
多孔質媒体における一部の帯水層において亀裂性媒体と同様のモデル構築を行う必要がある

か否かを判断するために，多孔質媒体においても亀裂等の卓越構造の有無を評価する必要があ

る． 
また，亀裂性媒体における水理特性に関しては，原位置試験によって亀裂を含む区間の水理

特性と評価するとともに，マトリックス拡散の評価を行うために亀裂を含まないインタクトな

岩盤の水理特性評価を行う必要がある． 
モデル検証及び更新に用いる指標は，基本的には水圧，水質，同位体（滞留時間）の分布に

関する解析結果と実測の比較となるが，特に多孔質媒体においては，異常間隙水圧等，一部一

般的な構成則では評価できない要因による可能性を評価し，構成則の見直しを行う必要も生じ

る． 
これらの技術的指標を適用する際に最も留意すべき点は，データのばらつきや不確実性問題

空間スケール 岩種 用途 指標 調査・評価手法

地質構造 地表踏査，物理探査

亀裂情報（走向・傾斜，密度，長さ，

連続性）

地表踏査，空中写真，ボーリング調査，孔間透水

試験

水理特性（亀裂．マトリックス） 原位置試験，室内試験

境界条件 気象観測，相対的海水準変動

水圧分布 地下水モニタリング

水質（塩分濃度）分布 原位置採水・分析

同位体分布（滞留時間） 原位置採水・分析

地質構造 地表踏査，物理探査

断層分布 地表踏査，物理探査，ボーリング調査

水理特性 原位置試験，室内実験

亀裂等卓越構造 ボーリング調査，原位置試験

水圧分布 地下水モニタリング

水質（塩分濃度）分布 原位置採水・分析

同位体分布（滞留時間） 原位置採水・分析

異常間隙水圧等の成因（キャップロッ

ク，浸透圧等）
地下水モニタリング，ボーリング調査，室内試験

力学特性（掘削影響領域の範囲） ボーリング調査，室内試験

水理特性 壁面からのボーリング調査，室内試験

化学特性 壁面からのボーリング調査，室内試験

検証及びモデル更新

ニアフィールド 共通 モデル構築及び更新

亀裂性媒体

検証及びモデル更新

モデル構築

広域及び処分場

スケール

多孔質媒体

モデル構築
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と考えられる．水理特性に関しては，亀裂性媒体における透水性亀裂の有無や亀裂の連続性に

よって原位置透水試験結果やそれに基づく水理地質構造モデルは大きく異なるため，亀裂の卓

越方向ごとの水理特性の評価を行うことによって，亀裂ネットワークと水理特性分布を事前に

検討することが必要である．また，亀裂の幾何学構造に関して，地表あるいはボーリング調査

ですべての亀裂を決定論的に評価することは不可能であり，調査の空間スケール等によって調

査可能な亀裂情報にバイアスがかかるため，様々な空間スケールでの調査 14)を行うこと，水理

特性に関しても，スケールによる相違を評価するための，室内実験と原位置透水試験の比較等

が必要となる．ただし，前述したように決定論的なモデル構築を行うための必要十分な情報を

得ることは不可能であることを考慮し，統計的モデル構築における不確実性の評価と，モデル

検証のために，モデル構築に用いたデータとは別の調査データを事前あるいは事後に取得する

ことが必要となる． 
多孔質媒体においても，多くの原位置透水試験を実施した場合には，同一の地層を対象とし

ても，透水係数等のデータは空間的ばらつきを持つ．点として得られた個別の評価結果を直接

モデル構築の高速条件として用いた場合には，物理探査等による面的なデータを制約条件とし

て用いた場合と比較して，試験の誤差やモデル構築のスケールと試験スケールの違い等の問題

から，モデルの再現性向上には寄与せず，逆にバイアスがかかったモデルとなるということが

示されている 15)．水理特性自体は，モデル構築に不可欠な指標ではあるが，空間的なばらつき

が大きい場合には，不確実性が存在する中で，いくつかのケースを設定して代表値を選定する

か，地球統計学的手法で複数のモデルを構築する等の段階が必要となる． 
亀裂性媒体，多孔質媒体の双方において，調査の数量が増大することによって不確実性は低

減するが，決定論的な指標を得ることは不可能である．従って，モデル検証のための指標を効

率的かつ高精度で取得し，地下水流動モデルに定量的にフィードバックするための方法論の構

築が今後必要となる． 
 

【まとめと今後の課題】 

本節では，広域地下水流動モデル構築のために収集あるいは整理すべき技術的指標の抽出と

適用性の検討を行うために，第一段階として空間スケールの考え方の整理を行い，各スケール

での広域及び処分場スケールでの地下水流動評価の技術的指標を，亀裂性媒体及び多孔質媒体

を対象としたモデル構築の流れの検討を行い，その中からそれぞれの媒体における重要な技術

的指標を抽出した．坑道周辺のニアフィールドに関しては個別に指標の抽出を行った．最後に，

重要な技術的指標について，調査におけるデータ取得方法と，モデル構築の際の課題を抽出し

た．主な成果は以下の通りである． 
・空間スケールに関しては，処分場を通過する地下水流動系全体を包含する広域スケール，

処分場建設の影響範囲を包含する処分場スケール，個別の坑道掘削の影響を受けるニアフィー

ルドスケールの 3 種類のスケールに分類すべきである． 
・広域及び処分場スケールのモデル構築において，地形あるいは地質状況から流動のコンパ

ートメント構造を把握すること，亀裂性媒体においては，亀裂の走向・傾斜，透水性及び長さ

の分布を把握した上でのネットワークモデルの構築と，等価多孔質媒体モデルでの地下水流動

解析，多孔質媒体モデルにおいては，透水性分布のモデル化がモデル構築の上での重要なポイ

ントである． 
・それぞれの媒体における重要な技術的指標は，表 2-1-1-2 にまとめたように，モデル構築
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に必要な指標と，モデルの検証あるいは更新に必要な指標に分類され，それぞれ調査や室内試

験によって評価することが可能である．ただし，亀裂系媒体におけるネットワークモデル構築

や多孔質媒体のモデル化において，指標である亀裂情報や透水性の空間的なばらつき，構造最

小単位の評価の方法を決定することが重要な課題である． 
 
今後は，現在進行中のボーリング調査等において得られる水理特性，水質等の指標を具体的

な地下水流動モデルの構築や検証，更新に効率的に適用することが課題と考えられる． 
 

【引用文献】 

1) 原子力発電環境整備機構 (2018). 包括的技術報告：わが国における安全な地層処分の実現－適

切なサイトの選定に向けたセーフティケースの構築－（レビュー版）第６章 閉鎖後長期の安全

性の評価. 原子力発電環境整備機構. NUMO-TR-18-03 
2) 原子力発電環境整備機構 (2018). 包括的技術報告：わが国における安全な地層処分の実現－適

切なサイトの選定に向けたセーフティケースの構築－（レビュー版）第２章 安全確保の基本的

考え方. 原子力発電環境整備機構. NUMO-TR-18-03 
3) 原子力発電環境整備機構 (2018). 包括的技術報告：わが国における安全な地層処分の実現－適

切なサイトの選定に向けたセーフティケースの構築－（レビュー版）第 3 章 地層処分に適し

た地質環境の選定およびモデル化.. 原子力発電環境整備機構. NUMO-TR-18-03. 
4) 大山隆弘, 千木良雅弘, 大村直也, 佐々木和裕, 長岡亨 (1999). 不飽和領域での堆積岩の化学的

風化作用－泥岩トンネル孔壁の風化速度と微生物の影響. 応用地質.39(6):511-523. 
5) Sawada A, Uchida M, Shimo M, Yamamoto H, Takahara H, Doe TW (2000). Non-sorbing tracer 

migration experiments in fractured rock at the Kamaishi Mine, Northeast Japan. Eng 

Geol.56(1-2):75-96. 
6) 三枝博光, 澤田淳, 稲葉薫, 竹内真司, 中野勝志 (2003). 複数のモデル化手法を用いた地質環境

特性調査における地下水流動特性評価の不確実性の検討. サイクル機構技報.20:75-90. 
7) 小田匡寛, 羽出山吉裕, 高野正明 (1986). 不連続性岩盤の水理・力学的性質を評価するために必

要な最小供試体寸法について. 第 18 回岩盤力学に関するシンポジウム; 東京. 
8) 平間邦興, 丸山誠, 桑原徹, 鈴木健一郎 (1990). 不連続性岩盤の亀裂評価と透水性. 大林組技術

研究所報.40:1-11. 
9) Ishii E, Funaki H, Tokiwa T, Ota K (2010). Relationship between fault growth mechanism and 

permeability variations with depth of siliceous mudstones in northern Hokkaido, Japan. Journal 

of Structural Geology.32(11):1792-1805. 
10) Karasaki K, Ito K, Wu YS, Shimo M, Sawada A, Maekawa K, Hatanaka K (2011). Uncertainty 

reduction of hydrologic models using data from surface-based investigation. J 

Hydrol.403(1-2):49-57. 
11) 伊藤一誠, 唐崎建二, 畑中耕一郎, 内田雅大 (2004). 間隙水圧観測結果を用いた逆解析による

堆積岩地域の水利地質構造把握－幌延深地層研究計画サイトへの適用－ . 応用地

質.45(3):125-134. 
12) Takeda M, Hiratsuka T, Manaka M, Finsterle S, Ito K (2014). Experimental examination of the 

relationships among chemico-osmotic, hydraulic, and diffusion parameters of Wakkanai 
mudstones. J Geophys Res-Sol Ea.119(5):4178-4201. 



第２章 地盤の地下水流動評価に関する科学的・技術的知見の取得 

2-12 
 

13) Takeda M, Manaka M, Ito K (2019). Potential geologic osmotic pressure in the Wakkanai 
Formation: Preliminary estimation based on the dynamic equilibrium between chemical osmosis 
and advection. J Hydrol.579. 

14) 大野博之, 小島圭二 (1988). 岩盤中の割れ目系に見られるフラクタル. 応用地質.29(4):11-18. 
15) Scheibe TD, Chien YJ (2003). An evaluation of conditioning data for solute transport prediction. 

Ground Water.41(2):128-141. 
  



第２章 地盤の地下水流動評価に関する科学的・技術的知見の取得 

2-13 
 

2.1.2 ボーリング調査による既存地下水流動モデルとの比較・検証 

【実施内容】 

広域地下水流動の評価は既存孔井から採水された地下水試料のデータを基に行われる．既存

孔井は，浅層から採水できるものも存在する一方で，具体的な評価に用いるには十分とは言え

ず，大半は採水深度が 1000m 程度の地下深部から採水されるものである．したがって，この

ようなデータを基に評価された広域地下水流動が中深度処分の埋設施設が設置される地下

70m 以深のような浅層の地下水流動をどこまで適切に取り込むことができているか，必ずしも

明らかではない．このため，涵養域・流動域・流出域を代表する地点や地下水流動に影響を与

える大規模断層を挟んだ両側の地点などで，水質，同位体，地下水年代，水理特性等（以下，

水質等）の深度プロファイルを取得することが必要である．なお，浅層の地下水流動を検討す

るためには，対象としている深度の 2 倍から 3 倍程度の深度における水質等のデータが必要と

考えられるため，300m 程度のボーリング調査が必要となる． 
平成 31 年度は，過年度に構築された概念モデルで最も重要でかつ不確実性が高いと考えられ

る中間流動域における地表からの天水涵養と浅層における流動の評価を目的として，１）で設

定した対象地域内の中間流動域にボーリング調査地を設定し，中深度処分対象深度までの天水

の涵養と流動の評価に必要な深度 75m 程度のボーリング調査を行い，コア試料・揚水試料の

採取を行う．また，限られた深度の揚水試料を補完するため，岩芯試料の中心部から間隙水を

抽出する装置を導入し，間隙水の採取を行う． 
揚水試料及び間隙水試料を対象として，水の水素・酸素同位体から得られる地下水の涵養時

期・涵養される地域に関する情報と，地形・地質構造から考えられる地下水が涵養される地域

との比較を行う．また揚水試料については，トリチウム濃度，放射性炭素同位体，ヘリウム同

位体，放射性塩素同位体などの分析を行い，より詳細な涵養時期（地下水年代）を明らかにし，

平均流速等の情報として，水理特性との比較を行う． 
さらに，原位置水理試験及び岩芯試料を用いた室内透水試験による水理特性の深度プロファ

イルの取得，掘削途中の孔底部における水位あるいは水圧計測による間隙水圧プロファイルの

評価を併せて行い，水質プロファイルと岩芯試料を用いた実験的評価によって間隙水圧プロフ

ァイルと地下水流動系と変動の評価を行う． 
加えて，ボーリング調査地点が属する高瀬川水系内において，追補的な既存孔井・地表水等

の現地調査を行い，地下水流動概念モデルの精緻化を図る． 
これらの結果得られる地下水流動に係る三次元的なデータに基づき，１）において整理した

考え方及び評価指標から得られている概念モデルの検証を行い，モデルの定量化に向けた検討

を行う． 
 

【成果】 
2.1.2.1 既存孔井・地表水等の現地調査による，地下水流動概念モデルの精緻化 
2.1.2.1.1 地表水等の現地調査 

昨年度までに作成した上北平野の広域地下水流動概念モデルでは，小川原湖西側におけるよ

り深層の地下水の浅層への上昇の可能性が示されている（産業技術総合研究所，20171）, 20182), 
20193)）．今年度は，上北平野北部の広域地下水流動系についてさらに検討するため，小川原

湖西側の高瀬川水系を対象として再採取地点を含む地表水（河川水）の現地調査を実施した． 
調査は令和元年 11 月 21 日から 28 日にかけて，赤川（①），清水目川（②），坪川（③），

中野川（④），作田川（⑤），七戸川（⑥），道地川（⑦），大林川（⑧）および川去川（⑨）

の合計 120 地点において行った．各調査地点において，水温，pH および電気伝導度の測定，

試料水の採取，河川流量測定，緯経度の観測を行った．採取した河川水試料は実験室にて主要



第２章 地盤の地下水流動評価に関する科学的・技術的知見の取得 

2-14 
 

化学組成および水素・酸素同位体比の分析を行った．図 2.1.2.1-1～2.1.2.1-3 に，高瀬川流域に

おける河川水の水素同位体比，酸素同位体比および d-excess 値の分布を○でそれぞれ示した．

各図には，平成 30 年度に河川調査を行った七戸川，道地川，大林川，川去川および砂土路川

の結果を△で，本年度の浅層地下水観測により採取した水試料の結果を□で同時に示した． 
 

 
図 2.1.2.1-1 高瀬川流域における河川水の水素同位体比分布 

産業技術総合研究所(2019)3)のデータを含む． 
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図 2.1.2.1-2 高瀬川流域における河川水の酸素同位体比分布 

産業技術総合研究所(2019)3)のデータを含む． 

 
図 2.1.2.1-3 高瀬川流域における河川水の d-excess 値の分布 

産業技術総合研究所(2019)3)のデータを含む． 
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最初に，平成 30 年度（△）と本年度（○）のそれぞれの河川調査により得られた同位体比

を比較する．図 2.1.2.1-1 と 2.1.2.1-2 から，水素同位体比で最大 1～2‰程度，酸素同位体比で

最大 0.2‰程度いずれも平成 30 年度調査の方が小さな値を示すことが見て取れる．その結果，

図 2.1.2.1-3 に示すように，d-excess 値は最大 1‰程度，平成 30 年度調査の方が大きな値にな

ることがわかる．ここから，降雪直前の時期では水素同位体比で±2‰，酸素同位体比で±0.2‰，

d-excess 値では±1‰程度の変動があると考え，以下の考察を行う．ただ，本地域全体では水

素同位体比で 8‰，酸素同位体比で 1.6‰，d-excess 値で 8‰という想定される各地点の変動幅

の数倍の差異が存在していることも各図からわかる． 
次に，本年度河川水調査により得られた結果（○）と，浅層地下水観測により得られた結果

（□）を比較する．図 2.1.2.1-3 の d-excess 値の分布を見ると，両者の違いは多くとも 2‰程

度しかないことがわかる．一方，図 2.1.2.1-2 と 2.1.2.1-3 の水素同位体比あるいは酸素同位体

比の分布を見ると，上流部では周辺の河川水と浅層地下水の値が同等の場所もあるが，下流部

（小川原湖の西側の地域）では大きな違いがあることが見て取れる．水素同位体比で 6‰，酸

素同位体比で 1.6‰以上と，非常に大きな差異がある．一方，河川水は上流域の方が下流域よ

り d-excess 値が 8‰以上大きく，また同位体比は水素同位体比で 8‰以上，酸素同位体比で

1.6‰以上小さいことも見て取れる．また七戸川や坪川の本流では，上流部の同位体的に小さく，

d-excess 値が大きいという性質を持った河川水が下流部まで流下して来ていることが見て取

れる．ここから，小川原湖の西部にある，同位体的には小さく，d-excess 値は周辺部の河川水

と大きくは異ならないという性質を持つ浅層地下水は，地形的高所において涵養された地下水

であるとは考えにくいということがわかる（以下に示すように，地形的高所から得られる河川

水の水素および酸素同位体比の分布域と，小川原湖周辺の浅層地下水の水素および酸素同位体

比の分布域が明らかに違うことが示されている）． 
図 2.1.2.1-4 に赤川，中野川，市ノ渡川（中野川支流），道地川，大林川および川去川の流量

と河川水の水素同位体比の関係を示した．図 2.1.2.1-4 より，赤川以外の河川は流量が増加する

と，河川水の水素同位体比が大きくなるか，あるいはあまり大きくは変化しないのに対し，赤

川のみは流量が増加すると河川水の水素同位体比が一方的に小さくなることがわかる．図

2.1.2.1-5 に，高瀬川流域の河川水および浅層地下水の水素同位体組成と酸素同位体組成の関係

を示した．図 2.1.2.1-5 より，赤川の河川水の水素および酸素同位体比が下流にいくに従って変

化していく方向は，地形的高所から得られる河川水の水素および酸素同位体比の分布域の方向

ではなく，小川原湖周辺の浅層地下水の水素および酸素同位体比の分布域の方向であることが

見てとれる．この傾向が繰り返し観測されるのかを確認するため，令和 2 年 1 月 19 日に再度

赤川（乙供から赤川橋までの下流区間のみ）において河川水試料の採取を行った．その結果も

図 2.1.2.1-5 に同時に示した．図 2.1.2.1-5 より明らかに，令和 2 年 1 月においても，赤川では

下流にいくに従って水素および酸素同位体比が小さくなり，その変化方向は小川原湖周辺の浅

層地下水の水素および酸素同位体比の分布域の方向であることがわかる．これは，赤川の下流

域には，浅層地下水の影響が徐々に大きくなっていく可能性があること，すなわち小川原湖周

辺の浅層地下水が上昇して河川水に付け加わっている可能性を示唆していると思われる．赤川

の河川水流量は 5 万 ton/day 程度であるので，同様の流量を持つ河川を選び，流量と同位体比

の詳細な調査を行えば，浅層地下水が上昇して河川水に加わっている可能性を示唆する地域の

詳細を示すことができると思われる． 
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図 2.1.2.1-4 赤川，中野川，市ノ渡川，道地川，大林川および川去川の 

流量と河川水の水素同位体比の関係 

産業技術総合研究所(2019)3)のデータを含む． 
 

 
図 2.1.2.1-5 高瀬川流域の河川水および浅層地下水の水素同位体組成と酸素同位体組成の関係 
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最後に，河川水の化学的特徴を述べる．図 2.1.2.1-6～2.1.2.1-8 に高瀬川流域における河川水

の Cl-イオン，SO42-イオンおよび NO3-イオンの分布を示した．図 2.1.2.1-6 と図 2.1.2.1-8 は，

国 土 数 値 情 報 の 土 地 利 用 細 分 メ ッ シ ュ デ ー タ

（http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-L03-b.html）に基づき作成した土地利用図上に

プロットしてある．両図から，Cl-イオンと NO3-イオンの高濃度の地点は，西側の森林地域に

は 1 ヶ所も見られず，すべて田，農用地など人工的に土地を改変した地域のみに見られること

から，人工的な起源を示唆しているものと考えられる．一方，図 2.1.2.1-7 は，地質図ナビ

（https://gbank.gsj.jp/geonavi/）に基づき作成した地質図上に，黒鉱を産する鉱山あるいは鉱徴

地（例えば上北鉱山，□で示した），あるいは砂鉄を産する鉱山（例えば天間林鉱山，◇で示

した）と一緒にプロットしてある．SO42-イオンの高濃度地点は東側の人工的に土地を改変した

地域にも存在するが，Cl-イオン，NO3-イオンの高濃度地点が全く見られない坪川の上流部の森

林地域の中にも見られることから人工的のみならず，地層的な影響をも反映している可能性が

考えられる． 
 

 
図 2.1.2.1-6 高瀬川流域における河川水の Cl-イオンの分布 
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図 2.1.2.1-7 高瀬川流域における河川水の SO42-イオンの分布 

 

図 2.1.2.1-8 高瀬川流域における河川水の NO3-イオンの分布 
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2.1.2.1.2 既存孔井の現地調査 

昨年度までに，上北平野において既存井戸（水源井，温泉掘削井等）から採取した浅層・深

層地下水試料の水質・同位体分析結果に基づき，鮮新統（甲地層）から中部中新統（和田川層）

までを含む上北平野の広域地下水流動に関する概念モデルを作成した（産業技術総合研究所，

20171）, 20182）, 20193））．昨年度の地下水流動概念モデルにおいて不確実性の高い要素の 1
つとして，小川原湖西側における地下水の上昇流が挙げられる．産業技術総合研究所（2018）
2）で報告したように，小川原湖の西側には水温上昇率（深度方向の昇温率）の高い浅井戸が多

く分布しており，同一深度で比較すると周辺よりも水温の高い地域となっている．また，小川

原湖西側で得られた水温の高い浅層地下水試料は，周辺よりも低い水素安定同位体比を示して

おり（産業技術総合研究所，20182）, 20193）），小川原湖西側において，より深層の地下水が

浅層へと上昇している可能性を指摘してきた．そこで今年度は，上北平野北部の広域地下水流

動についてさらに検討するため，小川原湖を含む高瀬川流域を対象として，再採取地点を含む

浅層地下水の試料採取調査を実施した．特に，小川原湖西側および東側の浅層地下水試料につ

いて，低レベルトリチウム分析と放射性炭素同位体分析を行い，地下水年代の指標となる 3H
と 14C およびヘリウム同位体のデータを拡充した．その上で，前項の河川水調査の結果と併せ

て，中深度処分の処分地相当深度を対象とした広域地下水流動の概念モデルの再検討を行う． 
まず，図 2.1.2.1-9 に高瀬川流域における浅層地下水の水質組成を示す．ここでは，浅層地下

水試料を小川原湖の北側から西側にかけての地域と南側から東側にかけての地域とに分けて示

している．これを見ると，小川原湖南～東側の地下水の多くが Ca-HCO3 型であり，1 試料は

Na･Ca-Cl 型に近く非常に高い NO3 濃度（73.3 mg/L）を示しているが，全体として典型的な浅

層地下水の水質を示している地点が多いことがわかる．これに対して，小川原湖北～西側の地

下水は Ca-HCO3 型から Na-HCO3 型にかけて分布しており，一般的にはより滞留時間の長い地

下水に特徴的な組成を示している． 
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図 2.1.2.1-9 高瀬川流域における浅層地下水の水質組成 

産業技術総合研究所（20104）, 20182）, 20193））のデータを含む． 
 
次に，図 2.1.2.1-10 に上北平野における浅層地下水の水素安定同位体比の平面分布を示す．

ここでは，比較のため，前項で示した高瀬川水系の河川水の同位体比と，産業技術総合研究所

（2019）3）で示した奥入瀬川流域の浅層地下水・河川水の同位体比を併せて示している．また，

図 2.1.2.1-11 には，高瀬川流域の浅層地下水・河川水の水素安定同位体比について，海岸から

の距離に対する深度分布を示した．今年度は，図 2.1.2.1-10 に示すように，高瀬川流域の浅層

地下水の涵養域により近い高瀬川水系上流部の同位体比を網羅的に把握できたことにより，小

川原湖西側で見られる浅層地下水の低同位体比（産業技術総合研究所，2019）3）に関して，地

形的に地下水を涵養しうる流域内の天水よりも低いことを改めて確認した．一方，小川原湖の

南～東側に加え，小川原湖の北西側の数地点では，現在の河川水と同等の同位体比を示してい

ることがわかる． 
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図 2.1.2.1-10 上北平野流域における浅層地下水の水素安定同位体比の平面分布 

産業技術総合研究所（20104）, 20182）, 20193））のデータを含む． 
 
 

 
図 2.1.2.1-11 高瀬川流域における浅層地下水の水素安定同位体比の深度分布 

産業技術総合研究所（20104）, 20182）, 20193））のデータを含む． 
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図 2.1.2.1-12 に上北平野における浅層地下水のトリチウム濃度の平面分布を示し，高瀬川流

域についての深度分布を図 2.1.2.1-13 に示す．昨年度までは，2009 年採取試料の通常のトリチ

ウム分析によって，検出限界以下（<0.5 TU）の結果を得ていたが，今年度の再採取試料の低

レベルトリチウム分析でも，小川原湖の西側のほとんどの地点においては検出限界以下（<0.03 
TU）であり，過去 60-70 年程度の天水の影響を受けていないことが明らかとなった．一方で，

より涵養域に近いと考えられる平野西端部に近い地点や小川原湖東側の地点の一部などでは，

トリチウムが検出されており，比較的最近の天水の影響がこれらのスクリーン深度まで及んで

いるものと考えられる．また，昨年度までに報告した通り，小川原湖南側では 2009 年採取試

料でトリチウムが比較的高濃度に検出されていたため，若い天水の影響が顕著にみられている． 
 

 
図 2.1.2.1-12 高瀬川流域における浅層地下水のトリチウム濃度の平面分布 

産業技術総合研究所（20171）, 20182）, 20193））のデータを含む． 
 
 

 
図 2.1.2.1-13 高瀬川流域における浅層地下水のトリチウム濃度の深度分布 

産業技術総合研究所（20171）, 20182）, 20193））のデータを含む． 
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さらに，今年度再採取試料等の放射性炭素同位体分析によって得られた 14C 年代の結果を図

2.1.2.1-14 および 2.1.2.1-15 に示した．図に表示した較正年代（cal BP）は，IntCal13 の較正

曲線を用いて求めたものであり，ここでは混合等は考慮していない見かけの年代として扱って

いる．これを見ると，小川原湖西側では，12,000 cal BP 前後の年代を示している地点が多く，

見かけの年代としても完新世以前の現在よりも寒冷な時期に相当している．一方で，小川原湖

西側でも西よりの地点では，やや若い 14C 年代を示しており，西から東への流動を示している

とも解釈できる．また，小川原湖東側では 14C 年代が現世の値を示す地点や，4,000 cal BP 程

度を示す地点が存在する．現世の値を示すのは前述の NO3 濃度が非常に高濃度の地点であり，

井戸の構造に問題がある可能性も否定はできないが，水質組成の特徴（図 2.1.2.1-9）やトリチ

ウム濃度分布（図 2.1.2.1-12，図 2.1.2.1-13）と併せて考えると，小川原東側において相対的

に若い 14C 年代を示すことは整合的である． 

 
図 2.1.2.1-14 高瀬川流域における浅層地下水の 14C 年代の平面分布 

産業技術総合研究所（20182）, 20193））のデータを含む．14C 年代は，IntCal13 の較正曲線を用いて求めた較

正年代（cal BP）として示した． 
 

 
図 2.1.2.1-15 高瀬川流域における浅層地下水の 14C 年代の深度分布 

産業技術総合研究所（20182）, 20193））のデータを含む． 
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次に，本年度に調査を行った浅層地下水のヘリウム同位体の結果を，昨年度までの深層地下

水の結果とともに示した（図 2.1.2.1-16）．深層地下水の結果が 4He/20Ne 比が溶存大気の値に

比べて高く，4He が付加されているのに対し，浅層地下水はいずれも溶存大気周辺にプロット

される．地下水中のヘリウムおよびその他の希ガスは，地下水涵養時に溶存した大気起源成分

や通気帯において取り込まれた Excess Air 成分に加えて地下水流動中に付加される成分（地殻

起源＋マントル起源），トリチウムの壊変により生成される 3He によりその濃度・同位体比が

変動する．大気起源成分濃度は，地下水流動中あるいは採水時の脱ガスが起こらない限り，地

下水涵養温度および涵養標高としてあらわされ，Ne, Ar, Kr, Xe 濃度の inverse modelling によ

り計算できる（たとえば，Aeshbach-Hertig et al., 19995））．表 2.1.2.1-1 では，Xe 濃度の誤差

が大きいため（Morikawa et al., 2008）6），Aeshbach-Hertig et al. (1999) 5）のプログラムを改

変して Xe のデータを省いた Ne・Ar・Kr より涵養温度・Excess Air 量を求め，4He については

実測値と地下水流動中に付加される成分の濃度も示した．地下水流動中に付加される成分

（geogenic 4He）濃度は 0～6.7 x 10-9 cm3STP/gH2O となる．この geogenic 4He 濃度，当該帯

水層に対比される堆積岩（砂子又層）中の U, Th 濃度をそれぞれ 1.3, 2.6 ppm（産総研未公表

データ), 帯水層間隙率を 0.4，密度を 2.3g/cm3とした時の 4He 蓄積年代を Kipfer et al. (2002) 7）

の式： 
 

 𝑡𝑡 =  𝐻𝐻𝐻𝐻𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟4

𝐽𝐽𝐻𝐻𝐻𝐻
 

𝐽𝐽𝐻𝐻𝐻𝐻 =  Λ𝐻𝐻𝐻𝐻
𝜌𝜌𝑟𝑟
𝜌𝜌𝑤𝑤

(1.19 × 10−13[𝑈𝑈] + 2.88 ×  10−14[𝑇𝑇ℎ]) ∙
1 − 𝜃𝜃
𝜃𝜃

 

   ここで，t は 4He 蓄積年代，4Herad は geogenic 4He 濃度，JHe は帯水層で発生する 4He
生成量，ΛHe は帯水層岩石からの 4He 放出率（=1），ρr・ρw は岩石および水の密度，[U]・
[Th]は岩石中の U・Th 濃度，θは間隙率を示す． 

 
により計算すると，＜約 9,000 年となる．各パラメータの不確実性を考慮に入れると 4He 蓄積

年代は氷期，間氷期の区別をつけることは不可能であるが，少なくとも数万年以上経過した古

い水ではないことが推定され，14C 年代と矛盾するものではない． 
また，表 2.1.2.1-1 では，地下水涵養温度の計算結果も示している．計算結果は 2 点を除き

すべて 5.0～8.5 ℃となっている．当該地域周辺（十和田観測点）の年平均気温が 9.5 ℃（気

象庁, 2020）8）であることを考えると，希ガス涵養温度も水素同位体比から考えられる寒冷期

の涵養と矛盾しない結果となっている．なお，涵養温度の高い K 点は小川原湖東部の水源井で

あり，トリチウム濃度が 3.2 TU と現代の降水の涵養であることと矛盾しない．また，参考のた

め河川水（2019 年 6 月採取）のデータもプロットしているが，これについても希ガス温度を

計算すると 15℃となる．当該地域の 6 月の平均気温が 16 ℃（気象庁, 2020）8）であることを

考えると，希ガス涵養温度の精度について担保されるものと思われる． 
 



第２章 地盤の地下水流動評価に関する科学的・技術的知見の取得 

2-26 
 

 
図 2.1.2.1-16 高瀬川流域における浅層地下水の 3He/4He と 4He/20Ne の関係 

比較のため高瀬川流域における深層地下水のプロットも行っている．浅層地下水は溶存大気値付近に密集

する．3He/4He が 2 Ra を超えている地点 K は，トリチウム濃度 3.2 TU を示しており，1960 年代以降のトリ

チウム起源 3He の付加が考えられる． 

 
 
 
 
 
表 2.1.2.1-1 浅層地下水・河川水中の水素－酸素同位体比，希ガス濃度および希ガス涵養温度 
涵養温度はボーリング掘削地（8 m, 次節参照）および上北平野西部の野辺地断層帯周辺の標高（約 100 m）

に対して計算を行った． 

 
 

 
  

涵養標高を8mとした場合涵養標高を100mとした場合
δD δ18O 4He 20Ne 36Ar 84Kr 4He/20Ne 3He/4He error 涵養温度 geogenic 4He 涵養温度 geogenic 4He

（‰） （‰） （℃） (cm3STP/gH2O) （℃） (cm3STP/gH2O)
A AOMW_19_A001 -64.8 -10.09 6.14E-08 2.29E-07 1.43E-06 5.53E-08 0.268 1.46E-06 3.762E-08 8.5 5.05E-10 8.3 5.01E-10
B AOMW_19_A002 -65.4 -10.10 6.02E-08 2.36E-07 1.47E-06 5.65E-08 0.255 1.37E-06 4.013E-08 7.8 -2.53E-09 7.6 -2.54E-09
C AOMW_19_A003 -65.1 -10.04 5.82E-08 2.26E-07 1.44E-06 5.68E-08 0.258 1.53E-06 3.146E-08 7.7 -1.33E-09 7.6 -1.34E-09
D AOMW_19_A004 -64.6 -10.21 6.51E-08 2.37E-07 1.49E-06 5.85E-08 0.274 1.39E-06 3.708E-08 6.8 2.32E-09 6.6 2.31E-09
E AOMW_19_A006 -72.3 -10.72 6.99E-08 2.41E-07 1.55E-06 6.12E-08 0.291 1.26E-06 2.706E-08 5.2 6.69E-09 5.0 6.68E-09
F AOMW_19_A007 -68.5 -10.35 6.88E-08 2.40E-07 1.49E-06 5.88E-08 0.287 1.31E-06 2.663E-08 6.9 5.15E-09 6.7 5.14E-09
G AOMW_19_A008 -65.2 -10.06 6.54E-08 2.31E-07 1.45E-06 5.59E-08 0.284 1.35E-06 3.341E-08 8.1 4.27E-09 7.9 4.27E-09
H AOMW_19_A009 -70.1 -10.41 6.58E-08 2.30E-07 1.50E-06 5.90E-08 0.286 1.34E-06 2.359E-08 6.1 5.54E-09 5.9 5.53E-09
I AOMW_19_A011 -60.8 -9.53 6.05E-08 2.16E-07 1.47E-06 5.81E-08 0.281 1.45E-06 2.979E-08 6.3 4.79E-09 6.1 4.78E-09
J AOMW_19_A012 -64.2 -9.76 6.69E-08 2.38E-07 1.49E-06 5.58E-08 0.282 1.17E-06 2.68E-08 7.7 3.56E-09 7.5 3.55E-09
K AOMW_19_A013 -57.3 -9.02 5.66E-08 2.16E-07 1.31E-06 4.93E-08 0.262 2.81E-06 3.285E-08 12.2 -1.32E-09 12.0 -1.32E-09
L AOMW_19_A015 -65.2 -10.11 5.23E-08 2.01E-07 1.30E-06 5.10E-08 0.260 1.13E-06 4.683E-08 11.0 -5.91E-10 10.8 -5.91E-10

高瀬川 AOMW_19_A005 -59.2 -9.24 4.67E-08 1.77E-07 1.14E-06 4.49E-08 0.264 1.4E-06 2.912E-08 15.5 1.10E-10 15.3 1.14E-10

(cm3STP/gH2O)

実測値

SampleID
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2.1.2.1.3 地下水流動概念モデルの更新 
2.1.2.1.1 および 2.1.2.1.2 節において行った既存孔井・地表水等の現地調査より以下のこと

が明らかとなった． 
(1) 小川原湖北西部における河川の下流域では，水素同位体が低くなる傾向が見られた．これ

は，浅層地下水の影響が徐々に大きくなっていく可能性があること，すなわち小川原湖周

辺の浅層地下水が上昇して河川水に付け加わっている可能性を示唆していると思われる． 
(2) 小川原湖西部地下水の水素同位体はいずれも周辺河川よりも低い値を示し，寒冷期の涵養

が示唆される． 
(3) 小川原湖西部の地下水の 14C 年代はいずれも最終退氷期に相当する年代を示した．小川原

湖東部においては現世の値を示す地点や，4,000 cal BP 程度を示す地点が存在する．水質

組成の特徴やトリチウム濃度分布と併せて考えると，小川原東側においては相対的に若い

地下水の浸透が考えられる． 
上記 3 点を踏まえ更新した地下水流動概念モデルを図 2.1.2.1-17 に示した．ただし，既存井

戸からの地下水化学・同位体組成はストレーナ深度が浅層から深層まで含まれる場合は，平均

値となる．そこで，次節以降でボーリング掘削により原位置より採水した地下水揚水試料，ま

たは岩石コア試料から抽出した間隙水により，このモデルの検証を行う． 
 
 

 
図 2.1.2.1-17 本年度の既存井戸および地表水調査により更新された上北平野における地下水

流動概念モデル． 
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2.1.2.2 ボーリング掘削調査による原位置データの取得 
2.1.2.2.1 ボーリング掘削概要 

本年度は，既存井戸等により作成した地下水流動系の概念モデルを実証的に検証するととも

に天水涵養と浅層における流動の評価を目的として，上北平野における地下水流動系の中間流

動域にあたる青森県上北郡東北町大浦地区において深度 76m までの検証ボーリング１孔

（KMK-1 孔）の掘削を行った．採取されたコアから間隙水を一定間隔で抽出し，水質・同位体

組成を分析し，地下水流動系の評価に資するデータを取得する．また，3 深度の採水区間から

揚水による地下水試料採取を行い，水質・同位体組成・溶存ガス成分の分析から浅層～中層地

下水系の特徴とその起源を解明するとともに，コアから抽出された間隙水と対比することによ

り，コア抽出水の水質・同位体組成の確からしさを確認する．さらに，原位置水理試験及び岩

芯試料を用いた室内透水試験による水理特性の深度プロファイルの取得，掘削途中の孔底部に

おける水位あるいは水圧計測による間隙水圧プロファイルの評価を併せて行い，水質プロファ

イルと岩芯試料を用いた実験的評価によって間隙水圧プロファイルと地下水流動系と変動の評

価を行う． 
ボーリング掘削地は図 2.1.2.2-1 に示したように北緯 40°43’23.13”，東経 141°13’16.64”，標

高 8.0 m 地点の田圃地であり，高瀬川左岸に位置する．予想地質状況は，現場の土地利用状況

および掘削地から南西 1.6 km に存在する水源井の地質柱状図（青森県企画部，19709)）を参考

にすると，深度 0～2 m に人工埋立層（砂利含む），深度 2～3 m 程度まで耕作土壌（田圃）の

あと，沖積層が深度 25 m 程度まで，その後更新統の野辺地層が現れることが予想された．そ

こで，本掘削調査では以下の調査を実施することとした． 
1）3 深度における揚水試験 
2）3 深度における揚水試料の採取および化学・同位体分析 
3）岩石コア試料を用いた室内透水試験 
4）間隙水の抽出及び化学・同位体分析 
5）温度検層 
6）VSP 検層 

 
掘削工法 

掘削工法はロータリー式オイルフィールド型ボーリングマシンを使用した普通工法（ロータ

リー工法）を用い，掘削コア外径は掘削水の影響のない間隙水の抽出のため，83 mm 以上とし

た．コア試料採取深度範囲は上記の人工埋立層を除き深度 2 m 以深とし，耕作土壌および沖積

層（深度 2～25 m）を除いた区間（50.90 m）に対し，採取コア長は 50.11 m であり，回収率

は 98.4%であった．コア欠損部分については可能な限りカッティングス等を回収している． 
本掘削では，コアから間隙水を一定間隔で抽出するため，掘削水の影響の少ない（乱れの少

ない）コア試料を高い採取率で採取する必要がある．このため，深度 2 m 以深の区間は原則と

してコアケースに透明アクリル管を用いた外径 116 mm の三重管サンプラーを使用した．ただ

し，浅層の軟弱な粘性土層は三重管サンプラーでの試料採取が困難であるため，固定ピストン

式シンウォールサンプラーを使用し，一部の緩い砂質土層ではデニソンサンプラーでの採取を

試みた．また，緩い砂礫層は乱れの少ない試料採取は困難であり，今回はシングルコアチュー

ブにて無水掘削を行い試料を採取した． 
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掘削泥水の管理およびコア試料採取 

掘削には泥水を使用し，掘削水として掘削地の南西 1.6 km に存在する水源井（自噴）の水，

泥剤にはベントナイトを使用した．本検証ボーリング・採水調査では，採取されたコア試料か

ら抽出された間隙水および揚水により区間採水された地下水から掘削水・洗浄水の影響を取り

除いた上で水質・同位体分析を行う必要がある．間隙水・地下水に混入した掘削水・洗浄水の

影響を評価するため，掘削水・洗浄水にはトレーサーを定量混合し，トレーサー濃度を定量管

理する必要がある．トレーサーにはローダミン WT を採用し，その濃度は 10.0ppm ± 10%以内

とした．掘削および拡孔中は掘進作業開始直前，掘削作業終了直後，およびその中間時間帯の

3 回掘削リターン水を採取・ローダミン WT 濃度の分析を行ったまた，掘削水の循環系に存在

するトレーサー濃度を均一化するため，掘進は孔内水が掘削水に完全に置換された後に行った．  
間隙水への掘削泥水の浸透を最小限に抑えるため，採取されたコア試料は以下の方法で処

理・保管を行った．採取コアがコアパックやコアケース等に収納されている場合はコアを開封

せず，そのまま採取コアを掘進長 0.5 m 単位で切断し，採取コアの端面より岩相記載を行った

（図 2.1.2.2-2 にボーリング柱状図を示す）．採取コアがコアケース（透明アクリル管やシンウ

ォール管）に収納されている場合は専用キャップを両端に嵌め，確実にシールした．コア欠損

部分が存在する場合は，コアケースの余長をビニール袋に封入した緩衝材などで充填，あるい

は採取長に合わせてコアケースを切断し，コアケース内の空気の容量を最低限とした．その後，

コア試料は立てた状態で凍結しないようにボックス内に収納し，低温保存状態で郵送し，間隙

水抽出作業を行うまで冷蔵庫で保管した． 
 

揚水試験および地下水試料採取 

採水および揚水試験は，回収されたコアの岩相などから確定された採水区間において，当該

採水区間を掘削直後に揚水試験と地下水試料の採取を行った．採水区間は 27.3～30.1 m（1 深

度目），39.8～45.0 m（2 深度目），71.0～75.9 m（3 深度目）の 3 区間である．採水および揚

水試験で用いたパッカー式採水システムの概要を図 2.1.2.2-3 に示す．パッカー式採水システム

を設置後，ロッドの先端から孔内洗浄水を噴出させて孔内洗浄を行った．エアリフトを併用し

た孔内洗浄は，地下水中に溶存する希ガス組成に影響を及ぼす可能性があるため行っていない．

孔内洗浄水は，給水タンク内のトレーサー添加後の水を使用した． 
揚水試験は孔内洗浄後，段階揚水試験，連続揚水試験および水位回復試験を行った．ただし，

一深度目の揚水試験では，試験中に孔内部の間隙水圧計が感度不良を起こしたため，揚水中の

間隙水圧はロッド内に設置した水質モニタリング装置の水圧計を使用した．回復試験の水圧は

孔内部のメインバルブ閉鎖状態であるため，水質モニタリング装置での観測はできていない．

段階揚水試験は揚水流量を段階的に上昇させ水位を測定する．上昇の段階は 6 段階とし，各段

階の測定時間は 1 時間とした．なお，今回は地盤の透水性が使用する装置（ポンプ，流量測定・

制御機器）の能力に対して高く，限界揚水流量と適正揚水流量が得られていない．連続揚水試

験の揚水流量は，使用した揚水設備（ポンプ，配管類）の揚水能力を考慮し，安定して制御可

能な流量とした．連続揚水試験の揚水時間は 8～12 時間とし，その後の回復試験は 8～12 時間

とした．測定間隔は各試験開始後 1 秒間隔，その後経過時間に応じて間隔を大きくした．ボー

リング孔内にパッカー式採水システムの孔内部を設置し，原位置モニタリング装置を孔内部の

ロッド内に設置し，揚水中の地下水の水質を観測した．原位置水質モニタリングの測定項目は，

水温・水圧・電気伝導度・ORP などである．1 深度目では Idronaut 製の Ocean Seven303，2
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深度目は堀場製作所製の W-22XD を使用した．また，3 深度目は Ocean Seven303 と W-22XD
の両方をロッド内に設置して観測した．原位置測定結果を図 2.1.2.2-4 (a～c)に示す． 

地下水試料採取は，連続揚水試験中にシングルパッカーで閉塞した採水区間からポンプで揚

水することにより地上にて行った．地下水試料の採取条件は，トレーサー濃度が掘削水のトレ

ーサー濃度の 5%以下に低下することであったが，連続揚水試験中は 1 時間に一度の間隔でト

レーサー濃度を測定した結果，いずれの採水区間も連続揚水試験中に 0.04 ppm 以下（掘削水

のトレーサー濃度の 0.4%以下）まで低下した．そこで，採水はトレーサー濃度が低いレベル

で安定しているのを確認したうえで，連続揚水試験の最終盤に行った．各採水区間から水質・

同位体（水の同位体，炭素安定同位体，放射性炭素同位体，放射性塩素同位体，トリチウム）

分析用に約 6 L，溶存希ガス分析用に銅管に 3 本の試料を採取した．なお，トレーサー濃度の

推移と水質・同位体の変動を確認するため，連続揚水中にトレーサー濃度の測定と合わせて一

部の水質・同位体試料分析用に試料を予備試料として採取した． 
 

 
図 2.1.2.2-1 ボーリング掘削地 

住所：青森県上北郡東北町大浦中渡 75-8 番地 
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図 2.1.2.2-2 ボーリング柱状図 
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図 2.1.2.2-2（つづき） ボーリング柱状図 
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図 2.1.2.2-3 パッカー式採水システムの概要 
 

  



第２章 地盤の地下水流動評価に関する科学的・技術的知見の取得 

2-34 
 

 

 

 
図 2.1.2.2-4 (a) 1 深度目（27.3-30.1 m）揚水試験の原位置測定結果 
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図 2.1.2.2-4 (b) 2 深度目（39.8～45.0 m）揚水試験の原位置測定結果 
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図 2.1.2.2-4 (c) 3 深度目（71.0-75.9 m）揚水試験の原位置測定結果 
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2.1.2.2.2 原位置水理試験および岩芯試料を用いた室内透水試験 
（１）ボーリング掘進時の孔内水位の変化 
 ボーリング掘削において，掘削深度ごとの孔底深度，ケーシング設置深度と，掘削後翌朝の

孔内水位の変動を図 2.1.2.2-5 に示す． 
図 2.1.2.2-5 ボーリング掘削に伴う孔内水位の変動 
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深度 30 m 程度の沖積層においては，粘性土（粘土あるいはシルト）と砂質・礫質土が互層

上に出現するため，孔内水位が数 m の範囲で上下している．全体としては孔底が砂質土に到達

した際に水位が GL -2.5 m～3 m 程度となる．また，洪積層においては GL -2.5 m 程度で安定し

ているが，最終的な孔底近傍では GL 0 m 程度の水位を示している．ただし，ケーシングの遮

水効果は十分ではないため，注意を要する． 
 

（２）揚水試験 
揚水試験は，後述する孔内からの採水を行った３区間に対して，採水に先立って実施した．

試験装置は，後述するシングルパッカー採水装置を用いて実施した． 
揚水試験は，段階揚水試験，連続揚水試験および水位回復試験を行った．ただし，第一回揚

水試験（深度 27.30～30.10 m）では，試験中，孔内部の間隙水圧計が感度不良を起こしたため，

揚水中の間隙水圧はロッド内に設置した水質モニタリング装置の水圧計を使用した．回復試験

の水圧は孔内部のメインバルブ閉鎖状態であるため，水質モニタリング装置での観測ができて

いない． 
a) 段階揚水試験 

段階揚水試験は，揚水流量を段階的に上昇させ水位を測定する．上昇の段階は 6 段階とし，

各段階の測定時間は 1 時間，水位測定間隔は 10 分間隔とする．図 2.1.2.2-6 に，段階揚水試験

結果の概念を示す． 
段階揚水試験結果は，各段階の揚水流量 Q と初期水位からの水位低下量⊿h を両対数グラフ

にプロットして整理する．プロットした各点を直線で結び，変曲点の流量を限界揚水流量とす

る．また，適正揚水流量は限界揚水流量の 80%とした． 
 
 

 
図 2.1.2.2-6 段階揚水試験結果の概念 
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図 2.1.2.2-7 に，段階揚水試験結果の整理例を示す． 
なお，今回は地盤の透水性が使用する装置（ポンプ，流量測定，制御機器）の能力に対して

高く，限界揚水流量と適正揚水流量が得られていない．今回の段階揚水試験結果を図 2.1.2.2-8
～図 2.1.2.2-10 に示す． 

 
 

 
図 2.1.2.2-7 段階揚水試験結果の整理例 

 
 

 
図 2.1.2.2-8 段階揚水試験結果（27.30～30.10 m） 
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図 2.1.2.2-9 段階揚水試験結果（39.80～49.30 m） 

 
 
 

 
図 2.1.2.2-10 段階揚水試験結果（71.00～75.90 m） 
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b) 連続揚水試験および水位回復試験 
連続揚水試験の揚水流量は，使用した揚水設備（ポンプ，配管類）の揚水能力を考慮し，安

定して制御可能な流量とした．連続揚水試験の揚水時間は 8～12 時間とし，その後の回復試験

は 8～12 時間とした．測定間隔は各試験開始後 1 秒間隔，その後，経過時間に応じて間隔を大

きくした．連続揚水試験の概要を図 2.1.2.2-11 に示す． 
 

図 2.1.2.2-11 連続揚水試験の概要 
 

水理定数の算出は以下の手順とした． 
【揚水過程の整理手順】 
揚水過程からの算出は，Cooper-Jacob 法による．以下に手順を示す． 
① 片対数グラフの対数目盛りに 経過時間 t を，算術目盛りに初期水位からの水位低下量 s

をとり，Log t - s 曲線を作成する（図 2.1.2.2-12）． 
② Log t - s 曲線に近似する直線を引き，直線の 1 サイクル間における水位差 Δs を求め，透

水量係数 T を算出する．近似する直線は，デリバティブプロットにより抽出する． 
③ Log t - s 曲線の直線部分の延長が s = 0 と交わる点 t０を求め，貯留係数 S を算出する． 
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揚水過程：s０=初期水位，s =初期水位からの水位低下量 

 Q=積算揚水量，q=揚水過程終了時の平均揚水流量 

回復過程：s =初期水位までの水位差，Sr =回復過程開始からの水位回復量 

 t =揚水過程開始からの経過時間，tp =回復過程の開始時間，Δt =回復過程の経過時
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図 2.1.2.2-12 揚水過程の Log t - s グラフ 

 
算出式は以下のとおりである． 

ここに， T：透水量係数 (m２/sec) 
          S：貯留係数 
        ｓ：水位低下量(m) 
        Δs：Log t の 1 サイクル間における水位降下量(m) 
              ｒ：試錐孔半径 (m) 
            q：平均揚水量 (m３/sec) 
          t０：s=0 における経過時間 t (sec) 

s
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∆
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【回復過程の整理手順】 
回復過程からの算出は，Agarwal 法による．以下に，手順を示す． 
① 片対数グラフの対数目盛りに Agarwal の等価時間 (tp × Δt /( tp + Δt)) を，算術目盛りに

水位回復量 Sr をとり，Log (tp × Δt /( tp + Δt)) – Sr 曲線を作成する(図 2.1.2.2-13)． 
② Log (tp × Δt /( tp + Δt)) – Sr 曲線に近似する直線を引き，直線の 1 サイクル間における水

位差 ΔSr を求め，透水量係数 T を算出する．近似する直線は，デリバティブプロットに

より抽出する． 
③ Log (tp × Δt /( tp + Δt)) – Sr曲線の直線部分の延長が，Sr = 0と交わる点(tp × Δt /( tp + Δt))o

を求め，貯留係数 S を算出する． 

 
 

図 2.1.2.2-13 回復過程の Log (tp×Δt /( tp +Δt)) – Sr グラフ 
 

解析式は以下のとおりである． 

ここに， 
T：透水量係数 (m２/sec) 
S：貯留係数 
ΔSr：Log (tp × Δt / (tp + Δt )の 1 サイクル間における水位降下量(m) 
r：試錐孔半径 (m) 
q：平均揚水量 (m３/sec) 
(tp × Δt / (tp + Δt )０：s=0 における(tp × Δt / (tp + Δt ) (sec) 
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デリバティブプロットグラフの説明を，図 2.1.2.2-14 に示す．グラフは，経過時間 t と試験

開始直後からの水圧変化量 ΔP を両対数グラフにプロットする．あわせて，経過時間 t と“傾き”
の関係をプロットする．回復試験の場合は，t を Agarwal の等価時間(tp×Δt /( tp +Δt))とする． 

また，揚水試験結果の一覧を表 2.1.2.2-1 に示す．また，水理定数の算出図を，図 2.1.2.2-15
～図 2.1.2.2-19 に示す．今回の揚水試験では，揚水開始後，比較的早期に低下水位が定常状態

となったが，Derivative plot で井戸貯留の影響領域後の水位変化の直線勾配を抽出し透水係数

等を算出した． 
 

 
図 2.1.2.2-14 デリバティブプロットグラフの説明 

 
 
 

表 2.1.2.2-1 揚水試験結果一覧 

 

Log （ΔP） 
Log （dp/d（Ln t）） 

水圧変化量 ΔP：試験開始直後からの水圧変化量 
傾き dp/d(Ln t)：(Pａ－P（ａ－１）) / ( Ln( tａ) – Ln( t （ａ－１） )) 

Log t 

試験初期の井戸貯留効果 
IARF 

（Infinite Acting Radial Flow） 

境界効果 

ΔP 
dp/d（Ln t） 

井戸損失効果 
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図 2.1.2.2-15 水理定数の算出図（第 1 回揚水試験） 

上段：Derivative Plot，下段：Cooper-Jacob 
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図 2.1.2.2-16 水理定数の算出図（第 2 回揚水試験） 

上段：Derivative Plot，下段：Cooper-Jacob 
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図 2.1.2.2-17 水理定数の算出図（第 3 回回復試験） 

上段：Derivative Plot，下段：Agarwal 
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図 2.1.2.2-18 水理定数の算出図（第 3 回揚水試験） 

上段：Derivative Plot，下段：Cooper-Jacob 
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図 2.1.2.2-19 水理定数の算出図（第 3 回回復試験） 

上段：Derivative Plot，下段：Agarwal 
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（３）室内透水実験 

地表付近の粘土層及びシルト層の採取コアから直径 5 cm 厚さ 1 cm の実験試料を成形し，鉛

直方向の透水性，拡散性，化学的浸透性を測定した．サンプルの採取深度及び実験条件を表

2.1.2.2-2 に示す．成形したサンプルは静水圧型の圧力容器にセットし，所定の拘束圧をかけた

後，配管システムを 0.02 M NaCl 溶液で満たし，脱気した後，背圧を載荷した．なお，NaCl
溶液の濃度は，間隙水抽出によって得られた溶存物質量を参考にして決定した．拘束圧はシリ

ンジポンプによって載荷し，シリンジポンプの残容量に変化がなくなった時点で，サンプルが

本来の地圧下での圧密状態を回復したと仮定し，各種実験を逐次実施した．なお，シリンジポ

ンプの残容量はおよそ１日程度で変化しなくなった． 
透水試験は定水位法と rasing tail water 法（ASTM D5084-0310））を組み合わせた方法（Takeda 

et al. 11））で実施した．この実験方法では，サンプルの片側端面に定圧を加え，多端で上昇す

る圧力を計測する．透水係数は，サンプルの下流側での圧力上昇を記載する解析解を用いて同

定した．図 2.1.2.2-20 に下流側圧力の経時的変化と解析解によって算出された圧力の計算値を

示す． 
 

表 2.1.2.2-2 サンプル及び実験条件 
採取深度（GL-m） 土質区分 拘束圧（kPa） 背圧（kPa） 

14.44～14.45 粘土 255 
100 

36.99～37.00 シルト 531 
 
 

 
図 2.1.2.2-20 (a)粘土及び(b)シルトに対して実施した透水実験において測定されたサンプル

下流側の圧力変化の測定値及び計算値の一例 
 
透水実験は各サンプルに対して３回実施した．得られた透水係数の値を表 2.1.2.2-3 に示す． 
拡散実験は，透水実験の後，サンプル片側の溶液槽の溶液を 0.05 M NaCl 溶液に置換し，サ

ンプル両側の溶液槽の塩分濃度を測定する透過型拡散実験によって実施した．実効拡散係数は

準定常状態を仮定する式を用いて算出した（Wolfrum et al. 12））．図 2.1.2.2-21 に拡散実験に

おいて計測された貯留槽溶液の塩分濃度と塩分濃度差についての準定常状態の計算値を示す． 
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表 2.1.2.2-3 透水実験によって得られた透水係数 
採取深度（GL-m） 土質区分 透水係数（m/s） 

14.44～14.45 粘土 6.72±0.40×10-7 
36.99～37.00 シルト 8.98±0.37×10-7 

 

 

 
図 2.1.2.2-21 (a)粘土及び(b)シルトに対して実施した拡散実験において測定されたサンプル

両端の塩分濃度と初期塩分濃度差によって無次元化した濃度差の自然対数 
 
拡散実験によって得られた NaCl の実行拡散係数を表 2.1.2.2-4 に示す． 
拡散実験の後，粘土鉱物が存在することによって各サンプルが半透膜性を有しているかを浸

透圧実験によって調べた．浸透圧実験では，0.05 M NaCl 溶液が入っている貯留槽を密閉状態

にし，塩分濃度差によって下流側貯留槽に浸透圧が現れるかを流体圧として測定した．図

2.1.2.2-22 に浸透圧実験において計測した各貯留槽の流体圧を示す． 
浸透圧実験では，サンプルが半透膜性を有している場合には，高塩分濃度流体圧の上昇がみ

られるはずであるが，実験中は背圧 100 kPa のまま変化しなかった．このことから，粘土層及

びシルト層は半透膜性を有していないと考えられる． 
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表 2.1.2.2-4 拡散実験によって得られた透水係数 

採取深度（GL-m） 土質区分 
拡散実験で測定された 
実効拡散係数（m2/s） 

14.44～14.45 粘土  
36.99～37.00 シルト 3.41±0.15×10-10 

 
 
 

 

 
図 2.1.2.2-22 (a)粘土及び(b)シルトに対して実施した浸透圧実験において測定されたサ

ンプル両端の流体圧と塩分濃度 
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（４）揚水試験と室内透水試験の比較 

図 2.1.2.2-23 に，掘削時の孔内水位，揚水試験及び透水試験で算出された透水係数を示す． 
揚水試験は，採水を行うために，比較的透水性が高い砂質土を対象として実施した一方，室

内試験は，試料成型が可能な箇所として，粘性土及びシルトを対象として実施している．その

ために，透水係数には２オーダーのコントラストが存在した．特に沖積層及び洪積層上位のシ

ルトと砂質土の互層構造の部分に関しては，それぞれの層厚を考慮して，バルクの透水係数と

して，砂質土が支配的な水平方向と，粘性土が支配的な鉛直方向に１オーダーの透水異方性を

持つ地盤と考慮することができる． 
 

 
図 2.1.2.2-23 掘削時の孔内水位変化と揚水試験，室内試験による透水係数 

 
 
2.1.2.2.3 温度検層 
（１）はじめに 

地下温度は地下水環境を理解する上で優れた指標の一つである．ボーリング孔や観測井の温

度検層により得られる地下温度プロファイル（孔内水温プロファイル）には，地下水流動に伴

う熱移流の影響が反映されており，この影響を抽出・評価することで地下水の涵養域，流動方

向，流出域の見積もりが可能である（佐倉，198413））．広域的な地下水流動系の検討に適用さ

れる事例（例えば，宮越ほか，200314））の他，水質・同位体等の他手法と比較して，一つの

孔井における深度による微細な変化を把握できる利点を活用して，深度による温度やその勾配

の変化と地質構造の対比に基づき，各帯水層における地下水流動の違いを検討した事例がある

（宮越，200515））．また，地下水開発地域では，特に揚水が集中する帯水層において活発な地

下水流動を反映して地温勾配が大きく変化する特異な地下温度プロファイルとして，人為影響

を受けた地下水流動変化を捉えた事例も報告される（宮越ほか，201616））． 
一方，地下温度プロファイルには，地表面温度変化の影響も反映される．短周期の変動ほど

地下に伝播する過程で減衰するため，気温の日変化の影響は地下 50cm 程度まで，季節変動（年
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変化）の影響は深くとも 20m 程度まで及ぶ．また，都市化や地球温暖化等の気候変動に起因し

た長期の温暖化傾向の影響は，より深部まで及んでおり，過去数十～100 年程度の温暖化傾向

の影響は 70～100m を超える深度にまで及んでいる事例も確認されている（谷口，200517））．

したがって，地下温度プロファイルの評価においては，これら影響を適切に抽出した上で，地

下水流動の評価に適用する必要がある． 
本節では，当該ボーリング孔において観測された地下温度プロファイルと，地質構造の対比

に基づいて検討した地下水流動の影響について報告する．地下水流動の影響について深度区分

すると共に，既往の水源井・温泉井水温データとの比較から，観測した地下温度プロファイル

の妥当性を評価した． 
 

（２）観測方法 

 温度検層による地下温度プロファイルの観測は，ボーリング孔掘削工事期間中の 2020 年 1
月 7 日に実施した．サーミスタ温度計（分解能：0.01℃，精度：±0.02℃）のセンサープローブ

をボーリング孔内に投入し，孔口付近の任意の高さを基準点（G.L.+1.64m）として，地下水面

下（測定開始時：深さ 4.67m（G.L.-3.03 m），測定終了時：深さ 4.68m（G.L.-3.04m））から深

さ 68m（G.L.-66.36m，以下，深度 66.36m）まで，深度間隔 1m で孔内水温を計測した． 
孔内水温を地下温度として取り扱うためには，孔内の水の流れなどの攪乱が生じておらず安

定しており，孔内水温が周囲の地層温度と平衡となっている必要がある．本観測における孔内

攪乱の要因として，工事に伴う孔内作業や近隣での地下水利用が挙げられる．当該工事は 2019
年 12 月 26 日より本観測終了まで休工しており，水位の測定を含めて孔内作業は一切実施され

ていない．また，冬季であり，近隣では農業用水等の地下水利用は無い．したがって 26 日以

降は，孔内攪乱が生じておらず，本観測まで 12 日程度の安定期間が確保されていることから，

観測した孔内の水温分布は地下温度プロファイルとみなせる．なお，計測に際しては，温度計

の熱時定数（応答速度：1s 以下）を考慮して，表示値が十分に安定していることを確認してか

ら観測値とした．センサー投入時の影響と考えられる地下水面直下の観測値（深度 3.36m）を

除き，観測不安定は認められなかった． 
 
（３）観測結果 

地下温度プロファイル（図 2.1.2.2-24）には，深度により温度変化に違いが認められた．12.36m
以浅では浅くなるほど増温するため地温勾配は負の値となり（下方を正，図 2.1.2.2-25），13.36m
以深とは変化の傾向が大きく異なる．13.36m 以深の地下温度は，深度 20.36m：12.0℃，

30.36m：12.5℃，40.36m：13.5℃，50.36m：14.2℃，60.36m：14.9℃，最深測定 66.36m：

15.3℃を示す．これらの深度区間では地温勾配は正の値（図 2.1.2.2-25）となるが，その大き

さは一様ではなく，深度により地下温度が複雑に変化していることが明らかとなった．  
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図 2.1.2.2-24 地下温度プロファイル 

 

 
図 2.1.2.2-25 地温勾配プロファイルと深度区分 

 
2.1.2.2.4 揚水試料化学分析 

3 深度の揚水試料のうち，現在までに水質分析の結果が得られている 2 深度（27.3-30.1 m
および 39.8-45.0 m）について，その組成を図 2.1.2.2-26 に示した．これらの揚水試料の水質

組成は Ca-HCO3 型であり，小川原湖西側に位置する周辺の既存井戸から採取された浅層地下

水と同様の組成を示していることがわかる． 
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図 2.1.2.2-26 高瀬川流域における浅層地下水（既存井戸）と揚水試料の水質組成の比較 

産業技術総合研究所（20104）, 20182), 20193)）のデータを含む． 
 
次に，図 2.1.2.2-27 において，揚水試料の水素安定同位体比，3H 濃度および 14C 年代につ

いて，小川原湖西側の周辺地下水（既存井戸試料）の深度分布と比較する．まず，水素安定同

位体比については，比較的浅い一深度目から既に周辺の浅層地下水と同等の値を示しており，

2.1.2.1 項で述べたとおり河川水（高瀬川水系）の同位体比の分布範囲よりもやや低い値を示し

ている．トリチウム濃度は，通常レベルの分析で検出限界以下（<0.3 TU）となっており，周

辺地下水と同様に最近の天水の影響は受けていないと考えられる．14C 年代は，いずれも 10,000 
cal BP よりも古い値を示しており，2 深度目（39.8-45.0 m）において 16,100-16,400 cal BP 程

度と特に古い年代が得られた．3 深度目（71.0-75.9 m）では，10,600-10,800 cal BP 程度と 2
深度目よりも若い年代となっているが，今後，低レベルトリチウム分析による若い水の混合の

有無の確認が必要と考えられる．また，3 深度目の採水では，掘削水のトレーサーとして用い

たローダミン WT の濃度が他の 2 深度と比較してやや高かった（2 倍程度）ため，掘削水の混

合による影響の程度や補正についても検討が必要である． 
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図 2.1.2.2-27 小川原湖西側における浅層地下水（既存井戸）と揚水試料の水素安定同位体比

（a），3H 濃度（b），14C 年代（c）の比較 
太枠の○が揚水試料を示す．産業技術総合研究所（20104）, 20182), 20193)）のデータを含む． 

 
次に，ヘリウム同位体の結果を 2.1.2.1 節の浅層地下水・深層地下水の結果とともに示した

（図 2.1.2.2-28）．1 深度目および 3 深度目の揚水試料の結果は浅層地下水同様に溶存大気周辺

にプロットされており，ヘリウムの付加は見られない．Ne, Ar, Kr 濃度の inverse modelling に

より計算した涵養温度は，1 深度目涵養標高を掘削地点と同じ 8 m としたときは 8.3℃，100 m
としたときは 8.1℃，2 深度目涵養標高を掘削地点と同じ 8 m としたときは 8.8℃，100 m とし

たときは 8.6℃と計算された．また 3 深度目も 7.2℃（8 m），7.0℃（100 m）と計算された．

揚水試料の中で最も水素同位体比の低い 2 深度目の希ガス涵養温度がやや高い値となっている

ため，厳密には水素同位体比の低下と希ガス涵養温度に相関がみられているわけではないが，

この値も高瀬川流域の浅層地下水と類似した値であり，水素同位体比や 14C 年代から推定され

た寒冷期の涵養を支持する．希ガス涵養温度については今後，繰り返し分析などによってその

再現性・精度の検討を行うことにより地下水涵養時期・温度の指標としての適用性評価を行う

必要がある． 
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図 2.1.2.2-28 揚水試料の 3He/4He と 4He/20Ne の関係 

比較のため高瀬川流域における浅層地下水・深層地下水のプロットも行っている． 
 
 
2.1.2.2.5 間隙水化学分析 

間隙水の水質・同位体組成のプロファイルを得るために，掘削コア試料から間隙水を抽出す

る代表的な手法として，遠心分離法と圧縮抽水法が挙げられる（NEA, 200018）; Sacchi et al., 
200119））．ここではまず，本事業で対象とする上北地域の掘削コア試料に対する最適な抽出

条件を検討するため，遠心分離法および圧縮抽水法の代表的な適用事例を調査した． 
表 2.1.2.2-5 に遠心分離法の適用事例を示す．ここからわかるように，遠心分離法の場合，

pF4.2 程度以下の負圧で抽水を行っている場合が多く，基本的には自由水相当の間隙水が対象

となっている． 
 

表 2.1.2.2-5 掘削コア試料に対する遠心分離法の適用事例 

地域 地層 岩相 時代 
深度 負圧 試験時間 

文献 
[m] (pF) [hr] 

幌延 更別層，勇知層 砂岩～泥岩 
第四紀～新第三紀

鮮新世 
33-955 3.0-4.2 ― 

Ikawa et al. 

(2014)25) 

土岐 
瑞浪層群土岐夾炭

累層 
砂岩，礫岩 新第三紀中新世 ~96* 4.2 2.5 

小坂ほか

（2005）26) 

亀岡 
山下層・高槻層（超

丹波帯） 
砂岩 

後期ペルム紀～前

期三畳紀または中

期ジュラ紀 

10-100 2.3-4.4 0.5 
伊藤ほか

（2010）27) 

つくば 下総・上総層群 礫岩～泥岩 第四紀 70-580 
<3.0, 

3.0-4.0 
― 

高橋ほか

（2003）28) 

*坑道の深度（坑道からのボーリングによる調査事例） 
  



第２章 地盤の地下水流動評価に関する科学的・技術的知見の取得 

2-59 
 

次に，圧縮抽水法の適用事例を表 2.1.2.2-6 にまとめた．圧縮抽水法の場合，全体として遠心

分離法よりも高い負圧に相当する圧力で抽水が行われる傾向にあり（例えば，5 MPa で pF4.7
相当；NEA, 200018）），対象とする岩石に応じて，高い抽出圧力を与えている事例も多い．一

方，NEA (2000) 18）の取りまとめによると，抽出圧力が 60-100 MPa を超えると，圧力の増加

に伴って抽出された間隙水の溶存イオン濃度が変化する傾向があることが報告されている．例

えば，圧力増加に伴う濃度上昇がみられた事例では，外部と不連続な間隙中の塩水の影響が指

摘され（大山，201320）），濃度低下がみられた事例では，スメクタイト層間水による希釈の影

響と解釈されている（中田ほか，200721））．いずれにせよ，間隙水の組成をより適切に把握す

るためには，まずは低い抽出圧力から検討を行っていく必要があると考えられる． 
 
表 2.1.2.2-6 掘削コア試料に対する圧縮抽水法の適用事例 

地域 地層 岩相 時代 
深度 抽出圧力 試験時間 

文献 
[m] [MPa] [hr] 

― ― 砂岩～泥岩 
第四紀前期更新世

～新第三紀鮮新世 
127-348 <160 32-40 

木方ほか

（1999）29） 

幌延 稚内層 珪質頁岩 新第三紀中新世 550 200-500 ― 
中田ほか

（2007）21） 

幌延 
勇知層，声問層，稚

内層 

頁岩，珪質泥

岩，砂岩 

第四紀～新第三紀

中新世 
22-705 2-70 8-72 

寺本ほか

（2006）30） 

幌延 更別層，勇知層 砂岩～泥岩 
第四紀～新第三紀

鮮新世 
33-984 16-32 ― 

Ikawa et al. 

(2014) 25） 

六ヶ所 鷹架層中部層 軽石凝灰岩 新第三紀中新世 ~100* 25-460 720-936 
大山（2013）

20） 

土岐 
瑞浪層群土岐夾炭

累層 
砂岩，礫岩 新第三紀中新世 ~96* 5-45 72-96 

小坂ほか

（2005）26） 

十日町 須川層 泥岩 新第三紀中新世 10-110 100-150 ― 
石原・田中

（2009）31） 

*坑道の深度（坑道からのボーリングによる調査事例） 
 

間隙水抽出にあたって，長さ 50 cm 単位で採取されたコア試料について，切断面付近の影響

を避けるため上部と下部の合計 14 cm 分を除き，残りの 36 cm 分を 3 つに切断した．これら

12 cm 単位のコア試料を用い，遠心分離法および圧縮抽水法による間隙水の抽出作業を行った

（図 2.1.2.2-29(a)）． 
遠心分離法については，シンウォール管を用いた区間のコア試料の場合，12 cm のうち上端

と下端のそれぞれ最大 1 cm 程度を削り取り，残った約 10 cm 部分を使用した．また，アクリ

ル管を用いた区間のコア試料の場合には，アクリル管からコア試料を取り出し，上端と下端の

それぞれ 1 cm 程度および掘削水の影響を避けるため側面数 cm 程度を削り取り（図

2.1.2.2-29(b)），残ったコア試料を塩ビ管に挿入したものを使用した．いずれの場合も，コア試

料の底面にろ紙を挟み，上面に有孔部を設けた塩ビ製の台座に乗せ，間隙水回収用のポリエチ

レンバッグで全体を二重に包んだ．遠心分離には大容量冷却遠心機（Model 9912，KUBOTA）
およびスイングロータ（RS-7100，KUBOTA）を用い，回転数を 1160, 2000, 2610 rpm に設定

して段階的な抽水を行った（図 2.1.2.2-30(a)）．生じる負圧はコア試料内の位置によって異なる

が，試算ではそれぞれ概ね pF3.5 以下，pF4.0 以下，pF4.2 以下程度に相当している． 
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圧縮抽水法の場合，シンウォール管あるいはアクリル管からコア試料を取り出し，掘削水の

影響を避けるために上下および側面を一定量削り取った後，ピストン式の圧縮容器にコア試料

を入れた．圧縮容器を油圧ポンプ（SMP-3012SK，理研精機株式会社）および油圧シリンダ

（MS1-150 または MS2-125，理研精機株式会社）によって加圧し，段階的な圧縮抽水を行っ

た（図 2.1.2.2-30(b)）．抽出圧力は，圧縮容器のピストン部と油圧シリンダ加圧部の径の組み合

わせによって，2.5, 5, 10, 15, 22 MPa として段階的な抽水を行った． 
抽出された間隙水のローダミン WT 濃度は，遠心分離法と圧縮抽水法のいずれの場合も 0.01 

ppm 以下（掘削水の 0.1%以下）の場合がほとんどであり，掘削水の影響はほとんどない．一

方で，砂層に相当する一部のコア試料（46.35-46.47 m および 48.75-48.87 m）について遠心分

離法を用いた場合に，ローダミン WT 濃度が高濃度（0.3-0.9 ppm）となった．この点について

は，前処理におけるトリミングの工夫や，コア中心部のみで圧縮抽水を行うなど，隣接する深

度のコア試料を用いて掘削水の影響を低減できるかどうか検討する予定である． 
現在までに遠心分離法および圧縮抽水法によって得られた間隙水試料の水素安定同位体比に

ついて，前項の揚水試料の結果と併せて図 2.1.2.2-31 にプロファイルを示した．なお，各深度

について，より低い負圧・抽出圧力で抽水された間隙水試料の値を優先的に採用して示してい

る（表 2.1.2.2-7）．最も浅い地点である深度 6.14-6.26 m および 7.81-7.91 m では，-54‰程度

とかなり高い値を示しており，間隙水は比較的近い場所にもたらされた降水によって涵養され

ているものと判断できる．一方，深度 13 m 程度になると，同位体比は-63‰から-64‰程度に

まで低下し，河川水の範囲のうち最も低い値と同程度となっている．深度 20 m 程度以深では，

同位体比は-65‰前後で概ね一定の分布を示している． 
 

 
図 2.1.2.2-29 間隙水抽出用のコア試料処理 

(a)シンウォール管に収められたコア試料の切断．(b)掘削水の影響を取り除くためのトリミング 
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図 2.1.2.2-30 間隙水抽出装置 
(a) 遠心分離装置，(b)圧縮抽水装置 

 
 

 
図 2.1.2.2-31 掘削地点における間隙水試料および揚水試料の水素安定同位体比プロファイル 

比較のため，高瀬川流域の河川水試料の範囲および掘削地点近傍の七戸川の値を示した． 



第２章 地盤の地下水流動評価に関する科学的・技術的知見の取得 

2-62 
 

表 2.1.2.2-7 掘削コア試料から抽出した間隙水試料の分析結果 
深度 

[m] 
コアパック 抽水方法 

抽出条件 

（圧力/回転数） 

抽水量 

[mL] 

ローダミン

WT [ppm] 

δD 

[‰] 

6.14-6.26 シンウォール 遠心分離法 1160 rpm 17.0  0.001  -53.8  

6.14-6.26 シンウォール 遠心分離法 2000 rpm 10.4  0.004  -54.0  

7.81-7.91 シンウォール 圧縮抽水法 2.5 MPa 38.6  0.003  -53.5  

7.81-7.91 シンウォール 圧縮抽水法 5.0 MPa 18.6  0.002  -53.7  

7.81-7.91 シンウォール 圧縮抽水法 10 MPa 17.6  0.005  -53.6  

7.81-7.91 シンウォール 圧縮抽水法 15 MPa 9.9  0.003  -53.2  

7.81-7.91 シンウォール 圧縮抽水法 22 MPa 12.3  0.004  -53.4  

12.69-12.81 シンウォール 遠心分離法 1160 rpm 10.7  0.001  -63.4  

12.69-12.81 シンウォール 遠心分離法 2000 rpm 11.4  0.002  -63.8  

13.35-13.47 シンウォール 遠心分離法 1160 rpm - 0.006  -63.8  

13.47-13.59 シンウォール 遠心分離法 1160 rpm - 0.006  -63.2  

13.59-13.71 シンウォール 圧縮抽水法 3.7 MPa 87.2  0.006  -64.4  

13.59-13.71 シンウォール 圧縮抽水法 5.4 MPa 11.3  0.006  -64.8  

13.59-13.71 シンウォール 圧縮抽水法 11 MPa 11.4  0.005  -64.8  

13.59-13.71 シンウォール 圧縮抽水法 22 MPa 5.9  0.005  -64.8  

19.07-19.19 シンウォール 遠心分離法 1160 rpm 45.4  0.001  -65.1  

19.07-19.19 シンウォール 遠心分離法 2000 rpm 26.4  0.001  -65.2  

20.75-20.87 シンウォール 圧縮抽水法 2.5 MPa 64.4  0.003  -65.4  

20.75-20.87 シンウォール 圧縮抽水法 5.0 MPa 11.3  0.000  -65.8  

20.75-20.87 シンウォール 圧縮抽水法 10 MPa 11.8  0.000  -65.4  

20.75-20.87 シンウォール 圧縮抽水法 15 MPa 7.0  0.000  -65.7  

20.75-20.87 シンウォール 圧縮抽水法 22 MPa 12.2  0.001  -65.8  

26.19-26.31 シンウォール 遠心分離法 1160 rpm 11.6  0.007  -65.1  

26.19-26.31 シンウォール 遠心分離法 2000 rpm 21.2  0.007  -65.5  

36.75-36.87 アクリル 遠心分離法 2000 rpm 1.2  -* -63.5  

36.75-36.87 アクリル 遠心分離法 2610 rpm 12.4  0.004  -64.9  

39.15-39.27 アクリル 遠心分離法 2000 rpm 0.7  -* -63.5  

39.15-39.27 アクリル 遠心分離法 2610 rpm 15.1  0.002  -65.0  

46.35-46.47 アクリル 遠心分離法 1160 rpm 2.6  -* -64.4  

46.35-46.47 アクリル 遠心分離法 2000 rpm 4.6  0.3  -64.7  

46.35-46.47 アクリル 遠心分離法 2610 rpm 7.4  0.3  -64.6  

48.75-48.87 アクリル 遠心分離法 1160 rpm 24.7  0.9  -65.5  

48.75-48.87 アクリル 遠心分離法 2000 rpm 14.5  0.8  -66.1  

48.75-48.87 アクリル 遠心分離法 2610 rpm 42.3  0.7  -65.6  

太字で示した試料の値を図 2.1.2.2-31 にプロットした． 
*抽水量が非常に少ない試料（<3 mL）は，ローダミン WT 濃度の測定を行わず，データも採用していない． 
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2.1.2.2.6 VSP 検層 
（1）はじめに 
 VSP は Vertical Seismic Profiling の略語であり，高分解能の地下構造のイメージングに用い

られる手法である．VSP では，地表に震源を配置し，震源から発生した弾性波をボーリング孔

内に設置した受振器によって記録する．VSP のデータ取得形態と得られる記録の模式図を図

2.1.2.2-32 に示す．この図から明らかなように，VSP ではボーリング孔の孔底深度以浅で発生

した反射波は，その発生深度を直接読み取ることが可能である． 
 一般に沖積層と洪積層では，続成作用の程度が異なり，堆積物の硬さや弾性波速度も異なる

ことが多く，反射面となることが予想される．今回の VSP 検層は，沖積層と洪積層の境界を物

理的性質から確認するために実施した． 
 

 
図 2.1.2.2-32 VSP のデータ取得形態と得られる記録の模式図（物理探査学会，199832）） 

 
（2）検層方法 
 VSP 検層は，ボーリング孔掘削中の 2020 年 1 月 7～8 日に実施した．VSP 検層は，ボーリ

ング孔の崩壊を防止するため，外側の鋼管ケーシング（外径160mm，内径150mm）がG.L.-36.4m
まで，内側の鋼管ケーシング（外径 140mm，内径 126mm）が G.L.-69.6m まで設置された状

況下で実施した． 
 震源は，ベイマツ（アメリカトガサワラ）の角柱（300×1000×180(h)mm）を掛矢でたたく

ことにより，P 波及び S 波震源とした．ボーリング孔口から南 1.8m の地点に疑似的なゼロオ

フセット震源，北側 30m 地点および南側 30.5m 地点にオフセット震源をそれぞれ設置して，

VSP 探査を行った． 
 ボーリング孔内受振器は，応用地質株式会社製のハイドロフォン DHA-7（0.5m 間隔，24ch）
を用い，ボーリング孔上から吊り下げる懸架方式で受振した．サンプリング間隔は 0.0625ms，
レコード長は 4096（計測時間 0.256s）である．受振器の基準面は，ボーリング櫓上の G.L.+1.64m
とした．また，懸架方式で受振するため，受振器の下部に重錘を設置した． 
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図 2.1.2.2-33 VSP 検層の記録例と解釈 

 
（3）検層結果 
 検層結果の一例を図 2.1.2.2-33 に示す．受振器の基準面がボーリング櫓上であるため，地表

付近では受振器（ハイドフォン）が空気中にあり，震源から発生した音波を受振している．ま

たボーリング孔の水面より上では，多重反射した音波を複数回受振している． 
 ボーリング孔の保孔のためケーシング鋼管が挿入されているため，ケーシング鋼管を伝搬し

た波やケーシング鋼管の末端部（尻）から発生した Upgoing Tube 波・Downgoing Tube 波が強

い波として記録されている． 
 受振データを処理し，Upgoing Tube 波を抽出した例を図 2.1.2.2-34 に示す．受振器のハイド

ロフォンアレイの 1 回の記録区間（0.5m×24ch＝12m）毎に受振器の下端側から Upgoing Tube
波（黄色矢印）が発生・上昇しているが，これらは発生深度と発生時間を考慮すると，鋼管ケ

ーシングを伝搬した弾性波が受振器の下に吊り下げた重錘の端面で反射した Tube 波と考えら

れる．また，外側の鋼管ケーシング尻の G.L.-36.4m（見かけ深度 38.0m）付近からは，強い

Upgoing Tube 波が発生している． 
 一方，ピンク矢印で示した Upgoing Tube 波は，黄色矢印とは異なる深度から発生しており．

地層中の反射面と考えられる．Upgoing Tube 波（ピンク色矢印）の主な出現深度（見かけ深度）

は以下の通りである． 
  14.5m, 25.0m, 32.0m, 43.0m, 52.0m, 66.0m 
受振器のみかけ深度を，VSP 検層の基準面高 G.L.+1.64m で補正し，実深度に変換すると以下

のようになる． 
  G.L.-12.86m, -23.36m, -30.36m, -41.36m, -50.36m, -64.36m 
ボーリング柱状図では，G.L.-30.65m～-31.05m に存在する硬質シルト層を洪積層の最上位層と
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している．今回の VSP 検層で解析された G.L.-30.36m 付近の反射面は，この沖積層／洪積層

境界によるものと考えることができる． 
 
（4）解析上の課題 
 今回の VSP 検層は，ボーリング孔掘削中に行ったため，全深度にケーシング鋼管が挿入され

ており，ケーシング伝搬波とそれから変換した Tube 波が卓越しており，詳細な解析が難しく

なっている．そのため，今後ケーシング鋼管抜管時に，再度 VSP 検層を行い，ケーシング鋼管

によるノイズの少ない検層記録を取得し，地層の速度構造や反射面の位置を詳細に解析するこ

とが望ましい． 
 

 
 

図 2.1.2.2-34 VSP 検層記録から Upgoing Tube 波を抽出した例 
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2.1.2.3 概念モデルの検証およびモデルの定量化に向けた検討（予察） 
本節では，過年度及び 2.1.2.1 節において追補的に行った地表水・既存孔井調査により構築

した地下水流動概念モデルについて，2.1.2 で行ったボーリング掘削の結果をもとに比較・検証

を行う．その際に，2.1.1 節において抽出された広域及びニアフィールドにおける地下水流動を

評価する技術指標を用いる．本年度行った掘削は，地下水流動の涵養域から流出域までの中間

にあたる流動域にあたり，掘削深度が 75 m であることを考えると，ここで行う比較・検証項

目として，浅層域の地下水流動状況の検討，地下水涵養期の検証，地下水温の異常高温域の検

証があげられる．これらの検証のため，2.1.1 節において抽出された指標である地質構造（ここ

では地質層序），水理特性，水圧や水温，水質・同位体の分布を用いた．2.1.2.3.1 では鉛直方

向の流動・浅層における地下水の浸透を検討するため，2.1.1 節で抽出された水圧・水理・水温

分布を用いた検討を行った．2.1.2.3.2 では概念モデルにおいて得られた寒冷期に涵養された浅

層地下水について，ボーリング揚水試料の水質・同位体（特にトリチウム，14C，水の同位体，

希ガス濃度），間隙水の水素・酸素同位体を用いた検証，寒冷期の涵養水がどの程度の深度から

出現するかを既存モデルと比較した．2.1.2.3.3 では当該地域の既存構成で観測された異常高温

域についてボーリング孔の温度検層結果を指標として検証した．以下にその概略を示す． 
 
2.1.2.3.1 原位置水温データによる地下水流動状況の検討 
（１）地温勾配変化に基づく地下温度プロファイルの深度区分 

地温勾配の変化から，地下温度プロファイルは A～D の 4 区間に分けられる（表 2.1.2.3.1-1，
図 2.1.2.2-25）．A 区間においては，B 区間との境界である深度 11.36 m を除き地温勾配が負の

値を示す．本研究では通年した観測を実施していないため特定できないが，A 区間の地下温度

分布は季節変化（年変化）などの地表面温度変化の影響を強く反映していると考えられる．な

お，A 区間においては，地球温暖化などの気候変動や都市化などに起因した長期の地表面温度

変化の影響も反映している可能性があるが，本観測は一回のみの実施であり変化は明らかでは

なく，季節変化の影響と分離することは難しい．そのため，後述する地下水流動の検討におい

ては，A 区間のデータは除外する． 
B 区間以深については，季節変化などの地表面温度変化の影響は十分に減衰しており，地下

水流動の影響を強く反映していると期待できる．C 区間においては，上位の B 区間，下位の D
区間と比較して，相対的に地温勾配の変動幅が大きく，地下温度が深度により複雑に変化する．

地温勾配の変化が相対的に小さい B，D 区間においては，地温勾配の平均値は B 区間（約

5.8×10-2 ℃/m）よりも D 区間（約 6.9×10-2 ℃/m）の方が大きい．また，D 区間では，深度 52.36m
で地温勾配が極小（3.5×10-2 ℃/m）を示し，B 区間よりも地温勾配の変化が大きい． 
 

 
 

区間 深度（m）
地温勾配

（×10-2℃/m）
特徴

A 4.36～11.36 -3.9～3.5 地温勾配が負の値を示す部分を含む

B 12.36～24.36 5.5～7.5 下位の区間Cと比較して地温勾配の変動が小さい

C 25.36～41.36 1.5～14.5 区間B,Dと比較して地温勾配の変動が大きい

D 42.36～66.36 3.5～8.5 上位の区間Cと比較して地温勾配の変動が小さい

表 2.1.2.3.1-1．地下温度プロファイルの深度区分 
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（２）地下温度プロファイルに認められる地下水流動の影響 
B 区間以深にみられる地温勾配の変化の要因について，地質（土質分類）と対比して検討す

る．主に砂，砂礫層からなる C・D 層と比較して，沖積層内のシルト層や粘土層に相当する B
区間は地温勾配が低く，地層の熱伝導率の違いを反映している．また，C・D 層よりも相対的

に透水性が低いため地下水流動の影響が小さく，地温勾配の変化も小さいと考えられる． 
C 区間は沖積層基底礫層とその上位のシルト層，沖積層下位のシルト層および砂礫層を複数

含んでおり，深度により地質が異なる．このような地質と透水性の違いによる地下水流動の違

いを反映して，地温勾配は深度により大きく変動している．深度 29.36 m（1.5×10-2 ℃/m）お

よび深度 35.36～36.36 m（4.5×10-2 ℃/m）は地温勾配が低い．これら低地温勾配を示す深度は

砂礫層やシルト質砂礫層に相当しており，これらの上位と下位の粘土・シルト層よりも相対的

に透水性が良く，地温勾配の低下は帯水層中の活発な地下水流動の影響を反映していると考え

られる．深度 29.36 m は B 区間以深において最も地温勾配が低く，特に地下水流動の影響が強

く反映されている可能性がある． 
D 区間は，一部にシルト層や礫層を含むが，主に砂層に相当する．停滞的な地下水環境と考

えられる B 区間よりも地温勾配の変化は大きく，地下水流動の影響は確認されるが，C 区間と

比較して地温勾配の変化は小さく，地下水流動は活発ではないと考えられる．また，深度 53.85
～54.10 m の砂礫層と深度は完全に一致しないが，深度 52.36 m で D 区間における地温勾配の

極小値（3.5×10-2 ℃/m）が確認された． 
なお，前述したように地下温度プロファイルの観測は，ボーリング掘削期間中に実施した．

孔内作業を実施しない 12 日間の休工期間を確保してから観測したが，ボーリング孔周囲の地

層中に掘削の影響が残留していた影響が考えられる．特に C 区間においては複雑に変化する特

異な地温勾配変化が確認されており，透水性の良い地層に相対的に強く反映されている掘削工

事の影響を示している可能性がある． 
 
2.1.2.3.2 概念モデルとの比較（その１）：地下水涵養時期・温度の特徴 

2.1.2.2.章で述べたとおり，揚水試料の水素安定同位体比は 1 深度目から既に周辺の浅層地

下水と同等の値を示しており，河川水（高瀬川水系）の同位体比の分布範囲よりもやや低い値

を示している．また，岩石コア試料から抽出した間隙水も深度 10 m 以浅を除き比較的低い値

を示している．深度 13 m 程度になると，同位体比は-63‰から-64‰程度にまで低下し，河川

水の範囲のうち最も低い値と同程度となっている．さらに，深度 20 m 程度以深では，同位体

比は-65‰前後で概ね一定の分布を示し，河川水より低い値となっている．水素同位体比が低く

なる原因として高標高地点における涵養と，寒冷期の涵養の 2 つの可能性が考えられるが，揚

水試料で得られた 14C 年代（16,100-16,400 cal BP）は，見かけの年代として最終退氷期に相

当しており，寒冷であった当時の天水によって涵養された地下水であることを示唆している．

また，1 深度目（27.3-30.1 m）と 3 深度目（71.0-75.9 m）の 14C 年代も，それぞれ 9,900-10,200，
10,600-10,800 cal BP であり，最終退氷期末期に相当する．これらの結果は，揚水試料の水素

安定同位体比が，河川水（高瀬川水系）の範囲よりもやや低い値を示していることと整合的で

ある．また，希ガス涵養温度や水素・酸素同位体の関係も寒冷期の涵養であることを支持する．

図 2.1.2.3-1 は，水素同位体と希ガス涵養温度の関係を見たものであり，おおまかに見て正の相

関がある．希ガス涵養温度は，一般に涵養地点の年平均気温を反映しているといわれている

（Aeschbach-Hertig et al., 19995））．既存孔井からの地下水は小川原湖東部の浅層地下水を除い

て，希ガス涵養温度は現在の上北平野の年平均気温よりも低く，寒冷期の涵養であることがあ

かる． 
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間隙水については，採水量からトリチウムや 14C などの分析は難しく，希ガスの分析も行っ

ていないため，水素同位体との比較は行っていない．しかし，水素同位体と酸素同位体の関係

を河川水と比較することにより，寒冷期の涵養であるか高標高値で涵養であるかを区別する情

報を与えうる．図 2.1.2.3-2 に揚水試料，間隙水，小川原湖西側浅層地下水，河川水の水素・酸

素同位体比を示した．河川水は 2019 年度調査の高瀬川流域河川についてプロットし，浅層地

下水は 2019 年度調査地点のうち小川原湖東側地下水を除いた．河川水については 2018 年度の

結果を追加しても同傾向である．間隙水のデータは 2.1.2.2 章で述べたように，深度 10m 以浅

を除いて河川水（高瀬川水系）の範囲よりもやや低い値を示している．さらに，七戸川では上

流に行くとともに d-excess が高くなる傾向が明瞭に見て取れる．また，小坪川（坪川上流）・

作田川についても同様の傾向がある．この 3 つの川は上北平野の西方八幡岳（標高 1020 m）

を源流とし，最も低いδD 値を示す地点は再上流の高標高地点で採取している．δD 値は深度 13m
の間隙水とよく似ているが，d-excess が全く異なっており，揚水試料及び間隙水の起源が上北

平野西部の高標高地点での涵養であることが除外されるといえよう．また大林川は d-excess
は水源井・間隙水とよく似ているが，最上流地点においてもδD は-64‰よりも高く，揚水試料・

深度 20 m 以深の間隙水ほど低くはない． 
これまで調査対象としてきた多くの既存井戸のスクリーンは，深度 50 m程度以深に 100-200 

m 程度の範囲に渡って設置されている場合がほとんどであり，その結果を踏まえた地下水流動

概念モデルには深度 100 m 程度以浅の情報はほとんど反映できておらず，地形・地質構造から

の想定のみであった．今回の揚水試料の結果を踏まえると，概念モデルに示した寒冷期の特徴

を示す地下水の流動する領域は，深度 30 m程度の浅層まで及んでいることが明らかとなった．

さらに，間隙水試料を併せた水素安定同位体比のプロファイル（図 2.1.2.2-31）が，深度 20 m
以深でほぼ一定となっていることから，より浅い部分にまで寒冷期の地下水が分布している可

能性も示唆している． 
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図 2.1.2.3-1 揚水試料および浅層地下水の水素同位体比と希ガス涵養温度の関係 

試料はすべて本年度に採取したものである． 

 

 
 

図 2.1.2.3-2 揚水試料，間隙水，小川原湖西側浅層地下水，河川水の水素・酸素同位体比 
河川水は 2019 年度調査の高瀬川流域河川についてプロットし，浅層地下水は 2019 年度調査地点のうち小川

原湖東側地下水を除いた． 
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2.1.2.3.3 概念モデルの比較（その２）：異常高温域についての検証 
周辺の地下温度分布に関するデータは少ないが，既往研究では七戸や上北など七戸川周辺の

地下水温について，深度は明らかではないものの水源井の水温が 11～14℃程度であることが報

告されている（高橋，196722））．また，掘削地点西方の青森平野については，100 m 前後で 12
～14℃程度と報告されており（高橋，196722）；農業用地下水研究グループ，198623）），本研究

の観測結果と概ね整合する． 
掘削地点から 5 km 以内の水源井や温泉井の水温について，公開されているデータベース（高

橋ほか，201824））より抽出し，本観測結果と比較した（図 2.1.2.3-3）．水源井や温泉井の水温

は深度を特定することが難しいため，スクリーン深度の中間深度の他，上端と下端深度を併記

して，この区間の温度とした．深度 50～100 m の水源井のデータには観測値と概ね一致するも

のもあり，本観測値と周辺の水原井，温泉井のデータと大きく乖離するものではないが，観測

結果は全体に高温を示していることがわかる．また，深度 100～200 m の水源井のデータは，

本観測値よりも地温勾配が低いものが確認されるが，水源井や温泉井のデータは井戸吐出口で

測定されたものであり，揚水過程で温度が低下している可能性がある． 
水源井と温泉井のスクリーン区間の平均深度と温度の関係について，最小二乗法による近似

直線（図 2.1.2.3-3 の破線）の傾きから，深度 100～700 m 程度までの本地域の平均的な地温勾

配は約5.9×10-2 ℃/mと見積もることができる．本観測結果のD区間の地温勾配は約6.9×10-2 ℃

/m であり，水源井・温泉井水温データから求めた値よりも大きい． 
本観測結果は 66.36 m 以浅であるのに対し，水源井や温泉井の深度は深いため直接の比較は

できない．また，一地点のデータであり，詳細な検討は難しい．今後，掘削深度の延伸やボー

リング地点の追加により，地温勾配の変化とその分布の把握により既往データとの比較検討が

可能となり，本地域の異常高温域の同定と解明に資すると期待できる． 
 

 
図 2.1.2.3-3 地下温度プロファイルと水源井・温泉井水温の比較結果 

 
【まとめと今後の課題・注意点】 

本年度は，地下水流動概念モデルの精緻化を測るため，追補的な既存孔井・地表水等の現地

調査を行うとともに，地下水流動系概念モデルを実証的に検証および天水涵養と浅層における

流動の評価を目的として，上北平野における地下水流動系の中間流動域にあたる青森県上北郡

東北町大浦地区において深度 76m までの検証ボーリング１孔（KMK-1 孔）の掘削を行った．

以下にその概要をまとめる． 
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・既存孔井・地表水等の現地調査より以下のことが明らかとなり，地下水流動概念モデルの更

新に反映させた． 
(1)小川原湖北西部における河川の下流域では，水素同位体が低くなる傾向が見られた．こ

れは，浅層地下水の影響が徐々に大きくなっていく可能性があること，すなわち小川原

湖周辺の浅層地下水が上昇して河川水に付け加わっている可能性を示唆していると思

われる 
(2) 小川原湖西部地下水の水素同位体はいずれも周辺河川よりも低い値を示し，寒冷期の

涵養が示唆される． 
(3) 小川原湖西部の地下水の 14C 年代はいずれも最終退氷期に相当する年代を示した．小

川原湖東部においては現世の値を示す地点や，4,000 cal BP 程度を示す地点が存在する．

水質組成の特徴やトリチウム濃度分布と併せて考えると，小川原東側においては相対的

に若い地下水の浸透が考えられる． 
 
ボーリング掘削においては，地下水流動を評価する技術的指標の抽出・検証のため，3 深度

の採水区間から揚水による地下水試料採取および岩石コア試料から抽出した間隙水の水質・同

位体組成・溶存ガス成分の分析を行った．また，原位置水理試験及び岩芯試料を用いた室内透

水試験による水理特性の深度プロファイルの取得，掘削途中の孔底部における水位あるいは水

圧計測による間隙水圧プロファイルの評価を併せて行い，水質プロファイルと岩芯試料を用い

た実験的評価によって間隙水圧プロファイルと地下水流動系と変動の評価を行った．さらに，

孔内水温プロファイル（温度検層）より，深度による温度やその勾配の変化と地質構造の対比

に基づき，各層における地下水流動状況を検討した． 
得られた結果をもとに浅層における流動の評価として水温の深度プロファイル，揚水試験と

岩石コア試料を用いた室内透水試験による水理特性の深度プロファイルについての検討と概念

モデルの検証として， 
・既存井戸において推測された最終退氷期の涵養について，地下水揚水試料・間隙水の水素・

酸素同位体比，トリチウム，ヘリウムなどの希ガス同位体を用いた検証 
・既存浅層地下水・深層地下水の水温から当該地域において観測されていた異常高温域につ

いて温度検層による検証 
を行った結果を以下にまとめる． 
・揚水試験は，採水を行うために比較的透水性が高い砂質土を対象として実施した一方，室内

試験は，試料成型が可能な箇所として，粘性土及びシルトを対象として実施している．その

ために，透水係数には２オーダーのコントラストが存在した． 
・温度検層の結果，地温勾配の変化から地下温度プロファイルは A～D の 4 区間に分けられた．

A 区間は，B 区間との境界である深度 11.36 m を除き地温勾配が負の値を示し，季節変化（年

変化）などの地表面温度変化の影響を強く反映していると考えられた．沖積層内のシルト層

や粘土層に相当する B 区間は，C・D 層よりも相対的に透水性が低いため地下水流動の影響

が小さく，地温勾配の変化も小さいと考えられた．また， 1 深度目の揚水深度が含まれる C
層は沖積層基底礫層とその上位のシルト層，沖積層下位のシルト層および砂礫層を複数含ん

でおり，地質と透水性の違いによる地下水流動の違いを反映して，地温勾配は深度により大

きく変動している．地温勾配の低下は帯水層中の活発な地下水流動の影響を反映していると

考えられた．主に砂層に相当し，2 深度目の揚水深度が含まれる D 区間は，B 区間よりも地

温勾配の変化は大きく，地下水流動の影響は確認されるが，C 区間と比較して地温勾配の変

化は小さく，地下水流動は活発ではないと考えられた．ただし，3 深度目の揚水深度近辺で

の温度プロファイルはまだ得られていない． 



第２章 地盤の地下水流動評価に関する科学的・技術的知見の取得 

2-72 
 

・水源井と温泉井のスクリーン区間の平均深度と温度の関係から，深度 100～700 m 程度まで

の本地域の平均的な地温勾配は約 5.9×10-2 ℃/m と見積もることができた．本観測結果の D
区間の地温勾配は約 6.9×10-2 ℃/m であり，水源井・温泉井水温データから求めた値よりも

大きい値となった．ただし，温度検層観測結果は 66.36 m 以浅であり，詳細な検討は現時点

ではしい．今後，掘削深度の延伸やボーリング地点の追加により，既往データとの比較検討

が可能となり，本地域の異常高温域の同定と解明に資すると期待できる． 
・揚水試料で得られた 14C 年代は，見かけの年代として最終退氷期に相当しており，寒冷であ

った当時の天水によって涵養された地下水であることを示唆している．揚水試料の水素安定

同位体比が，河川水（高瀬川水系）の範囲よりもやや低い値を示していることと整合的であ

る．また，希ガス涵養温度や水－酸素同位体の関係も寒冷期の涵養であることを支持する．

また，岩石コア試料から抽出した間隙水も深度 20 m 程度以深では，同位体比は-65‰前後で

概ね一定の分布を示し，河川水より低い値となっている．間隙水については，採水量からト

リチウムや 14C などの分析は難しく，希ガスの分析も行っていないが，水素・酸素同位体の

関係からは高標高地点での涵養は支持されず，寒冷期の涵養であることを支持する．本年度

の揚水試料および間隙水の結果を踏まえると，概念モデルに示した寒冷期の特徴を示す地下

水の流動する領域は，深度 20 m 程度の浅層まで及んでいる可能性があることが明らかとな

った．ただし，これらの寒冷期に涵養された地下水が鉛直浸透あるいは水平流動の速度が遅

いために浅層にも分布しているのかあるいは，概念モデルで示唆されたような上昇流により

古い地下水が浅層までもたらされているのかは不明である．今後，掘削深度の延伸により，

既存井戸深度までの揚水・間隙水試料より詳細な深度プロファイルを得たうえで概念モデル

の検証と，中深度処分相当深度における地下水流動状態を把握する必要がある． 
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2.2 物理探査等に基づく広域地下水流動評価に関する科学的・技術的知見の取得 
【実施内容】 

 平成 31 年度は，主に既往研究事例の調査を中心として，以下の内容で業務を実施する． 
１）対象スケールに応じた物理探査手法の目的及び適用範囲に関するとりまとめ 
地下水流動評価を行う空間スケールに対して，物理探査の目的と適用可能な手法，適用性に関

する分類，取りまとめを Hydrogeophysics に関連する現在の基本的な手法のレビューに加え最

新の研究成果の調査を行い実施する．対象とする探査手法は，リモートセンシング，電磁・電

気探査，重力探査，弾性波探査等とする．探査の目的は，水理地質構造探査，物性探査，地下

水流動探査に分類する．また，物理探査と同様に実施される調査として，ボーリング調査によ

る広域地下水流動評価及びボーリング孔を用いた物理探査に関しての調査事例を収集整理し，

調査を行う上での留意点等を抽出する． 
２）広域地下水流動評価における各種調査手法の適用性に関する調査 
空間スケールごとの探査手法の取りまとめ結果から，広域地下水流動評価に適用可能な探査手

法を抽出し，地表踏査及び限られたボーリング調査との相互補間による地下水流動概念モデル

構築への適用性の検討を実施する． 
 

【成果】 

2.2.1 対象スケールに応じた物理探査手法の目的及び適用範囲に関するとりまとめ 
地下水流動モデルの構築あるいはモデル検証を目的とした物理探査手法の適用は，1990 年こ

ろから研究事例が多く報告されている．一般的にこれらの分野は Hydrogeophysics と呼ばれて

いる．これは，各種物理探査における調査機器の進歩や，解析手法や解析に用いるコンピュー

タの進歩によるものである． 
ここでは，第一段階として，空間スケールは考慮せずに，地下水調査に用いられている物理

探査手法に関して，手法と直接求められる物理特栽，そこから推定される水理特性や状態量等

の水理学的情報を，表 2.2-1 にまとめた 1)．ここでは，Binley, et al. 1)のまとめにおいて取り上

げられていないリモートセンシング手法に関しても追加している． 
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表 2.2-1 地下水調査に用いられる物理探査手法と求められる特性等（Binley et al.1)に追記） 

 
 
表中でハッチの部分が追記項目である．これから，水分含有量や浸透率という水理特性の評

価に，主に電気・電磁探査的な手法が用いられていることが理解される． 
表中の弾性波電界（Seismoelectric）法とは，弾性波によって生じる孔弾性的な地下水流動

挙動が生じさせる電界をトモグラフィー的に解析する手法 2)であり，岩盤の力学的あるいは水

理学的不均質性に対して鋭敏であるという利点を持つ 3)． 
電気・電磁的探査以外では，弾性波探査，重力探査，リモートセンシングが用いられている．

これらに関しては，後述するように，例えば弾性波探査は，元来石油探査における適用から，

地下水探査に応用されたものである． 
以下に，地下水流動の空間的スケール別に，代表的手法の適用性を分類する． 

(1) 広域（10km オーダー）を対象とした探査手法 
2.1.1 に示した広域スケールの地下水流動を対象とした探査においては，衛星あるいは航空

機からのエアボーンの探査が有効である．これらに対応する手法は，赤外線センサー，合成

開口レーダー等のリモートセンシング，EMI 法，重力探査等が該当する． 
一例として，合成開口レーダーの Interferometry の適用例として，広域にわたる被圧帯水層

の水位季節変動を評価した事例を示す 4)．図 2.2-1 は Reeves, et al. 4)によるコロラド州 San 
Luis Valley における探査範囲を示したものであり，ここでは離散的な箇所での地表面変位を，

数 10km の範囲で測定することで，以下の式で水位変動を評価している． 
∆𝑏𝑏 = 𝑆𝑆𝑠𝑠𝑠𝑠𝐻𝐻𝑏𝑏∗∆ℎ   (1) 

ここで，∆𝑏𝑏は InSAR は帯水層厚さの変化量，𝑆𝑆𝑠𝑠𝑠𝑠𝐻𝐻は帯水層骨格の比貯留率，∆ℎは水位の変化

量である． 
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図 2.2-1 InSAR による地下水位測定の範囲 4) 

 
InSAR による地表面変位量をそのまま用いた解析 5)では，図 2.2-2 に示すように，孔井での

水位観測値と式（１）による水位評価値は，変動傾向は合致しているものの，絶対値は相違

が見られる結果となっている 5)．一方，地表面変位に対して地質統計学による補間を行った

結果 4)，図 2.2-3 に示すように，地表面変位から推定した水位の 60%程度が実測値と合致し

た結果となり，予測精度が向上している． 
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図 2.2-2 ボーリング地点における地表面変位から推定される水位変動と実測値の比較 5)

（赤：推測値，青：実測値）InSAR データをそのまま利用した推定結果 
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図 2.2-3 InSAR データに地球統計学手法を適用した場合の水位推定値と実測値の比較 4) 
 
InSAR の事例のように，リモートセンシングやエアボーンの探査による広域探査において

は，多くの場合に深度方向のデータを得ることを目的としていないことに注意が必要である．

例えば，熱赤外を用いた探査では，蒸発散量等の地表面の条件，EMI 法等の電磁探査では，

地表面の電気伝導度から土壌水分量を評価する等の，ごく浅部の探査による境界条件の推定

に用いられる． 
 

(2) サイトスケール（km オーダー）あるいはそれ以下を対象とした探査手法 
 1km 程度までのサイトスケールや，それ以下のスケールを対象とした探査においては，深度

方向を目的とした地表からの探査や，孔井を用いたトモグラフィーが多く用いられている． 
利用される方法としては，比抵抗探査（トモグラフィー），電磁探査，弾性波探査，GPR 等
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があげられる．探査範囲は，信号が受信できる範囲によって決定されるため，地質状況によっ

て異なる．また，孔井を利用した探査では，探査可能範囲を考慮した孔井配置によって決定さ

れる．一般的に，弾性波探査や比抵抗探査は比較的広い範囲を探査可能であるが，GPR は亀裂

が少ない岩盤においても最大 100m 程度の探査範囲であり，地表からの探査では 10m 程度の範

囲の探査領域である． 
また，実際に適用する場合には，探査に要する時間（探査の効率性）による探査可能範囲の

制約が生じる．図 2.2-4 に，アクセスが容易な地域 2 人 1 組で車両を用いない一断面の探査を

行った場合の各種探査手法（周波数領域電磁探査，時間領域電磁探査，比抵抗トモグラフィー）

による平面的及び深度方向の探査可能領域を示す 1)． 
 

 
図 2.2-4 電気探査・電磁探査における標準的な調査人員等での探査可能範囲 1)（FDEM:周波

数領域電磁探査，ERT:比抵抗トモグラフィー，TDEM:時間領域電磁探査，数字は ERT 電極間

隔及び FDEM コイルサイズ） 
 

これから，周波数領域電磁探査は平面的な探査領域は広いが，深度方向の探査には弱点を持

つこと，比抵抗トモグラフィーは電極間隔によって探査可能深度や領域に柔軟に対応可能であ

るが，電極間隔を広げると分解能は低下すること，中深度処分への適用性を考慮した場合，時

間領域電磁探査がほぼ処分深度までの探査が可能であること，ただし，可搬性が劣るため平面

的な探査範囲は周波数領域探査よりも制限されることが示されている． 
 

2.2.2 広域地下水流動評価における各種調査手法の適用性に関する調査 
広域地下水流動評価に物理探査を用いる場合，直接求められる地球物理的特性から，地下水

流動の指標や流動状況を評価する際の適用性が最大の問題となる．以下に，実際用いられてい

るいくつかの探査手法に関しての適用性を検討する． 
（１） 水理特性の評価に関する適用性 

地下水流動評価を行うためには，前項で述べたような境界条件の評価に加え，透水係

数（浸透率）を探査結果から評価することが必要となる．以下に探査手法ごとの適用性
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と課題について示す． 
1) 弾性波探査 
弾性波探査では，通常の弾性波探査あるいは弾性波トモグラフィーによって求められ

る弾性波速度から，以下の方法で浸透率を求めている 6)． 
砂と粘土が混合し，水で飽和した媒体に対して，体積弾性率は以下の式で求められる． 

𝐾𝐾𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠
𝐾𝐾0 − 𝐾𝐾𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠

=
𝐾𝐾𝑑𝑑𝑟𝑟𝑑𝑑

𝐾𝐾0 − 𝐾𝐾𝑑𝑑𝑟𝑟𝑑𝑑
+

𝐾𝐾𝑓𝑓
𝜙𝜙�𝐾𝐾0 − 𝐾𝐾𝑓𝑓�

       (1) 

ここで，𝐾𝐾𝑑𝑑𝑟𝑟𝑑𝑑 ,𝐾𝐾𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠は，それぞれ乾燥及び飽和状態での体積弾性率，𝐾𝐾0は鉱物の体積弾

性率，𝜙𝜙は間隙率，𝐾𝐾𝑓𝑓は流体（水と粘土の混合）の体積弾性率である．媒体の P 波速度は

飽和体積弾性率によって支配的に決定され，P 波速度と粘土含有率，粘土含有率と間隙

率の関係から，間隙率を推定することができる．そこから，以下の Kozeny-Carman の式

から，浸透率を推定している． 

𝜅𝜅 =
𝑛𝑛3

𝑘𝑘0𝑇𝑇2𝑆𝑆2
    (2) 

ここで，𝜅𝜅は浸透率，T は屈曲率，S は比表面積，n は間隙率，𝑘𝑘0は経験的定数である． 
この方法以外にもいくつかの換算手法は提案されているが，基本的に弾性波速度から

弾性定数を求め，間隙率に換算した上で浸透率を評価するという流れは共通である．こ

こからも分かるように，適用範囲は多孔質媒体に限られ，そのサイト（試料）特有の物

性を求める必要があること，最終的には経験的定数が用いられることから，汎用性が高

い手法とは言えない． 
2) 電気探査等 
Revil and Cathles 7)によると，電気伝導度と間隙率には以下に示す関係が存在する． 

𝜎𝜎 =
𝜎𝜎𝑓𝑓
𝐹𝐹

      (3) 

𝐹𝐹 = 𝜙𝜙𝑚𝑚     (4) 
ここで，𝜎𝜎はバルクの電気伝導度，𝜎𝜎𝑓𝑓は間隙流体の電気伝導度，F は electrical formation 

factor と呼ばれる空隙形状等で決定される無次元量である．(4)式は経験的に示されてい

る Archie の式であり，べき乗数 m は cementation exponent と呼ばれ，球状粒子の場合

は 1.5，完全な球状でない場合や，球状の間隙が細いスロートで結合されている場合は，

1.5 より大きくなる． 
浸透率 k は，1)と同様に，Kozeny-Carman の式で表されるが，電気化学的なパラメー

タを用いて，以下の式で置き換えられる． 

𝑘𝑘 =
Λ2

2𝐹𝐹
     (5) 

ここで，Λは，電場から計算される電気的間隙径であり，直接電気伝導度から計算する

ことは困難であるが，以下の式で近似される． 

Λ =
𝑅𝑅

𝑚𝑚(𝐹𝐹 − 1) ≈
𝑅𝑅
𝑚𝑚𝐹𝐹

    (6) 

R は間隙径である．ここで，m の値としてポア－スロートの形状での 3 を採用すると，

砂あるいは砂岩の浸透率𝑘𝑘𝑠𝑠𝑑𝑑は， 

𝑘𝑘𝑠𝑠𝑑𝑑 =
𝑅𝑅2

2𝑚𝑚𝑠𝑠𝑑𝑑
2 𝐹𝐹3

=
𝑑𝑑2(𝜙𝜙𝑠𝑠𝑑𝑑)3𝑚𝑚𝑠𝑠𝑟𝑟

24
    (7) 

となる．ここで，d は間隙の直径であり，𝑚𝑚𝑠𝑠𝑑𝑑は砂及び砂岩の cementation exponent
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であり，ここから浸透率を計算することができる． 
ただし，この関係式も経験則あるいは汎用性の無いパラメータを用いており，広く適

用できる手法とは言えない． 
3) 強制分極法 

強制分極法で求められる誘電率，臨界周波数，緩和時間等の電磁パラメータを用

いることによって，浸透率は以下のように表される 8)． 

𝑘𝑘 =
𝐷𝐷(+)
𝑠𝑠

8𝜋𝜋𝑓𝑓𝑝𝑝𝐹𝐹
=
𝜏𝜏𝑝𝑝𝐷𝐷(+)

𝑠𝑠

4𝐹𝐹
     (8) 

ここで，𝐷𝐷(+)
𝑠𝑠 はナトリウムに代表される陽イオンの拡散係数，𝜏𝜏𝑝𝑝は緩和時間であ

る．Revil 8)では，室内実験スケールではあるが，様々な浸透率を持つ岩石試料に対

して，実測浸透率と(8)から評価された浸透率の比較を行っており，図 2-2-5 に示す

ように，広い範囲の浸透率に対して適用性が高い手法であることを示している． 

 
図 2-2-5 岩石の分極特性から評価される浸透率と実測浸透率の比較 8) 
 
この手法は，一般化を目指したものであり，電気伝導度を用いた評価と比較して

適用性は高いと考えられるが，実スケールでの適用性等課題は多い． 
4) 自然電位法 

自然電位法は，地下における流体流動によって生じる電位を主に地表で測定する

方法である 9)．地下水流動に伴う電位の発生は，不圧帯水層においては，地下水面
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において発生する．例えば，地表面の一点（P）において観測れる電位差𝜑𝜑(Volt)
は，以下の式で表される． 

𝜑𝜑(𝑃𝑃) =
𝐶𝐶′

4𝜋𝜋
� (ℎ − ℎ0)

𝐫𝐫 ∙ 𝐧𝐧
𝑟𝑟3

𝑑𝑑𝑆𝑆 +
1

4𝜋𝜋𝜕𝜕Ω
�

𝐸𝐸
𝑟𝑟
∙
∇𝜌𝜌
𝜌𝜌Ω
𝑑𝑑𝑑𝑑    (9) 

ここで，n は電位発生点 M における地下水面の外向き法線ベクトル，dS は M 周

辺の地下水面の面要素，h 及び h0 はそれぞれ M 及び不動点の地下水位，r は M と

P の間のベクトル，r は MP 間の距離，𝐸𝐸 = −∇𝜑𝜑は電気動力学的カップリングによ

って発生する電場，𝜌𝜌は比抵抗，𝐶𝐶′ = 𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕ℎ
は電気三重層モデル等から評価されるカッ

プリング係数である．Revil, et al. 9)では，飽和帯からの揚水による地下水面の変化

をトモグラフィー的な手法によって解析し，図 2.2-6 に示すような地下水面の分布

を得ている．この結果は図中黒丸で示した実測の水位と良い一致を示している． 

 
図 2.2-6 自然電位法による揚水時の地下水位解析結果 9)，a は地表における自

然電位計測結果，b はトモグラフィー的手法による水位解析結果，b のコンターは

地下水面の存在確率を示すパラメータ，b 中の黒丸は実測水位を示す． 
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また，Revil, et al. 9)では，同様の手法をキラウエア火山の斜面に適用して，数十

km の測線に沿った地下水位の分布を評価し，実測水位と整合性が高い結果を得て

いる．これらの結果から，地下水流動が存在する状態（地形や揚水等に依存する）

での地下水位分布の評価に，自然電位法は適用可能と考えられる． 
5) 核磁気共鳴法 
核磁気共鳴法は，現在では石油業界において検層に広く用いられている．Dlubac, et al. 

10)では，NMR で計測される緩和時間（核スピンに吸収されたラジオ波のエネルギーが放

出され元の熱平衡状態へ戻る過程で，それに要する時間）を用いて，ボーリング孔沿い

の浸透率（透水係数）を評価している．原理は以下に示す通りである． 
検層によって得られる様々な空隙形状に起因する緩和時間の平均として，以下の𝑇𝑇2𝑀𝑀𝑀𝑀

を定義する． 

𝑇𝑇2𝑀𝑀𝑀𝑀 = 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒�
∑𝐴𝐴𝑖𝑖𝑙𝑙𝑛𝑛(𝑇𝑇2𝑖𝑖)

∑𝐴𝐴𝑖𝑖
�   (10) 

ここで．I は磁化が消散していく過程で，空隙形状分布によって異なる段階，𝑇𝑇2𝑖𝑖は i
段階の消散に関する緩和時間，𝐴𝐴𝑖𝑖は i 段階の磁化に関する振幅である．緩和時間は空隙の

堆積及び比表面積に異存する値であるため，ここから Kozery-Carman の式を改良して 2
種類の方法で浸透率を求める．一つ目は，SDR(Schlumberger Doll Research)法であり，

浸透率を以下の式で計算する． 
𝑘𝑘𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆 = 𝑏𝑏𝜙𝜙𝑚𝑚𝑇𝑇2𝑀𝑀𝑀𝑀2     (11) 

ここで，𝜙𝜙は間隙率，b 及び m は経験的に得られるパラメータである．m に関しては

流れに関連する空隙の割合を示すパラメータであり，室内実験によって 4 が提案されて

いる． 
もう一つの方法は，Timur-Coated(T-C)法であり，可動性の空隙流体量(FFI)と，もう感

圧によって不動態となっている空隙流体量(BVI)を室内実験によって評価し，以下の式で

浸透率を求めている． 

𝑘𝑘𝑇𝑇−𝐶𝐶 = 𝑐𝑐𝜙𝜙𝑚𝑚 �
𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹
𝐵𝐵𝑑𝑑𝐹𝐹

�
2

   (12) 

ここで，c 及び m は経験的に求められるパラメータである．Dlubac, et al. 10)では，ネ

ブラスカ州 Lexington の High Plains 帯水層（未固結から半固結の砂礫，砂岩，シルト等

から構成）の深度 138m のボーリング孔に適用している．図 2.2-7 に，NMR 検層とフロ

ーメーター検層及び水理試験の結果を比較した結果を示す．図中の a) は(11)及び(12)式
における経験的パラメータとして一般的な値を用いた場合，b) はフローメーター検層結

果から，経験的パラメータを最適化した場合の結果である．これから，NMR 検層によっ

て，フローメーター検層と比較してほぼ１オーダー以内の誤差で浸透率を評価すること

が可能であることを示している． 
本手法は，あくまでボーリング孔を用いた検層によるものであるため，その他の面的

あるいは三次元的探査手法を補間するデータとしてではあるが，検層機器が小型化され

ており，かつ調査も塩ビケーシング設置後で可能であるため，原位置水理試験との併用

による適用性の拡大が期待できる．ただし，浸透率の推定には，経験的パラメータが必

要なため，ほぼ１オーダーの誤差を見込む必要はあろう． 
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図 2.2-7 NMR 検層による浸透率（透水係数）推定値と，フローメーター検層，原位

置水理試験結果との比較，a)は経験的パラメータとして一般的な値を使用，b)はフローメ

ーター検層結果によるパラメータの最適化を実施した結果 10) 
 
以上の結果から，地下水流動モデル構築のための水理パラメータを物理探査から推定

する試みは，多くの物理探査手法を対象として，室内試験，原位置試験ともに行われて

いる．しかしながら，具体的に浸透率等のパラメータを推定する際には，経験的なパラ

メータを用いざるを得ないため，汎用性はそれほど高く無い．また，多くの方法におい

て，浸透率の推定に際して，多孔質媒体を対象とした Kozeny-Carman の式を用いている

ため，亀裂性媒体における適用は困難である．一般化に向けた検討は，強制分極法等で

端緒に付いた段階と考えられる．ただし，浸透率等を評価する手法では無く，自然電位

法による地下水面の推定に関しては，地形勾配が比較的大きな地域，あるいは揚水によ

る人為的な流動を発生された状態での広域における適用は十分可能と考えられる． 
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（２） 地下水流動場等の可視化に関する適用性 
前項で見たような，地下水流動モデル構築に用いるパラメータを評価する方法のみで

は無く，地下水流動の状況を経時的な探査によって可視化するために，電気探査が用い

られた事例はいくつか存在する． 
例えば，小島ほか 11)では，花崗岩のダム基礎岩盤において地表面と調査横坑を用いて，

数十 m のスケールでの比抵抗トモグラフィーを実施し，塩水トレーサーの注入後の一定

間隔で測定を実施し，初期からの変化率を計算することによって，塩水トレーサーの流

動状況を把握している．結果の例を図 2.2-8 に示す． 

 
図 2.2-8 塩水トレーサー注入による比抵抗分布の変化率 11) 

 
類似の方法として，不飽和帯に対して水を注入した場合の移流状況を，10m 程度の領

域のボーリング孔を用いた経時的な比抵抗トモグラフィーで評価した事例が存在する 12)． 
また，可視化に加え，数値実験の段階ではあるが，経時的な比抵抗トモグラフィー結

果から，トレーサーのブレークスルーカーブを求めることで，流線沿いの流速を評価し，

そこから透水係数分布までを推定するという試みも研究されている 13)． 
比抵抗以外の方法として，GPR トモグラフィーデータ及びフローメーター検層からベ

イズ統計を用いて浸透率分布を推定し，トレーサー試験の結果と比較を行った事例 14)が

存在するが，探査範囲は 10m 程度に留まっている． 
最近では，水理特性と物理特性の相関を利用して，物理探査（主に比抵抗）及び水理

的調査の結果を，両者のシミュレーションと逆解析によって最適化するという連成逆解

析が，数値実験 14)あるいは小規模領域での原位置試験を対象 15)に適用されている．連成

逆解析のフローチャートを図 2.2-9 に示す． 
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図 2.2-10 物理探査－地下水流動連成逆解析のフローチャート 16) 

 
地下水流動を可視化する目的での物理探査は，比較的小規模な調査（10m から最大数

10m の範囲）においては比較的良好な結果が示されている．中深度処分等の放射性廃棄

物処分に適用する際には，ニアフィールドスケールと処分場スケールの間の空間スケー

ルと考えられるため，広域スケールのモデル化に対して直接的に有効な手法とは言えな

い．しかしながら，事前の地質調査や水文調査において，例えば断層周辺の地下水流動

等で，特に問題となる領域が抽出された場合に，その領域を重点的に調査するという点

では実用的と考えられる． 
 

2.2.3 物理探査手法の地下水流動モデルへの適用に関するまとめ 
2.2.2 において，特に広域地下水流動モデル構築を行う場合の物理探査手法の適用性の検討結

果を示した．検討結果から，物理探査手法の適用性に関して，表 2.2-2 に取りまとめる． 
 

表 2.2-2 地下水流動モデルに対する物理探査手法の適用性まとめ 

 
 

探査手法 平面スケール 深度方向 地下水流動モデルへの適用範囲 備考

比抵抗探査 ～1000m （適用事例は数10m） 数10m 浸透率分布，トレーサー流動の可視化
・探査範囲と空間分解能はトレードオフ

・浸透率分布推定は経験的パラメータ

時間領域IP法 ～1000m 100m 浸透率分布
・浸透率分布推定は経験的パラメータ（一

般化に向けた検討が研究中）

自然電位法 ～数10km 100m 不圧帯水層地下水位分布

・自然あるいは人為的地下水流動が必要

・揚水と併用する場合等には比較的短時間

で探査可能な範囲のみに適用

地下レーダー ～10m 10m 浸透率分布 ・浸透率分布は経験的パラメータが必要

弾性波探査 ～1000m 数100m 浸透率分布 ・浸透率分布は経験的パラメータが必要

核磁気共鳴(NMR） ボーリング孔 100m程度 浸透率分布 ・検層による評価

重力探査 数10km － 地下水位変動（深度情報無し） ・定量的な評価は研究途上

リモートセンシング 数10km 地表あるいは極表層 境界条件（蒸発散），地下水位変動 ・土地利用状況によって適用性制限
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ここでまとめたように，地下水流動（トレーサー流動）の可視化を目的とした比抵抗探査は，

最大でも 1000m の平面スケール，実際に適用された事例は数 10m 程度である．三次元的な探

査範囲は空間分解能とのトレードオフとなると同時に，経時的な変動を評価するという点で，

一回の探査に長時間を要すると，探査を行っている間に状態が変化してしまう可能性もあるた

め，適用に関しては留意が必要である．また，水理特性を評価する解析手法は，多くが間隙率

と浸透率の関係を用いているため，多孔質媒体への適用に限られることや経験的なパラメータ

を用いる必要がある等の理由で，汎用性のある定量的評価手法とは言えない．ただし，トレー

サー流動の評価において，水理解析と連成した逆解析を用いる等の最近の解析手法を用いるこ

とによって，比較的適用可能範囲を広げることが期待される． 
数十 km 程度までの広域地下水流動への適用性という点では，地表あるいは地表近傍に限定

されるリモートセンシングや重力探査による水位変動，境界条件の推定，または地下水の流動

が存在する場における自然電位法による水位の評価に限られる． 
物理探査の地下水流動評価への適用に関する今後の課題としては，以下の項目があげられる． 
 広域スケールの評価という点では，現段階では局所的な異常を示す点としての評価にと

どまっている． 
 広範かつ自律的なモニタリング手法（例えば光ファイバーを用いた温度測定や自然 γ線

等）の適用が望まれる． 
 複数の探査手法の組み合わせによつ評価が有効 
 先験情報や水理調査との組み合わせによる不確実性の評価や低減 
先験情報によるモデルの制約に関しては，重要な課題ではあるが，注意が必要である．例え

ば ScheibeandChien 17)ではボーリング調査，フローメーター検層及びレーダートモグラフィー

の解釈結果から，100m×100m 程度の領域に対して図 2.2-11 に示すような複数の水理地質構造

モデルを構築し，トレーサー試験の解析と実測結果を比較している． 
それぞれのケースでの実測と解析のブレークスルーカーブを比較したところ，レーダートモ

グラフィーの２次元解釈断面を制約条件としたケースでは，制約条件が無いケースと比較して

実測の再現性が向上しているが，フローメーター検層の多数の点データを制約条件としたケー

スでは，再現性が向上しないという結果となっている．これは，試験の誤差や対象とする空間

スケールと試験のスケールが大きく異なることが原因と考えられている． 
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図 2.2-11 先験情報に基づく水理地質構造モデルの例 17)（a：均質モデル，b：層状構造モデ

ル，c：フローメーター検層から Kriging によって求めた不均質モデル，d：制約条件を用いな

い統計的モデル．e：フローメーター検層結果を制約条件とした統計的モデル，f：レーダート

モグラフィー解釈結果を制約条件とした統計的モデル） 
 

【まとめと今後の課題】 

本節では，限られたボーリング調査を補間する目的での物理探査手法を用いた地下水流動，

特に広域地下水流動モデルの構築への適用事例，適用性や課題の抽出を行った．検討を行った

結果を以下にまとめる． 
 特に，電気，電磁探査を中心として，物理探査手法は地下水流動モデル構築に必要な水

理パラメータの評価や地下水流動の可視化という点で広く用いられている． 
 しかしながら，浸透率等の水理パラメータの評価という点では，汎用的な評価手法は存

在しない． 
 地下水流動（あるいは変動）の可視化という点では，比抵抗探査の適用事例が多いが，

空間スケールは最大で 100m 程度の範囲に限られる． 
 広域地下水流動モデルに適用可能な方法は，自然電位法，リモートセンシング等に限定

される． 
 物性値を直接評価するのでは無く，地下水流動解析と物理探査解析を連成させた逆解析

手法が有効である． 
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今後の課題で重要なものは，原位置水理試験等の先験情報によるモデル制約と考えられる．

トモグラフィー的な物理探査による断面情報をモデル制約条件とすることは有用であるが，個

別の水理試験結果で与えられる点の情報を制約条件とすることは有用ではないことが示された．

従って，汎用性に欠けたとしても，トモグラフィー結果から求められた浸透率の面内の分布等

を地下水流動モデル構築に対して有効利用するための方法論の確立が重要となろう． 
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3．地質及び水理環境モニタリングの手法，計画等の妥当性に関する科学的・技術的知見の取

得 

 中深度処分においては，地下水流動の状態に加えて，人工バリアや天然バリアが設計を逸脱

することなく性能を発揮しつつあることを確認するために，バリア及び地下水等の状態等を確

認するためのデータ取得（以下「地下水等モニタリング」という．）が重要である．これらを確

認するためには，廃棄物埋設地周辺の地質構造を把握することに加え，地下水流動や水質等の

水理環境状態を建設前の段階から把握し，廃棄物埋設地及び坑道の建設が地質及び水理環境に

与える影響や埋戻しによる水位回復過程を地下水等モニタリングによって把握する必要があり，

このことは処分の安全確保及び掘削制限範囲の設定の観点から非常に重要な事項である． 

 そこで，地質構造を考慮した地下水流動や水質の変動を把握するための効率的なモニタリン

グ装置及びその配置や必要とされるモニタリング項目・期間等適切なモニタリング計画を設定

するための関連事項及び掘削制限範囲の設定のための知見を整理する． 

 

【具体的実施内容】 

 平成 31 年度は，主に文献等からの事例収集を中心として，以下の内容で業務を実施した． 
１）適切なモニタリング計画を設定するための関連事項に関する知見の整理 
 過年度に収集・整理した国内における大規模地下空間利用のモニタリング事例に加え，国際

共同研究等で実施されている放射性廃棄物処分を目的としたモニタリング研究の成果を収集し，

モニタリング装置や配置等の情報を取りまとめる．その上で，過年度事業で収集・整理した事

例と本年度の収集事例を参考とし，特に沿岸域堆積岩地域を対象として長期のモニタリングを

実施する際のモニタリング孔の配置，モニタリング装置，地下水流動系及びその擾乱の評価を

行うために必要かつ継続的にデータ取得が可能な最低限のモニタリング項目等に関する取りま

とめを行う． 
２）掘削制限範囲設定のための知見の整理 
 廃棄物埋設地直上に加えて設定すべき掘削制限範囲の考え方を，地質構造を考慮した地下水

流動系及び廃棄物埋設地建設の影響範囲等の観点から整理するために，上北平野の掘削調査等

で取得される水理特性を参考とした解析的な手法による影響範囲の把握を行う．それらの結果

から掘削制限範囲を設定した上での適切なモニタリング計画及びモニタリングデータのフィー

ドバックによるモニタリング計画の変更等に関する考え方を整理する． 
 

【成果】 

3.1 適切なモニタリング計画を設定するための関連事項に関する知見の整理 

3.1.1 モニタリング研究の成果の収集 

今年度は国際機関 IAEA，国際共同研究 MODERN2020，米国，フィンランド，スウェーデン，

フランスを対象としてモニタリング研究の成果を収集した．IAEA は研究機関ではないが，モ

ニタリング項目・期間等適切なモニタリング計画を設定するための関連事項として対象に含め

た．各国の事例については，基本的な水理地質構造，規制者のモニタリングへの対応，モニタ

リング対象（調査項目）の選定方法，モニタリング装置の配置・仕様，モニタリングのスケジ

ュール，測定データの評価と運用といった視点で整理した．また，過年度収集・整理した国内

事例についても補足した． 
 

3.1.1.1 IAEA 
放射性廃棄物の処分に係るモニタリングの目的として IAEA は次の 5 項目をあげている 1)．

1.規制要求および許可条件に適合することを示す．2.セーフティケース通りに期待する性能を

処分システムが示すことを検証する．3.安全を評価するために重要な仮定やモデルが実際の条

件と一致しているか検証する．4.サイト選定，建設，操業，閉鎖，閉鎖後という一連の事業段

階において将来予想される決定を支援するための施設，サイト及び周辺の情報のデータベース
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への寄与．5.公衆への情報の提供． 
さらにモニタリング計画を設計する際の考え方として次の 3 項目をあげている．1.モニタリ

ング計画は施設閉鎖後の全体的な安全のレベルを減ずることのないように計画・実施されねば

ならない．2.モニタリング計画は graded approach に則って計画されるべきである．3.モニタ

リングはそれにより得られる情報とそれに起因する損傷という得失のバランスを含むものであ

る． 
こうしたモニタリングの目的や考え方を具体化する際において，廃棄物のインベントリ，廃

棄物の特性，施設のタイプと設計，サイトの特性，施設の開発段階を技術的要素の鍵として考

慮すべきとしている．以上の要素は核種及び汚染物質が処分施設から将来放出される場合の経

路，量，期間に影響する．これらを勘案した上で一般的には処分事業は放射能レベルに応じて，

地層処分，中深度処分，浅地中処分などと分類されるが，モニタリングもそれに応じたものが

計画される．すでに記したように中深度処分の対象となる中レベル廃棄物 (ILW) についてのモ

ニタリングのアプローチは地層処分のそれに似ている 1)ことから，知見の充実している地層処

分を中心に国際機関 IAEA，ヨーロッパを中心とした国際共同研究プロジェクト MODERN2020
及び諸外国のモニタリングについて検討した． 

IAEAはTECDOC-1208として「高レベル放射性廃棄物の地層処分のモニタリング」2)， SSR-5
「放射性廃棄物の処分」3)及び SSG-14「放射性廃棄物の地層処分施設」4)，SSG-23「放射性

廃棄物処分のセーフティケースと安全評価」5)，SSG-31「放射性廃棄物処分施設のモニタリン

グ及びサーベイランス」1)を公表している．SSR-5，SSG-14 及び SSG-23 はいずれも放射性廃

棄物処分における安全評価あるいはセーフティケースについての包括的な説明の一部としてモ

ニタリングの目的と必要性を説くものであるのにたいして，SSG-31 は TECDOC-1208 の内容

をおおむね包絡しつつモニタリングに視野を絞ってさまざまな角度から一般的な原則を提示し

ている．  
そこで，まず SSG-31 が示すさまざまな角度からの原則について整理する．SSG-31 は graded 

approach について再度言及した上で，モニタリング計画の設計で考慮されるべき事項として次

のことをあげている．その際，特に特定(identification)と正当化(justification)を強調する． 
 
 セーフティケースにおいて重要な性質，プロセス，現象(補註:FEPs)及び観測可能な量の選

択． 
 モニタリング計画のスコープと目的の確立． 
 モニタリング計画の独立した評価のためのプロセスの確立． 
 セーフティケースにおいて重要な性質，プロセス，現象(補註:FEPs)，観測可能な量，モニ

タリングのスコープと目的及び利用可能なモニタリング技術とその特徴をふまえた手法の

選択． 
 機器提供業者の評価と認証を検証するプロセスの確立． 
 測定地点の選択． 
 モニタリングの期間と頻度． 
 機器の選択． 
 測定期間に応じたモニタリング技術の頑健性の評価． 
 測定結果をどのように利用するか及びコミュニケートするかについての仕様． 
 規制の根拠及びセーフティケースに用いられている仮定やモデルについてのアクションの

レベルの確立． 
 アクションのレベルを越えるイベントについてどのようなアクションを行うかの決断． 
 モニタリング結果のレポート及び管理の具体的な内容． 
 モニタリングの利点のコスト及びそれに起因する障害の間でのバランス． 
 モニタリング結果についての許容範囲の設定とそれを越えた場合の明確なアクションプラ

ンの確立． 
 モニタリング機器の除去の手続きの確立． 
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 モニタリングデータの適切な文書化とアーカイブシステムの確立． 
 
モニタリングの対象として，現象の鍵となるパラメータが直接測定できないことも多く，そ

の場合はそれに代えて推論的な方法による必要がある．一つのパラメータのモニタリングにい

くつもの別個の測定の結果の解釈が必要となる場合がある．たとえば，地下水の流速や透水性

のような物性は水頭などから推定される．また，性質が類似する代替的な施設あるいはデモン

ストレーションまたはパイロット処分施設のモニタリングを利用しても有用な情報が得られる

こともある． 
モニタリングの位置及び頻度，開始時期，レビュー，信頼性について具体的な方策を考える

上での一般的な指針について地下水を念頭に置いて以下のように示している． 
 

 ソースまたはソースの勾配下方直近． 
 高透水性ゾーンまたは汚染物質の最高濃度のゾーン． 
 上昇流(plume)の縁辺部分や境界． 
 汚染及び非汚染地化学的設定における代表的地域． 
 サイトの水文地質学的モニタリングを補足する地域． 
 規制者の要求する地点． 
  
モニタリングの適切な頻度設定に際して以下を踏まえるべきとする． 
 
 地下水流動と自然な減衰過程の結果予測される汚染物質濃度の変化の速さ． 
 こうした変化の原因についての理解度(補註:不確実性)． 
 評価のタイプ． 
 場所によって異なる影響の受容度． 
 サイトを(汚染からの)修復する場合の目標． 
 
 また次のような理由による頻度の増減を許容している． 
 
 水文学的，地球化学的及び汚染物質の傾向が安定し，モニタリングデータによってサイト

の概念モデルが検証された場合はモニタリングの頻度を減らす． 
 変動性が高い場合はモニタリングの頻度を増やし，データの傾向が数年にわたって安定し

ている場合は減らす． 
 地下水流動パターンの特徴把握の向上のためのベースライン条件の確立の間，地下水位の

モニタリングの頻度を増やす． 
 パラメータの関連性や情報の冗長性を考慮した頻度の増減． 
 サイトの性能評価への影響が想定されない特定のパラメータのモニタリングについては大

幅に削減または省略する． 
 
モニタリングの開始時期とレビューに関しては，モニタリングプログラムは施設の全運用期

間にわたるステージを考慮して確立されるべきで，サイト選定の初期プロセスからできるだけ

早く開始され，建設から閉鎖に至る進捗に応じて向上し，モニタリング技術は必要・可能な時

点で最新のものとされるべきである．さらにアップデートデータはセーフティケースや安全評

価の強化に資すべきとされる．また，レビューは開発の初期段階から定期的に実施され，必要

であれば規制者の認可の対象であるべきとされる． モニタリングの信頼性については，モニタ

リングを計画するうえで，モニタリングデータの信頼性を十分な情報の冗長性，独立的な値の

検証，頑健な装置及びデザインを用いるといった方法で検証される必要があるとされる．なお，

その際にナチュラルアナログの利用も有用とされる．さらに事業段階ごとに次のような目標を

示している． 
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[操業前の期間のモニタリング] 
 サイトの適合性の評価に寄与すること． 
 施設のデザインのためのインプットデータとなること． 
 操業時及び閉鎖後セーフティケースに必要なインプットデータとなること． 
 後続のモニタリング結果との比較のためのベースライン条件の確立． 
 操業時期のためのモニタリングプログラムのデザインに資すること． 

 
ベースラインモニタリングは連続的または定期的な観測によって得られるパラメータの初期

値の測定に関するものであり，そのスコープは基礎地球科学，工学及び環境の理解ならびに処

分システムの操業・閉鎖後の安全評価への情報となりうる条件やパラメータを含む．たとえば

ベースラインモニタリングは建設・操業・閉鎖後の岩石及び地下水システムの変化ならびに処

分施設による自然プロセス及び環境への影響の評価に用いられる．モニタリングプログラムは

サイト調査の段階から始まることになる． 
 
[操業時のモニタリング] 

操業時のモニタリングは施工に伴う性能の確認ならびに操業安全（労働者の被ばく管理を含

む）及び公衆，環境への影響の可能性の評価に係るものが主にあげられているが，放射線レベ

ル等の予測モデリングのための放射性核種の環境への放出データの提供もあげられている．安

全評価の更新及び改善に向けたデータの積み増しであるが，操業段階での許可条件の一部とし

て性能確認として規制側が求めることもある．これらは建設許可時の技術的な残余の不確実性

の管理に使用しうるが，これをもって規制側の精査及び処分施設開発当初のセーフティケース

における不確実性の注意深い考察を省いてはならない．また，モニタリングプログラムは通常

操業時のみならず事故時の処分システムからの放射性物質の放出についても規制側の要求に応

じるべきものである． 
 
[閉鎖後のモニタリング] 

閉鎖後のモニタリングの目的の一つは処分施設に由来する放射性物質及び有毒物質を検出す

ることであるが，その重要性は処分施設のタイプにより異なる．能動的管理から受動的管理に

移行する判断あるいはモニタリングの終了を認める情報が含まれるべきである． 
 
[緊急時対応のモニタリング] 

処分施設は受動管理にゆだねられるように設計，建設，操業されるので突発的な機能喪失は

おこりがたいが低確率の事象を含めた様々な事象に対する緊急対応は確立されていなければな

らない．モニタリングもその一環として即応したデータが提供されるべきである． 
 
3.1.1.2 MODERN2020 

MODERN2020 は 2009 年から 2013 年までの 4 年間に実施されたヨーロッパでの共同研究プ

ロジェクト MoDeRn (The Monitoring Developments for Safe Repository Operation and Staged 
Closure)の後継プロジェクトと位置づけられる．先行プロジェクトの MoDeRn は，1)モニタリ

ングの目標と戦略，2)モニタリング技術，3)モニタリング計画のケーススタディの説明，4)ス
テークホルダーの関与，の 4 つのセクションに分かれて成果を出した．MODERN2020 は残さ

れた課題の解決に向けたプロジェクトと位置づけられている．現時点で MODERN2020 につい

て参照できる公表されている成果は 6 つのワークパッケージのうちの 1 つ WP2 の報告

Derivarable D2.16)及び第 2 回国際会議のプレゼンテーション資料である．第 2 回国際会議のプ

レゼンテーション資料は各国のケーススタディであるので以後の各国の項目で言及し，ここで

は Derivarable D2.1 について整理する．先行プロジェクトである MoDeRn は施設及びニアフィ

ールドのモニタリングに焦点を絞っており，MODERN2020 もその路線を継承している．
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Derivarable D2.1 は以下の 4 つの目標を掲げている． 
 
 閉鎖後セーフティケースにおけるモニタリングの役割の評価． 
 高度なモニタリング戦略の評価． 
 処分施設設置に際してモニタリング情報を必要とする決定の範囲の考察． 
 国により異なるモニタリング事情に応じたモニタリングパラメータリストを作成するため

のスクリーニング手法の開発． 
  

閉鎖後セーフティケースにおけるモニタリングの役割の評価に関して，これまで国際機関

(IAEA, NEA)において議論されてきた内容を踏襲している．当該の章では主に NEA の文書が参

照されている．なお，IAEA の文書については TECDOC-1208 及び SSG-23 までのセーフティ

スタンダード等が参照されるが，モニタリングを主題とした SSG-31 を全く参照していないの

は先行文献で十分カバーされていると判断したからであろうか．また，不確実性を減ずる上で

のモニタリングの役割についてもやや詳しく考察されている． 
特に高度なモニタリング戦略において，回収，パイロット施設，地下実験施設のモニタリン

グ戦略上の位置づけについて表 3.1.1.2-1 のように得失をあげて整理している． 
 

表 3.1.1.2-1 モニタリングを実施する場合に考慮する手段の長所と短所 6)． 
手段 長所 短所 
回収性なしのその
場観測 

 実処分場の条件を反映 
 廃棄パッケージの回収に伴われる安全上

のリスクを回避 
 モニタリング装置の耐用期間のみに制約

されるモニタリング期間 

 EBS 機能の潜在的な毀損 
 モニタリングできるパラメータに制約 
 モニタリング結果の信頼性が問われがち 
 好適な機器の開発に時間とコストがかか

りがち 
回収性ありのその
場観測 

 実処分場の条件を反映 
 最終的に EBS 機能を毀損しない 
 有線のシステムが使用できより多くのパ

ラメータがモニタリングできる 

 廃棄パッケージの回収に安全上のリスク
がある 

 有線システムの場合，それ自体がモニタ
リングするプロセスに影響する可能性 

 処分場閉鎖前の回収の必要性によりモニ
タリング期間が制約される 

パイロット施設  回収及び再廃棄する廃棄物にオプション
を付与(EBS 機能を毀損せず，有線システ
ムを利用しより多くのパラメータをモニ
タリングできる) 

 保守及び調査のためのアクセスが容易 

 均質な岩盤が必要，さもないと処分場の
条件を反映しない 

 処分パッケージを回収する場合は安全上
のリスクがある 

 有線システムの場合，それ自体がモニタ
リングするプロセスに影響する可能性 

オンサイト地下実
験施設 

 処分場の操業期間に応じた期間運用可能 
 比較的アクセスが容易 

 均質な岩盤が必要，さもないと処分場の
条件を反映しない 

 設置された廃棄物(及び周囲の EBS)のモ
ニタリングは URCF からは不可能 

 
本資料で最も詳しく記述されるのがモニタリング項目のスクリーニングに係る部分である．

モニタリング  については，そのパラメータのリスト化の基本的なステップとして「特定

(identify)」，「必要性(Need?)」，「実行可能性？(Feesible?)」があげられている．図 3.1.1.2-1 は

モニタリングのワークフローを示している．MoDeRn(2013)にも同様な図があるが，今回さら

に詳細化されたスクリーニングフローにあわせるように改訂されている．理解しやすいように

図 3.1.1.2-2 のフロー中に示される主要な要素の記号番号を図 3.1.1.2-1 の対応する箱のわきに

朱書のイタリクスで加筆した．紫の箱に入る直前の囲みが(FEPs の)プロセスの特定(identify)
に，紫の箱に入る最初の囲み(PRO2&4)が必要性(Need?)に，TEC1&PAR3 の囲みが実行可能性

(feasibe?)にあたり旧版では必ずしも明確でなかった基本的なステップが明確化している．この

ように改訂前には明確に示されていなかった必要性がフローに追加され，プロセスをパラメー

タに落しこむこと(PRO5)が改訂版では明確化され 2 つに分岐したパラメータのフローの行く

先(PAR1 及び PAR2)が旧版では「頻度・精度・信頼性(frequency・accuracy・reliability)」と「技

術(techniques)」であったものがより抽象化されて「パラメータの進化(evolution)」と「戦略

(strategy)と科学技術(technologies)」に置き換えられている．おそらくこうした抽象化のほう

がその具体に漏れのないことが期待されるのであろう． 
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図 3.1.1.2-1 改定された MoDeRn モニタリングワークフロー6).  

スクリーニング方法（図 3.1.1.2-2）に対応すると考えられる番号を赤字イタリクスで追記した． 
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図 3.1.1.2-2 スクリーニング方法 6) 
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3.1.1.3 ユッカマウンテン 

1) サイトの概要 
ユッカマウンテンサイトは約 1,100～1,400 万年前の火山噴出物である凝灰岩層が厚く分布

しており，その地下 200～500m に使用済燃料等が処分される．サイトは年間降水量が少なく

蒸発量が多い砂漠地帯のため，地下水位が深く処分場は地下水面より約 300m 上に位置する．

廃棄体の周囲が地下水の不飽和帯であることと廃棄体の設置される坑道がベントナイト等によ

り充填されることなく空洞のままであるのが特徴である． 現時点で事業は政策の影響を受けて

複雑な経緯をたどっているが，審査にかかる経緯は次の通りである 7)． 
ユッカマウンテンに地層処分施設を建設する許可を求める許可申請は 2008 年 6 月にエネル

ギー省(Department of Energy 以下 DOE という)により提出され，原子力規制委員会(Nuclear 
Regulatory Commission 以下 NRC という)はこの DOE の申請を受理したのち安全性評価報告

(Safety Evaluation Report 以下 SER という)にレビュー作成を開始した．しかし，DOE は 2010
年 3 月に原子力安全許認可委員会(Atomic Safety and Licensing Board 以下 ASLB という)の前

に申請を取り下げる手続きをとったが ASLB は DOE のこの手続きを 2010 年 6 月に却下．この

間，議会は申請のレビューのための NRC 予算を削減し，2012 年度に打ち切った．2010 年 9
月 30 日には DOE の Civilian Radioactive Waste Management はその活動を終了しサイト閉鎖

といったユッカマウンテンに係る残務をDOEの別のオフィスに移管した．2010年 10月にNRC
スタッフはユッカマウンテンの活動終息の発令を開始．NRC 委員会は ASLB に対し必要かつ適

切な全ての案件について予算の限り対応を完了するよう指示するも，ASLB は 2011 年 9 月 30
日に手続きを中断．これに対し，2013 年 8 月裁判所は執行令状を発行し DOE の許可申請の審

査手続きを再開することを NRC に命じた．2013 年 11 月 NRC 委員会は NRC スタッフに許可

申請に係る SER の完成と発行を指示．そしてこの SER において申請は不許可となった． 
 

2) 規制とモニタリング 
申請者はセーフティケースにあたる安全解析書 (Safety Analysis Report 以下 SAR という)8)

によって規制要件である連邦規則 10CFR Part63 への適合性を示しており，これに対して NRC
が評価プラン NUREG-18049)を踏まえて評価を行い SER (NUREG-194910)) を作成している．

この間 DOE による許認可申請の更新(DOE, 2009av11))及び NRC からの追加情報要求(Request 
for Additional Information，以下 RAI という)(DOE,2009gm12)，DOE,2010ap13))がなされている． 

ユッカマウンテンプロジェクトにおいては，モニタリングは性能確認の一部として位置づけ

られており，モニタリングに係る規制要件は連邦規則 10CFR Part63 のサブパート F (63.131)
に記載されている． 

SAR では，第 4 章において 10CFR Part63 のサブパート F にあたる 63.131～63.134 への適

合性が説明される．目標及びオーバービューなどを説明した後 4.2.1～4.2.4 に具体的な内容が

記述される．SAR の 4.2.1～4.2.4 の 4 つの規制適合性の説明と 10CFR Part63 の 63.131～
63.134 の 4 要件はおおむねこの順序で対応するが，他の規制要件にかかる説明を含むこともあ

る．このため SAR ではどの適合性の説明がこれらの規制要件及び承認基準のどこに対応する

かを明示している． 
これに対して NRC は NUREG-1804 にて評価プランを提示しており，「レビュー範囲」，「審

査方法」，「承認基準」，「調査結果」の章を分けてそれぞれの章ごとに連邦規則 10CFR Part63
の構成に整理してどのように評価にのぞみ評価結果として提示するかを具体的に示している．

「レビュー範囲」では，連邦規則をおおむね復唱するような書きぶりでその範囲を規定してい

る．「審査方法」では，評価のポイントとして「特定」に係る内容が詳しく記載される．閉鎖後

のバリアとして機能する要素(自然・工学両システムとそれらの相互作用も考慮)が特定され，

その中から意図もしくは予測された通りに機能することを監視すべき要素を特定し，その特定

方法についても確認することとしている．さらに，これらの要素に関係するパラメータを特定

し，その選定方法も確認することとしている．これら特定された情報に係るデータ取得にふさ

わしい方法(原位置モニタリング，実験室，現場試験，原位置実験)を特定していることを確認
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することとしている．「承認基準」では連邦規則の要求への適合性が求められるが，その際の「例

外」の扱いについて言及されていることが留意される． 「評価結果」の記載では連邦規則の要

求事項への適合性の記載を求めている． 
 
3) モニタリング項目の選定 

SAR に示される性能確認プログラムは 20 項目の活動として具体化されている．20 項目を選

んだ方針については SAR の Program Implementation の章に記載されているが，これは特定の

サイトを前提としないサイトに一般的な方針にとどまり，具体的な選定手順は引用先である以

下の SNL のレポート 14)を参照する必要がある． 
SNL のレポートは性能確認プラン 15)(Performance Confirmation Plan，以下 PC Plan という)

に addendum を 2008 年に追加した文書である．性能確認プランは規制要件である 10CFR 
Part63 に加えて NRC による Nureg-1804 のレビュープランに示されたガイダンスを踏まえた

PC Plan を提示している． 
この PC Plan において性能確認活動はリスク情報 (risk-informed) 及び性能規定 (perfor-

mance-based) アプローチにより選択され，性能確認プログラムは以下の 8 段階のアプローチ

により作成されている． 
1. 性能確認パラメータ及び試験方法の選択． 
2. 性能の予測とベースラインの確立． 
3. 重要なパラメータの許容範囲の確立． 
4. 試験完了の基準と許容範囲のガイドラインの確立． 
5. 性能確認活動の計画，立案，設置． 
6. モニタリング，試験及びデータの収集． 
7. データの解析と評価． 
8. 変動ケースに応じた対処の提案． 
 
データの評価においては，想定範囲 (expected range) と条件リミット (condition limits) の

2 つの評価を想定し，条件リミットは想定範囲を逸脱した結果，より詳細な評価や追加的なサ

ンプリングに至るような判断の根拠となる特定の値または傾向とされる．ただし，条件リミッ

トについて具体的な数値等は当該文献中には示されない． 
2008 年の addendum はこの 2004 年の PC Plan の説明性の向上をねらって追加されたと考

えられ，性能確認活動を特定するプロセスを図 3.1.1.3-1 のようなツリー構造で示している．性

能確認プラン 15)では連邦規則とレビュープランの承認基準から図 3.1.1.3-1 の右の枝で 20 項目

の性能確認活動を特定しており，SNL レポートではさらに左と中央の枝による確認が追加され

ている．結論として 20 項目が選ばれていることは変わりないが，説明性の向上を図っている

と考えられる．左の枝は TSPA の入力と出力の結果を整理して不確実性のあるパラメータを個

人被爆線量(RMEI)への影響の感度にもとづく重要度でランク付けしており，表 3.1.1.3-1 のよ

うな結果を得たうえで右の枝の PC Plan の結果と突き合わせている．中央の枝はコアパラメー

タ特性および FEP リストに係る情報をまとめた PoNSDB (Postclosure Nuclear Safety Design 
Bases) のレビューにより，処分システムの安全機能に係る 3 つのバリア(upper natural baarrier 
(UNB), engineered barrier system (EBS), lower natural barrier (LNB)) を特定しそれらのバリア

としての性能に係る特性を特定した結果，ITBC (Important to barrier capability) に当たるもの

とそうでないものを区分してコアパラメータを特定(表 3.1.1.3-2)して既存の PC Plan (右の枝) 
の活動のどれがそれを扱っているかを定性的に決定している． 
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表 3.1.1.3-1 10,000年までと10,000年以後の不確実性に重要な入力パラメータのまとめ14)． 
天然バリアの性能（放射性核種に係るものを除く）確認に係るパラメータ及びその説明を赤字で明示した．

説明は大幅に簡略化した．IGRATE: 火成活動が処分場を突き抜ける年頻度, SZGWSPDM: 地下水流出の不確

実性を特徴づけるスケールファクタの対数, INFIL: 降水浸透率, SZFISPVO: 火山岩ユニット中の亀裂を流れ

る水みちの間隔, SZCONCOL: 地下水のコロイドのバックグラウンド濃度．SCCTHRP，WDGCA22: alloy22
に係るパラメータ，MICTC99, MICC14, DSNFMASS, EP1LOWPU, EP1LOWNU, EP1NPO2, MICNP237:放射

性核種のプロパティに係るパラメータ， GOESITED: コロージョン生成物のゲーサイトの収着サイト密度, 
PHCSS: CSNF (commercial spent nuclear fuel) CellのpH． 

 1 万年まで 1 万年以後 
 重要度（高） 重要度（中） 重要度（高） 重要度（中） 
1 SCCTHRP IGRATE EP1LOWPU IGRATE 
2  SZGWSPDM EP1LOWNU WDGCA22 
3  MITC99 SCCTHRP SZGWSPDM 
4  INFIL INFIL SCCTHRP 
5  SZFISPVO SZFISPVO  
6  MICC14 EP1NOP2  
7  DSNFMASS MICNP237  
8   SZCONCOL  
9   MICTC99  
10   GOSITED  
11   PHCSS  

 
表 3.1.1.3-2  FEPs，バリア性能及び性能確認活動（モニタリング）の関係(抜粋)14)． 

Bar.: Barrier, Feat.: Feature, ITBC: important to barrier capability, PC: performance confirmation, LNB: lower 
natural barrier, FEPs: features, events and processes 

Bar. Feat. FEP 
Number/ 
Status 

Effect on Barrier Capability Core Parameter 
Characteristic 

PC Activity 

LNB Satu-
rated 
Zone 

2.2.03.10.
0A 
/Stratigrap
hy In-
cluded 

Stratigraphic controls affect groundwater 
flow paths ANDRAtes in the saturated 
zone. Various parameters significant to the 
transport of radionuclides through the sat-
urated zone (e.g., effective diffusion, matrix 
porosity, and bulk density) are dependent 
on the stratigraphy and heterogeneity of 
hydrogeologic units. Stratigraphy is in-
cluded in the performance assessment 
through the hydrogeologic framework 
model for saturated zone flow and 
transport. 27 hydrostratigraphic units and 
10 discrete geologic features representing 
major faults and fractures are represented 
with specific hydrologic and transport pa-
rameters. Stratigraphy is ITBC because of 
its importance to the determination of 
groundwater flowpaths ANDRAtes of radi-
onuclide movements in the saturated zone. 

ITBC: 
•Saturated zone 
properties 
•Saturated zone 
transport 
•Saturated zone 
flow 

•Saturated 
zone fault 
zone hy-
drology 
testing 
•Saturated 
zone allu-
vium testing 
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表 3.1.1.3-3 性能評価パラメータ，目的，バリアまたはイベントと性能確認活動(モニタリン

グ)との関係 14)．一般的要求から 1 項目を例として抜粋． 
Type of Moni-
toring and 
Testing 

Candidate 
Activity 

Activity De-
scription 

Candidate Param-
eters 

Purpose Barrier or 
Event 

SAR 
Sec-
tion 

General Re-
quirements 
Testing and 
Monitoring 
(natural and 
Engineered 
Barriers) 

Saturated 
zone allu-
vium test-
ing 

Tracer test-
ing at the 
Alluvial 
Testing 
Complex 
using multi-
ple boreholes 
measuring 
parameters 
in the allu-
vium 

Transmissivity, 
hydraulic conductiv-
ity, water flux and 
specific discharge, 
effective flow po-
rosity, longitudinal 
dispersivity, sorp-
tion parameters, 
parameters de-
scribing diffusion 
between flowing 
and stagnant water, 
and colloid or col-
loid-facilitated 
transport parame-
ters; Eh, pH, natural 
colloid concentra-
tions 

To evaluate 
inputs and 
assumptions 
for the satu-
rated zone 
flow and 
transport 
model 

Lower Nat-
ural Barrier 

 
4.2.1.
7 

 
 
これら 3 つの系列の考察を総合して前掲の表 3.1.1.3-3 のような性能確認活動にまとめてい

る． 
ユッカマウンテンにおけるモニタリングにかかることでまず特筆されることは，公表されて

いる文書を通じて，規制側と事業者側の要求と対応の関係が見通しよく追えることである．ユ

ッカマウンテンにおけるモニタリング項目の選定の特徴は，FEP を踏まえたバリアとその機能

の特定及び TPSA を参照したバリア機能の評価の併用にあるといえる．規制側のレビュープラ

ンに「特定」の語が頻出するように事業者に対して「特定」の十分な説明を求めており，事業

者は「特定」した項目について当初の資料の説明性を向上するために情報を追加している．

IAEA(2014)にある選択に際しての「特定」と「正当化」の典型的な例にあたるものといえよう．

ただし，見通しが良いのはここまでで，プロジェクト自体が中断していることが背景にあるた

めかモニタリングの取り組みの具体的な内容や仕様まで文書を遡及することはできなかった． 
現時点で，申請は不許可となり，事業は中断されているが，2008 年時点の資料 14)では，図

3.1.1.3-2 のようなモニタリングの期間が提案されている．水理関係のモニタリングは図の SZ 
Alluvium Hydrology にあたるが，サイト特性調査の段階から操業段階を経て 2110 年まで想定し

ていることがうかがわれる． 
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図 3.1.1.3-1 性能確認活動の選定プロセス 14)． 
ツリーのように見える図において，PC Plan Activities にのびる右枝が BSC レポート

15)
によるのに対して，

左枝及び中央枝が SNL レポート
14)

で追加された． 
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図 3.1.1.3-2 モニタリングの期間 14)． 

建設開始=2007 年，操業開始=2010 年，サイト特性調査は 2004 年以前から開始．SZ: saturated zone, UZ: 
unsaturated zone. TAD: thermally accelerated drift, WP: waste package. 

 
3.1.1.4 オルキルオト 

１）サイトの概要 
オルキルオトはボスニア湾の島であり淡水の生態系は限られ天然の湖は存在しない．基盤凹

部には比較的厚い主としてティル(till)からなる上載層がある．使用済み核燃料の処分場として

2001 年にオルキルオトを選定．母岩はプレカンブリア紀の堆積岩起源のミグマタイト(約
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1.9-1.8Ga)にラパキビ花崗岩(約 1.6-1.5Ga)及びダイアベース(約 1.2Ga)が貫入．2004 年に

URCF (Onkalo) を処分場の一部として建設開始．2012 年に建設許可申請．2015 年に処分トン

ネル，処分孔，その他地下施設の建設許諾．封入施設の建設許諾．2016 年に建設開始．核廃棄

物はまだ処分施設に搬入されていない．2020～2022 年に操業許可申請 16)． 
 
２）規制とモニタリング 

フィンランドの規制側である STUK はモニタリングに係る規制要件として，STUK Regula-
tion (Y/4/2018)及び STUK YVL regulations (YVLD.5 for disposal facilities) により次を求めてい

る． 
 
•STUK Regulation (Y/4/2018) 

“バリア性能をより確かなものとするために，処分施設の操業段階のための調査及びモニタリ

ングプログラムが確立及び実施されねばならない．” 
 
•STUK YVL Guide D.5 

“510. 処分施設の建設・操業の間，調査及びモニタリングプログラムはサイト及び開削され

る岩盤が処分に適することをより確かなものとするため及び母岩の安全に係る特性及びバリア

性能についての補足的な情報を集めるために実施されねばならない．このプログラムは少なく

とも次を含む” 
 
 開削される岩盤全体の特性． 
 設置空間周囲の岩石の岩盤応力，変位・変形のモニタリング． 
 廃棄物設置空間の周囲の岩盤の水理学的モニタリング． 
 地下水化学のモニタリング． 
 工学バリア性能のモニタリング． 
 地表環境のモニタリング． 
  

処分施設のライフサイクルとモニタリングの関係について STUK は次のような例をあげてい

る 16)． 
 
 サイト選定前のモニタリング（環境影響評価, EIA)． 
 精密調査中のサイト性状のベースライン（岩盤，環境，いくつかのモニタリング地域）． 
 建設（URCF 及び処分施設）の影響のモニタリング． 
 核施設操業時のベースラインのモニタリングとコンパイル． 
 バリア概念及びバリア性能の確認の技術的可能性の提示に係るモニタリング． 
 操業及び継続的な建設の影響のモニタリング． 
 閉鎖の構造の性能のモニタリング． 
 閉鎖後モニタリング（制度的管理）． 
 

STUK の規制のアプローチはモニタリングプランをレビューし，毎年モニタリング結果を報

告し，建設の擾乱に焦点を合わせた検査の一部としてモニタリングを評価することで，処分施

設建設の規制管理として，安全機能に必要とされる条件及び好ましい特性が地質環境に維持さ

れるようにデザイン，実施及び建設が行われていることを一義的に確かめることである． 
 
3) モニタリング項目の選定 

フィンランドにおける実施主体である Posiva による最新の公表されたモニタリングプログ

ラムレポート 17)によるとモニタリングプログラムの開発方法は MoDeRn のモニタリングワー

クフローに記載される一般的なアプローチと調和的であるとされる．オルキルオトでの地質・
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地下水にかかるモニタリングについての以下の記述は当レポートによる． 
長期安全性に影響するプロセスとして大きく次の 4 区分をおこないそれぞれについて FEPs

を踏まえたスクリーニングを行っている．1:ONKALO の建設に起因するもの，2:EBS に関係す

るもの，3:地圏に関係するもの，4:地表環境に関係するもの．ONKALO の建設に起因するプロ

セスのスクリーニングについて表 3.1.1.4-1 に示す．ONKALO の建設に起因するプロセスにつ

いてのスクリーニングアウトの理由として，低い実現可能性(unfeas)，将来的な可能性(coming)，
人為的な問題(human)，サイトの理解や処分場の性能に対して意義が小さい(low sig)及び直接的

にモニターできない(indirect)といったことがあげられている． 
スクリーニングされたプロセスに対応する discipline ごとに改めてプロセスを分析して安全

性に係る目標とその対象を特定し(表3.1.1.4-2及び表3.1.1.4-5)，必要なモニタリングを選定し，

それぞれについてモニタリングのスケジュールを決めている(表 3.1.1.4-3 及び表 3.1.1.4-6)．ま
たモニタリング結果について action limit を設定して，これを超えた場合の対応についても示し

ている(表 3.1.1.4-4 及び表 3.1.1.4-7)．なお，アクションリミットの設定の考え方は以下の引用

中に認められるが，個々の数値の具体的な根拠についての記載または引用は当該文献中にほと

んど見当たらない．アクションリミットを超えた場合の対応について事業者 Posiva の見解を

以下に引用する． 
 

“アクションリミットはセクション 2.3 において示した着目すべき性質及び性能，エキスパー

トジャッジ及びサイトで実際に経験した性質を踏まえている．可能なら，アクションリミット

はパラメータの自然なふらつきより幾分広めにかつ/または着目する性質や性能の限界より狭

く設定された．取得されたモニタリングデータが所定のリミット内にあることをチェックする

ことはモニタリング分野の担当の務めである．もしリミット内でないなら，データが予想外で

あるのがエラーでもなく自然なあるいは人為的な一時的な理由でないことを確かめるべくまず

再評価されねばならない．もし明確な説明が見いだされない場合，関係者（プログラム担当者，

サイト調査計画及び担当グループ(SUKO)の責任者及びONKALO建設調査担当グループ(ORT))
にその結果が通知されねばならない．SUKO はオルキルオトモデリングタスクフォースあるい

は他の必要な専門家とともにこの予想外の結果についてその意味及び重要性を評価しデータの

質と信頼性を確かめる更なる調査について決定する．もし異常な調査結果が期待される状態か

らの逸脱を意味していると考えられるなら，その影響を受ける設計，建設，モデリング及び安

全解析といった他の仕事の責任者に直ちに通知されねばならない．もし警戒すべき観測の信頼

性が確認されるなら，更なるアクションの決定が ORT によりなされるし，もし予算やスケジ

ュールの超過にかかわるならば ONKALO 監視グループ(OVA)による決定がなされる．更なるア

クションは最終処分が計画段階にあるか使用済み燃料がすでに搬入されているかに依存する．

許容条件からの逸脱が計画段階の母岩の限られた一部で観測されるのであれば廃棄物キャニス

タはその部分には搬入されないだろう．もしそのような観測が広範囲または処分計画域全体に

認められるなら，地圏の性質に係る新知見への適合するような最終処分計画の見直しまたは適

合性に向けた要件の改定がなされよう．そのような地圏の性質に係る要件の改定は安全解析に

よって正当化されねばならない．もし廃棄物キャニスタがすでに当該エリアに搬入されている

なら，処分システムの性能への観測事実の影響が決定されよう．あわせて好ましい条件が回復

するのか否か及び長期性能の視点でどのような効果的な回復措置が講じうるのかが検討されよ

う．もし回復の効果が保証されないなら，廃棄キャニスタ回収のリスクとそのままにするリス

クの比較を踏まえた更なるアクションが決定されよう．” 
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表 3.1.1.4-1 ONKALO の建設に起因する物理的及び水理地質的プロセスとサイトの理解及

び処分場性能との関係 17)． 
site 欄は site understanding の略で，サイト特性の理解での重要性，perform 欄は repository performance の略

で処分場性能での重要性を示す．それぞれ(低(L)/中(M)/高(H))で評価している．Discipline 欄の記号=RM: 岩石

力学, Hy: 水理学, Ch: 化学, SE: 地表環境, FM: 施工にともないもちこまれる外来物．Why out 欄はスクリー

ニングアウトの理由(本文参照). 
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表 3.1.1.4-2 水理学的モニタリングの対象 17) 
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表 3.1.1.4-3 水理学的モニタリングのスケジュール 2012 年～2018 年 17) 

 1 = 年 1 回またはそれ以下，m = 毎月，w = 毎週，d = 毎日，h = 毎時またはそれ以上． 

 
 
  



第３章 地質及び水理環境モニタリングの手法，計画等の妥当性に関する科学的・技術的知見の取得 

3-19 

表 3.1.1.4-4 水理学的モニタリングのプロセス，対象，パラメータ，アクションリミット17)． 
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表 3.1.1.4-5 水地化学的モニタリングの対象 17)． 
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表 3.1.1.4-6 水地化学的モニタリングのスケジュール 2012 年～2018 年 17) 

 1, 2, 3, or 4 = 年間採水キャンペーンの回数，C = 連続的，w = 毎週，x = 年度計画による． 
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表 3.1.1.4-7 水地化学的モニタリングのプロセス，対象，パラメータ，アクションリミット

（抜粋）17)． 
このほかに深度 200 m～350 m，深度 350 m～500 m，深度 500 m 以上ごとにアクションが規定されている． 

 
 
4) モニタリングの詳細 

岩石力学でのモニタリング対象と手法には次のようなものがある．地殻均衡性隆起/基盤安定

性，テクトニクス性基盤運動を対象として鉛直変動に精密水準測量，水平変動に EDM ベース

ライン測定及び GPS などである．オルキルオトでの GPS ネットワークは Finish Geodetic 
Institute (FGI) の協力とともに 1994 年に構築され，年を追って観測点が増やされているが，既

設の観測点の中には建設の影響を避けて移設というケースも生じている．EDM ベースライン測

定は 2002 年から，精密水準測量は 2003 年から実施されている．多目的なのは微小地震で，長

期安全性，サイト特性とモデリング，建設とデザインへのフィードバックを目的として，応力

再配置，フラクチャーの再活動，スポーリング，地震活動といったさまざまなプロセスを対象

として 2002 年から開始され，2004 年，2012 年と年を追って目的とプロセスに応じた展開を

見せている．その他のニアフィールドのプロセスに係るモニタリングのほとんどは 2004 年の

ONKALO の建設開始以降に ONKALO にて開始されている． 
水理及び水地化学でのモニタリング対象と手法には次のようなものがある．長期安全性，サ

イト特性とモデリング，環境影響評価，建設とデザインへのフィードバックを目的として，地

下水位変遷，地下水水質変遷，地下水流動変遷，水理学的性質の変遷，水頭の変遷といったさ

まざまなプロセスを対象として，基盤中の浅層地下水の水位モニタリングを 1989 年から，開

放またはパッカー区間のある深部孔井での水頭のモニタリングを 1991 年から，地下水水質の

モニタリングを 2001 年から，EC 等の塩濃度のモニタリングを 2003 年から，フロー検層等の

水理学的性質に係るモニタリングを 2003 年から実施している．ONKALO の建設開始からこれ

に加えてトンネルへの流入水に係るモニタリングが 2004 年から実施されている． 
水理モデルに関連して，蒸散率については 2 つの独立した手法のモニタリングが実施されて

いる 18)．ひとつは直接測定で，他方は毎時の微気象データを用いて Penman-Monteith 式によ

り求める手法である．樹液流測定を含む立木レベルの蒸散の測定は 2007 年からオルキルオト
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島の数か所で実施されている．樹冠通過雨量，バルク雨量測定のネットワークは 2003 年に確

立し，年降水量，林冠傍受量(interception of the tree canopies)についても記録される．微気象

については気象観測マストを立てて観測し，気温，最高気温，最低気温（いずれも樹冠(crown 
layer）中及び林冠(canopy)上），相対湿度，降水量(1m 高)，土壌岩水量，土壌温度，光合成活

性放射量(PAR)，太陽放射量，気圧，風速，風向が測定されている． 
オルキルオトには 4 つの小さな流域が区分され，河川流出量についての測定は 2003 年から

開始された．4 か所のオーバーフロータイプの堰が設置され，最初の年は手動で週に一回モニ

ターしていたが誤差が非常に大きかったとされる．毎時の自動測定堰が 2008年に設置された．

しかしながら，凍結条件や水位測定に係る技術的な問題があり，水理モデル作成に際してはこ

れらの影響を受けない信頼できる測定を用いたとされる． 
これまでの主たる水理的性質の変遷は ONKALO 周辺のフラクチャーへのグラウトによるも

のであり，鉱物の沈殿・溶解などによるフラクチャーの閉鎖や開口のような地下水化学的プロ

セスはこれまで認められていない．施設上部及び浅部母岩の水理的導水性はスラグテストによ

って計測されている．ONKALO の掘削の完了とともにモニタリングの目標が幾分変わるとされ

ている．すなわちグラウトによるフラクチャーの充填から地下水化学プロセスによる ONKLO
周辺の水理ネットワークの変化に焦点が置かれるようになると考えられている．また地下処分

施設からのモニタリングも重視されると考えられている．またオルキルオト固有の特徴として

原子力発電所で使用されている水および ONKALO 工事に使用する水の供給源となっている

Korvensuo 貯水池の影響についても調査されており，特に貯水池近くのサイトの地下水に影響

があるとされている．表層環境のモニタリングで実施されている浸透，降水，海水準，霜，流

出は水理モニタリングプログラムのバックグランドデータとして利用されている．図 3.1.1.4-1
及び図 3.1.1.4-2 にモニタリング装置の分布を図 3.1.1.4-3 に地下水モニタリング用孔井の仕様

を示す．表 3.1.1.4-1 にある目視漏水マップ(visual mapping of leakages)の例を図 3.1.1.4-4 に

示す． 
モニタリングの期間については，表 3.1.1.4-3 に示すように 7 年～10 年のスパンで詳細な計

画が示されているが，さらに長期的な計画について事業者は示していない．操業期間のモニタ

リングについて，規制側の規則 STUK YVL D.5 506 においてバリアの長期機能を確実にするた

めの研究およびモニタリングの実施計画の策定を求め，閉鎖後期間について，STUK YVL D.5 
402g において必要とされる場合について閉鎖後のモニタリング措置を求めている 23)．規制者

STUK は処分システム性能の長期的なモニタリングと閉鎖後モニタリングについて”open is-
sues” （未解決の問題）としている 16)． 

オルキルオトの深部及び浅部の地下水は最終氷期及びそれに続くバルト海の変遷による過去

1 万年間により制約されていると考えられており，長期安全性に関して最も決定的な地下水の

化学パラメータは塩濃度，pH，酸素濃度，溶存硫化物濃度とされている．表 3.1.1.4-6 にある

chemical sampling は表 3.1.1.4-7 に示すようなグループ分けされた分析成分である．通常の分

析は Class C 及び Class D で実施されるが必要に応じて見直される．現在のオルキルオトの処

分深度における地下水化学及び微生物条件は長期の処分の安全に好適な条件であるとされてい

る．したがって地下水化学及び微生物条件が現在の好適な条件を確実に維持し続ける十分なバ

ッファー能力を有することの調査が重要と考えられている． 
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図 3.1.1.4-1 オルキルオト島における水文観測地点 17)． 
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図 3.1.1.4-2 地下水観測チューブ(OL-PVP)の配置（上）．浅層基盤坑井(OL-PP, OL-PR, 

OL-PA 及び OL-L)の配置（中）．パッカー坑井(OL-KR)の配置（下）18)．（加筆） 
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図 3.1.1.4-3 観測孔の構造と深度 19)． 

EP: 常設多層ピエゾメータ，KR KRB: コア掘孔井，L: パーカッション掘削震源孔，PA: パーカッション掘削

チューブ波観測用孔，PP: 基盤中の浅部コア掘孔井，PR: パーカッション掘削孔，PVP: 地下水観測用チュー

ブ． 
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図 3.1.1.4-4 トンネル壁面及び天盤からの漏水マップ 19)． 
1: dry (乾燥), 2: damp (湿潤), 3: wet (濡れ), 4: dipping (滴下), 5: flowing (流出), 6: shotcrete (吹付)． 
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表 3.1.1.4-7 化学分析の対象となる成分の分類 17)． 

 
3.1.1.5 フォルスマルク 

1) サイトの概要 
フォルスマルクは 18 億 5 千万年前から 18 億 9 千万年前のフェノスカンジナビア結晶質基盤

岩の上にレゴリスと呼ばれる約 4m の第 4 紀の未固結堆積物をのせるバルチック海の海岸線に

そった地域で，後氷期の隆起により海岸線が後退し，海岸沿いに浅い湖や湿地が点在している．

処分サイトの近くには原子力発電所が立地している．この地にはすでに短寿命，低中レベル廃

棄物の地下処分場(地下 60ｍ)が 1988 年から稼動しており，フォルスマルク-SFR エリアと呼ば

れ，1980 年の初頭から水理モニタリングが実施されている．このフォルスマルク-SFR エリア

の南西に 長寿命高レベル廃棄物(使用済み核燃料)の処分場を建設する予定でサイト調査は

2002 年から水理モニタリングは 2003 年から実施されている．2009 年に使用済み核燃料の処

分場として選定され，2011 年に許可申請し，建設許可が数年以内におりる見込みとされる 20)． 
 
2) 規制とモニタリング 

スウェーデンではモニタリングそれ自身は特定の法律や規制による明示的な対象ではなく，

法律上の許可及びその基礎データや合意のために関連して必要なことのさまざまな点の動機，

説明，チェックに求められるインプットの一部となる重要なツールにあたるものとされる． 
 
3) モニタリング項目の選定 

モニタリングについての鍵となる論点として次の 4 つをあげている 21)．1. サイトの理解と

サイトを記述するモデル．2. 長期間の放射線学的安全性．3. 建設と操業から環境への影響の

評価．4. 処分施設のデザインと建設．地質及び水理環境的視点に限れば，サイトの理解とサイ

トを記述するモデルにおいて，モニタリングはサイトの理解をさらに深めたり更新したりする

インプットとなるものであり，ベースライン，概念モデル及びプロセスの理解，定量的モデル(初
期値，境界条件，入力及び較正データ)がそれであり，長期間の放射線学的安全性においては，
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モニタリングは許認可段階で作成される安全評価のインプットとなるものであり，対象領域と

して処分施設近傍，地圏，生物圏があげられている． サイトについての理解の一環としてのモ

ニタリングはおおむね IAEA の定義と同様で，モニタリング対象を選んだ根拠や考えかたにつ

いては国際的なガイドラインや MoDeRn をベースとしているとされ，サイト建設前の地球科学

的及び環境モニタリングについて以下のような詳細な報告がなされている 21)． 
 
4) モニタリングの詳細 
GNSS 及び DInSAR 

地盤の変形のモニタリングとして地震のモニタリング及びGNSS及びDInSARによるモニタ

リングを実施している．地震のモニタリングでは 1998 年からサイトでの最初のネットワーク

を構築し，より広域的なデータについては Swedish National Seismic Network (SNSN)を利用す

るとともに，よりローカルな微小地震の検出にむけたネットワーク(nano-seismic network と呼

んでいる)も 2010 年から試行している．SNSN の利用については，Uppsala 大学との共同研究

で baseline データの取得として実施中である．nano-seismic network では ML -3.0 で震源受信

間距離 10m から 10km を想定している．これらは，spalling や rock bursts の前兆のモニタリン

グ，処分施設レイアウトの参考となる応力配置の間接的な情報の取得，サイトの構造モデルの

微調整や較正などの用途を想定している．現時点では感度の問題と原子力発電所に起因するノ

イズの問題が指摘されており，技術的な課題が多く残されているようである． 
GNSS を利用した地盤の変形のモニタリングは 2005 年から実施され，正弦波タイプの変動

を認めているが，これについての原因は不明である．測定期間が十分長くないこともあり，信

頼できる成果が得られているとの評価には至っていない．InSAR については，1992 年から 1999
年のデータを用いた標準的な解析を行い，原子力発電所の建屋の周辺で沈降が認められている．

解析方法に課題を残したまま，これ以降の新たな解析は実施されていない．GNSS 観測点と同

じ場所に人工的なリフレクターを設置して，GNSS と協調解析することを将来的な提案として

いる． 
 
地電流及び地球磁場 

そのほかの地球物理的測定として，2005 年に SP 検層等の地電流に係るモニタリングが実施

されている．地電流は地下埋設物の金属を溶食するとされる．フォルスマルクサイト固有の事

情として，北西 25km にあるスウェーデンとフィンランド間の電力融通施設(Fenno-Skan ca-
bles)の影響の評価が必要とされている．ただし，SKB はこれを重要な課題とは位置付けてはい

ない．地球磁場の影響については，地磁気は孔井のあなまがりの測定や孔井中の計測機器の姿

勢管理に利用されることから考慮されているが，関係観測機関のデータを利用している．ただ

しここでも Fenno-Skan cables の影響(DClow-frequency source)の評価が主体で結論としてそ

の影響は小さいとしている．なお，日本でのこのような施設として北本直流幹線(電源開発所有)
がある．参考までに仕様の比較を下に示す（どちらも Wikipedia による）． 

 
 Fenno-Skan: 全長 233km，Power 550MW，DC 400kV 
 北本直流幹線(電源開発所有): 全長 193km (上北郡東北町～亀田郡七飯町)，Power: 600MW，

DC 250kV 
 

気象及び水理 

サイトの理解とモデルにおける気象及び水理モニタリングの位置付けとその目標を表

3.1.1.5-1 に示す．気象に関しては，水理モデルの境界条件やインプットに用いられる．モニタ

リングの規格は主として WMO (World Meteorologica Organization) による AMS standards 
(WMO, 1983) により，冬季のパラメータについては Swedish Meteorological and Hydrological 
Institute の規格 (SMHI, 1979)によるとしている．通常の気象観測パラメータの他に，冬季のパ

ラメータとして積雪深，単位面積あたりの積雪量，湖・(海)湾の結氷率がある．データは SMHI
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と連携して取得している．気象データは 2003 年から，冬季パラメータに係るデータは 2002
年から取得している．なお，これまでの経験と課題についても詳細にまとめられている． 

 
表 3.1.1.5-1 サイトの理解，サイトのモデル化に関連する気象及び水理モニタリングの目的

とその対象 21)． 
Site understanding and site-descriptive modelling 
Issue Comments Objectives/monitoring targets 
Baseline (for the 
pre-construction pe-
riod) 

•Basis for conceptual models, 
process understanding and 
quantitative models. 
•Basis for assessment of 
natural and anthropogenic 
trends and changes during 
the construction and opera-
tion period. 
•Various aspects of baseline 
datasets need to be evaluated 
well in time before initiation of 
the construction and opera-
tion period, e.g. data gaps, 
data quality (uncertain-
ties/errors), and whether 
spatial and temporal distribu-
tions of datasets are relevant 
and representative.  

•Description of short-and long-term variations, trends 
and changes. 
•Characterisation of influences from existing anthro-
pogenic impacts. 
•Assessments of correlations (for replacements of 
missing data relating to reference objects to be used 
for the construction and operation period). 

Conceptual models 
and process under-
standing 

•Description of abiotic sub-
systems and interactions 
between sub systems. 
•Interactions between abiotic 
and biotic systems. 
•Conceptual models and 
process understanding relat-
ed to type areas and objects 
in the biosphere, i.e. are-
as/objects of importance for 
environmental impact as-
sessment and/or analogues 
of future biosphere objects. 
•Assignment of basic param-
eters to be communicated 
cross disciplines. 

•Description of present hydrological subsystems (sur-
face water, wetlands and groundwater): Surface- and 
groundwater level time-series data. 
•Hydrological responses to meteorological peri-
ods/events (e.g. precipitation, freeze/thaw, snow melt, 
and evapotranspiration cycles): Meteorological 
time-series data, time-series data on groundwater 
levels and water saturation (unsaturated zone). 
•Hydraulic connections in rock: Repeated tracer or 
interference tests. 
•Characterisation of groundwater recharge and dis-
charge areas: Groundwater-level time-series data from 
recharge and discharge areas water-flow rate to/from 
the saturated zone (e.g. lysimeters). 
•Interactions between rock and regolith: Same-place 
monitoring of groundwater levels in rock and the rego-
lith (e.g. areas where deformation zones outcrop, and 
outside such area): requires conversions between 
different types of hydraulic heads. 
•Interactions between surface water and groundwater 
(including evaluation of possibly stagnant groundwa-
ter): Ground- and surface-water levels, and/or other 
parameters (e.g. temperature), in regolith, lakes, ponds 
and streams. 
•Interactions between lakes/ponds and wetlands 
(where present) Ground- and surface-water levels, 
and/or other parameters (e.g. temperature). 
•Interactions between present SFR and groundwater in 
present land areas: •Groundwater levels in rock. 
•Interactions between the sea and near-coastal lakes: 
Surface-water levels, electrical conductivity. 
•Type areas and objects 
•Basic meteorological data: Meteorological time-series 
data (local and surrounding meteorological stations). 
•Water-balance data: Meteorological and 
stream-discharge time-series data, groundwater- and 
surface-water level time-series data (quantification of 
storage terms). 

Quantitative models •Assignment of initial and 
boundary conditions, input 
and calibration data 

•Sea-level time-series data. 
•Meteorological time-series data (precipitation, air 
temperature, potential evapotranspiration, snow depth. 
•Groundwater- and surface-water levels (lakes/ponds). 
•Stream-discharge time-series data. 

 

 

河川流出量データは水収支計算及び数値水理モデルの較正に用いられる．水系のモニタリン

グについては電気伝導度(以下 EC という)，温度もあわせてモニタリングされている．これら

のデータは 2004 年から取得されている．EC は河川放出量と逆相関にあるとされ，湖への海水

の侵入の調査にも利用されているが，水温についてはこれまで利用されていない．ゲージステ

ーションは 4 箇所あり(図 3.1.1.5-1)，水位は水深に変換されて河川流出量に換算される．流出

モニタリング施設の設置は平坦であること，精度が得られること，魚の移動の障害とならない
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ことといった条件により制約される．これについても詳細な経験と課題がまとめられている．

たとえば，水深については圧力センサーよりも sonar-transducer 測定のほうが有用であること

や，流出方程式のチェックには流速測定はあまり役にたたないことや独立した流出測定たとえ

ば salt-dilution 法が有用であるとされる．水位精度の最大許容量は±0.01m としている．河川流

量モニタリングについては課題も多く，現時点での手順書は長期モニタリングに関連した品質

管理，機能管理，保守及び測定管理などについて情報が不足し，ゲージステーションのセンサ

ーや他の機材は流水，雪，氷，ゴミ類に長年さらされて劣化してデータの品質が減じており，

長期のモニタリングのための改修が求められている． 
 

 

図 3.1.1.5-1 4 箇所の河川流量計測ステーション，流域及び EC モニタリングを廃止した

PFM002292 ステーションの位置．2006 年のフィールド調査による．流域境界は 2006 年 12
月時点 21)． 

 
湖沼の水位データ(図 3.1.1.5-2)は概念モデルのインプットやモデリングのアプローチにもよ

るが数値水理モデルの入力または較正に用いられる．モニタリングは 2003 年から実施されて

いる．なお，水温もあわせて測定されており，それには水棲生物(カエル)の生息地の適正評価

も意図されているのであるが，信頼性のあるデータが得られないこともあって中断されている．

海水準データは境界条件として用いられている．SKB 独自のデータは 2003 年から取得されて

いる．欠測の主たる原因は機械的あるいは電気的故障によるものであるが，(湖沼のような)地
下水流出エリアにおいては(欠測のない)安定したモニタリングが求められるとしている．水準

測定ゲージのあるケーシングの頂部は水位測定の基準点となっているが，これが水準測量キャ
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ンペーン間に変位しており，冬季の湖沼の結氷によるせん断力によるものと考えられている．

水準測量時間間隔が粗いため変位の生ずる時期を特定するには至っていない．変位は観測点に

もよるが 0.003-0.208m 上にずれている．この量は地下水・地表水間の動水勾配が小さい場合

深刻な不確実性の要因になりうると考えられている．水位精度の最大許容量は±0.01m として

いる． 
 

 
図 3.1.1.5-2 表層水の水位計の位置 21)． 

 
地下水については，レゴリス中の滞水層と基盤中の滞水層を分けてモニタリングしている．

どちらも概念モデル及び数値水理モデルのキャリブレーションに重要と考えられている．精度

の最大許容量は±0.01m としている．モニタリングは 2002 年から実施されている． 
レゴリス中の滞水層の測定については，98 のモニタリング孔井と 19 の BAT-type filter tips

が用いられている(図 3.1.1.5-3)．98 の孔井のうち 5 つはポンプテストによる干渉試験が可能な

仕様となっている．また全 117(98+19)のモニタリングポイントのうち 99 は陸域に，18 は水域

(湖，沼，海)に設置されている．19 の BAT-type filter tips のうち 7 つは低透水性レゴリスの間

隙水圧測定に，3 つは透水性測定用に，9 つは水の化学分析用に設置されている．ただし，

BAT-type filter tips のうち間隙水圧測定用および透水性測定用は終了し，117 の測定点のうち 55
点は現在使用されていない．なお，これらの観測点で水温のモニタリングについては記述がな

い(実施されていない？)．欠測の原因とディスチャージエリアでの安定的な計測が求められる

ことは湖沼の水位の節で述べたことと同じである．また同様に水位の基準となるケーシングの

トップの変位が水準測量キャンペーン間で認められ，その原因も湖沼水位測定で述べたと同じ

く冬季の結氷によるとされる．どれも上方への変位であるが，陸上に設置したもののほうが変

位が相対的に小さいとされる(例えば 0.006-0.011m)． 
基盤中の滞水層のモニタリングについては，先行して実施されているフォルスマルク-SFR

エリアと使用済み核燃料処分施設予定地をカバーするフォルスマルク-Lens エリアにわけて記

載されている(図 3.1.1.5-4)．フォルスマルク-SFR エリアでは 31 孔のコア掘リ孔井と 4 孔のパ

ーカッション掘り孔井がモニタリングに使用され，そのうち 7 孔が地表から，24 孔が SFR ト
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ンネルから掘削され，4 孔のパーカッション掘り孔井は地表から掘削されている．フォルスマ

ルク-Lens エリアでは 33 孔のコア掘り孔井と 36 孔のパーカッション掘り孔井がモニタリング

に使用されている．これらは全て地表からの掘削である(施設未建設のため)．これらの孔井は

開放されたものと複数のモニタリングセクションが設けられているものがある．モニタリング

セクションは 1m の膨張パッカーで区切られている．フォルスマルク-Lens エリアでは 100m
以深で TDS10g/L 前後の塩濃度となり水圧から水頭を求める際に塩濃度の補正が必要とされる．

その際温度の影響は小さいとされる．また，フォルスマルク-SFR エリアでは施設が 60m 深で

あるので補正の影響は小さいとして塩濃度のモニタリングを実施していない．地下水の塩濃度

の水頭への影響は，-100m 以浅で<0.5m，-200m で 1m，-500m で 2m とされている． 
 

 

図 3.1.1.5-3 レゴリス中の地下水モニタリング孔の位置 21) 
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図 3.1.1.5-4 フォルスマルクの基盤岩中の地下水モニタリングは次の 2 地域で実施されてい

る: フォルスマルク-Lens エリア(中囲み A-H)及びフォルスマルク-SFR エリア (中囲み I)21)． 
 

地下水流のデータについては，フォルスマルク-Lens エリアでは 2005 年から実施されている．

測定キャンペーンは 6 孔井セクションで実施され 1 セクションあたり 4～7 日を要す．流量の

セクションごとのばらつきは非常に大きく測定間隔も 2014 年-2015 年で 10 日から 300 日とセ

クションにより異なる．このデータは気象との関連や建設時の影響の評価に用いることを目指
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しているが，測定プログラムは何回か見直されている．フォルスマルク-SFR エリアでは地下

水流についてのモニタリングはおこなわれていないが，SFR1 でのポンプ排水での流出量につ

いては記録されており，減衰が認められる．この理由については，坑道壁の有効法線応力の増

加，2 相流，化学的沈殿の影響が考えられている．SFR1 における長年の水理モニタリングの

成果は拡張 SFR3 の計画と建設に重要なものとされるとともに使用済み核燃料施設を計画建設

するフォルスマルク-Lens エリアにとっても非常に有用なデータとされている．いっぽう，フ

ォルスマルク-Lens エリアの水理モニタリングデータはその取得期間が十分長くないため十分

な評価や比較は未実施である．課題として，SFRエリアではSFR3として拡張する計画があり，

より深部に建設する計画のため塩濃度補正に必要な塩濃度モニタリングの必要性について精査

すべきとされている．また，SFR エリアと Lens エリアで塩濃度補正の有無で異なる水頭定義

が用いられることがフォルスマルクエリアの水理モデル作成や解釈の上で実用的でないことや

混乱の可能性が指摘されている．また，深部からより温度の高い地下水が建設や操業の時に地

化学的擾乱の解釈において有用となりうることから現在実施されていない温度プロファイルの

測定についての評価も推奨されるとしている．また，ここにおいてもマルチパッカー設置に用

いられるステンレス腐食への Fenno-Skan DC cable の影響の評価が必要とされている． 
 

水化学 

水化学モニタリングプログラムの主目的として以下をあげている． 
 
 地圏及び生物圏における水化学環境を構成するプロセスを特定し表現するサイトモデリン

グのインプットを与えることでサイトの水化学状態の科学的な一般的理解に寄与する． 
 工学バリアの安全機能の要件に関して処分深度にあって維持されることになる好ましい水

化学条件を確保するために自然変動を特徴づける． 
 地圏及び生物圏での工学バリアと放射性核種の遅延・移行の長期間の統合的な評価のイン

プットを与える． 
 建設・操業前の影響のない自然条件を示す baseline データの提供と環境影響評価にも用い

られるデータ． 
 

表層水の水化学モニタリングは湖沼，河川，海，降水で実施されている．これらは 2002 年

から使用済み燃料処分施設のサイト特性調査としてスタートした．何回かの見直しを経て 2002
年-2014 年の間，図 3.1.1.5-5 に示すような地点で表層水がサンプリングされている．分析対象

となる成分は地下水で表に示したものに加えて，13C，14C，37Cl，87Sr，34S，226Ra，222rn，
230Th，232Th，234U，235U，238U といった同位体，クロロフィル，REE などが追加されて

いる．成分により分析の頻度が異なることはもちろんで，同位体の一部，希少金属などはサイ

ト特性調査の初期に集中して実施されている．指摘されている問題点として，コロイドフラク

ションの一部がフィルターをぬけることで，分析値が溶存フラクションとトータルフラクショ

ンの間の値となっていること，平坦な地形のため高い海水準の時期にストームなどにより湖に

海水が侵入して塩濃度が高くなることがあること，近隣に原子力発電所が位置するために冷却

塔から放出されるトリチウムが海水に混じって偶発的なトリチウム濃度の増加が生じる．とい

ったことがあげられている． 
レゴリス中の滞水層に賦存する浅層地下水のサンプリング地点を図 3.1.1.5-6 に，分析対象成

分を表 3.1.1.5-2 に示す．サンプリングは 2002 年にスタートし集中的な化学的調査は 2005 年

まで続いた．飲料水の水質のモニタリングとして民間人所有の井戸も利用された．ただし，民

間人所有の井戸のデータはモデリングには使用されない．こうした調査は見直しをともないな

がら 2009 年のサイト選定まで延長された．2010 年から長期モニタリングプログラムが若干の

見直しを伴いながら今日まで続いている．なお，民間人所有の井戸については所有者不在のた

め(多くが夏季別荘)欠測の時期もある．成分によりサンプリング点や間隔が異なる．主成分及

び 2H，3H，18O はほぼ毎回，マイナー成分，環境メタル(e.g.Al, An, Pb, Cu, Cd, etc.)及び微
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量元素(e.g. U, Th, La and Rb)はより低頻度で採水点も限られ，他の同位体(e.g. 14C, 37C, 
226Ra, 87Sr and 34S)は限定的な採水点でかつ 2009 年以後のモニタリングプログラムからは

除かれている．井戸を用いた採水や分析についての留意点も詳述されるがこれについては井戸

一般に通ずることなので省略する． 
 

 

図 3.1.1.5-5 2002-2014 年の地表水の全サンプリング地点 21)．現在実施中のモニタリングプ

ログラムで除外しているサンプリング地点は○に X を重ねたシンボルで示す． 
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図 3.1.1.5-6 浅層地下水の採水地点 21)．塗分けられていない円は現行のモニタリングプログ

ラムに含まれる． 
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表 3.1.1.5-2 浅層地下水の分析成分のグルーピング 21)． 
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図 3.1.1.5-7 SFR 施設，地層処分施設サイト調査及び SFR 拡張プロジェクト領域でのパー

カッション掘削及びコア堀孔の分布 21)． 
塗分けられていないシンボルは 2014 年時点でのモニタリングプログラムに含まれる．HFM 及び HFR はそれ

ぞれフォルスマルク及び SFR でのパーカッション掘削孔．KFM 及び KFR はそれぞれフォルスマルク及び SFR
でのコア堀孔． 
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表 3.1.1.5-3 基盤岩中の地下水の分析成分のグルーピング 21)． 

 

 

基盤中に賦存する地下水のモニタリングについては，10 点のパーカッションドリル孔井と

21 点のコアドリル孔井が用いられている．2012 年から使用済み燃料処分施設と計画中の既存

SFR 施設の拡張のためのモニタリングは共通のプログラムで連携して実施されている．孔井に

よって年に 1 回春に実施するものと年 2 回春と秋に実施するものがあり，採水に際しては 3 試

料を連続採取分析して地下水水質の安定性をチェックしている．サンプリング地点を図

3.1.1.5-7 に，分析成分を表 3.1.1.5-3 に示す．サイト特性調査は 2007 年に終了しているが，モ

ニタリングプログラムは 2 年延長されてサイト選定の 2009 年まで続いた．その後長期モニタ

リングプログラムは若干の見直しはあるものの今日まで続いている．井戸採水一般にかかる問

題，パッカーセクション間の短絡，flushing のしすぎによる他の水のひきこみやコンタミネー

ションの問題(corrosion や microbe も含む)などについても詳しいが，これらについては省略す

る． 
モニタリングの期間について，建設・操業段階の具体的な記載はないが，建設・操業にとも

なって地下水が周囲の岩盤から施設へ引き込まれてディスチャージ域がリチャージ域に代わる

可能性等の地下水の影響を検討した上での水理学的モニタリングに言及していることから，こ

れにかかわるモニタリングが建設前段階から引き続き実施されるものと想定される．閉鎖後の

モニタリングについては，事業者は”no definitive plans”としている 21)． 
 

3.1.1.6 ビュール 

1) サイトの概要 
高レベル放射性廃棄物の地層処分の実施主体は ANDRA で，その他のタイプの放射性廃棄物

処分の実施主体でもある．ANDRA が実施主体と位置付けられたのは環境法典中の放射性廃棄

物管理研究法の規定の 1991 年改定によるが，具体的な処分計画は政府が 3 年ごとに作成する

「放射性物質及び放射性廃棄物の管理に関する国家計画」(PNGMDR)によっており，このとり

まとめは規制機関である原子力安全機関(ASN)等が担当している．地層処分としては高レベル

放射性廃棄物(HA 廃棄物）のほかに長寿命中レベル放射性廃棄物(MAVL 廃棄物)も対象とされ，

処分可能性についての調査・研究の成果である 2005 年の Dossier 2005 argile22)によって，両

者が地下約 500m の粘土層 (Callovo-Oxfordian 層) のそれぞれ別の処分エリアに水平処分孔

（高レベル放射性廃棄物処分用）または処分坑道（長寿命中レベル放射性廃棄物処分用）とし

て並置処分することが示された．2009 年末に具体的な処分候補サイトは 2000 年から建設が進

められたビュール地下研究所の近傍の地層処分場の地下施設が予定される約 35km2 の区域

(ZIRA)と地表施設を配置する可能性のある区域として提案され，この計画全体を Cigéo と称し
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ている 23)．その後 2015 年までの継続的な調査・研究の成果が 2016 年の Dossier D'options de 
sûreté24) (以下，DOS という) としてまとめられた．その間，規制機関である ASN により 2008
年に安全指針 guide de sûreté relatif au stockage définitif des déchets radioactifs en formation 
géoloique profonde25) (以下，guide という)が示されている． 
 
2) 規制とモニタリング 

フランスの放射性廃棄物処分にかかる法令等ではモニタリング(monitoring)の用語は使用さ

れず，それにほぼ相当する語として surveillance が使用されている．guide はモニタリングに関

して次のことを求めている．「処分の可逆性に適合した施設の開発のありかたとして廃棄パッケ

ージの設置後のモニタリングを想定すること．閉鎖後一定期間後は公衆の健康及び環境の保護

がモニタリングや制度的管理に依存しないこと．設置廃棄パッケージのモニタリングプログラ

ムは建設時から閉鎖まで措置され，そのうちいくつかのモニタリングは閉鎖後も維持されるこ

と．モニタリング措置は処分システムの概念を考慮すべきこと．モニタリングプログラムの目

的は処分構成要素及び母岩の状態を特徴づけるパラメータの変化並びにその変化をもたらす主

たる現象を追跡すること．モニタリングプログラムは科学的知見を活かしたうえで現象の詳細

が良好に予想かつ対処できることが示せること．モニタリングプログラムは管理，開発，可逆

性に必要な要素を提供すること．モニタリングに用いられる手法は処分の安全性のレベルを減

ずるものであってはならないこと」．なお，品質保証に関連して廃棄物の製造のモニタリングに

ついての適切な品質管理及びいくつかの異なる業務分野にかかわる受託者の活動のモニタリン

グと管理についても言及している． 
モニタリング(surveillance)について規制機関から guide において直接的に言及される内容は

以上の通りであるが，同じ文書中の閉鎖後の安全の提示 (demonstration) の章において，処分

サイト開発段階ごとの繰り返しアプローチとして，1) 安全のための特性の検証，2) 処分シス

テムの擾乱の評価とその影響の推定，3) 処分システムの将来挙動のモデル化の 3 つを求めてい

る．これらの要求に応えるためには複数回の観測が必要である．さらに，処分システムの変遷

のモデル化の節において，モデルと試験結果の比較の必要性を述べたうえで，安全性の証明を

繰り返す過程において，モデルの詳細は研究の進展とその時の収集データの精度に依存すると

いう記述があり，繰り返しの試験が含意されたコンテキストとみることができる．また，付録

の章において，処分サイトの開発及びその間の擾乱を考慮して，処分サイト及び施設に関する

パラメータの変化をサイト建設時のみならずそれ以前から追跡するために用意する計装でとり

わけ対応すべきこととして次が示されている; サイトのピエゾメータ測定，長期に開口された

ままの地中施設の壁面の経時変化，地震動，岩盤の熱的変化及びその影響，母岩の水理的性質

の変化．以上のような繰り返しあるいは追跡的な観測・実験は定期，不定期によらず surveillance
の語は用いられなくともモニタリングとみなすことができる．このようにフランスにおいては

surveillance のみをモニタリングとすると一般的なモニタリングより狭義になるので，上述の

ように surveillance として直接的に言及されない繰り返しの観測も本報告ではモニタリングに

含めた． 
処分サイトがビュールに選定されて以後のまとまった報告が DOS である．DOS において，

処分事業の段階ごとにモニタリングに関する記述があるが，人工バリア及び施設に係るモニタ

リングの記述が主体で，閉鎖後安全の段階で母岩に係るモニタリングの記述は限られる．いず

れの記述も一般論で，場所や方法などの具体的な内容に乏しい．母岩に係るモニタリングのリ

ストの抜粋を表 3.1.1.6-1 に示すが，これが最も具体的な内容である．  
 
 
 

 

表 3.1.1.6-1 閉鎖後安全に係るモニタリングの予測的リスト 24)26)．天然バリアに係る部分を

抜粋． 
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閉鎖後の安全機能 モニタリング対象と

なる地下施設要素 

経時的モニタリングの予測的必要性 

特性の維持 坑 道 及 び 処 分 孔

(MA-VL) 

ニアフィールドの泥岩の性質，特に掘削影響を受けた泥岩（浸透率， 

空隙率，亀裂，空間的拡張， 

泥岩の特性 処分孔(HA) 変形，不飽和化，酸化，温度，間隙圧，応力） 

地質媒体 処分施設周辺の炭酸塩質 Oxfordien 層の静水圧 

発熱性廃棄体周辺の炭酸塩質 Oxfordien 層の温度 

処分施設周辺の Callovo-Oxfordiwn 層の間隙水圧 

HA 施設周辺の Callovo-Oxfordiwn 層の温度 

 

DOS について，ASN は IAEA 及び TSO である IRSN に評価を依頼している．IAEA の評価書
27)はモニタリングについていくつか進展させるべき点を以下のように指摘している． 
 
“ANDRA は操業フェーズのモニタリングプランをさらに進展させるべきである: 
モニタリングパラメータと閉鎖後安全との間の関係； 
機器の維持管理や交換を含めて操業期間に実施計画するモニタリング活動の可能性；及び 
閉鎖後安全に係るバリア性能への潜在的な有害な影響．” 
 
 IRSN のレビュー書 28)，23)は，概要において以下のようにモニタリングに係る解析の不備を指

摘するとともに処分場の概念に影響する 4 つのポイントの１つにモニタリングを含めた． 
  
“IRSN は DOS について，事故的な状況（事故の影響を受けた処分セルの回収を含む）の拡大

に対する重要な管理及びモニタリングに関する ANDRA の安全の解析にはまだ不備がある段階

にあると指摘する． 
... 
IRSN は処分場の概念の実質的な変更をもたらす可能性のある 4 つの大きなポイントを特定し

た． 
 
1. アスファルト固化体の処分セルの火災に対するリスク管理． 
2. 地下設置操業に対するある種の事故的状況の考慮． 
3. Cigeo プロジェクトの安全において重要なパラメータのモニタリングの実現可能性． 
4. 処分場のアーキテクチュアの安全性の視点での最適化． 
 
DAC 文書の内容においてこの 4 つの点に対する説明対応は IRSN として必須と考える．” 
 
 最後に ASN の評価書 29)はモニタリングについて次のように指摘した． 
 
“処分場の操業時，閉鎖後の安全の要求に対するモニタリングについて ANDRA が考慮する仕様

項目には不足があることを鑑みて，建設許可申請文書のモニタリング戦略と実施方法について

さらに提示・正当化の必要性があると ASN は考える．” 
 
 いずれの評価書においても，モニタリングにかかる検討の不十分さが指摘されている．安全

機能をどのようにして特定しそれに係るパラメータをどのように特定したかなどモニタリング

対象を特定するロジックが示されているとは言い難い．したがってモニタリング項目の選定は

省いてモニタリングの詳細について記す． 
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3) モニタリングの詳細 
ビュールにおけるモニタリングについては，すでに記したように DOS には十分な記載がな

されていないことが指摘されている．しかしながら，地下水関連のデータについては環境モニ

タリング (la surveillance environnementale) の一環として Observatoire perenne de l'envi-
ronnement (Ope)「環境の継続的な観測」が実施されており web サイトに情報が公開されてい

る．これは影響の研究と規制上のモニタリングの規定のための初期参照状態 (l'etat initial de 
référence) <ベースライン相当>の確立及び Cigéo 開発期間にわたる状態の記録と個々の環境要

素の変遷の追跡を目指すものである．研究対象の範囲は 900km2 で,そのうち 240km2 が ANDRA
によってより詳細に調査される参照区域 (secteur de référence) とされている．観測の分野は

水 圏 ， 気 圏 ， 地 圏 ( 土 壌 ) ， 生 物 圏 ， 人 生  ( 農 業 な ど ) を 含 む 
( http://ope.ANDRA.fr/images/1_galy.pdf ) ．地表水・地下水の観測施設の分布を図 3.1.1.6-2 及

び図 3.1.1.6-3 に示す． 
地層処分候補サイトはパリ盆地を作る地形的にも地質的にも盆状構造（ケスタとも呼ばれる

組織地形）の東縁部に近く位置するため，サイト及び周辺の地域全体が地形的に西に緩く高度

を下げ，地層も西に緩く傾斜し，河川も西流する．処分施設は地下約 500m の主として泥岩（粘

土岩）よりなるジュラ紀 Callovo-Oxfordian 層に設けられる．この処分施設が設置される地層

の上位は地表に向けてジュラ紀の主として石灰岩またはマールからなる Oxfordien 層及び

Kimmeridgien 層が分布し，下位には主として石灰岩からなる Dogger 層が分布しており，粘土

岩層は上下を石灰岩（一部マール）によりサンドイッチのように挟まれている．サイトの東と

南西に北北東-南南西の断層及びサイトの南から西にかけて北西-南東の断層群が分布する(図
3.1.1.6-1)．これらのうち Marne 及び Poisson 断層 (地図には Poisson 断層の名がみえないが

Poisson の町周辺の北西-南東の断層がそれ)はテクトニックな主応力に平行で hydroliquement 
actives (透水性が高い) とされ，Gondrecourt Nord 及び Joinville 断層はテクトニックな主応力

に直交する北東-南西方向でこれらは流出性が弱くどちらかというと水理的バリアとされる 24)． 
また，Callovo-Oxfordien 層中の地下水には，その上下の地層の地下水に比べてオーバープレッ

シャーとなる部分があり，その成因については十分解明されていないが，放射性核種の移行へ

の影響は無視しうるとされている 24)．地表での水系の分布傾向 (図 3.1.1.6-2 及び図 3.1.1.6-3) 
と断層の走向傾向は比較的調和的である．地下水については，水頭分布及び数値シミュレーシ

ョンから推定される流向 (図 3.1.1.6-4) は Oxfordien 層では地表水の流向と調和的であるが，

より下位の Dogger 層では全体的にやや南に振れており地表水系とは必ずしも調和しない．

OPE での地下水観測 (図 3.1.1.6-3) は地表水系に沿って分布しており，その結果 Oxfordien 層

の地下水流動方向に沿った配置でもあり，サイト東の北北東-南南西の断層の方向に沿っている

ようにも見える．また，サイトよりも流動の下流側に多い配置となっている．地表水の観測は，

河川に沿って分布しており，サイト西側の河川下流側に多い配置となっている．地下水モニタ

リング施設の配置の特徴は，サイトから見て地下水流動の下流側に多く，水系に沿った配置，

一部断層の方向に沿った配置と整理され，地表水のモニタリングについてはサイトに対して下

流側の河川に多めの配置ということができる． 
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図 3.1.1.6-1 ビュール周辺の主要な断層の分布と深部地質調査井 30) 
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図 3.1.1.6-2 表流水の観測施設(参照 OPE 域を拡大) 
 

(http://ope.ANDRA.fr/index.php?option=com_phocagallery&view=detail&catid=5:station-de-suivi-des-eaux&id
=33:cartestationsinstrumenteesesu&Itemid=246&lang=fr) 

 
図 3.1.1.6-3 地下水の観測施設 

 
(http://ope.ANDRA.fr/index.php?option=com_phocagallery&view=detail&catid=10:reseau-de-suivi-des-eaux&i

d=75:carte-de-suivi-des-eaux-souterraines&Itemid=246&lang=fr) 
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図 3.1.1.6-4 Oxfordien の水頭分布: 観測値(a)及びシミュレーション結果(b)（上），Dogger
の水頭分布: 観測値(a)及びシミュレーション結果(b)(下)22)． 

 

3.1.1.7 石油地下備蓄基地及び石油ガス地下備蓄基地(日本) 

石油地下備蓄基地及び石油ガス地下備蓄基地については，前年度(平成 30 年度)に報告 31)し

ているが，モニタリングの目的と仕様(配置等を含む)の視点であらためてその特徴について考
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察する． 
石油備蓄基地の場合その貯槽の設置深度は天端レベルで-20～-35m であるのに対し，石油ガ

ス備蓄基地の場合は，-150～-184m とより深くなっている．この理由は石油ガスは常温で液化

ガスの気化を抑えるためのより高い水圧が必要なためである．これらの貯槽は「スチールある

いはコンクリート等のライニングを行うことなく，岩盤内の地下水流の水圧で空洞からの漏洩

を防止する貯蔵方式である」32)ことから「岩盤タンク周辺の地質，水文等の状況がその安全性

の重要な要素となる」(岩盤タンクに係る屋外タンク貯蔵所の規制に関する運用基準等について

(平成 11 年消防危第 86 号)) とされる．LPG 貯蔵の特徴として，貯槽周辺に高透水帯が存在す

る場合，空洞周辺に不飽和域が発生する場合があり，同部の地下水圧低下が LPG 貯蔵に好まし

くない影響を及ぼす．この点において LPG 貯蔵は石油備蓄に比較して貯蔵圧が大きいため，そ

れだけ水封条件が厳しくなっているとされる 32)．また，水封機能としてもっとも直接的に重要

なものは「地下水圧」であり，「地下水位」ではないとされ，高透水部での局所的な地下水圧の

低下は地下水位の観測でとらえることが難しいとされる 32)．このことから石油備蓄に比べて入

念な観測孔の配置，すなわち間隙水圧の観測及び計測断面に沿った密な観測点の配置が求めら

れているものと思われる．LPG 貯蔵施設では不飽和域を最小限に抑えることが基本とされる．

一度水位が低下した高透水帯は水位を回復させることが難しい場合があることが石油備蓄建設

の経験からも知られており，このような高透水帯は一たび不飽和になるとなかなか飽和しない

場合もあることから，高透水帯に対しては，工事に伴った不飽和帯の拡大を招かないような慎

重な施工が必要とされる．これは施工段階から入念なモニタリングの必要性を示すものであろ

う． 
地下水位観測は早いものは調査設計段階から開始(波方)しており，いずれのサイトでも建設

段階以後継続的に観測を実施している．実証プラントを設置してそれに対して観測する事例も

認められる．開発段階の進展に応じた観測孔の増加が認められる．また工事の進展によりサー

ビストンネルや水封トンネルが開削されるのに合わせて間隙水圧観測孔がこれらの地下施設か

ら掘削されて観測が実施されている．LPG 貯槽施設では，計測断面という考え方で観測孔を鉛

直平面に沿って配置しているが，これはより入念な地下水圧管理を求められる当該施設の事情

によるものであろう．モニタリング孔の配置は規制要件への適合のほかに，一般的にタンク軸

方向に配置，高透水性のために地下水位低下が顕著な地域に密に配置されている．また，水位

計の設置深度についてその数値を明確に文献から取得できなかったが，読図によればタンク天

端より浅い位置に設置されており，間隙水圧計はより深く，タンク周辺の深度に設置されてい

るといえる．すでに記したように LPG 貯蔵施設ではより入念な観測点配置となっている．地下

水位変動の解析及び解釈に必要な情報として，水文（降水，蒸発散，河川流量），潮汐，地震，

水質などの観測に係るモニタリングが実施されている．なお，当該事業に固有なモニタリング

量として湧水量，水封水供給量などが活用されている． 
岩盤タンクに係る規制基準として，「岩盤タンクの内壁から岩盤タンクの最大幅の 5 倍の水

平距離を有する範囲の地下水位は，安定したものであること．」が求められている(昭和 34 年総

理府令第 55 号+平成 10 年 3 が 4 日自治省令第 6 号改正)．規則(運用基準)によれば，この安定

した水位は限界地下水位以上であるとされる．限界地下水位は岩盤タンクからの漏油または漏

気を防止するために保たなければならない最低の地下水位とされる．また，規則は自然条件等

の把握に関する事項を別記 1 にて求めているが，このうち地下水・水文調査に係るものとして，

地下水分布，岩盤の透水性，降水量，蒸発散量，涵養量，河川流量があげられている．なお，

引用文献ではモニタリング孔の配置に関して 40,000m2(およそ 200m 四方)に 1 か所の割合の設

置が記載されているが，これは法令等には見いだされず，おそらく業界あるいは学協会基準(高
圧ガス保安協会)ではないかと考えられる． 
 
3.1.1.8 まとめ 

放射性廃棄物の地中処分(浅地中処分・中深度処分・地層処分)におけるモニタリングの目的

は，規制側の視点では許認可時の前提となる条件がその後も継続的に維持されていることの確
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認といえる．IAEA によれば具体的に 1)，安全確保に期待される性能を処分システムが示すこと

の確認，そのための各種機能が評価通りであることの確認，安全を評価するために用いた仮定

やモデルが実際の条件と一致しているかの確認とされる． 
地中処分において許認可の前提となる条件には処分施設が設置されることになるさまざまな

自然環境条件が含まれる．建設許可の時点すなわち建設前の自然環境条件はベースラインにあ

たる．自然環境条件は建設や操業の影響を受けて変動することが予想され，それを考慮しても

安全の確保に支障のないことは仮定やモデルによって予測により示されるしかなく，受動安全

(passive safety)に移行するまでのある一定の将来期間はその正当性を確認することがモニタリ

ングに求められる．ベースラインはそもそも自然のままでも変動しうる自然環境条件に係るも

のであるから，その把握には一定の期間の観測による平準化や傾向の分析が必要である．その

ためにベースラインの把握のために建設前からモニタリングが開始される 1)．またモニタリン

グの結果が常に期待される通りとは限らないので，その場合の処分事業に係る決断を支援する

こと 1)も目的として考慮せねばならない．こうした目的にむけたモニタリングのデザインにお

いて，システムの安全にかかわる事象の重要な性質・プロセス・現象(FEPs)とモニタリングの

合理的関係，モニタリング行為そのものがシステムの安全性を損なわない，コストとベネフィ

ットとのバランスといったことが考慮されねばならないとされる 1)．システムの安全にかかわ

る事象の重要な性質・プロセス・現象(FEPs)とモニタリングの合理的関係とは，システムの安

全にかかわる事象の FEPs からその重要度に応じて，モニタリングの対象を選定し，そのため

の手法を選定することであり，MODERN2020 のスクリーニングはそれを意図したものである．

IAEA の SSG-31 も特定 (identification) と正当化 (justification) として重視している 1)．スクリ

ーニングには技術的な実現可能性(feasibility) なども考慮される． 
ここまで整理した内容を振り返ってみるとモニタリングの目的やプログラムのデザインの考

えかたには国際機関及び各国の間に共通性が認められることがわかる．諸外国及び国際機関の

規制，規制基準等及び埋設施設の性能確認に関する規制基準について，国際機関 IAEA の基準

と各国規制関連基準との関係をそれぞれの策定年とその内容について既往報告は次のように整

理している 23)．国の規制関連基準が国際機関 IAEA の SSR-5 (2011 年) ，SSG-23 (2012 年) ，
SSG-31 (2014 年) 以後に策定したケースがフィンランド，以前に策定したケースが米国，フラ

ンス，英国であり，フィンランドについては，国際機関の規制基準の影響が認められ，合衆国

の 2009 年策定の 10CFR-part63 については逆にその影響が IAEA の基準に認められることを推

測し，フランスについては ASN の安全指針(2008)が，英国については EA のガイダンス(2009
年)がいずれも IAEA の基準以前であることから基準の反映が考え難い． 

しかしながら，ここで SSG-31 策定の経緯について注意すると，SSG-31 に係る

DPP35733)(Document Preparation Profile)が WASSC 及び RASSC のステアリングコミッティ

ーにて承認されたのが 2005 年でそれから実際のテクニカルな作業が実施されたのが公表スケ

ジュールによると 2007 年から 2008 年で，その後 2008 年にメンバー国にコメントを求めるた

めのドラフト(DS357)が送付され改訂が繰り返されて 2014 年の策定に至っている．コメントを

求めた 2008年から 2014年の策定までのあいだに各国の規制基準の策定時期が重なっているこ

とから，両者が互いに影響しあうことは容易に想像される．おそらく各国とも自国の規制要件

を国際機関に反映あるいは整合させるようコメントするであろう．したがって両者の間に一致

する部分が多く見出されてもおかしくない． 
このような考え方においては一致する部分が多く見出されるが，その取り組みには国それぞ

れの特徴が認められる (表 3.1.1.8-1 及び表 3.1.1.8-2) ． 
米国ユッカマウンテンプロジェクトでは，規制要件が連邦規則 10CFR Part63 に，事業者の

申請に対する評価プランが NRC により示されており，これらを踏まえて事業者が作成した安

全解析書に対して NRC が安全性評価報告書を作成している．こうした一連の文書の構成が規

制要件の項目と対応するように順序づけられているのが特徴で，非常に明解な構造性をもって

いる．したがって，モニタリングについても事業者がどのように規制要件に対応し，規制側が

どのような視点でそれを評価し，評価の基準が何であるかが透明性をもって理解することがで



第３章 地質及び水理環境モニタリングの手法，計画等の妥当性に関する科学的・技術的知見の取得 

3-49 

きる．そこからわかることは，モニタリングについて，事業者が当初提示したモニタリングの

選定に対して，規制側がさらなる説明性の向上を求めたことで，これに対して事業者は FEPs
の解析に基づくバリア性能への重要度，性能評価によるリスクの不確実性の重要度に基づく追

加的な説明を実施している．規制側はレビュープランでも「特定の検証」を強く求めているこ

とから，こうした追加的な要求となったのであろう．ただしこうした事情について安全解析書

だけではわからず，他の文献へ遡及しないとわからないことや，より具体的なモニタリングに

ついての技術的な内容，設置機器，設置位置，測定頻度などについては安全解析書中にはみあ

たらず，遡及文献においても今回の調査では明らかにできなかった． 
ユッカマウンテンプロジェクトにおける規制側と事業者側のやりとりは以上の通りであるが，

この流れは日本の原子力発電所の審査の流れに近いことが指摘される．具体的には 10CFR 
Part63 は規制関係の法令等に，SAR は事業者の申請に，許認可申請の更新は事業者の補正申請

に，RAI は審査会での指摘事項に，SER は審査書に対応するものと理解できる．SER の構成は，

SAR に記載された 10CFR Part63 への適合性の主張をまず記述し，そののちにそれに対する

NRC の評価を記述する形をとっており，日本における原子力発電所にかかる審査書の体裁とよ

く似ている．ただし日本では，指摘事項とそれに対する事業者の対応は補正申請に反映され，

審査書でもそれが記載されるが，NRC の SER では NRC の RAI の内容とそれに対する DOE の

対応がどのようなものであったか今回の調査では明かにできなかった． 
フィンランドのオルキルオトプロジェクトではモニタリングは FEPs を用いた重要度の解析

と技術的な実現可能性などを組み合わせた項目の選定をおこなっている．Posiva 自らが主張す

るようにそのアプローチは MoDeRn のそれにきわめて忠実であるといえる．地層処分事業にお

いて先進的であるだけあって，モニタリング対象，モニタリング手法，モニタリング頻度，閾

値が具体的に示されている．モニタリングデータの評価においてリミットを設定する考え方は

ユッカマウンテンプロジェクトでも示されている 14)が，具体的な閾値を示して，それを越えた

場合の対応まで明らかにしていることは他の事業者にはみられない特筆すべき特徴であるとい

える．ただしアクションリミットは具体的な数値で示されているが，その根拠を今回の調査で

確認することはできなかった． 
スウェーデンのフォルスマルクプロジェクトでは事業者自身によって国際的なガイドライン

や MoDeRn をベースとしてモニタリング対象を選定していると称しているが，その具体的なプ

ロセスを今回の調査で明らかにすることはできなかった．しかし，選定されたモニタリングの

対象は広範囲で，技術的にも挑戦的なのが特徴といえる．ただしこうした挑戦的なモニタリン

グは，まだ多くの将来的な課題を残している．モニタリングについてはかなり詳細が明かされ

ているといえるほうで，とくに寒冷地であるがゆえの経験の披瀝に特徴がある． 
フランスの Cigeo プロジェクト(ビュール)では，回収可能性を担保するためのニアフィール

ド及び施設のモニタリングに積極的にとりくんでいるように見える．しかし地質環境を含めて

モニタリング対象の選定過程の説明不足が規制側から指摘されている． 
わが国の石油関係備蓄施設でのモニタリングについては，分野が異なれるがその考えかたは

放射性廃棄物処分での国際的なモニタリングの考えかたと整合しているといえる．ガス備蓄施

設において不飽和帯の扱いに慎重であるのが印象的である．不飽和帯は地層処分のような深地

層処分において安全に対してどのような影響がありうるのか，今回の調査では明らかにできな

かったが，その影響についてなんらかの確認が必要であろう． 
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表 3.1.1.8-1 フィンランド，スウェーデン及びフランスでのモニタリングの取り組み （概要） 
 オルキルオト（フィンランド） フォルスマルク（スウェーデン） ビュール（フランス） 

対象地域の
基本的な水
理地質構造 

オルキルオトサイトはボスニア湾の島に位置し，
母岩はプレカンブリア紀の堆積岩起源のミグマタ
イ ト ( 約 1.9-1.8Ga) に ラ パ キ ビ 花 崗 岩 ( 約
1.6-1.5Ga)及びダイアベース(約 1.2Ga)が貫入．こ
れらの母岩中にフラクチャーが分布する．これら
の基盤の凹部には比較的厚い主としてティルから
なる上載層が分布する．淡水の生態系は限られ，
天然の湖は存在しない． 

フォルスマルクは 1.85Ga から 1.89Ga のフェノスカンジナ
ビア結晶質基盤岩の上にレゴリスと呼ばれる約4mの第4紀
の未固結堆積物をのせるバルト海の海岸線にそった地域で，
後氷期の隆起により海岸線が後退し，海岸沿いに浅い湖や湿
地が点在する． 

地層処分候補サイトはパリ盆地を作る地形的にも地質
的にも盆状構造（ケスタとも呼ばれる組織地形）の東縁
部に近く位置するため，サイト及び周辺の地域全体が地
形的に西に緩く高度を下げ，地層も西に緩く傾斜し，河
川も西流する．処分施設は地下約 500m の主として泥岩
（粘土岩）よりなるジュラ紀 Callovo-Oxfordian 中に設
けられる． 

モニタリン
グ対象（調査
項目）の選定
方法 

モニタリングプログラムの開発方法は MoDeRn の
モニタリングワークフローに記載される一般的な
アプローチと調和的．具体的には，長期安全性に
影響するプロセスとして大きく次の 4 区分をおこ
ないそれぞれについて FEPs を踏まえたスクリー
ニングを行なう．1:ONKALO の建設に起因するも
の，2:EBS に関係するもの，3:地圏に関係するもの，
4:地表環境に関係するもの． 

サイトについての理解の一環としてのモニタリングはおお
むね IAEA の定義と同様で，モニタリング対象を選んだ根拠
や考えかたについては国際的なガイドラインや MoDeRn を
ベースとしている．具体的には，モニタリングについての鍵
となる論点として次の 4 つをあげている SKB(2017)．1. サ
イトの理解とサイトを記述するモデル．2. 長期間の放射線
学的安全性．3. 建設と操業から環境への影響の評価．4. 処
分施設のデザインと建設． 

（選定方法についての記載見出せず） 

規制者のモ
ニタリング
への対応 

STUK の規制のアプローチはモニタリングプラン
をレビューし，毎年モニタリング結果を報告し，
建設の擾乱に焦点を合わせた検査の一部としてモ
ニタリングを評価することで，処分施設建設の規
制管理として，安全機能に必要とされる条件及び
好ましい特性が地質環境に維持されるようにデザ
イン，実施及び建設が行われていることを一義的
に確かめることである． 

スウェーデンではモニタリングそれ自身は特定の法律や規
制による明示的な対象ではなく，法律上の許可及びその基礎
データや合意のために関連して必要なことのさまざまな点
の動機，説明，チェックに求められるインプットの一部とな
る重要なツールにあたるものとされる． 

処分サイトがビュールに選定されて以後のまとまった
事業者の報告である DOS について規制者の評価がなさ
れており，モニタリングもその中に含まれている．DOS
について，ASN は IAEA 及び TSO である IRSN に評価
を依頼し，評価書を作成している．いずれの評価書にお
いても，モニタリングにかかる検討の不十分さが指摘さ
れている． 

モニタリン
グスケジュ
ール（水理関
係） 

基盤中の浅層地下水の水位モニタリングを 1989
年から，解放またはパッカー区間のある深部孔井
での水頭のモニタリングを 1991 年から，地下水水
質のモニタリングを 2001 年から，EC 等の塩濃度
のモニタリングを 2003 年から，フロー検層等の水
理学的性質に係るモニタリングを 2003 年から実
施．ONKALO の建設開始からこれに加えてトンネ
ルへの流入水に係るモニタリングを 2004 年から
実施． 

地下水については，レゴリス中の滞水層と基盤中の滞水層を
分けてモニタリングしており，2002 年から実施．パッカー
を用いた地下水流の測定については，2005 年から実施され
ている．測定キャンペーンは 6 孔井セクションで実施され 1
セクションあたり 4～7 日を要し，測定間隔は 2014-2015 年
で 10 日から 300 日とセクションにより異なる． 

環境モニタリングの一環に位置づけられて実施され，
ANDRA 以外の機関のデータも活用されるが，詳細は不
明． 

測定データ
の評価と運
用 

モニタリング結果について action limit（閾値）を
設定して，これを超えた場合の対応について示し
ている． 

この地域では，短寿命，低中レベル廃棄物の地下処分場(地
下 60m)が 1988 年から稼働し，フォルスマルク-SFR エリア
と呼ばれ，1980 年初頭から水理モニタリングが実施，評価
され，地層処分計画にも有用とされる．いっぽう地層処分地
域（フォルスマルク-Lens エリア）の水理モニタリングデー
タはその取得期間が十分長くないため十分な評価や比較は
未実施 (2017 年時点) ． 

処分構成要素及び母岩の状態を特徴づけるパラメータ
の変化並びにその変化をもたらす主たる現象の追跡．科
学的知見を踏まえた現象の詳細の予想と対処．管理，開
発，可逆性に必要な情報の提供に用いられるとされるが
具体は不明． 
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表 3.1.1.8-2 米国，フィンランド，スウェーデン及びフランスでのモニタリングの取り組み （詳細） 
直接計測されるパラメータのほかにこれらを用いて間接的に求められるパラメータを含む。下線:実施中、破線下線:中断、(NF) : ニアフィールド（地下施設利用）主体、* は

事業者以外の機関データも活用．本文で参照した文献および備考に追記した文献より抽出． 
 ユッカマウンテン （米国） オルキルオト （フィンランド） フォルスマルク （スウェーデン） ビュール （フランス） 

地下水 地下水水位 
透水係数 
流速 
地下水化学指標（Eh, pH, 放射性核種濃度, 
コロイド） 
塩濃度 
同位体組成 
ガス組成 
ガス浸透率 

地下水水位 
透水係数 
圧力応答 
電気伝導度 
塩濃度 
水温 
pH, Eh, EC, O2, 各種化学分析 
微生物, ガス組成 
同位体組成 

地下水水位 
透水係数 
間隙水圧 
流速 
電気伝導度 
水温 
干渉試験 
地下水化学（pH, 各種イオン, 同位体

等 : 浅層地下水46項目, 基盤地下水33
項目） 

地下水水位 
透水係数 
地下水化学 （未詳） 
(NF) ガス組成 (H2, O2) 
(NF) ガス浸透率 

地質・地球物理  微小地震 
(NF) 亀裂（帯）の計測及び目視観察 
精密水準測量 
GPS 
EDM (Electric Distance Measurement) ベー

スライン測定 

地震*・微小地震 
地磁気* 
地電流 
GNSS (Global Navigation Satellite 
System)* 
DInSAR 
水準測量 

(NF) 地震波トモグラフィー 
(NF) 坑井検層 
(NF) 地震波速度 
(NF) 亀裂解析 

気象 降水量 降水量, 積雪深 各種気象パラメータ* （降水量, 気温,
気圧, 湿度, 風向風速）, 可能蒸発散量

(PET), 積雪深, 湖沼及び海湾の結氷率 

各種気象パラメータ*（降水

量, 気温, 気圧, 湿度, 風向

風速, 日照）、 
その他環境関係物質濃度*
（CO2, CH4, N2O, SO2, CO, 
NOx, O3, PM10/PM2.5) 

陸水・海洋  海水準, 涵養量, 流出量, 地上霜(ground frost) 海水準, 河川流出量 (ゲージステーショ

ン）, 湖沼水位*, 電気伝導度, 水温 
水位*, 水収支 
陸水化学*（pH, 電気伝導度, 
水温, 溶存酸素, 濁度, 塩濃

度, その他環境関係物質濃

度） 

備考 多くはサイト特性調査段階から実施され

るが具体は不明 
地下水のモニタリングは地下施設及び周辺地

表にて実施． 
他参考文献 36), 38) 

モニタリングは地表からのみ。干渉試験

は一部のモニタリング孔の仕様である

が実施状況は不明 

地下水のモニタリングは地下

施設及び周辺地表にて実施。

2019 年時点のフランスの

(NF) 項目は R&D 要素が多
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い。 
他参考文献 37) 
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3.1.2 沿岸域堆積岩地域を対象としたモニタリング項目の選定 

 

1) 選定について 
放射性廃棄物の処分事業におけるモニタリングの目的は，事業許可の前提とした地質及び水理

環境条件が爾後継続的に維持しているか，施設閉鎖後も将来的に前提条件から逸脱しないかを確

認することとされる．IAEA によれば 1)，規制側は必要とされるモニタリングのガイダンスを処分

事業の全プロセスにわたって提示するとともに，定期的なレビューの実施を求めている．事業プ

ロセスには，操業前(サイト選定，施設建設)，操業中(操業，閉鎖措置)，閉鎖後が区分されるが，

本稿では中深度処分について沿岸堆積岩地域を対象として地下水流動系及びその擾乱の評価に必

要な最低限のモニタリング項目を検討する．具体的には地下施設 (実験施設及びパイロット施設

を含む) 建設前を想定した地質及び水理環境のモニタリング項目において他機関の観測データの

利用が期待できないものを必要最低限のモニタリング項目とした．  
建設の許可に際して前提とする地質及び水理環境条件は，施設の建設前に収集されたデータに

より把握されるものであるが，これらの状態は季節的，経年的な変化に加えて，さまざまな原因

によるゆらぎの重畳した変動を示すものであり，その状態の把握には一定の期間にわたる観測 
(モニタリング) が必要であり，このようにして把握された状態は一般的にベースラインと呼ばれ

ている．モニタリング項目の選定の要は，地質及び水理環境において安全に重要な機能に関係す

る対象及びそのパラメータを選定し，そのベースラインを把握することといえる． 
本稿では選定方法の考え方として，成書 34)を参照することにより水理モデルの作成に必要なデ

ータの観測項目を広く漏れなく候補として上げ，そこから MoDeRn や米国，フィンランド，スウ

ェーデンなどの放射性廃棄物処分事業の多くの先行例が採用している FEPs を利用した安全性へ

の影響評価を踏まえて観測項目を絞り込み，それに対応するモニタリング項目を選定することと

した． 
その際，オルキルオト，フォルスマルクは沿岸域，花崗岩（片麻岩，ミグマタイトを含む），ビ

ュールは内陸，堆積岩，さらにいずれも安定大陸に位置するという地域特性を有しており，沿岸

域堆積岩に一致する海外事例ではないので，沿岸域としてオルキルオト，フォルスマルクを，堆

積岩としてビュールをという具合にそれぞれ一部を参考にし，さらにわが国が島弧変動帯に位置

することから，地形，温度勾配などについても考慮した． 
地中処分事業は地層の有する特性を受動的安全確保に利用することから，FEP はその地域固有

の地質や気候などの特徴を反映しており，これらはサイト固有の FEP（site-specific FEP）とよば

れる．一方で，網羅性（抜け落ちがないこと）が求められるためサイト一般の FEP（site-generic 
FEP）として OECD/NEA の FEP39)と今回検討した FEP は共通する部分も多い．今回検討した FEP
には次の特徴が認められる． 

 
 AIST FEP40): 火山や断層活動などの長期的な変動事象に特化しており施設建設に関連

した影響は扱われない． 
 JAEA FEP41): 施設に関連した FEP を主体とするが，「地表の環境」（気象や陸水など）

が扱われない． 
 OECD/NEA42): site-specific な FEP が収集されているが，MOL（粘土），WIPP（岩塩）

など沿岸域のスコープから外れるものが多い． 
 オルキルオト 43)及びフォルスマルク 35): 沿岸域ではあるが花崗岩（片麻岩及びミグマ

タイトを含む）を母岩とする． 
 ユッカマウンテン 14): 内陸乾燥域で不飽和帯を対象とする． 
 ビュール: 内陸で堆積岩を母岩とするが FEP についての詳細は不明． 
 
結局以上より FEP としてフォルスマルクを参考にして，表 3.1.2-1 のように整理し，表右列に

示す最低限のモニタリング項目 4 項目，背景情報として必要な観測項目 6 項目を選定した．  
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表 3.1.2-1 最低限のモニタリング項目の選定 
地圏水循環系の評価に必要となる情報・調査 34) 
モニタリング候補として繰り返し観測が必要な項目に赤下線加筆 

関連する FEPs     SR-Site-FEP Variables35)を例に 
モニタリング候補として経時変化 (time) に着目する内容について赤下線加筆 

最低限のモニタリング項目（赤

下線） 
背景情報として必要な観測項目
（無印） 

分

類 
情報・調査 
 

内容 
 

SR-Site-FEP 
name 

SR-Site definition 

俯
瞰

情
報 

衛星・航空
調査 
 

地表標高、地表の自然（植生、河川・故
障）、人工物分布（地表舗装率、道路・

側溝・人工水路の分布、家屋・ビルの配
置など） 

   

既
存
情

報 

地質情報 
 
 

既存広域地質図（地質構造・岩相分布・
断層など）、地盤図 

   

地
質

情
報
お

よ
び
水

文
情
報 
 

水 文 観 測
記録 

過去から現在までの測候所気象データ    

他 の 調 査
記録 
 

過去に行われた当該地域の森林調査や
地下探査データ、洪水記録など過去の災

害情報 

   

地質踏査 
 

表層地質、露頭調査、断層・割れ目スケ
ッチ、斜面調査（地滑り、土石流痕跡等）、

横坑調査（壁面観察） 

   

物理探査 
 

各種物理探査による地下地質構造、地下

不連続面などの推定 
 

•Fracture 
geometry 
 

•All cavities, from fracture zones to micropores in the matrix. Also included here 
is the excavation-disturbed zone (EDZ) and any other geometric changes in the 
fracture structure induced by construction. 

地震観測（水位観測の異常値な

どの解釈に必要） 
 

地 下 地 質

探査 
 

ボーリング掘削によるコア観察、孔内検

層、トレンチ・横坑調査 
 

•Fracture 
geometry 
•Structural 
and stray 
materials 
•Fracture 
minerals 
•Matrix min-
erals 
•Rock 
stresses 
 

•ibid. 
•Chemical composition and quantities of grouts and other structural and str
ay materials injected/located in fractures in the rock and left there at repos
itory closure. 
•Chemical composition of the fracture minerals as a function of time and space, 
i.e. a description of the various fracture-filling minerals that occur. Also the 
amount and composition of these fracture-filling minerals. 
•Chemical composition of the rock matrix as a function of (time and) space, i.e. a 
description of the various minerals that occur and their extent. 
•Rock stresses as a function of time and space. 
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地 下 水 理
調査 
 

孔内計測（水位、流向・流速、温度、濃
度）、孔内水理試験（注水・揚水試験な

ど）、実験室コア試験など 
 

•Temperature  
•Groundwater 
flow 
•Groundwater 
pressure 
•Gas phase 
flow  
•Saturation 
 

•Temperature in the bedrock as a function of time and space. 
•Groundwater flow as a function of time and space in the geosphere’s fracture 
system. 
•Groundwater pressure as a function of time and space in the geosphere’s frac-
ture system. 
•Gas phase flow as a function of time and space in the geosphere’s fracture 
system. 
•Degree of water saturation of the geosphere. 

地下水位・間隙水圧観測 
地下水温・地温観測 
水理特性観測(パッカー区間を
利用した流量計測など) 
 

水文踏査 
 

沢筋調査、河川流況調査、湧水点調査、
森林土壌調査、水質測定、井戸利用状況
調査、土壌サンプリング 

 
 

 湖沼水位観測 
河川流量観測 
 

水文・水理
観測 
 
 

降水量、河川流量、蒸発散量、気温、風
速、日射量、地表浸透能試験、地下水位

計測、水質・水温など 
 

•Groundwater 
composition 
•Gas compo-
sition 
 

•Chemical composition of the groundwater as a function of time and space, i.e. 
concentrations of relevant components in the groundwater. This variable also 
includes quantities such as Eh and pH, as well as any radionuclides and dis-
solved gases. 
•Chemical composition of gases, including any radionuclides and naturally oc-
curring gases, in geosphere cavities. 

地下水水質観測 
河川・湖沼・海水水質観測 
気象観測 
潮位観測（沿岸域の場合） 
 
 

生態踏査 
 

森林、水田・その他の植物種、密度、活
性度、地表葉面被覆希少動植物調査、土

壌、水温・水質測定 

   

 
人
間
活

動
情
報 
 

水 利 用 調

査 
当該地域の表流水・地下水利用量、河川

への排水経路、水質 
   

汚染調査 
 

土壌・ガスサンプリング、揚水水質調査、
河川・湖沼水質調査 

   

将 来 計 画
調査 

土地改変（農地、工業団地、宅地、レジ
ャー施設等）、河川改修などの計画、ト

ンネル、地下空間利用計画など 

Repository 
geometry 
 

Geometric description of deposition holes, tunnels, ramps, boreholes etc.; i.e. of 
all excavated volumes. 
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これらのモニタリング項目について，前節で整理した文献等からの知見において詳細が判明

したオルキルオトとフォルスマルクの事例を主に参考にして内容を具体化した．建設前のモニ

タリングの重要な目的のひとつであるベースラインの把握に関してはモニタリングを開始する

時期が論点になるが，これについてもオルキルオトとフォルスマルクの事例を参照した．ただ

し，両者の間には事業の進捗に差があるので，地表調査→処分サイト決定(2001 年)→処分サイ

トでの地下実験施設建設(2004 年) まで進んでいるオルキルオトの場合，地下実験施設建設時

点に先立つ年数を，地表調査→処分サイト決定(2009 年) までで地下施設の建設に至らないフ

ォルキルオトの場合は処分サイト決定時点に先立つ年数を記載した．安定大陸で亜寒帯湿潤気

候に位置する両サイトと変動帯で大部分が温暖湿潤気候でモンスーンの影響下にある我が国と

では置かれたテクトニクスも気候も異なることから，さまざまな事象とそのパラメータの振れ

幅や経時変化は異なることが当然予想される．したがってベースラインの把握に要する期間(年
数)には地域性を考慮する必要があり，ここにあげた事例は参考にとどめるべきである． 
 
2) モニタリングの詳細 
最低限のモニタリング項目 
地下水位・間隙水圧観測 
 定量的な地下水流動モデルを構築する上で必要なパラメータは，浸透量，間隙水圧，透水係

数などである．浸透量は直接観測することのできないパラメータであり，気象観測により推定

するので，気象のモニタリングの項で扱う．間隙水圧については，孔井内に直接に計測機器を

置いて圧力を測定する場合と，水位を測定してその値から圧力に換算する場合がある．後者の

場合，水圧は温度と塩濃度に影響されるが，処分サイトの場合は，もともと温度の低い環境が

選定されるはずであるから，温度の影響は小さいが，フォルスマルクのように塩濃度の影響の

考慮を要する事例もある．沿岸域堆積岩地域の場合，岩盤への海水の侵入の可能性，堆積岩地

域にありがちな地層中の高塩濃度滞留水の存在の可能性，さらに海岸に面した地域が平坦であ

る場合は水頭勾配が小さく小さな水圧の差に流動が影響される可能性を考慮すると水位を観測

してパラメータを設定する際は塩濃度のモニタリングの同時実施も考慮する必要性が高い． 
 石油ガス備蓄施設の場合，水位より水圧の測定を重視しているが，処分施設の場合，不飽和

帯の発生をどの程度管理する必要があるのか不明である．廃棄パッケージによる閉じ込めが期

待通り 1,000 年，10,000 年維持されるならば，その間におそらく不飽和帯は解消される可能性

が高いが，what-if として閉じ込め機能が失われる箇所がより早期に発生した場合，残存する不

飽和帯の安全への影響については十分理解されているとは言えない．このことから不飽和帯を

管理するためのモニタリングについては課題が残るといえよう． 
 モニタリングのための孔井の配置については，処分施設からの核種の移動の評価が安全評価

上の鍵となるのが地下水移行モデルであるので，地下水流動の処分施設の下流側に多く観測点

を配置して水理モデルの信頼性を高める必要がある．沿岸堆積岩域においても，ビュールやフ

ォルスマルクの事例と同様にサイトから見て地下水流動の下流域やディスチャージ域に多く配

置すべきである．具体的には流出域の可能性のある地点，たとえば湖沼周辺には特に観測点を

多く配置すべきである．また，断層はその性状により水理学的障壁にも透水経路にもなりうる

ので断層の周辺に観測点を配置して断層の影響を評価する必要がある．水圧の管理が重視され

る場合，石油ガス備蓄基地のように断層などの低透水性の領域に孔井を配置する必要がある．

ディスチャージ域や断層などの低透水性域の分布を信頼性をもって特定するには適切なモデル

に基づく数値シミュレーションが求められるが，適切なモデルを作成するにはモニタリングの

ための孔井の適切な配置が必要という具合にモデルと孔井の配置は鶏と卵のような関係にある．

おそらく一度で最適な配置を得ることは難しいことから，PDCA のような繰り返しアプローチ

で解決することになろう． 
 モニタリングの頻度はオルキルオトの例によると，浅層地下水の水位についてマニュアルの

場合は毎月，自動の場合は毎時，パッカー区間においては毎時，深部開放井においては毎週と

されている． フォルスマルクの事例にもあるように，極寒冷地では水面または地表の結氷，凍
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結により孔井が浮き上がり水位の基準がずれてしまうことがある．このような場合，正確な水

位が測定できないことになる．このようなおそれがある場合は，精密水準測量により井戸頭の

高さを定期的に観測する必要がある．塩濃度の場合と同様に水頭勾配が小さい条件では，この

影響は無視できないとフォルスマルクでは指摘されている． 
 オルキルオトの事例では，浅層地下水の水位モニタリングは 15 年前から，深部孔井でのモ

ニタリングは 13 年前から，フォルスマルクの事例では地下水の水位モニタリングは 7 年前か

ら実施されている． 
長期・継続的な観測が求められるモニタリング装置として，浅層地下水の場合フォルスマル

クで用いられている BAT-filter tip のような打ち込み式も可能であるが，深い地下水の場合，モ

ニタリング装置を観測坑井に設置するのが普通である．水頭の計測の場合はピエゾメータータ

イプのスタンドパイプを坑井に立て込むが，直接水圧を測定する場合は圧力トランスデューサ

を所定の深度に設置する．PTS ロギング検層器を定期的に坑井に降下して圧力を測定する方法

もある．単一ボーリング坑内で多点測定できる機器として，Westbay MP system や Solexpert 
Piezodex system などがあげられる．どの方法によるかは坑井の運用方法に応じて選択する． 
 
地下水温・地温観測 
 オルキルオトでは詳細な仕様は不明であるがオンカロからの岩盤温度測定が連続実施されて

いる．一般的には水位観測と同時に水温は測定されるのが普通であるので，開始時期及び頻度

は水位モニタリングに準じると考えてよいのではないか． 
プレート活動の影響の強い島弧域にあるわが国は沿岸域堆積岩は前弧側，背弧側いずれにも

分布するが，安定大陸にあるオルキルオト，フォルスマルク，ビュールに比べればどちらも地

温勾配が大きいことが予想されるので地下水流動への温度の影響の評価は不可欠である．その

ためにも水位観測坑井を利用した水温・地温の観測は必須である．計測には水温計を坑井に設

置する場合と PTS ロギング検層器などを定期的に坑井に降下して温度を測定する方法がある．

どの方法によるかは坑井の運用方法に応じて選択する．水温・地温は水理モデルの制約条件と

なるので，モデルの信頼性向上の観点から，可能な限り水温・地温の観測点・観測時期は水頭・

水圧のそれと一致するようにすべきである． 
 
水理特性観測 
 透水係数のモニタリングについてオルキルオトの事例では，浅い孔井でスラグ試験を URL
建設時から毎年，深い孔井で水理試験ユニット (ダブルパッカー) を降下する試験を URL 建設

の翌年から隔年に実施している．その他に，フローメーター検層を 1 年前から毎年実施してい

る．フォルスマルクではパッカー区間を利用した流量計測を 4 年前から実施している． 
沿岸域堆積岩の地質環境においては，ビュールで指摘されたような堆積岩に固有の異常間隙

水圧の影響についてその存否を含めて評価する必要がある．一般的には坑内への地下水の流入

速度の計測によって水理特性を調べるが，そのためにはパッカーで坑井区間を区切った水頭・

水圧観測が必要とされる．坑井にパッカー区間を区切ったピエゾメータを設置したり，スタン

ドパイプ中をパッカーを備えた検層器を降下して測定したりする． 
多点温度検層あるいは単項式加熱型流向流速計によって坑内の地下水流動を計測して水理特

性を推定することもできる．同様な目的で PTS ロギング検層が利用できる場合もある．  
 
地下水水質観測 
 オルキルオトの事例では，水質モニタリングのための地下水サンプリングは年 2 回実施され

ており，早いものは 3 年前から実施されている．フォルスマルクでは，1980 年代後半の低-中
レベル放射性廃棄物処分施設 SFR の設置から水質モニタリングが実施されているが，地層処分

サイト選定に向けた本格的な水質モニタリングプログラムは 7 年前に開始されている．分析成

分については表 3.1.1.4-7，表 3.1.1.5-2，表 3.1.1.5-3 を参考に設定するのがよいだろう．配置

については，地下水水位の場合と同様にディスチャージ域を重視することが必要で，水位観測
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孔と共用することが一般的である． 
沿岸域の場合，海水が侵入してくる可能性があり，地下水流動系に複雑な層状構造をもたら

して地下水流動モデルの不確実性の要因ともなりうる．塩濃度は水頭と水圧の関係にも影響す

る．一方で塩濃度をトレースすることにより地下水流動モデルの制約条件ともなりうるもので

もある．地下水を構成している起源水には海水ばかりではないので，これらの混合を適切に評

価するためには塩濃度のみならずマルチトレーサとして様々な成分の化学分析（同位体を含む）

を実施することが望ましい． 
モニタリング装置として，坑井にパッカーをかませたパイプを設置し，パッカー区間から採

水する方法，パッカーを備えた採水器を降下して採水する方法がある．これ等のサンプリング

点は，上述の水温・塩濃度と同様な理由でできるだけ水位・水圧観測と同じ地点（深度）・時期

が一致することが望ましい． 
直接採水せずに水質計（オーシャンセブン等）を坑井に降下して塩濃度等を測定することも

可能であるが，測定できる成分に制限がある． 
 
背景情報として必要な観測項目 

地震/微小地震観測 
 地震は，水位観測データの異常値の原因ともなるので，その解釈のためには既設のネットワ

ークのデータに依存するのみならず，水位観測孔の配置を考慮した適切な場所に一般的な広帯

域の地震計を設置してモニタリングする必要がある．微小地震については，建設した施設の影

響と工事そのものにともなうノイズの影響をできるだけ分離できるような配置が望ましい．オ

ルキルオトでは微小地震観測は 2 年前から実施．フォルスマルクでは地震のモニタリング用ネ

ットワーク構築は 11 年前から実施． 
わが国の場合，地下水水位への地震の影響は大きいので，沿岸域に限らずこのデータは必須

と考えてよい． 
利用可能な他機関の観測網として，Hi-Net，KiK-net などがある． 

 
湖沼水位観測 
 フォルスマルクの事例では，地表水の水位観測は自動で毎 2 時間で，毎月 1 回現地点検を 6
年前から実施している．湖沼はディスチャージ域にあたる場合も多く，このような地域では，

適切な配置と欠測をできるだけ防ぐことが求められる． 
利用可能な他機関の観測データとして，国土交通省の水文水質データベースが利用できるこ

とがある． 
 
 
河川流量観測 
 フォルスマルクの事例では，水路を設けて流量を観測している．自動で毎 10 分の水位を観

測して水深さらに流量に換算している．毎月 1 回現地点検を実施している．フォルスマルクの

ような寒冷地ではヒーターシステムが用意してあっても機材に付着した雪や氷を定期的に除去

しなければならないことがある．ドプラー流速計のような別の測定法によるチェックもおこな

われており，その必要性が認識されている．SKB の内部資料では流出モニタリングの最大許容

精度は±5%とされているが，これは技術的にやや困難な設定のように思われる．すでに記した

ように，このモニタリングについては先行例であるフォルスマルクでもいくつか課題が指摘さ

れている．オルキルオトでは詳細は不明であるが，流出の観測は自動で毎時とされている．フ

ォルスマルクでは 5 年前から実施されている． 
利用可能な他機関の観測データとして，国土交通省の水文水質データベースなどがある． 

 
 
河川・湖沼・海水水質観測 
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 陸水及び海水の水質観測は環境モニタリングの一環として実施されている事例のみ (e.g. 
オルキルオト，フォルスマルク，ビュール) であるので，長期安全性の評価という観点でモニ

タリングの頻度を明らかにすることはできなかったが，地下水モデルにおける流入・流出ポイ

ントとなることを考慮すれば，地下水水質モニタリングにあわせて年 2 回ほぼ同時期に実施さ

れれば長期安全性の評価の目的には叶うものと思われる．事例に見る分析成分は環境モニタリ

ングの一環ということから重金属成分が含まれるなど一般的に地下水水質のそれより多くなり

がちであるが，地下水モデルでの役割を考慮すれば，分析成分は地下水水質の分析成分を包含

するのが望ましい．観測点 (採水地点) は湖沼水位観測の場合と同様にディスチャージ域を重

視し，これらの水位観測点と一致する地点から選ばれるのが望ましい．オルキルオト及びフォ

ルスマルクでは近隣に原子力関係施設 (原子力発電所や処分施設 SFR) がすでに立地するため

に，環境モニタリングはかなり早くに開始されており，地層処分施設建設に特定したモニタリ

ングの開始時期は不明であるが，地下水水質モニタリングが開始された時点でこれらのデータ

が利用できることが必要である． 
利用可能な他機関の観測データとして，国土交通省の水文水質データベースがあるが，利用

できる成分に制約がある． 
 
 
気象観測 
 フォルスマルクの事例では，降水量が 30 分毎の積算，気温，気圧，風速，相対湿度，全天

日射が毎 1 秒の値の 30 分平均を自動で記録している．可能蒸発散量 (PET) はこれらのデータ

を用いて，ペンマン式により毎 30 分の積算値をだしている．寒冷地の場合，さらに積雪深や

水面の結氷率を観測する場合がある．オルキルオトでは降水量は毎日，積雪深は毎週，浸透量

は毎月計測または導出される．地下水モデルを構築するための水位モニタリングが実施される

時点でこれらの気象データが利用できるようになっていることが望ましい． 
利用可能な他機関データとして気象庁から各種観測データがある． 

 
潮位観測 
 オンカロでは毎日とされているが，潮の干満を考慮すればおそらく連続観測であろう．特段

の事情がなければ近隣の検潮所のデータの利用も考えられる．地下水モデルを構築するための

水位モニタリングが実施される時点で過去からの潮位データが利用できることが望ましい． 
沿岸域であれば当然参照されるべきデータである． 
利用可能な他機関データとして，気象庁の潮位観測情報などがある． 
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3.2 掘削制限範囲設定のための知見の整理 

 

シミュレーションによる掘削影響領域の評価 

廃棄物埋設地直上に加えて設定すべき掘削制限範囲の考え方を，地質構造を考慮した地下水

流動系及び廃棄物埋設地建設の影響範囲等の観点から整理するために，上北平野の掘削調査等

で取得される水理特性を参考とした解析的な手法による影響範囲の把握を行う． 
具体的には，図に示すような広域の解析領域で地下水流動シミュレーション（以下広域モデ

ルという）を実施し，その計算結果を用いた境界条件を設定したより狭い領域で詳細な離散化

をしたモデル（以下サイト周辺モデルという）を作成し，このモデルをもとに仮想サイト建設

前の地下水の自然状態と仮想サイト建設後の影響，仮想サイト埋設後の影響を比較することに

する． 
 

1) 広域モデル 

広域モデルは南北 13.2 km，東西 30 km の領域で，水平的に 400 m のメッシュで分割した．

深度方向は海水準レベルを中心に詳細分割し，要素数は 53,641 である．物性を設定する地質

区分として，水理基盤，和田川層，市ノ渡層，甲地層，更新統を区分し，四ッ沢層，グリーン

タフ，上部白亜系，古第三系，下部中新統を水理基盤とした．これらの地層の分布は図に示す

弾性波探査測線結果により設定した．地層分布の例を図に，計算に用いた地層の物性を表に示

す．その他の条件として，基底要素に熱流量 100mW/m2 (読図値 44)) 相当の熱源設定，上面要

素に涵養量 98.3mm(年降水量 45)の 10 分の 1) のソースを設定し，上面境界に温度 10℃ (年平

均気温 45))、圧力 105 Pa を設定した．岩石の相対浸透率は van Genuchten-Mualem model を用

いて地層によらず暫定値を一律設定し（表 3.3-2），キャピラリー圧力関数は van Genuchten 
function を用いて地層によらず暫定値を一律設定した（表 3.3-3）． 

 

 
図 3.2-1 解析領域． 

灰色枠：広域モデル，赤枠：サイト周辺モデル，白枠：仮想サイト．赤太実線：断層 31)，灰太実線：弾性波探

査測線（南北：S94-A，東西：S94-1）31)．広域モデル，サイト周辺モデルいずれも南西隅角を座標原点とし東

西を X 軸，南北を Y 軸，深度方向を Z 軸とする． 
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図 3.2-2 広域モデル Y=6.2 km X-Z 断面における地層分布例 

赤色：更新統，紫色：甲地層，緑色：市ノ渡層，黄色：和田川層，茶色：水理基盤．水色：上部境界条件設定

要素． 

 

表 3.2-1 計算に用いた地層の物性． 

浸透率(水理基盤を除く)
31)

の他は暫定値．断層は地層境界となるが，固有の物性値を与えず． 

 空隙率 浸透率 
m2 

密度 
kg/m3 

熱容量 
J/kg deg 

熱伝導率 
W/m deg 

更新統 0.20 6.7 x 10-12 22650 1000 2.0 

甲地層 0.15 3.0 x 10-12 22650 1000 2.0 

市ノ渡層 0.10 1.6 x 10-12 22650 1000 2.0 

和田川層 0.05 2.2 x 10-13 22650 1000 2.0 

水理基盤 
（四ッ沢層、グリーンタ

フ、上部白亜系、古第三

系、下部中新統) 

0.05 1.0 x 10-15 22650 1000 2.0 

 
 

表 3.2-2 相対浸透率（van Genuchten-Mualem model）の定式化とパラメータ設定． 

𝜆𝜆 𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑆𝑆𝑔𝑔𝑙𝑙 
0.457 0.15 1.0 0.0 

𝑘𝑘𝑟𝑟𝑟𝑟: 水相対浸透率，𝑘𝑘𝑟𝑟𝑟𝑟: 気相相対浸透率，𝑆𝑆𝑟𝑟: 水飽和度． 
 

𝑘𝑘𝑟𝑟𝑟𝑟 = �𝑆𝑆∗ �1 − (1 − [𝑆𝑆∗]1 𝜆𝜆⁄ )
𝜆𝜆
�

2
    𝑖𝑖𝑖𝑖 𝑆𝑆𝑟𝑟 <  𝑆𝑆𝑟𝑟𝑙𝑙 

𝑘𝑘𝑟𝑟𝑟𝑟 = 1                                                 𝑖𝑖𝑖𝑖  𝑆𝑆𝑟𝑟 ≥  𝑆𝑆𝑟𝑟𝑙𝑙 
 

𝑘𝑘𝑟𝑟𝑟𝑟 = 1 − 𝑘𝑘𝑟𝑟𝑟𝑟                                      𝑖𝑖𝑖𝑖 𝑆𝑆𝑟𝑟𝑟𝑟 = 0 

𝑘𝑘𝑟𝑟𝑟𝑟 = (1 − 𝑆𝑆�)2 �1 − 𝑆𝑆�2�                   𝑖𝑖𝑖𝑖 𝑆𝑆𝑟𝑟𝑟𝑟 > 0 

 
0 ≤ 𝑘𝑘𝑙𝑙𝑙𝑙 , 𝑘𝑘𝑙𝑙𝑔𝑔 ≤ 1 
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𝑆𝑆∗ = (𝑆𝑆𝑟𝑟 − 𝑆𝑆𝑟𝑟𝑟𝑟) (𝑆𝑆𝑟𝑟𝑙𝑙 − 𝑆𝑆𝑟𝑟𝑟𝑟)⁄  

𝑆𝑆� = (𝑆𝑆𝑟𝑟 − 𝑆𝑆𝑟𝑟𝑟𝑟) �1 − 𝑆𝑆𝑟𝑟𝑟𝑟 − 𝑆𝑆𝑟𝑟𝑟𝑟�⁄  

 
表 3.2-3 キャピラリー圧力関数（Van Genuchten function）の定式化とパラメータ設定． 

𝜆𝜆 𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙 1 𝑃𝑃0⁄  [Pa-1] 𝑃𝑃𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚  [Pa] 𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙 
0.457 0.05 5.105e-5 1.0e7 1.0 

𝑃𝑃𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐 = −𝑃𝑃0�[𝑆𝑆∗]−1 𝜆𝜆⁄ − 1�1−𝜆𝜆 

−𝑃𝑃𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 ≤ 𝑃𝑃𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐 ≤ 0 
𝑆𝑆∗ = (𝑆𝑆𝑙𝑙 − 𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙) (𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙 − 𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙)⁄  

 

シミュレーションは Lawrence Berkeley 国立研究所で開発された多成分多相非等温流動数値

シミュレータ TOUGH246)に空気を考慮して不飽和が扱えるパッケージ EOS3 を用いて実施し

た． 
シミュレーション結果を図 3.2-3 に示す． 
 

2) サイト周辺モデル 
サイト周辺モデルは南北 9 km，東西 19.8 km の領域で縁辺部に広域モデルと共通な 400 m

メッシュを，サイト周辺でより細分したメッシュを配置した要素数 54,990 のモデルである．

モデルの境界部の温度・圧力・ガス飽和度は広域モデルのシミュレーション結果で固定してい

る．物性分布，底面での熱入力，地表での浸透降水の入力はメッシュサイズに比例して調整し，

上面境界の温度・圧力設定は広域モデルと同じである．その他，相対浸透率，キャピラリー関

数のパラメータも広域モデルと同じである．シミュレーションは同じく TOUGH2 に EOS3 パ

ッケージを用いて実施した． 
実施手順は，最初に仮想処分サイトを設けていない上記の条件（建設前，自然状態）でシミ

ュレーションを実施し，その後仮想処分サイトに相当する物性を要素に設定して操業時のシミ

ュレーションを実施する．仮想施設の位置はボーリング掘削地点下（海抜-105 m）の 500 m 四

方高さ 10 m の領域とし，温度 10℃，圧力 5x105 Pa を設定した．周囲の岩盤に比べて圧力が

低いので当然地下水はこの領域に流入するが，流入した地下水をマスバランスに考慮しない計

算の設定により，実質的に排水されることを表現している．その際処分施設境界に接する部分

の要素の浸透率をパラメータ化（5 ケース）することで施設への地下水の流入量を調節して，

それによる地下水位の変化を評価した（図 3.2-4）．地下水位の評価点は施設中心直上とした．

水位の低下は比較的速く（最長 210 日）施設がこのような状態を維持している操業期間を十数

年と想定しているが，すべてのケースでその間に安定した低い水位に落ち着いている．その後，

処分場領域を浸透率 10-15 m2 の物質で充填して水位の回復過程を閉鎖後としてシミュレートし

た．水位の回復には最も長いケースで 485 日を要している． 
坑内への湧水速度と地下水位低下の関係は図 3.2-4 に示す通りで，図の曲線右端の 1344 kg/s

の湧水はほぼ処分施設レベル付近まで水位が下がる極端なケースとなっている．他施設での事

例を見ると，国家石油地下備蓄久慈基地掘削期間中では 82 kg/s (湧水+水封水) で平均約 29 m
の水位低下 31)が認められる．オンカロ（オルキルオト）では 0.58 kg/s の湧水で水位の変化は

ほとんどないとされる 47)．今回の計算では代表例として図 3.2-4 の〇で示した湧水速度 363 
kg/s のケースについて図 3.2-5 に想定事業段階ごとの地表直下の水飽和度を，図 3.2-6 に建設

前の自然状態を基準とした操業時と閉鎖後の地下水位変動量を，図 3.2-7 に閉鎖後の地下水位

の回復過程を示した． 
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地下水位の変化は仮想処分施設直上で最大の水位低下が認められ，図に示したケースでは自

然状態の海抜 6.2 m から-12.3 m まで低下している．その影響は仮想施設を中心とした半径約 2 
km の同心円状の領域に顕著であるが，上流域にもわずかにその影響が認められる． 

閉鎖後は比較的早く水位が回復（最長 485 日）するが，建設前の状態には戻らず建設前の状

態より低い地下水位（海抜 4.7 m）となっている．これはすべてのケースで認められる傾向で

ある．また，地下水位の回復に要する時間は地下水位の低下時間より長くなる傾向が認められ

る． 
仮想施設西方にあたる上流域では閉鎖後も地下水位が低下する傾向が認められるが，この理

由は不明である．サイト周辺モデルは広域モデルに比べて解析領域を狭くした分，メッシュを

細分しているが，このことにより深度方向の要素の位置が広域モデルと異なる箇所が生じてお

り，広域モデルの計算結果を用いてサイト周辺モデルの境界条件を設定する際のこれらの要素

への条件設定（補間による圧力，気相飽和度，温度設定）に伴う計算上の人為的な影響の可能

性，あるいは初期状態が十分定常的な状態に到達していない可能性も考えられる．今回のモデ

ルでのシミュレーションは上北地域とはいえほとんど仮想的な計算であったが，実際のサイト

に向き合う視点に立つと，初期状態をモデルで再現する場合に，計算上の人為的な影響により

再現できないのか，あるいは初期状態の観測データ（ベースラインデータ）に不足があるため

に再現できないのかについて，十分なデータを踏まえた詳細な検討が必要であることを示して

いるように思われる．これについては今後の課題と考える． 
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図 3.2-3 広域モデルシミュレーション結果． 

水平距：高距=1:2． 
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図 3.2-4 仮想施設での湧水速度と仮想施設中央直上の地下水水位（海抜 m）の関係． 

Flow rate 0 は施設建設前の状態． 
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図 3.2-5 想定事業段階ごとの地表直下の水飽和度分布． 

水平距：高距=1:2．操業時と閉鎖後は図 3.2-4 〇のケース．白枠：施設の位置の地表投影．(model31, model32f/r) 
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図 3.2-6 サイト周辺モデルにおける地下水水位の変化 

（図 3.2-4 〇のケース） 建設前を基準とする．上：建設前⇒操業時 (Model31 → Model32f)，下：建設前⇒

閉鎖後 (Model31 → Model32r)，白枠：施設の位置の地表投影． 
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図 3.2-7 仮想施設中央直上の閉鎖後の水位（海抜 m）変化（回復過程） 

図 3.2-4 〇のケース(model32r) 
 
3) まとめ 

掘削制限範囲を考える上において前提として何を掘削するかを明確にする必要がある．おそ

らくトンネルなどの地下工作物及びそのための事前調査のボーリングなどが想定されるが，廃

棄物埋設地直上は当然制限されることから，それ以外の地域であれば，ボーリングは適切に埋

孔されればその影響は小さいものと思われる．したがって，考慮すべきは地下工作物等による

地下空間利用の地下水への影響であり，これらを考慮して掘削制限範囲を設定する必要がある．

具体的には地下工作物の設置により許認可の前提となる事前に想定された地下水流動が乱され

て廃棄体の有害な影響が生活圏に及ぶことがないように設定することである．今回の解析的な

手法による地下水の水位の影響範囲は，施設直上を中心とする半径約 2 km の同心円状の領域

で，埋設後は完全には元の水位に復さず幾分低め（1.5 m）に数年のオーダーで落ち着いている．

今回の地下水モデルでは，格子の切り方やパラメータの設定により擾乱の評価が影響され，そ

の一因として初期状態のモデル化の影響が考えられた．このことは擾乱の場となりうる地下水

系の初期状態の把握の重要性及びベースライン状態の把握という国際的な共通認識を踏まえた

モニタリング計画の必要性を示唆するものと考えられる．最低限のモニタリング計画について

はすでにまとめたので，ここでは再言しないが，これらの計画も調査や開発の進展に伴って日々

蓄積する知見によって見直さねばならない．データのフィードバックにおいては，閾値を超え
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た場合，ある意味で想定外のケースについてオルキルオトで示された方針は，フィードバック

の考え方において参考となるので次のようにまとめた． 

取得した予想外のデータがエラーでもなく自然なあるいは人為的な一時的な理由でないこと

を確かめるべくまず再評価する．もし明確な説明が見いだされない場合は，関係者にその結果

を通知して情報を共有する．必要であれば他の専門家とともにこの予想外の結果についてその

意味及び重要性を評価しデータの質と信頼性を確かめる更なる調査を実施する． 
データのフィードバックにはルーティン的なものとこのような想定外のものもあることを念

頭に置いたうえで取り組まねばならない．  
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4．岩盤掘削等による力学特性・水理学特性の評価 

【仕様書記載内容】 
岩盤を掘削した場合、土圧水圧等の作用の解放により変形が生じ岩盤に損傷が生じ、水理特

性が低下することが懸念される。核種移行の安全評価では、こうした作用による力学特性の変

遷と水理学特性の変遷の関連性について評価し、その妥当性確認に関する科学的・技術的知見

を取得する必要がある。 
本事業では、岩盤の応力解放を想定した既往の力学構成モデルを抽出するとともに、処分坑

道への適用性について整理する。さらに、力学構成モデルと水理学特性の連成モデルを構築す

るために応力解放と水理学特性変化を模擬した試験を行い、力学特性及び水理学特性の評価に

おける科学的・技術的知見を取得する。 
 
【実施内容】 

 平成 31 年度は，主に室内岩石実験を中心として，以下の内容で事業を実施する． 

１)既往力学構成モデルの抽出及び適用性整理 

坑道掘削に伴う岩盤の力学・水理学的影響範囲の評価手法について，段階的な応力場の変化の

取り扱い並びに新規き裂の発生及び既存き裂の開口等の水理特性の変化に着目して，既往の研

究を対象に知見を整理し課題の抽出を行う． 

２)応力開放を想定した水理・力学特性変動評価の室内実験 

坑道掘削に伴う応力再分配を模擬した岩石試験を行う．坑道の掘削や埋戻しの際に生じる応力

状態の変化に伴う力学的・水理学的変動を評価する目的で，変形－透水真三軸試験装置を用い

た応力経路模擬試験を実施する．応力模擬経路としては，例えば坑壁近傍の応力状態について

は，①坑道掘削前の初期地圧(3 軸応力)状態，②坑道掘削後の壁面が応力開放された(2 軸応力)

状態，③埋戻しを行った後の 3 軸応力状態が考えられる．これらの載荷・除荷パターンについ

ては，初期応力状態に対する坑道軸方向や坑道壁面からの距離を考慮して設定するものとする．

また，断層や節理あるいは層理面等がき裂の発生や水理特性に与える影響を評価する． 

３)力学・水理学特性モデル化のための課題の抽出 

堆積軟岩の水理-力学特性をモデル化するために，ひずみ軟化･硬化特性，ダイレイタンシー挙

動，間隙水圧の影響について整理する．例えば，間隙水圧の低下や脱ガスの影響などによる水

飽和度の低下(不飽和領域)の影響の大きさや，それに伴う水理-力学連成モデルの違いについて

整理を行い，モデル構築の上での課題を抽出・整理する． 

 
【成果】 

4.1 既往力学構成モデルの抽出及び適用性整理 

 本項では，坑道掘削に伴う岩盤の力学・水理学的影響範囲の評価手法について，既往の研究

を対象に知見を整理し課題の抽出を行うことを目的としている．地下空洞を掘削する際には，

その掘削行為によって地下空洞周辺の応力が変動し，坑道壁面の近傍にき裂が生じる．き裂の

発達は，坑道壁面の岩盤の崩落などの力学的不安定を引き起こすうえ，地下水の水みちとなる

可能性があり核種の移行経路として評価する必要がある．このような力学的・水理学的変動が

生じる領域を，掘削影響領域としている(青柳ほか, 20171))．放射性廃棄物の埋設地を対象とし

た掘削影響領域に関する研究はこれまでの多くの事例があり，掘削影響領域の概念，考え方，

並びに重要性について議論がされている(郷家ほか , 20062); 冨田ほか , 2007a3); 青柳ほか , 

20171))．Nguyen et al. (2018)4)によると，これまでの掘削影響領域の研究で解明されてきた主

な成果は以下のようにまとめることができる：(i) 掘削影響領域の形状と範囲は場所によって異

なり，それらは坑道のサイズ，岩種，力学的特性，異方性，並びに初期地圧に関係する，(ii) 掘

削影響領域には顕著な局所的な不均質性が存在する，(iii) 掘削影響領域の透水係数は壁面近傍
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で大幅に増加し，壁面から離れるとインタクトの岩石のレベルまで減少する．掘削影響領域の

透水性は，最大でインタクトな岩盤の 6 桁程度増加するケースも報告されている(Tsang et al., 

20055))．本研究では，これらを踏まえたうえで，坑道掘削に伴う岩盤の力学・水理学的影響範

囲の評価手法についての整理を行った．特に，段階的な応力場の変化の取り扱い並びに新規き

裂の発生及び既存き裂の開口等の水理特性の変化に着目して，既往の研究を対象に知見を整理

し課題の抽出を行った． 

  
 掘削による力学的・水理学的特性変化が生じる坑道壁面周辺の状況を表す用語は，Tsang et 

al. (2005)5)，郷家ほか(2006)2)，Lanyon (2011)6), Ghazvinian(2015)7)等で整理されている．Tsang 

et al.(2005)5)では以下のように定義している(図 4.1-1a)． 

・ 掘削影響領域(Excavation Disturbed Zone, EdZ)は水理・力学及び化学的な変動を受けた領域

であるが，物質移行には大きな影響を与えない． 

・ 掘削損傷領域(Excavation Damage Zone, EDZ)は水理・力学及び化学的な変動を受けた領域

であり，物質移行に大きな影響を与える(これは例えば透水係数にして 1~2 オーダー程度の

変化とする)． 

 これらの領域はインタクトな状態の岩盤の物理特性(例えば透水係数等)との比較によって決

まるため，インタクトな状態の母岩の物理特性を適切に評価しておくことが重要である．ま

た，郷家ほか(2006)2)は，掘削影響領域について，(i)発破などの直接的な損傷によって生じる

掘削損傷領域，(ii)坑道のき裂に沿って大気が侵入する不飽和領域，(iii)掘削に伴って応力が変

動する応力再分配領域の三つの領域の重ね合わせによる領域として定義している(図 4.1-1b)． 

  
 

       
       (a)                         (b) 
図 4.1-1 坑道壁面近傍の概念図：(a)Lanyon et al.(2011)6)を一部修正，(b)郷家ほか(2006)2)を

一部修正． 

 
室内実験による坑道壁面の岩盤の力学的評価 

 掘削に伴う坑道壁面近傍の岩盤の力学的な評価には，原位置の岩石サンプルを用いた室内試

験による一軸及び三軸圧縮強度による評価が提案されている．これまでの研究では，室内実験

で行われる一軸・三軸圧縮試験における微小き裂の発生・進展・連結に対応する応力状態と，

掘削に伴う坑道近傍の応力状態・破壊挙動を比較し，簡易的に室内実験から掘削影響領域の岩

盤の破壊基準を設定しようとする試みが行われている．Martin(1997)8)は，脆性的な挙動を示す

岩石の一軸・三軸圧縮応力下における応力-ひずみの関係とその段階的な特徴をまとめている

(図 4.1-2)．Cai and Kaiser (2014)9)は，さらに岩石の挙動を以下の 5 つのステージに分けてい

る(図 4.1-2)． 

ステージ I：既存の微小き裂が閉じる過程． 

ステージ II：線形弾性変形の過程． 

ステージ III：微小き裂が発生し始めるレベルであり，応力値は一軸圧縮強度の 0.3 倍から 0.5
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倍程度である．ここでの微小き裂の方向は最大主応力方向(鉛直方向)と平行に進行し，ダイレ

ーションが始まる． 

ステージ IV：き裂の連結が始まり，応力値は一軸圧縮強度の 0.7 から 0.8 倍程度である．ダイ

レーションが急速に進む． 

ステージ V：ピーク応力に到達する．巨視き裂を伴うせん断破壊を生じる． 

 

 
図 4.1-2 一軸・三軸応力下における応力-ひずみ関係及びき裂の進展の各段階における関係性

(Martin, 19978))．ここで、σcc は圧縮によって既存微小き裂が閉じる応力レベル，σci は横ひず

みおよび体積ひずみの増分が線形を逸脱し，微小き裂が発生し始める応力レベル，σcd は軸ひ

ずみの増分が線形を逸脱し，体積ひずみ増分が膨張側へ反転するとともにき裂の進展・連結が

不安定となり，せん断面が形成され始める応力レベルである． 

 
 Martin(1997)8)や Diederichs(2007)10)は，室内岩石実験における微小き裂の発生時の応力値

σci(一軸圧縮強度の 0.3 倍から 0.5 倍程度)によって岩盤の破壊基準を設定している．これは，

原位置の坑道壁面の破砕が生じるときの応力値が，一軸圧縮試験時の AE によって計測された

微小き裂の開始応力に相当する，という考えによるものである．原位置の岩石を採取し一軸圧

縮強さに関するデータを取得することにより，岩盤を掘削する際の岩盤周辺の破壊強度を予め

推定することを試みている．しかしながら，原位置と室内試験の諸条件には当然乖離があり，

一軸圧縮強さをそのまま坑道周辺の岩盤の破壊基準に適用するにはより詳細な検討が必要であ

る．これまでの研究において，「現場の坑道周辺の岩盤の強度が，一軸圧縮強度の約 0.4 倍にな

る」という現場における経験上の工学的な判断基準については，原位置のき裂・変形・破壊の

状況から一定の関係性が得られている．しかし，原位置と室内実験における様々な条件を考慮

したうえでそれぞれの関係性を総合的に検討している報告はない(Cai and Kaiser，20149))．原

位置の岩石強度が室内実験における岩石強度よりも低くなる要因については様々な検討がされ

ている．例えば，既存き裂の存在，高封圧から低封圧状態に移行したときのき裂の進展促進，

切羽進入に伴う応力の回転(Eberhardt，200111))，掘削に伴う一時的な非排水状態による間隙水
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圧の上昇(冨田ほか，2007b12); Wild and Amann, 2018a13),2018b14))等がある．Olsson(1991)15)

は，ひずみ速度が岩石の強度に与える影響についてひずみ速度 10-14~108 の範囲で検討してい

る．Laigle (2006)16)は，原位置の掘削速度(10-9~1010/s 程度)は室内試験の載荷速度(10-5/s 程度)

よりも遅いことを理由に，現場の岩石強度は室内試験の 50%であるとしている．Wang et al. 

(2020)17)は、坑道掘削に伴う応力開放について、動的な減圧の影響を坑道掘削周りのき裂の評

価に取り入れる必要性について言及している。これら様々な現象は、坑道掘削壁面近傍の応力

場の変動やき裂の形成に影響を及ぼしていると考えられるが、各要因の影響度合いについて報

告された例はなく、今後検討すべき課題といえる。 

 
掘削時の切羽進入に伴う主応力軸の回転 

 Eberhardt(2001)11)は掘削に伴う坑道近傍の応力の変動に着目し，三次元有限要素法によって

弾性解析及び弾塑性解析を行った．数値解析では，切羽の段階的な進入と主応力の変動の関係

を連続的に示しており，差応力の増大や主応力軸の回転が掘削影響領域のき裂に与える影響に

ついて言及している．また，最大主応力の方向とトンネル軸の方向の関係が，トンネルの天端

及び側壁の応力に及ぼす影響について検討している．解析の結果から，初期地圧の最大主応力

が水平でかつトンネル軸に直行する場合が，最も高い応力集中が生じることを示した．Martin 

(1997)8)では，現場の計測から，切羽先端の 0.7–1.4m 先において応力の回転によるき裂の発生

が起きている可能性を議論している．応力が破壊強度よりも低い弾性範囲内であれば，応力回

転による影響は低いと考えられるが，応力回転による差応力の増大により岩盤にもとから存在

している既存き裂がさらに進展する可能性がある．応力回転によって既存き裂から新しい破壊

が始まり，最大主応力と平行に進展していくことはこれまでの実験的検討によって明らかにさ

れている(Wu and Pollard，199218))．応力回転は解析的にも検討されており，Diederichs et al．

(2004)19)は，回転のない応力経路と比較して，回転する応力場ではき裂の広がりが約 2 倍に増

加する可能性があることを示した．また，Eberhardt(2001)11)は弾塑性解析の重要性にも言及し

ており，適切に掘削影響領域の評価を行うためにはき裂の発生を考慮した三次元解析モデルの

検討が必要である． 

 岩盤の掘削に伴う主応力の回転と応力値の変動は，掘削影響領域のき裂の発生とその方向を

支配する可能性が高いため，掘削影響領域の水理場にも大きな影響を与えると考えられる．し

たがって，初期地圧の主応力方向と坑道軸の方向の関係から，掘削影響領域のき裂の方向とそ

れに伴う透水特性変化の傾向をあらかじめ把握しておくことは，坑道を設計する上で重要であ

る． 

 坑道掘削に伴う応力場の変動をき裂の進展について数値計算をした例として，Lisjak et al. 

(2016)20)がスイスの Mont Terri 岩盤研究所を対象に有限要素法と個別要素法を組み合わせた

FDEM によって検討を行っている．岩盤の層理面を明示的にモデルに組み込み，坑道の掘削か

ら埋め戻しまでの段階的な応力場の変動について報告している．FDEM では，弾塑性領域にお

いては要素の応力とひずみの関係が有限要素法に従いう．一方，要素間にあらかじめ設置され

たバネに引張及びせん断強さを超えるような応力が生じた場合には，バネが弱化・分離してい

く個別要素法の法則に従う．連続体から不連続体への挙動の受け渡しにはモデル上の注意が必

要であるが，解析手法の妥当性を室内実験結果や原位置試験結果によって検証している． 

 
既存き裂の開口等の水理特性の変化 

 掘削影響領域の応力場の変動に伴い，き裂が発生・進展することによって地下水経路として

の新たな水みちとなる可能性が示唆されている．これまでの研究でも，岩盤の力学的状態と水

理学特性の関係性について様々な検討が行われている．各国の研究機関が参加している国際的

な枠組みとして，地層処分における連成挙動のモデル化や評価を検討するための DECOVALEX 
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(DEvelopment of COupled models and their VALidation against EXperiments)プロジェクトが

ある(Tsang et al., 200921))．DECOVALEX プロジェクトは，スウェーデンの安全規制機関 (SKI：

1992 年当時)が主導したプロジェクトであり，それぞれの国の地層処分の実施主体や規制機関

が常時 10 機関程度参加している．DECOVALEX では，地下研や室内で行われる実験結果をも

とに，連続体や不連続体解析を用いて同じ問題を解き，連成挙動の構成則やモデルによる評価

の違いについて検討する．1992 年から始まり現在は第 7 フェーズが行われているところであ

る．Tsang et al. (2009)21)，Rutqvist et al. (2009)22)，Garitte et al. (2017)23)は，DECOVALEX プ

ロジェクトの中で行われた原位置試験，複数解析手法による評価，及び室内実験についてまと

めている． 

 青柳ほか(2017)1)は，幌延深地層研究センターの 350m 深度における調査行動を対象として，

掘削影響領域の広がりや透水係数の原位置試験を実施した．BTV 観察によるき裂の分布状況や

坑道壁面の観察による結果，EDZ き裂（掘削損傷領域のき裂）が壁面から約 0.2～1.0 m まで

進展しており，透水係数は 3～5 オーダーほど高い値であることを示した．また，透水試験は

2 年間にわたって実施されたが，有意な経時変化は見られず，EDZ は掘削直後に形成されたと

結論づけている．また，Sato et al. (2000)24)は東濃鉱山において原位置試験を実施し，EDZ は

少なくとも 0.3–0.5 m であり，透水係数は壁面から 0.5m-1.0m の範囲において 2 オーダー以上

の増加傾向を示した．Bossart et al. (2002)25)，Bossart et al. (2004)26)は，Mont Terri 岩盤研究

所の掘削影響領域について、地質構造と水理特性の関係について検討している。Bossart の研

究グループは、Mont Terri 岩盤研究所の EDZ の概念モデルを提案し、樹脂の注入によるき裂ネ

ットワークの可視化、透水・透気試験など各試験データを総合的に論じている。その EDZ の概

念モデルでは，坑道壁面から 1m 以内では、き裂ネットワークが形成され、透水係数の増大に

影響していることを示した。 

 
4.2 応力開放を想定した水理・力学特性変動評価の室内実験 

 本項では，坑道の掘削の際に生じる応力状態の変化に伴う力学的・水理学的変動を評価する

目的で，変形－透水三軸試験装置を用いた応力経路模擬試験を実施した．応力経路模擬試験と

して，角柱岩石試料における実験結果について以下に述べる．特に，中間主応力が変化したと

きの透水係数の異方性(破断面を横切る鉛直 Z 方向，及び破断面に平行な水平 Y 方向)について

検討した． 

 
4.2.1 岩石試料 

 岩石試料として，幌延深地層研究センターにおける稚内層珪質泥岩(東立坑，深度 350m)を用

いた(図 4.2-1)．稚内層珪質泥岩の力学特性については，羽柴ほか(2014)27)，青柳ほか(2015)28)

等で詳しく報告されている．青柳ほか(2015)28)は，稚内層珪質泥岩の特徴として，計測されて

いるデータの中では深度依存性がなく，粘着力は 3~4MPa，内部摩擦角は 20~35°程度の値を

示している．また，羽柴ほか(2014)27)は水分の影響について検討しており，最大で 0.9 %程度

の軸方向の収縮ひずみや，乾燥時の強度が 2 倍程度になることを報告している．本実験に使用

した岩石は，表面観察の上き裂の少ない健全な部分を用い，角柱試料に整形している．インタ

クトな試料における間隙率・透水係数はそれぞれ，40%・2.0×10–12~2.0×10–11m/s 程度である． 
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図 4.2-1 幌延深地層研究センターにおける稚内層珪質泥岩(東立坑，深度 350m)の保管状況． 

 
 岩石試料空隙率を，ASTM(American Society for Testing and Materials, 199929))により基準化

された手法である水銀圧入式ポロシメータにより測定した．測定に使用した岩石片はそれぞれ

1cm3 程度の大きさである．図 4.2-2 は，今回実験に用いたサンプルから採取した水銀圧入式ポ

ロシメータ測定結果である．横軸に空隙直径(μm)を log スケールでとり，縦軸は空隙径ごとの

試料の空隙量との相対比率を表している．幌延泥岩の空隙率は 41.3%と大きく，空隙径分布は

4μm が最も多かった．頂点が 2 つあるバイモーダルな空隙径分布を示している．本結果は既往

の報告と調和的である(青柳ほか, 201528))． 

 

 
図 4.2-2 水銀圧入式ポロシメータによる空隙径分布 
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            (a)                   (b) 
図 4.2-3 (a)真三軸試験装置の模式図．(b)真三軸試験装置の写真．鉛直 Z 方向ピストンによっ

て鉛直 Z 方向荷重を，二つの左右の水平 Y 方向ピストンによって水平 Y 方向荷重を，圧力容

器内の油圧を上昇させることによって水平 X 方向荷重をそれぞれ載荷する．  

  
図 4.2-4 岩石試料，アタッチメント，変位計，及び透水試験測定装置の模式図.ここで，①は

岩石，②及び③はエンドピース，④は分水盤，⑤，⑥，⑦はそれぞれ水平 X 方向，水平 Y 方

向，鉛直 Z 方向の変位計，⑧はシリコンシーラントである．シリンジポンプ A は上流側の鉛

直 Z 方向及び水平 Y 方向，シリンジポンプ B は下流側の鉛直 Z 方向及び水平 Y 方向に接続さ

れている． 

 
4.2.2 試験装置概要 

 図 4.2-3 に，産業技術総合研究所地質調査総合センターが保有する大型真三軸試験装置の概

要図及び写真を示す．産総研の所有する真三軸試験装置は，3 主応力軸に独立に載荷すること

が可能であり，また岩石を変形・破壊させながら 2 方向の透水特性・間隙水圧を測定・解析で

きる試験装置である．特に，1MPa 以上の比較的高い間隙水圧を作用させることが可能であり，

廃棄物埋設の処分深度相当の間隙水圧を模擬することが可能である．また，本真三軸試験では，

破断面を中間主応力方向と平行に生じさせることができ，破断面に沿う透水係数の計測ができ

る．これは，掘削影響領域において核種移行の短絡経路となりうる坑道軸方向の水理特性を直
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接的に評価することにつながり，既往の試験手法と比較してより原位置の条件に近い水理・力

学連成挙動の検討が可能である． 

 本試験装置は，封圧，ピストン，並びに間隙水の圧力や流量を制御する 3 つのシステムで構

成されている(図 4.2-4)．間隙水圧は 2 つの TELEDYNE ISCO 社製高精密シリンジポンプ

100DM(上流)，260D(下流)によってそれぞれ制御されている．試験装置の詳細は既往の研究を

参照されたい(Li et al., 200230); Takahashi, 200731); Sato et al., 201832))．岩石試料の軸圧および

側圧は圧力容器外に設置されたロードセルで検出し，封圧は圧力センサーで検出する．X，Y，

Z 方向の変位は高感度変位計 LDT(濱田電気)を使用して測定し，岩石の形状から 3 方向それぞ

れのひずみを算出する．また，本試験機は，試験の目的に応じて応力・荷重・変位の制御を選

択することができる．応力制御は圧力容器外のロードセルのフィードバックによって，荷重制

御は圧力容器内の最大種応力方向(Z 軸方向)のロードセルのフィードバックによって行う．変

位制御は，圧力容器外のピストンストロークの変位計のフィードバックによって行う． 

 真三軸試験装置によって 3 主応力を載荷させる場合、角柱岩石試料を用いるが，円柱岩石試

料を用いた通常の三軸試験も行うことが可能である．円柱試料を用いた三軸試験では，水平 Y

方向ピストンを用いずに，鉛直 Z 方向ピストン及び封圧によって三軸状態(σZ>σY=σX)を設定す

る．  

 
4.2.4 角柱岩石の応力開放試験 

4.2.4.1 岩石試料及びアタッチメント 

 角柱の岩石試料は，幌延深地層研究センターにおける稚内層珪質泥岩(東立坑，深度 350m)を

用いた．岩石試料はき裂の少ない健全な部分を用い，岩石カッター及び岩石研削盤によって 70

×35×35 mm の直方体に整形した(図 4.2-5a)．図 4.2-5b に，岩石試料のアタッチメントの写真

を示す．図 4.2-5b に示すように、岩石試料のアタッチメントは、上下左右に配置するエンドピ

ースと岩石試料の間に分水盤，銅箔，並びにテフロンシートを挟み込む形で設置する．これは，

載荷に伴い岩石試料表面とエンドピースに生じる摩擦を低減させるためである．これらを配置

した後，図 4.2-6a に示すように，シリコンシーラントによって岩石試料表面の被覆および岩石

試料とエンドピースの接合を行った．その後，試験装置の台座に設置し，鉛直 Z 方向及び水平

Y 方向の透水ラインを接続する(図 4.2-6b)．岩石試料は 1 ヶ月以上イオン交換水に沈め，含水

飽和させた． 

 

    
                     (a)                                  (b) 
 
図 4.2-5  (a)幌延泥岩試料，(b)岩石試料のアタッチメント：外側からエンドピース，分水

盤，銅箔，テフロンシート，岩石試料の順に配置する．写真では左側を展開しており，右側は
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同様に配置されたものを岩石とエンドピースで挟み込むように配置している．上部及び下部

は，エンドピース，銅箔，テフロンシート，岩石試料の順に配置している．上部及び下部のエ

ンドピースには溝があり分水できる構造となっている． 

     
                  (a)                                  (b) 
図 4.2-6 (a)岩石及びアタッチメントをシリコンによって被覆した様子，(b)Z 方向・Y 方向の

透水ライン及び 5 つの変位計を設置した様子．変位計は Z 方向・Y 方向にそれぞれ 2 つ(写真

で見えている前面と背面)設置し，X 方向は中央に 1 つ設置した．透水ラインはシリンジポン

プまでの長さが同じになるように調節している． 

 
4.2.4.2 実験手法 

 本実験では，掘削時の切羽進入に伴う応力再分配を模擬した岩石実験を行う．坑道掘削前の

初期地圧の状態，及び坑道掘削後の壁面が解放された状態においてフローポンプ法による透水

試験を実施し，破壊モードの影響によるき裂の発生が透水特性に与える影響の違いを確認した．

透水試験は，鉛直 Z 方向及び水平 Y 方向の 2 方向について行った． 

 実験における載荷荷重は Eberhardt(2001)11)の数値解析ケースを参考に，作用させる 3 方向

の応力の増加・減少傾向を設定した(図 4.2-7)．Eberhardt(2001)11)では，以下の 3 つの要素につ

いて坑道壁面の応力状態に与える影響を検討している． 

(i)坑道掘削前の初期地圧(３主応力)の方向と坑道の軸の関係 

(ii)坑道断面の位置(天端及び側壁近傍) 

(iii)切羽の位置 

  
           (a)                 (b)  

 
(c) 
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*主応力の方向は変化するため，おおよその向きを記載． 

          (d)                    (e) 
図 4.2-7 初期地圧の最大主応力が水平でかつ坑道軸と直交になる場合の，切羽進入に伴う主

応力値及び主応力方向の変動についての数値解析結果：(a)天端近傍，(b)側壁近傍，(c)応力計

算位置と切羽の位置の関係，(d)天端近傍における各段階での主応力軸の方向，(e) 側壁近傍に

おける各段階での主応力軸の方向((a)，(b)，(c)は Eberhardt(2001)11)に追記)． 

 
 Eberhardt(2001)11)が検討している初期地圧の方向と坑道軸の関係の中で，切羽進入時の差応

力状態が最も大きくなるのは，地圧の最大主応力が水平でかつ坑道軸と直交になる場合である．

また，切羽進入時の差応力が最も高い傾向があるため，切羽進入時に掘削影響領域が形成され

ると仮定した．切羽進入時の差応力の状態に注目すると，天端近傍は最大及び中間主応力が大

きく，最小主応力が低い二軸圧縮卓越応力場になる。一方、側壁近傍では最大主応力が大きく，

中間及び最小主応力が小さい一軸圧縮卓越応力場になる．本実験においてもこれら 2 ケースを

想定し，一軸圧縮応力卓越場(ケース 1)及び二軸圧縮応力卓越場(ケース 2)において破壊が生じ

るように荷重を制御した． 

 本実験で計測された 2 つの載荷経路を図 4.2-8 及び図 4.2-9 に示す．本実験では，封圧の載

荷・除荷は応力制御とし，鉛直方向の載荷・除荷はストローク制御とする．本実験で採用した

初期地圧は，幌延地下研究所における深度 350m 相当の応力設定値としている．幌延地下研究

所では，設計時における地圧比を，最大主応力，中間主応力(鉛直方向)，最小主応力の順に 1.3，

1.0，0.9 と設定している(森岡ほか, 200833))．したがって，深度 350m の土被り圧を 5.6MPa 

とすると，最大主応力は 7.3MPa ，最小主応力 5.0MPa となる．間隙水圧は，地下 350m 相当

の 3.5MPa を作用させた．岩石試料には，鉛直 Z 方向(最大主応力)，水平 Y 方向(中間主応力)，

及び水平 X 方向(最小主応力)として，それぞれ対応する荷重を載荷した．以下に，応力経路ご

との鉛直 Z 方向，水平 Y 方向，及び水平 X 方向の応力状態を述べる．図 4.2-8 及び図 4.2-9 の

①，②，③は，透水係数を計測した時刻及び応力状態を示す． 

経路Ⅰ：封圧を上昇させ，X 方向の応力値 8.5MPa(有効応力 5MPa)まで増加する．その後，Z

方向，Y 方向を，それぞれ 10.8MPa(有効応力 7.3MPa)，8.9MPa(有効応力 5.6MPa)付

近まで載荷した．図 4.2-8 及び図 4.2-9 に示すように，荷重の制御はストローク制御

で行っているため，Z 方向及び Y 方向の荷重の制御に若干の誤差が生じている．しか

し，初期地圧は破壊強度よりも十分低い応力値であり，力学的・水理学的影響は無視

できる範囲であると判断した．図 4.2-8 及び図 4.2-9 に示す①の応力状態で透水試験

を行った． 

経路Ⅱ：・一軸圧縮応力卓越場(ケース 1)では，Y 及び X 方向荷重は一定として，試料が破壊す

るまで Z 方向荷重を増加した． 

・二軸圧縮応力卓越場(ケース 2)では，X 方向荷重は一定として，Y 方向及び Z 方向荷

重をケース 1 における破壊強度近傍まで増加し，その後試料が破壊するまで Z 方向荷

重のみを増加した． 

岩石試料が破壊した後，残留応力が安定するまで Z 方向変位を増加した．図 4.2-8 及

び図 4.2-9 に示す②の応力状態で透水試験を行った． 
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経路Ⅲ：坑道掘削後の壁面が解放された状態を想定し，それぞれの荷重を減圧した．応力値は

Z，Y，X の順に，13MPa，10.5MPa，3MPa とした．通常，天端及び壁面近傍では，

坑道の掘削に伴い応力が解放されるため，最小主応力(実験では X 方向)はゼロにする

ことが望ましい．しかし，本実験では除荷後の透水係数をフローポンプ法によって計

測するために間隙水圧を少なくとも 1MPa 程度に保持する必要がある．また破壊して

いる岩石のリークのリスクを低減するために，封圧(水平X方向)を 3MPaに設定した．

図 4.2-8 及び図 4.2-9 に示す③の応力状態で透水試験を行った． 

 本試験では，比較的低透水である珪質泥岩を扱うため，フローポンプ(下流側定圧制御)法 

を採用した．透水試験は，上述した経路ごとに，鉛直 Z 方向及び水平 Y 方向の 2 方向をそれぞ

れ行った．流速は，0.002mL/min を一定流量として制御した．間隙水圧は除荷前は 3.5MPa，

除荷後は 1.0MPa とし，透水係数の算出はダルシーの式を用いた． 

 

 
図 4.2-8 ケース 1 (一軸圧縮卓越応力場)における載荷応力時刻歴．図中の①,②,③は透水試験

を行った時刻及び応力状態を示す． 

 
図 4.2-9 ケース 2 (二軸圧縮卓越応力場)における載荷応力時刻歴．図中の①,②,③は透水試験

を行った時刻及び応力状態を示す． 

 
4.2.4.3 実験結果 

 図 4.2-8 及び図 4.2-9 にそれぞれのケースの載荷応力時刻歴を示す．初期地圧，及び掘削後

の応力開放状態を模擬した応力値についてはおおむね再現することができた．ケース 2 につて

は，Z 及び Y 方向の荷重を同時に載荷したため，結果的にケース 1 よりも短い時間で載荷し、

破壊に至っている． 
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(a) 

 
(b) 

図 4.2-10 差応力とひずみの関係：(a) ケース 1 (一軸圧縮卓越応力場)，(b)ケース (2 二軸圧

縮卓越応力場)． 

 

 図 4.2-10 に各ケースの差応力 (σZ−σX)と 3 方向のひずみ (εX，εY，εZ)及び体積ひずみ

(εV=εX+εY+εZ)の関係を示す．ケース１では，最初は線形的な応力ひずみ曲線を示すが，最大荷

重の 40-50%から次第に非線形の挙動を示した．一方，ケース 2 では，水平 Y 方向(中間主応力)
の載荷時に非線形な挙動を示すが，その後はほぼ線形に変形しピーク圧縮応力を迎えている．

これは，二軸圧縮卓越応力場であるため，より弾性的な変形挙動を示したためだと考えられる．

ケース 1 とケース 2 を比較すると，εY 及び εV の挙動は明らかに異なっている．まず，εY は Y
方向の荷重が加えられた後は一定値を示し，適切に制御されていることがわかる．ケース 1 で

は，εY は膨張側に，ケース 2 では圧縮側になった．また，ケース 1 では，εV はピーク後に膨張

方向に転じるのに対し，ケース 2 では，膨張方向への変化が顕著ではない． 
 最大圧縮応力は、ケース 1，ケース 2 でそれぞれ 36.2MPa，32.7MPa を計測した．中間主応

力が破壊強度に与える影響は，これまでも主に結晶質岩を対象に検討されている(図 4.2-11)．
通常，中間主応力が増えるに従って圧縮強さは増加するが，中間主応力が最大主応力に近づく

につれて，破壊モードがせん断から伸張に変化し，圧縮強さも減少していく．本実験では，ケ

ース 2 における中間主応力が最大主応力に近く，圧縮強さが上昇しなかったと考えられる．ま

た，上述した載荷速度の違いが影響した可能性もある． 
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図 4.2-11 異なる最小主応力における最大主応力と中間主応力の圧縮強さの関係(Haimson 

and Rudnicki, 201034))． 

  
           (a)                    (b)  
図 4.2-12 各段階における透水係数測定結果：(a)ケース 1(一軸圧縮卓越応力場)，(a)ケース

2(二軸圧縮卓越応力場) 

 
 図 4.2-12 に各ケースの透水係数測定結果を示す．初期地圧における透水係数はケース 2 の方

がやや高い結果が得られたものの、オーダーとしてはケース 1 とケース 2 で同程度であった．

また，どちらのケースも鉛直 Z 方向が水平 Y 方向よりも高い値を示しており，透水異方性が確

認できた．応力の各段階の変化については，どちらも破壊後の残留強度の時点②における透水

係数が最も低くなった．②はマクロき裂が発生した後の残留応力であるが，応力値としては①

と③に比べて高く，②の段階においては，マクロき裂は水みちとして透水係数に影響を与えた

とは考えにくい．この結果は，単純にき裂の存在が透水係数の上昇に繋がるわけではなく，応

力場及びき裂の状態を含めて検討する必要があることを示している．次に，③の段階ではどち

らのケース及び透水測定方向でも透水係数が上昇した．この結果は，減圧作用が透水係数に明

らかに影響を与えることを示している． 

 Sato et al. (2018)32)でも議論されているように，通常、結晶質岩ではマクロき裂が生じると

透水係数が上昇するのに対し，砂岩や泥岩などの堆積岩ではマクロき裂が透水係数に与える影

響が明瞭ではない．マクロき裂が透水性に及ぼす影響は，岩石を構成する鉱物粒子にも依存す

るため，岩石ごとの検討が必要である(Alam et al., 201435))．本実験で得られた結果は，幌延の

稚内層珪質泥岩では、き裂が生じたとしても応力場に変動がなければ，透水係数の上昇の影響

はほとんどないことを示唆している．き裂の方向と応力場の変動が透水係数に与える影響につ

いては，特に堆積岩において検討されている例が少なく，水理-力学連成モデルを構築するため

には，今後も実験データを拡充していく必要がある． 

 図 4.2-13~18 に，実験前及び実験後の岩石試料の X 線による透視画像（CT 画像）を示す．

本 CT 画像は，黒く見える部分は間隙で，より白く見える部分ほど粒子が密である．CT 画像
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は圧力容器から取り出した後の大気圧状態で撮影しており，載荷時とはき裂の幅やかみ合わせ

の位置が異なっている可能性があるため注意が必要である． 

 図 4.2-13a に，ケース 1 における岩石試料の実験後の CT 画像断面を再構築した立体画像を

示す．図 4.2-13 b,c,d に，図 4.2-13a の中心を通る X-Y 断面，Y-Z 断面，X-Z 断面をそれぞれ示

す．実験後の岩石試料には，斜めの巨視的なき裂が 2 本生じ，共役なせん断面が観察できる．

岩石試料には，せん断面以外にも水平方向のき裂がせん断面から外側に進展するように生じて

いる．これらのき裂は，せん断き裂を突き抜けて進展していないため，せん断き裂が形成され

た後の二次的なき裂であることがわかる．せん断破壊は通常ピーク応力時に形成されるため，

二次的な水平のき裂はピーク応力後の残留応力または減圧時に形成されたと考えられる．Sato 

et al. (2018)32) は，本実験と同様の真三軸試験機を用いて，残留強度までの圧縮試験を行って

いるが，実験後の岩石試料にはこれらの水平のき裂は生じていない．したがって，本試験で形

成された水平のき裂は，残留強度後の減圧時の水平 Y 方向ピストンと岩石の摩擦によって生じ

たと考えられる．  

 
         (a)         (b)        (c)        (d) 
図 4.2-13 岩石試料の CT 画像（ケース 1，一軸圧縮卓越応力場）:(a)立体画像，(b)X-Y 断面

中央,(c) Y-Z 断面中央,(d) X-Z 断面中央． 

 

 
    (a)          (b)          (c)         (d) 
図 4.2-14 岩石試料の CT 画像（ケース 1，一軸圧縮卓越応力場）: (a) X-Y 断面中央（実験

前），(b) X-Y 断面下部（実験後），(c) X-Y 断面中央（実験後），(d) X-Y 断面上部（実験後）． 
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        (a)       (b)       (c)       (d) 
図 4.2-15 岩石試料の CT 画像（ケース 1，一軸圧縮卓越応力場）: (a) X-Z 断面中央（実験

前），(b) X-Z 断面手前（実験後），(c) X-Z 断面中央（実験後），(d) X-Z 断面奥（実験後）． 

 
 図 4.2-14 は，実験前の X-Y 断面中央部，及び実験後の X-Y 断面下部，中央部，上部を示す．

実験前の CT 画像には既存き裂などの弱面は認められなかったが，図の左下から右斜め上に向

かって層理面を示す模様が確認できる．せん断き裂は，Y 方向とほぼ平行に生じている．図 4.2-

14b には，高密度を示す白い楕円形の模様も確認できる．せん断き裂の状況から，これらの層

理面の影響は新たに生じたき裂にほとんど影響していないと考えられる．図 4.2-15 は，図 4.2-

13a の X-Z 断面手前，中央，奥を示す．X -Z 断面のき裂は，どの断面でもほとんど変化はなく，

σX 方向（水平 X 方向）に膨張する形でせん断面が形成されたことがわかる． X-Z 断面におい

ても，層理面の影響はほとんどないと考えられる．  

 
         (a)         (b)        (c)        (d) 
図 4.2-16 岩石試料の CT 画像（ケース 2，二軸圧縮卓越応力場）:(a)立体画像，(b)X-Y 断面

中央,(c) Y-Z 断面中央,(d) X-Z 断面中央． 

 

 
     (a)         (b)          (c)         (d) 
図 4.2-17 岩石試料の CT 画像（ケース 2，二軸圧縮卓越応力場）: (a) X-Y 断面中央（実験

前），(b) X-Y 断面下部（実験後），(c) X-Y 断面中央（実験後），(d) X-Y 断面上部（実験後）． 
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        (a)       (b)       (c)       (d) 
図 4.2-18 岩石試料の CT 画像（ケース 2，二軸圧縮卓越応力場）: (a) X-Z 断面中央（実験前），

(b) X-Z 断面手前（実験後），(c) X-Z 断面中央（実験後），(d) X-Z 断面奥（実験後）． 

 
図 4.2-16a に，ケース 2 岩石試料の試験後の CT 画像断面を再構築した立体画像を示す．図

4.2-16 b,c,d に，図 4.2-16a の中心を通る X-Y 断面，Y-Z 断面，X-Z 断面をそれぞれ示す．ケー

ス 1 とは異なり，ケース 2 では斜めのせん断き裂とともに明瞭な鉛直方向のき裂が数本確認で

きる．ケース 2 の応力状態は，水平 Y 方向ピストンの荷重が大きく，二軸圧縮卓越応力場であ

る．したがって，岩石のひずみは σX 方向（水平 X 方向）のみが膨張しており(図 4.2-10)，鉛直

方向のき裂は伸張応力場における引張によって生じたものである．また，ケース 2 では，ケー

ス 1 で見られた水平方向のき裂はほとんど見られなかった．ケース 1 と同様に，図 4.2-17 に実

験前後の X-Y 断面を，図 4.2-18 に実験前後の X-Z 断面をそれぞれ示す．図 4.2-17 から，せん

断き裂は Y 方向にほぼ平行に生じているのに対し，引張き裂は若干傾きをもっていることがわ

かる．これは，純粋な引張だけではなく，水平 Y 方向の圧縮荷重によるせん断の効果が表れた

結果である．図 4.2-12 で示したように，①の初期地圧と②の破壊後では透水係数はケース 1 と

2 で大きな差がみられなかった．しかし，③の減圧時には，相対的にケース 2 の鉛直 Z 方向の

透水係数の上昇が大きかった．これは，ケース 2 の鉛直方向のき裂が減圧されたことによって

水みちとして機能したためだと考えられる．図 4.2-19 に幌延深地層研究センターの 350m 調査

坑道で観測されたき裂のスケッチを示す．青柳ほか, 20171)は，密度の高い引張割れ目が坑道壁

面に形成されていることを現場観察から確認している．また，坑道周辺岩盤の破壊進展を模擬

した有限要素法解析からも，引張破壊が支配的に生じていることを示している（青柳ほか, 

20171)）．これらの破壊状況は，本実験における二軸圧縮卓越応力場で形成された引張破壊に類

似している．今後は，幌延の坑道における切羽進入時の応力状態を解析的に検討し，現場の破

壊の状況との比較を通して透水特性の評価につなげることが課題として挙げられる． 
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図 4.2-19 幌延深地層研究センターの 350 m 調査坑道の側壁で観察された代表的なき裂のス

ケッチと写真(青柳ほか, 20171))． 

 
4.2.4.4 試験機の制御に関する問題点 

 本試験機は，上述したように，3 つのピストン(鉛直 1 つ・水平 2 つ)と圧力容器の封圧によ

って真三軸荷重を再現するものである．封圧は岩石や圧力容器の内側だけではなく，圧力容器

の中に侵入しているピストンにも作用しているため，封圧を増減させれば，ピストンの荷重も

それに応じて変化する．通常の真三軸圧縮試験では，封圧を載荷させた後に，ピストンの荷重

や変位を制御させながら載荷するため，封圧によるピストン荷重への影響を考慮する必要はな

い．しかし本実験では，掘削時の応力解放を模擬するために，3 方向の荷重を減圧し，目標設

定値で一定になるように制御する必要がある．封圧を除荷する際に、ピストンに作用していた

圧力も減少するため，封圧の除荷と同時にピストンの荷重を制御しなければならず、応力値の

適切な操作には困難が伴う．これらの除荷過程をより適切に制御するためには，時間をかけて

ゆっくりと荷重値を見ながら減少させることの他に，設定応力値に減少させたら自動的に載荷

を停止する機能を試験機に付加することが考えられる．また、三方向ともピストンによって制

御する真三軸試験機であれば、圧力容器による封圧は使用しないため除荷時の制御にも問題は

ない。 

 二つ目の問題点として、間隙水圧及び封圧の取り扱いに関する問題がある。坑道掘削後の壁

面の状態は，間隙水圧及び封圧(最小主応力)は坑道内の大気圧に近い値であると想定される．

しかし，本試験ではフローポンプ法によって透水係数を測定したため，間隙水圧を少なくとも

1MPa 程度に設定する必要があり，それに伴うリークのリスクを下げるために，封圧を少なく

とも 2MPa 以上に設定する必要があった．従って，厳密には壁面の応力場を模擬できていない．

これに関しては，シリンジポンプによる水圧の測定の代わりに、透水ライン上に差圧計を取り

付けることによって，上流と下流の差圧をより精度良く計測することができるため，1MPa よ

りも小さな間隙水圧での透水試験を実施することが可能となる． 

 
4.3 力学・水理学特性モデル化のための課題の抽出 

 本項では，堆積軟岩の水理-力学特性をモデル化するために，これまでの研究を整理し課題の

抽出を行う．Rutqvist et al. (2009)22)は，DECOVALEX プロジェクトの一環として，廃棄物周辺

の熱-水-応力連成解析(THM)について，複数の解析手法の比較を行っている．対象岩盤として，

比較的浅い不飽和な火山岩及び飽和した結晶質岩についてそれぞれの違いを比較している．透

水係数の変化に影響を与える要因として，廃棄体の発熱による岩石の膨潤とそれによるき裂幅

の減少を挙げている．き裂を有する岩石の応力と透水係数の関係性については，原位置試験の

結果から必要な解析パラメータを設定している． 
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 富田(2008)36)は，堆積軟岩の時間依存性挙動に着目し，拘束圧及びひずみ速度依存性のモデ

ルとして，ひずみ軟化型弾粘塑性水-土連成解析モデルを提案し，試験結果の再現を行っている．

提案したモデルを用いて堆積軟岩の坑道の掘削に関する二次元解析を行っており，間隙水圧の

影響について言及している．さらに，冨田ほか(2007b)12)では，青森県六ヶ所村の中深度処分埋

設施設の調査の一環として行われている試験空洞において，掘削時に間隙水圧を測定しており，

切羽が侵入する際に間隙水圧が上昇していることを報告している(図 4.3-1)．これは，切羽が侵

入する際に一時的に非排水状態になり，間隙水圧が上昇したためだと考えられる．測定されて

いる間隙水圧は岩石の破壊に大きく寄与するほどの値ではなかったものの，より圧力の高い深

度や，壁面直近ではより高い間隙水圧が計測される可能性がある．Wild and Amann 

(2018a)13),(2018b)14)はオパリナス粘土を対象に，排水条件の違いが間隙水圧に与える影響につ

いて検討している．圧密の状態が破壊前後のダイレイタンシー挙動及び破壊後の軟化挙動に影

響を与えることを示した．また，掘削にともなう応力経路の変化が間隙水圧に与える影響を解

明するために室内実験を行った．坑道壁面を模擬した応力経路の違いによって，間隙水圧が増

減することが計測された． 

 

 
図 4.3-1 掘削地の壁面近傍の全水頭の測定(冨田ほか,2007b12)に一部追記) 

 
 Popp et al.(2008)37)はモンテリのオパリナス粘土を対象に，円柱三軸試験と一面せん断試験

を実施し，層理面がダイレイタンシー挙動やせん断強度に与える影響を広範囲の応力状態につ

いて検討している．粘土岩における力学・水理学特性モデルについては，多孔質な母岩と層理

面の影響が大きく，き裂と水理特性の連成挙動を構築することの難しさに言及している．室内

試験に基づいて，岩盤の硬化軟化挙動とダイレイタンシー効果を取り入れた粘弾性弾塑性モデ

ル，及び層理面のせん断強度の軟化を取り入れた変位速度依存性のある構成モデルを提案して

いる． 

 Tang et al.(2002)38)，Asahina et al.(2018)39)は，砂岩の室内実験で得られた応力-ひずみ，及

びひずみ-透水係数の関係から，岩石モデルを作成し，数値計算によってそれらの挙動がある程

度模擬することが可能であることを示した(図 4.3-2 及び図 4.3-3)．き裂が発生していない要素

については，実験で得られた応力と透水係数の測定値をそのまま近似し，き裂が発生した要素

については，損傷度合いやき裂の開口幅に伴って透水係数が変化するよう設定した．実験では、

荷重の初期段階は圧縮によって透水係数が減少するが，き裂が発生するとともに透水係数が上

昇し始め，マクロき裂が繋がるピーク応力以降は透水係数も最大値となった。これらの実験で

得られた水理-力学連成挙動の測定結果をモデルによってある程度再現することがでることを

示している。しかし，前項の幌延の稚内層珪質泥岩の実験結果が示すとおり，このようなき裂
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の進展が直接透水係数の上昇に繋がらないような堆積軟岩では，構成粒子の形状や組成の違い

による岩石固有の応力と透水係数の関係を示すパラメータが必要である． 

    
        (a)                      (b)  
図 4.3-2 (a)一軸圧縮試験における応力・透水係数とひずみの実験結果(砂岩)，(b) F-RFPA2D 

(有限要素法をベースとした解析手法)の解析結果(Tang et al., 200238)) 

 

(a)  (b)  
                              

(c)  
図 4.3-3 白浜砂岩を対象とした三軸圧縮試験結果及び解析結果(剛体-バネモデルをベースに

した解析手法) (a)差応力-ひずみ関係，(b)透水係数-ひずみ関係，(c)それぞれの応力レベルにお

ける破壊の進展状況(Asahina et al., 201839)) 

 
 これまでの坑道掘削に伴う岩盤の力学・水理学特性に関する研究を踏まえ、モデル化のため

の課題として以下のような点が挙げられる。 

 
中間主応力の違いによる岩石の損傷状態が水理特性に与える影響に関する検討 

 これまでの研究により，中間主応力が岩石の強さ等の力学的特性に影響を与えることが分か

っている．しかし，中間主応力が岩石の損傷状態及び水理学的特性に与える影響ついてはほと

んど研究されていない．本研究においても，中間主応力を変化させ透水係数の計測を行ったが，

より実験データを拡充する必要がある．例えば，切羽進入に伴う応力の回転をより忠実に再現

した応力場において，透水係数の異方性が連続的にどのように変化していくのかこれまで計測

された例はない．また，層理面や既存き裂の存在が，中間主応力の変化及びそれに伴う透水性
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の変化にどのように寄与するのか実験・解析において検討された例は少ない．埋設地における

3 軸応力状態が，坑道掘削時の地盤の変形，掘削影響領域(岩盤損傷を含む)，及び水理特性に与

える影響やその将来的な変化に対する応答を明らかにすることで，天然バリアとしてのより適

切な評価が可能となる． 

 
間隙水圧が掘削影響領域に与える影響 

 上述したように，坑道掘削による岩盤の変形・応力の変化によって，坑道壁面が一時的な非

排水状態になり，掘削中及び掘削直後は間隙水圧が上昇することが原位置試験で計測されてい

る．しかし，原位置で計測している間隙水圧の増加が、坑道掘削に伴う岩盤のゆるみやき裂の

発生にどのような影響を与えるのかこれまで詳しく検討されていない。加えて，原位置におけ

る間隙水圧の測定(特に掘削影響領域を形成する坑道壁面極近傍)は難しく，間隙水圧と岩盤の

応力・変形との相互作用についての検討は不十分である．掘削に伴う切羽の進入による間隙水

圧の上昇と岩盤の強度に与える影響を，原位置試験、室内試験、及び数値計算によって検討す

る必要がある。特に、堆積軟岩は剛性が低く透水係数も低いため、有効応力が減少しやすい。

堆積軟岩を対象として、有効応力によって定式化した構成則を考案する必要がある。 

 
原位置の岩盤と室内試験の岩石の破壊強度の違いに関する検討 

 これまでの原位置の計測や実験的検討から，原位置の岩盤の破壊強度は，室内岩石試験の一

軸圧縮強度の約 0.4 倍になるとされている．しかし，この原因についてはいまだ明らかにされ

ていない．原位置の岩盤の破壊強度は様々な要因によって影響を受ける．既往の研究では，既

存き裂の存在，高封圧から低封圧状態に移行したときのき裂の進展促進，切羽進入に伴う応力

の回転，間隙水圧の上昇，座屈の影響，掘削速度，振動の影響等が議論されている．これら様々

な現象は、坑道掘削壁面近傍の応力場の変動やき裂の形成に影響を及ぼしていると考えられる

が、各要因の影響度合いについて報告された例はなく、今後検討すべき課題といえる。これら

の影響を適切に岩盤の力学・水理学特性のモデルに組み込み，実際の坑道周辺の損傷及び水理

特性を評価することが必要である． 

 

4.4 まとめ 

 本項では，坑道掘削に伴う岩盤の力学・水理学的影響範囲の評価手法について，段階的な応

力場の変化の取り扱い並びに新規き裂の発生及び既存き裂の開口等の水理特性の変化に着目し

て，既往の研究を対象に知見を整理し課題の抽出を行った．また，Eberhardt(2001)11)の解析事

例を参考に，切羽進入に伴う段階的な応力変動を模擬した岩石試験を行った．岩石は，幌延深

地層研究センターにおける稚内層珪質泥岩(東立坑，深度 350m)を用いて角柱に整形し，真三軸

試験機を用いた圧縮・減圧試験を行った．本実験の結果，インタクトな初期地圧の状態よりも，

マクロなき裂が生じた破壊後の残留応力が作用している岩石の方が透水係数は低くなることが

わかった．また，応力開放を模擬した減圧によって，透水係数が上昇した．マクロなき裂が水

みちとして透水係数に影響を与えるには，単純にき裂の存在だけではなく，応力場及びき裂の

状態を含めた検討が必要である． 

 既往の研究から，岩盤の応力解放を想定した力学構成モデル及び水理学特性の連成モデルに

ついて知見を整理し，課題の抽出を行った．文献調査の結果として，結晶質岩については力学

特性及び水理学特性の評価に関する研究が多かったものの，堆積軟岩については実験データ及

び解析例が少なく，データの拡充が必要である．検証データを拡充することによって，堆積軟

岩における岩盤の力学的・水理学的モデルを構築し，力学的・水理学的連成モデルの定量化を

より詳細に議論できると考えられる．  



第４章 岩盤掘削等による力学特性・水理学特性の評価 

 4-21

 
【引用文献】 

1) 青柳和平・石井英一・石田 毅 (2017) 幌延深地層研究センターの 350m 調査坑道におけ

る掘削損傷領域の破壊様式の検討. journal of MMIJ, 133(2), 25–33. 

2) 郷家光男・多田浩幸・瀬野康弘・中間茂雄・佐藤稔紀 (2006) 瑞浪超深地層研究所の研究

坑道における掘削損傷領域を考慮した掘削影響解析. トンネル工学論文集, 16, 35–45. 

3) 冨田敦紀・蛯名孝仁・戸井田克,白鷺 卓・岸田 潔・足立紀尚 (2007a) 低拘束圧下にお

ける堆積軟岩空洞の破壊現象の考察. 土木学会論文集Ｃ, 63(4), 1054–1064. 

4) Nguyen, T. S., Li, Z., Su, G., Nasseri, M. H. B., Young, R. P. (2018) Hydro-mechanical 
behavior of an argillaceous limestone considered as a potential host formation for 
radioactive waste disposal. Journal of Rock Mechanics and Geotechnical Engineering, 
10, 1063–1081. 

5) Tsang, C. F., Bernier, F. Davies, C. (2005) Geohydromechanical processes in the 
Excavation Damaged Zone in crystalline rock, rock salt, and indurated and plastic 
clays—in the context of radioactive waste disposal. International Journal of Rock 
Mechanics and Mining Sciences, 42, 109–125. 

6) Lanyon, G. W. (2011) OPG’s deep geologic repository for low and intermediate waste: 
Excavation Damaged Zones Assessment. Fracture Sytems Ltd, NWMO DGR-TR-2011-
21. 

7) Ghazvinian, E. (2015) Fracture Initiation and Propagation in Low Porosity Crystalline 
Rocks: Implications for Excavation Damage Zone (EDZ) Mechanics. Thesis (Ph.D, 
Geological Sciences & Geological Engineering), Queen's University, 2015-09-27 
18:00:35.604. 

8) Martin, C. D. (1997) Seventeenth Canadian Geotechnical Colloquium: The effect of 
cohesion loss and stress path on brittle rock strength. Canadian Geotechnical Journal, 
34, 698–725. 

9) Cai, M., Kaiser, P. K. (2014) In-situ Rock Spalling Strength near Excavation Boundaries. 
Rock Mechanics and Rock Engineering, 47, 659–675. 

10) Diederichs, M. S. (2007) The 2003 Canadian Geotechnical Colloquium: Mechanistic 
interpretation and practical application of damage and spalling prediction criteria for 
deep tunnelling. Canadian Geotechnical Journal, 44(9), 1082–1116. 

11) Eberhardt, E. (2001) Numerical modelling of three-dimension stress rotation ahead of an 
advancing tunnel face. International Journal of Rock Mechanics and Mining Sciences, 
38, 499–518. 

12) 冨田敦紀・森川誠司・田部井和人・白鷺 卓・蛯名孝仁・岸田 潔・足立紀尚 (2007b) 

堆積岩空洞掘削時の間隙水圧の計測と数値解析的検討. 材料, 56(9), 813–819. 

13) Wild, K. M., Amann, F. (2018a) Experimental study of the hydro-mechanical response of 
Opalinus Clay – Part 1: Pore pressure response and effective geomechanical properties 
under consideration of confinement and anisotropy. Engineering Geology, 237, 32–41. 

14) Wild, K. M., Amann, F. (2018b) Experimental study of the hydro-mechanical response of 
Opalinus Clay – Part 2: Influence of the stress path on the pore pressure response. 
Engineering Geology, 237, 92–101. 

15) Olsson, W. A. (1991) The compressive strength of tuff as a function of strain rate from 10-
6 to 103/sec. International Journal of Rock Mechanics and Mining Sciences & 
Geomechanics Abstracts, 28(1), 115–118. 

16) Laigle, F. (2006) Short-term and delayed behaviors of underground openings—field 
observations and numerical simulations. In: Hart, P., Varona, P. (Eds), Proceedings 4th 
International FLAC Symposium, Madrid, Paper No. 02-08. 



第４章 岩盤掘削等による力学特性・水理学特性の評価 

 4-22

17) Wang, H., Dyskin, A., Dight, P., Pasternak, E., Hsieh, A. (2020) Review of unloading tests 
of dynamic rock failure in compression. Engineering Fracture Mechanics, 225, 106289. 

18) Wu, H., Pollard, D. D. (1992) Propagation of a set of opening‐mode fractures in layered 

brittle materials under uniaxial strain cycling. Journal of Geophysical Research, 97(B3), 
3381–3396. 

19) Diederichs, M. S., Kaiser, P. K., Eberhardt, E. (2004) Damage initiation and propagation in 
hard rock during tunneling and the influence of near-face stress rotation. International 
Journal of Rock Mechanics and Mining Sciences, 41, 785–812. 

20) Lisjak, A., Tatone, B. S. A., Mahabadi, O. K., Grasselli, G., Marschall, P., Lanyon, G. W., 
de la Vaissière, R., Shao, H., Leung, H., Nussbaum, C. (2016) Hybrid Finite-Discrete 
Element Simulation of the EDZ Formation and Mechanical Sealing Process Around a 
Microtunnel in Opalinus Clay. Rock Mechanics and Rock Engineering, 49, 1849–1873. 

21) Tsang, C. F., Stephansson, O., Jing, L., Kautsky, F. (2009) DECOVALEX Project: from 
1992 to 2007. Environmental Geology, 57, 1221–1237. 

22) Rutqvist, J., Barr, D., Birkholzer, J. T., Fujisaki, K., Kolditz, O., Liu, Q. S., Fujita, T., Wang, 
W., Zhang, C. Y. (2009) A comparative simulation study of coupled THM processes and 
their effect on fractured rock permeability around nuclear waste repositories. 
Environmental Geology, 57, 1347–1360. 

23) Garitte, B., Shao, H., Wang, X. R., Nguyen, T. S., Li, Z., Rutqvist, J., Birkholzer, J., Wang, 
W. Q., Kolditz, O., Pan, P. Z., Feng, X. T., Lee, C., Graupner, B. J., Maekawa, K., 
Manepally, C., Dasgupta, B., Stothoff, S., Ofoegbu, G., Fedors, R., Barnichon, J. D. 
(2017) Evaluation of the predictive capability of coupled thermo-hydromechanical 
models for a heated bentonite/clay system (HE-E) in the Mont Terri Rock Laboratory. 
Environmental Earth Sciences, 76, 64. 

24) Sato, T., Kikuchi, T., Sugihara, K. (2000) In-situ experiments on an excavation disturbed 
zone induced by mechanical excavation in Neogene sedimentary rock at Tono mine, 
central Japan. Engineering Geology, 56, 97–108. 

25) Bossart, P., Meier, P. M., Moeri, A., Trick, T., Mayor, J. C. (2002) Geological and 
hydraulic characterisation of the excavation disturbed zone in the Opalinus Clay of the 
Mont Terri Rock Laboratory. Engineering Geology, 66, 19–38. 

26) Bossart, P., Trick, T., Meier, P. M., Mayor, J. C. (2004) Structural and hydrogeological 
characterisation of the excavation-disturbed zone in the Opalinus Clay (Mont Terri 
Project, Switzerland). Applied Clay Science, 26, 429–448. 

27) 羽柴公博・福井勝則・杉田 裕・真田昌慶 (2014) 稚内層珪質泥岩の力学特性. 原子力バ

ックエンド研究, 21(2), 75–82. 

28) 青柳和平・石井英一・近藤桂二・津坂仁和・藤田朝雄 (2015) 幌延深地層研究所における

三軸圧縮試験による岩石強度特性の検討. JAEA-Research, 2015-001. 

29) American Society for Testing and Materials (1999) Standard test method for determination 
of pore volume and pore volume distribution of soil and rock by mercury intrusion 
porosimetry, Designation D 4404-84 (Reapproved 1992). Annual Book of ASTM 
Standards, 04.08, 588–592. 

30) Li, X., Wu, Z., Takahashi, M., Yasuhara, K. (2002) Permeability anisotropy of Shirahama 
sandstone under true triaxial stresses. Journal of Geotechnical Engineering, JSCE, 
708(III-59), 1–11. 

31) Takahashi, M. (2007) Permeability and deformation characteristics of Shirahama 
sandstone under a general stress state. Archives of Mining Sciences, 52(3), 355–369. 

32) Sato, M., Takemura, T., Takahashi, M. (2018) Development of the permeability anisotropy 
of submarine sedimentary rocks under true triaxial stresses. International Journal of 
Rock Mechanics and Mining Sciences, 108, 118–127. 



第４章 岩盤掘削等による力学特性・水理学特性の評価 

 4-23

33) 森岡宏之・山﨑雅直・松井裕哉・尾留川剛・山口雄大 (2008) 幌延深地層研究計画におけ

る地下施設の支保設計(実施設計). JAEA-Research, 2008-009. 

34) Haimson, B., Rudnicki, J. W. (2010) The effect of the intermediate principal stress on fault 
formation and fault angle in siltstone. Journal of Structural Geology, 32, 1701–1711. 

35) Alam, A. K. M. B., Niioka, M., Fujii, Y., Fukuda, D., Kodama, J. (2014) Effects of confining 
pressure on the permeability of three rock types under compression. International 
Journal of Rock Mechanics and Mining Sciences, 65, 49–61. 

36) 冨田敦紀 (2008) 堆積軟岩空洞の堀削損傷領域評価に関する研究. 京都大学博士学位論文. 

37) Popp, T., Salzer, K., Minkley, W. (2008) Influence of bedding planes to EDZ-evolution and 
the coupled HM properties of Opalinus Clay. Physics and Chemistry of the Earth, 33, 
S374–S387.  

38) Tang, C. A., Tham, L. G., Lee, P. K. K., Yang, T. H., Li, L. C. (2002) Coupled analysis of 
flow, stress and damage (FSD) in rock failure. International Journal of Rock Mechanics 
and Mining Sciences, 39, 477–489. 

39) Asahina, D., Pan, P., Tsusaka, K., Takeda, M., Bolander, J. E. (2018) Simulating hydraulic 
fracturing processes in laboratory-scale geological media using three-dimensional 
TOUGH-RBSN. Journal of Rock Mechanics and Geotechnical Engineering, 10, 1102–
1111. 





第 5 章 研究に必要な国内外の情報収集 

 5-1 

5．研究に必要な国内外の情報収集 

【仕様書記載内容】 

本事業の実施に当たっては、中深度処分の評価対象地盤における地球科学分野（地球物理学、

地質学、地震学、水文学、水理学等）等の自然事象等に関する多岐にわたる高い専門性が必要

であることから、適宜事業内容に関連する国内外の専門家と意見交換等を行い、事業成果の向

上・精緻化を図るものとする。 

【実施内容および成果】  

5.1 国際学会等情報収集  

1) FraMCos-X（コンクリート構造の破壊の力学国際会議）（フランス・バイヨンヌ） 

・概要 

断層の力学・水理特性の評価手法に関する有益な情報を得るため，また原子力発電所や

放射性廃棄物処分に関わる研究の最新の研究結果を把握するため，FraMCos-X(Fracture 

Mechanics of Concrete and Concrete Structures)に参加した． 

・日程 

令和元年 6 月 24 日～6 月 26 日 

・情報収集を行った内容  

学会開催中は，セメント系材料や岩石等の地質材料における破壊の基礎理論，衝撃荷重

試験，水中繰り返し載荷試験及び内部熱膨張による衝撃破壊に関する研究発表を聴講し，

断層破砕帯の広がりや熱-水理学的評価技術に関する研究開発状況や関連する新技術につい

ての情報収集を行う等，当該研究に関する有益な情報を得ることが出来た．例えば，地質

材料のフラクチャープロセスゾーンに関する知見を収集した．コンクリートの破壊力学の

分野では，破壊の先端にフラクチャープロセスゾーンと呼ばれる微細き裂が不連続的に発

生する領域について力学的・水理学的に検討されている．コンクリート工学と構造地質学

における取り扱いの違いを確認し，本研究における用語の定義を明確にするため，プロセ

スゾーンを含む断層構造の位置づけについて記述し，本知見を反映させた．また，セメン

ト材料のせん断強さとせん断面の透水係数の関係について，実験に関する知見を得た．本

事業の岩盤中の弱面すべりの最新の知見としてまとめ，関連する研究を引用文献として反

映した．本シンポジウムへの参加を通して、研究内容について意見交換など、今後の研究

を進める上で貴重な情報を得ることができた。また、本シンポジウムによって得られた情

報は、所属グループの他の研究員とも共有し、今後の研究に役立てる予定である。 

 
2)  ISRM 14th International Congress of Rock Mechanics（ブラジル・フォスドイグアス .） 

・概要 

 岩盤工学分野における最新の地下水流動・間隙水圧に係る研究を把握するため，表記，岩盤

力学及び岩盤工学国際会議に参加した． 

・日程 

令和元年 9 月 15 日～9 月 18 日 

・情報収集を行った内容  

 一般公演のあった 15 日から 18 日までは，岩盤力学及び岩盤工学に関連する研究発表を聴

講し，各国の放射性廃棄物地層処分に係る水文地質研究の進捗状況や処分事業の進展について

の情報収集を行う等，当該研究に関する有益な情報を得た．特に，中国の発表では，地層処分

の有力な候補地として近年盛んに調査が進められているモンゴルに近い西北地域（北山）の事

例紹介があり，世界的に見ても珍しいほどの非常に健全な花崗岩体が広範に分布しているこ

と，採取コア，水理物性，地質プロファイルなどの調査結果が非常に良好であることが示され

た．さらに，中国では，これらの調査結果を踏まえ，今後，西北地域に地下研究施設が建設さ

れる予定であることも報告された．基調講演では，岩盤水理について京都大学大西雄三名誉教
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授から，熱―水理―力学―化学（THMC）連成解析についての体系的な概説と，近年開発され

た不連続変形法と粒子法を用いた固体と流体の連成解析の紹介があった．この新しい解析手法

は，地層処分に関連した地形変形と水理環境変化の連成解析にも応用できる可能性があると考

えられる． 

 また，17 日には，これまでに実施してきた水文地質に係る研究の成果を「Simplified 

method for the identification of geologic osmotic pressure based on pore pressure and 
porewater composition」をタイトルとして，ポスター発表を行った．発表を通して，化学的

浸透による過剰間隙水圧の発生に関するコメント，研究内容について意見交換など，今後の研

究を進める上で貴重な情報を得ることができた． 

 
3)  International Symposium on Earth Science and Technology （福岡県福岡市） 

・概要 

 地下水流動評価及びモニタリング等の情報を収集するため．表記国際学会に参加した． 

・日程 

 令和元年 12 月 5 日～6 日 

・情報収集を行った内容  

 表記シンポジウムに参加，情報収集の上，H31 年度委託費成果である地下水等モニタリン

グの既往事例比較の成果に関するポスター発表を行った． 

 シンポジウムにおいて，委託研究内容と特に関連性が深いものとして，Geophysics のセッ

ションで発表された九州大学辻教授の研究室大学院生による，弾性波探査結果から AI を用い

て断層等の地下構造を抽出するアルゴリズムに関するものがあげられる．機械学習の段階の成

否によって結果は左右されるものの，既存の自動抽出手法と比較しての優位性が示されていた

ため，今後の進展を注目する必要がある． 

  
4)  AGU Fall Meeting 2019（アメリカ合衆国・サンフランシスコ） 

・概要 

AGU Fall Meeting 2019に参加し，断層の力学・水理特性を明らかにするために，断層の

評価手法に関する情報収集を行った． 

・日程 

令和元年 12 月 8 日～12 月 15 日 

・情報収集を行った内容  

 「Fault Deformation During the Seismic Cycle: From the Field to the Laboratory」と

「Rock Damage in Fault Zones」のセッションにおいて，断層のダメージゾーンの幅に関

する発表が複数行われていた．その中でも特に，Cardiff University の Jack Nicholas 

Williams 博士と University of Liverpool の Dan Faulkner 博士の発表が重要であると考え

た．出張者は，これまで断層の力学・水理特性を明らかにするために，断層の評価手法に

関する先行研究を調べてきた．その中で，根本的な課題として，１）ダメージゾンーンの

定義が論文により異なるため，ダメージゾーンの幅を明確化する定義が曖昧である，２）

計測する物理量によってダメージゾーンの幅が数 cm〜数 100 m まで変動する，ことがわ

かってきた．その問題点に対して，両博士も指摘おり，出張者がこれまでに確認していな

かったスケールの異なるダメージゾーンに関する論文を多数紹介していた．Dan Faulkner

博士は計測する物理量によってダメージゾーンの幅が異なる１つの理由として，計測する

物理量によって捉えられるダメージゾーンの深度が異なることを指摘しており，断層の 3

次元形状を考慮することの重要性を示唆した．また，Dan Faulkner 博士はダメージゾーン

の時間評価も検討しており，今後も Dan Faulkner 博士の研究に関しては情報収集を行う予

定である． 
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 上記の研究内容は報告書を作成する上で，先行研究として引用した． 

 
5.2 国内学会等情報収集  

1)  地球惑星科学連合大会 2019 年大会（5/26-30：千葉市） 

日本地球惑星科学連合 2019 年大会に参加し，断層の力学・水理特性を明らかにするた

めに，断層の評価手法に関連する研究発表を聴講した．本出張を通して，１）断層評価に

伴う従来のモデルの妥当性の検討，２）断層の存在する深度毎の特性の理解，を行う必要

があることがわかった．そのため，今後，断層の評価手法に関する先行研究をまとめる上

で，上記２点に着目する．  

本出張で得た情報を報告書に直接は引用していないが，後に業務を遂行する上で，非常

に重要な情報収集であったと考える． 

 
2) 青森県東部の応力状態評価に関する研究打ち合わせ(8/5-7：東北大学) 

 上北平野ー下北半島東部の応力場の検討するにあたり，東北大学大学院理学研究科地

震・噴火予知観測センターにて，松澤教授，岡田准教授，大坪氏と研究打ち合わせを行

った．本出張では主に，１）共同研究の依頼，２）上北平野ー下北半島東部の応力場の

検討する上で必要な情報提供の依頼を行った．  

 本出張を通して，今後，東北大学と共同研究として本業務を進めることが決まり，ま

た，弘前大学の小菅教授および地震予知総合研究振興会の阿部博士と議論を行う必要性

があることがわかった．本出張で得た情報は上北平野ー下北半島東部の応力場の解析を

行う上で参考となった．   

 
3)  岩盤中の弱面すべりに関する研究打ち合わせ（9/3-4：長崎大学）  

 岩盤中の弱面すべりに関する研究に関して、長崎大学蒋宇静教授と研究打ち合わせを行

った。放射性廃棄物の処分概念と、中深度処分施設の規制要求に関して説明した。また、

研究再委託課題である「上載荷重を制御した一面せん断試験・評価手法」についての内容

に関して、話し合いを行った。具体的には，一面せん断試験供試体として、セメント系地

質材料の成型過程において複数のスリットを作成し、模擬的な弱面をモデル化する。スリ

ットの配置、連続性、大きさ等を変化させることによって弱面の特性を変化させ、巨視的

なせん断強さ及び破壊基準に用いるパラメータとの関係を検討する。また，上載荷重を変

化させた時のこれらの供試体のせん断挙動の変化について検討を行うこととした．本試験

を行うことによって、地すべり面等の弱面すべりの再滑動性の評価のための力学特性を検

討することが可能となる。打ち合わせでは、実際の型枠の素案について説明を受けた。実

験や論文作成のためのスケジュールについても確認を行った。 

 
4)  日本地震学会 2019 年度秋季大会（9/16-18：京都） 

 日本地震学会 2019 年度秋季大会に参加し，上北平野ー下北半島東部の応力場の検討お

よび断層の力学・水理特性を明らかにするために，それらに関連する研究発表を聴講し

た．また，上北平野ー下北半島東部の応力場の検討するにあたり，弘前大学の小菅教授と

大坪氏と研究打ち合わせを行った．本出張では情報収集の他に，小菅教授に１）共同研究

の依頼，２）上北平野ー下北半島東部の応力場の検討する上で必要な情報提供の依頼，を

行った． 

 本出張を通して，今後，弘前大学と共同研究として本業務を進めることが決まった．本

出張で得た情報は上北平野ー下北半島東部の応力場の解析を行う上で参考となった． 

5)  断層の力学・水理特性の評価手法に関する有識者意見聴取（9/17-19：筑後市） 

竹村恵二京都大学名誉教授と，断層の力学・水理特性の評価手法に関する意見聴取を行

った．断層の力学・水理特性の評価手法の検討について，調査で得たクラックにおいて複
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数のクラックグループに分類できる場合に，どのグループがクラック中に最も流体が流れ

やすいか？の観点で，クラック群を複数のグループに分類する重要性をご教授いただい

た．また，均質でない岩体でのクラック形成と流体移動の関係を検討する重要性をご指摘

いただき，その事例として付加体中のクラックを取り扱うことは妥当であるとご意見いた

だいた．さらに，クラックによる流体移動の促進を地下の天水循環プロセスの中で検討し

ておくことが重要であるとのご指摘をいただいた． 

 
6)  日本地質学会第 126 年学術大会（12/22-23：東北大学） 

 日本地質学会第 126 年学術大会に参加し，断層の力学・水理特性を明らかにするため

に，断層の評価手法に関連する研究発表を聴講した．本学会中に，大阪市立大学の奥平敬

元教授から断層の評価手法に関して，ご助言をいただいた．   

 本出張を通して，断層の力学・水理特性を明らかにする上で，研究対象地域として郷村

断層や山崎断層が適している可能性がわかった．そのため，出張後に郷村断層に関しての

情報整理を行った．郷村断層に関する知見については報告書に反映されている． 

 
7)  上北平野ー下北半島東部の応力場の検討に関する打ち合わせ（9/22-26：山口市） 

 上北平野ー下北半島東部の応力場の検討するにあたり，東北大学大学院理学研究科地

震・噴火予知観測センターにて松澤教授と岡田准教授と研究打ち合わせを行った．本研究

打ち合わせでは，主に解析の途中結果に関して，議論を行った． 

 本研究打ち合わせを通して，今後，１）重力から考えられる地形の影響を考慮する，

２）先行研究として用いている Terakawa and Matsu’ura (2010)の元データを確認する，

３）AS-net を追加する，といった課題が挙げられた．本出張で得た情報は上北平野ー下北

半島東部の応力場の解析を行う上で参考となった． 

 
7)  断層の力学・水理特性の評価手法に関する有識者意見聴取（12/30：筑後市） 

 竹村恵二京都大学名誉教授と，断層の力学・水理特性の評価手法に関する意見聴取を行

った．断層の力学・水理特性の評価手法の検討について，Regional の地史の検討に対して

は，取り扱う空間スケールの設定に関する論理構成の妥当性を確認することが重要である

ことをご指摘いただいた．その際には，取り扱う空間スケールに対してデータの不確実性

が変わることを合わせてご指摘いただいた．また，微小地震を使った応力場の把握に関す

る技術評価については，地震計設置や概要調査の妥当性について知見を蓄積する必要があ

ること，さらに，プロセスゾーンの評価については，力学的および水理学的な意味を整理

し，両者に違いがあることを踏まえながら知見を蓄積する必要があること，をご教授いた

だいた． 

 
8)  上北平野ー下北半島東部の応力場の検討に関する打ち合わせ（1/9-10：弘前大学） 

 上北平野ー下北半島東部の応力場の検討するにあたり，弘前大学にて小菅教授と研究打

ち合わせを行った．本研究打ち合わせでは，主に解析の途中結果に関して，議論を行っ

た． 

本研究打ち合わせを通して，１）前弧千島スリバーの西進に関しては，北海道の地震活動

に関する論文を参考する，２）2016 年に北海道で発生した地震(内浦湾地震)は本地域に近

いため，本地震についても調べる，といった課題が挙げられた．本出張で得た情報は上北

平野ー下北半島東部の応力場の解析を行う上で参考となった． 

【引用文献】 

1) Terakawa T, Matsu’ura M (2010) The 3-D tectonic stress fields in and around Japan 

inverted from centroid moment tensor data of seismic events. Tectonics 29:TC6008. 
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6．検討委員会の開催 
本事業の受託者は，専門性を有する 4 名程度の外部有識者で構成する「平成 31 年度原子力

発電施設等安全技術対策委託費（廃棄物埋設における自然事象等を考慮した地盤の性能評価に

関する研究）事業」に関する検討委員会を設置する．検討委員会は年 3 回程度開催し、それぞ

れの調査に関して検討内容及び結果の妥当性を専門性の観点から検討し、適宜修正・改善等を

行う。委員の選定については選定理由も含めリストを作成し，当庁と調整することとする． 
なお、本事業を円滑に進める観点から，検討委員会には，原子力規制庁担当官及び原子力規

制庁委託事業である「平成 31 年度原子力発電施設等安全技術対策委託費（廃棄物埋設におけ

る核種移行に係る性能評価に関する研究）事業」の受託者がオブザーバーとして参加するもの

とする．同様に，本事業の受託者は上記「平成 31 年度原子力発電施設等安全技術対策委託費

（廃棄物埋設における核種移行に係る性能評価に関する研究）事業」において設置される検討

委員会にオブザーバーとして参加するものとする． 
 
【実施内容】 
1) 検討委員会委員等の選定 

検討委員会委員は，原子力規制庁と協議の結果，以下の方々に委嘱した． 
 ・応用地質学専門家 1 名 
 ・第四紀学専門家 1 名 
 ・岩盤力学専門家 1 名 
 ・水文学専門家 1 名    計 4 名 

検討委員会には，委託元である原子力規制庁及び「平成 31 年度原子力発電施設等安全技術

対策委託費（廃棄物埋設における核種移行に係る性能評価に関する研究）事業」の受託者であ

る国立研究開発法人日本原子力研究開発機構安全研究センターがオブザーバーとして参加した．

また，廃棄物埋設地の性能評価手法に関する調査事業の検討委員会には，グループ長 1 名がオ

ブザーバーとして参加した． 
 

2) 検討委員会の開催 
検討委員会は、2019 年 7 月 12 日，2019 年 11 月 20 日，2020 年 2 月 14 日の 3 回開催し，

それぞれ第一回検討委員会では実施計画，第二回検討委員会では中間成果，第三回検討委員会

では最終成果案についての検討及びご意見を伺った．第一回検討委員会結果は，事業の個別課

題の進め方に反映し，第二回及び第三回検討委員会結果は，最終報告書の内容に反映された． 
 


